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表紙の説明 
地震ハザードステーション J-SHIS（http://www.j-shis.bosai.go.jp）で表示した全国地震動予測地図の例（今後 30 年以内に震度
6 弱以上の揺れに見舞われる確率の分布図）． 
 
 
 
「全国地震動予測地図」作成手法の検討 
藤原広行・河合伸一・青井真・森川信之・先名重樹・工藤暢章・大井昌弘・はお憲生・ 
若松加寿江・石川裕・奥村俊彦・石井透・松島信一・早川讓・遠山信彦・成田章 
 
A Study on “National Seismic Hazard Maps for Japan” 
 
Hiroyuki FUJIWARA, Shinichi KAWAI, Shin AOI, Nobuyuki MORIKAWA, Shigeki SENNA, Nobuaki KUDO,  
Masahiro OOI, Ken Xian-Sheng HAO, Kazue WAKAMATSU, Yutaka ISHIKAWA, Toshihiko OKUMURA, 
Toru, ISHII, Shinichi MATSUSHIMA, Yuzuru HAYAKAWA, Nobuhiko TOYAMA, and Akira NARITA 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「全国地震動予測地図」作成手法の検討 目次 
 
 
１． はじめに 
1.1 背景と経緯 
1.2 全国地震動予測地図の概要 
1.2.1 確率論的地震動予測地図 
1.2.2 震源断層を特定した地震動予測地図 
1.2.3 地震ハザードステーション J-SHIS 
 
２． 長期評価における固有地震の震源断層モデルの設定 
2.1 主要活断層帯に発生する固有地震 
2.1.1 既往の強震動評価における震源断層モデル 
2.1.2 全国一律に手続き化された手法による震源断層モデル 
2.1.3 長大断層の震源断層モデル 
2.2 海溝型及び日本海東縁の固有地震 
 
３． 確率論的地震動予測地図 
3.1 評価の手順と結果の表示方法 
3.1.1 地震ハザード評価手法の概要 
3.1.2 ハザードカーブの算定方法 
3.1.3 結果の表現方法 
3.2 地図の作成領域と地図の仕様 
3.2.1 地図の作成領域 
3.2.2 地図の仕様 
3.3 地震活動の評価モデル 
3.3.1 主要活断層帯に発生する固有地震 
3.3.2 海溝型地震 
3.3.3 主要活断層帯以外の活断層に発生する地震 
3.3.4 震源断層を予め特定しにくい地震 
3.4 地震カテゴリー 
3.5 地震動の評価モデル 
3.5.1 工学的基盤における最大速度の距離減衰式 
3.5.2 異常震域の補正方法 
3.5.3 地表における最大速度の評価 
3.5.4 地表における計測震度の評価 
3.5.5 距離減衰式のばらつき 
3.6 確率論的地震動予測地図の作成条件の変更履歴 
3.7 評価結果 
3.7.1 評価した図の一覧 
3.7.2 評価結果 
3.7.3 代表地点における震度 6 弱以上の 30 年超過確率 
 
４． 震源断層を特定した地震動予測地図 
4.1 評価の手順と結果の表示方法 
4.1.1 評価対象とした地震 
4.1.2 評価手法の概要 
4.1.3 結果の表示方法 
4.2 地図の作成領域と仕様 
4.2.1 地図の作成領域 
4.2.2 地図の仕様 
4.3 主要活断層帯に発生する固有地震の微視的震源特性及びその他の震源特性の設定 
4.3.1 微視的震源特性の設定 
4.3.2 その他の震源特性の設定 
4.4 地下構造モデルの設定 
4.4.1 地震基盤以深の地殻構造 
4.4.2 深部地盤モデル 
4.4.3 浅部地盤モデル 
4.5 強震動計算方法 
4.5.1 詳細法工学的基盤上の波形計算 
4.5.2 距離減衰式を用いた詳細法工学的基盤上の最大速度計算 
4.5.3 地表における最大速度の評価 
4.5.4 地表における計測震度の評価 
4.5.5 条件付超過確率 
4.6 評価結果 
4.6.1 主要活断層帯に発生する固有地震 
4.6.2 海溝型及び日本海東縁の固有地震 
 
５． 地震ハザードステーション J-SHIS 
5.1 概要 
5.2 目的 
5.3 技術的な背景 
5.4 J-SHIS システム 
5.4.1 機能 
5.4.2 公開データ 
5.4.3 地震動予測地図数値データベース 
5.4.4 ハードウェア構成 
5.4.5 ソフトウェア構成 
5.5 地震リスクの発信に向けて 
 
６． 今後へ向けて 
 
７． おわりに 
 
謝辞 
 
巻末資料：主要活断層帯における震源パラメータ一覧 
 
付録：地震動予測地図の高度化へ向けた取り組み 
付録１：論理ツリーによる地震ハザード評価の検討 －糸魚川－静岡構造線断層帯（北部・中部）を対象
として－ 
付録２：応答スペクトルを指標とした地震動予測地図 
付録３：九州地域を対象とした試作版の作成 
付録４：2005 年福岡県西方沖の地震の観測記録に基づく強震動評価手法の検証 
付録５：断層破壊不均質性を考慮した特性化震源モデルの改良に関する検討 
 
1. はじめに 
1.1 背景と経緯 
 1995 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部地震は，
6,400 名を超える犠牲者を出し，我が国の地震防災対策
に関して多くの課題を残した．特に地震に関する調査研
究に関しては，その研究成果が国民や防災機関に十分伝
達される体制になっていないとの指摘がなされた．この
地震の教訓を踏まえ，全国にわたる総合的な地震防災対
策を推進するため，議員立法により，1995 年 7 月に地
震防災対策特別措置法が制定された．同法に基づき，行
政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制を
明確にし，これを政府として一元的に推進するため，政
府の特別の機関として，地震調査研究推進本部が総理府
に設置（現在：文部科学省に設置）された．地震調査研
究推進本部には，政策委員会と地震調査委員会が設置さ
れ，(1)総合的かつ基本的な施策の立案，(2)関係行政機
関の予算等の調整， (3)総合的な調査観測計画の策定，
(4)関係行政機関，大学等の調査結果等の収集，整理，
分析及び総合的な評価，及び (5)それらの評価に基づく
広報がその役割とされた． 
地震調査研究推進本部は，1999 年 4 月に，今後 10 年
間程度にわたる地震調査研究の基本方針，活動の指針と
して，「地震調査研究の推進について－地震に関する観
測，測量，調査及び研究の推進についての総合的かつ基
本的な施策」（以下では総合基本施策と呼ぶ）を策定し
た．総合基本施策では，地震防災対策の強化，特に地震
による被害の軽減に資する地震調査研究の推進を基本的
な目標に掲げ，当面推進すべき地震調査研究として以下
の 4 つを主要な課題とし，このために必要な調査観測や
研究を推進するとした．その 4 つの課題とは，①活断層
調査，地震の発生可能性の長期評価，強震動予測等を統
合した地震動予測地図の作成，②リアルタイムによる地
震情報の伝達の推進，③大規模地震対策特別措置法に基
づく地震防災対策強化地域及びその周辺における観測等
の充実，及び④地震予知のための観測研究の推進である． 
特に，地震動予測地図の作成は，推進すべき主要課題
の筆頭に掲げられ，これに基づき地震調査研究推進本部
地震調査委員会では，「全国を概観した地震動予測地
図」の作成を開始し，平成 17 年 3 月に 2005 年版の予
測地図が完成し，公表された．その後，毎年度，新たな
評価結果を取り込むことにより「全国を概観した地震動
予測地図」の更新が行われてきた．こうした中，2009
年 7 月には，これまでの 10 年間の検討のとりまとめと
して，各種データの追加や作成手法の高度化により，こ
れまで約 1km メッシュで表現された地図が，約 250m
メッシュに細分化された表現になる等，大幅な改良が加
えられると同時に名称も変更され，「全国地震動予測地
図」として公表された． 
 独立行政法人防災科学技術研究所では，「地震動予測
地図」の作成に資するため，2001 年 4 月より，特定プ
ロジェクト研究「地震動予測地図作成手法の研究」を立
ち上げ，地震動予測地図の作成に資する技術的な検討及
び地図の作成作業を行ってきた．第 2 期中期計画期間に
おいても，「地震動予測・地震ハザード評価手法の高度
化に関する研究」（2006～2007 年度），「災害リスク
情報プラットフォームの開発に関する研究」（2008 年
度～）において，地震動予測地図の高度化に資する研究
を実施してきた．本報告書は，これまで 10 年近くにわ
たって実施してきた地震動予測地図作成手法に関する検
討をとりまとめたものである． 
 
1.2 全国地震動予測地図の概要 
地震調査委員会により公表された「全国地震動予測地
図」は，地震発生の長期的な確率評価と，地震が発生し
た時に生じる強震動の評価を組み合わせた「確率論的地
震動予測地図」と，特定の地震に対して，ある想定され
たシナリオに対する詳細な強震動評価に基づく「震源断
層を特定した地震動予測地図」の２種類の性質の異なる
地図から構成されている．「全国地震動予測地図」は，
兵庫県南部地震の教訓を踏まえ発足した地震調査研究推
進本部のこの 10 年間の長期評価及び強震動評価に関す
る活動の成果の集大成として位置づけられるものであり，
地図の作成に必要なデータまで含めると膨大な量の情報
を含んでいる．以下では簡単に「全国地震動予測地図」
の概要をまとめる． 
 
1.2.1 確率論的地震動予測地図 
 地震の発生及びそれに伴う地震動の評価（地震ハザー
ド評価）は，現状では数多くの不確定要素を含んでいる．
現状の地震学・地震工学のレベルでは，将来発生する可
能性のある地震について，地震発生の日時，場所，規模，
発生する地震動等について，決定論的に 1 つの答えを準
備することは困難である．こうした不確定性を定量的に
評価するための技術的枠組みとして有力と考えられてい
るのが，確率論的手法である．確率論的地震動予測地図
を作成するために，以下に述べる手法に従った地震ハザ
ード評価が採用されている．地震ハザード評価とは，あ
る地点において将来発生する「地震動の強さ」，「対象
とする期間」，「対象とする確率」の 3 つの関係を評価
するものである．確率論的地震動予測地図作成における
地震ハザード評価の大まかな手順は，以下に示す通りで
ある． 
① 地震調査委員会による地震の分類に従い，対象地点
周辺の地震活動をモデル化する． 
② モデル化したそれぞれの地震について，地震規模の
確率，対象地点からの距離の確率，地震の発生確率
を評価する． 
③ 地震の規模と距離が与えられた場合の地震動強さを
推定する確率モデルを設定する．モデル化された
各地震について，対象期間内にその地震により生
じる地震動の強さが，ある値を超える確率を評価
する．強震動評価手法としては，経験的な距離減
衰式を用いる．具体的には，対象地点から断層面
までの最短距離を用いた距離減衰式に基づき，工
1-1 
1-2 
学的基盤における最大速度を求め，これに表層地
盤の速度増幅率を乗じることにより地表における
最大速度を求め，最大速度と計測震度との関係式
を用いて地表の震度を評価する． 
④ 上の操作をモデル化した地震の数だけ繰り返し，そ
れらの結果を足し合わせることにより，全ての地震
を考慮した場合に，対象期間内に生じる地震動の強
さが，ある値を少なくとも 1 度超える確率を計算す
る． 
このようにして，地点毎に地震ハザード評価を実施し，
地震動の強さ・期間・確率のうち 2 つを固定して残る 1
つの値を求めた上で，それらの値の分布を示したものが
「確率論的地震動予測地図」である． 
 
1.2.2 震源断層を特定した地震動予測地図 
 主要断層帯で発生する地震については，確率論的な地
震ハザード評価に加えて，あるシナリオを想定し，詳細
な強震動評価手法を用いた震源断層を特定した地震動予
測地図を作成している．震源断層を特定した地震動予測
地図の作成においては，詳細な強震動評価手法としてハ
イブリッド法と呼ばれる地震波形の合成法が用いられて
いる．ハイブリッド法は，複数の要素技術の組み合わせ
からなる複雑な波形合成法であるが，この手法をできる
だけ標準化し，誰が計算を実施しても同じ結果が得られ
ることを目標とした手法の検討が行われ，「震源断層を
特定した地震の強震動予測手法（レシピ）」が，地震調
査委員会により作成されている．また，詳細な地震動評
価を実施するためには地下構造のモデル化が必要になる．
このため，全国を対象とした深部地盤モデルの作成を実
施している． 
詳細な強震動評価に加え，主要断層帯で発生する地震，
その他の活断層で発生する地震，震源が特定されている
海溝型の地震に対しては，経験的な距離減衰式を用いた
簡便な手法による個別の地震についての強震動評価（地
震動期待値及び条件付き超過確率）が実施されている． 
 
1.2.3 地震ハザードステーション J-SHIS 
 「全国地震動予測地図」は，地震調査研究推進本部が
過去 10 年間にわたって実施してきた地震ハザード評価
の成果の集大成として位置づけられるものであり，地震
活動モデルや震源断層モデル，及び地下構造モデル等の
地図の作成に必要なデータまで含めると膨大な量の情報
を含んでいる．防災科学技術研究所では，地震動予測地
図の利用に関する検討の一環として，「地震動予測地図
工学利用検討委員会」（委員長：亀田弘行）を設置し検
討を行ってきた．本委員会がまとめた報告書では，「地
震動予測地図」を最終成果物としての地図そのものだけ
でなく，その作成の前提条件となった地震活動・震源モ
デル及び地下構造モデル等の評価プロセスに関わるデー
タも併せた情報群としてとらえることにより，「地震ハ
ザードの共通情報基盤」として位置づけるべきとの提言
がなされた．この提言を実現するために，防災科学技術
研究所では「地震動予測地図」の公開システムの開発を
実施し，同報告書により提案された名称を採用し，「地
震ハザードステーション J-SHIS」として，2005 年 5 月
より運用を開始した． 
 J-SHIS の運用を開始してから 4 年が経過し，その期
間における WEB による地図情報の配信技術の進歩には
めざましいものがあった．これら最新の技術を取り入れ，
「全国地震動予測地図」として新たに整備された 250
ｍメッシュの全国版「確率論的地震動予測地図」，主要
断層帯で発生する地震に対する詳細な強震動予測に基づ
く「震源断層を特定した地震動予測地図」，それら計算
に用いた全国版深部地盤モデル，250m メッシュ微地形
分類モデルなどを一元的に管理し，背景地図と重ね合わ
せて，わかりやすく提供できるシステムを開発した．新
しく開発された J-SHIS システムは，一般ユーザが
WEB ブラウザにより，各種情報を簡単に閲覧すること
ができるオープンソースソフトウェアによる，WEB マ
ッピングシステムである．特に，新しく開発された機能
としては，地震動予測地図と Google Map サービスとの
レイヤ透過機能を含めた重ね合わせ機能，地図の移動，
拡大・縮小を自由に行えるスクロール機能，約 250 ｍ
メッシュに対応した地震動予測地図閲覧機能，住所や郵
便番号による詳細な位置検索機能，ブラウザ上での震源
断層表示・選択機能，各メッシュの属性値の表示機能な
どが使用可能となっている．新システムの運用は，
2009 年 7 月から開始されている．（ http://www.j-
shis.bosai.go.jp)． 
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2. 長期評価における固有地震の震源断層モデルの設定 
本章では，確率論的地震動予測地図及び震源断層を特
定した地震動予測地図の両者で評価を行う地震について，
震源断層モデルの設定方法を述べるとともに設定された
パラメータについて示す．ここで対象となる地震は，震
源断層を特定した地震動予測地図の計算を行う地震，す
なわち，長期評価における主要活断層帯に発生する固有
地震と海溝型及び日本海東縁部で発生する固有地震とな
る． 
 
2.1 主要活断層帯に発生する固有地震 
 これまで，地震動予測地図では，主要活断層帯で発生
する地震の規模が長期評価と強震動評価で統一的に扱わ
れていなかった．そのため，両者で地震の規模が同じに
なるように断層モデルの設定方法を見直した上で，多数
の断層を一括して取り扱えるようにアスペリティの配置
を単純化するなど，長期評価の結果から一連の流れに沿
った断層モデルの設定を行う方法が，2008 年 4 月に「震
源断層を特定した地震の強震動予測手法（レシピ）」（地
震調査委員会，2008b；以後，「レシピ」と呼ぶ）に加え
られた．2009 年版の「全国地震動予測地図」では，原則
としてこの成果に基づき，2008 年末までに長期評価が行
われた 105 の主要活断層帯について断層モデルを設定し，
確率論的地震動予測地図及び強震動波形を計算すること
とした．断層モデル設定にあたって，以下の基本方針を
定めた． 
① 強震動評価が行われている断層帯については，でき
る限りその断層モデル，パラメータを用いる． 
② 複数の断層モデルが重なる場合，現状で明確な情報
が無い場合は断層モデルが交差することを許す． 
③ 長さが概ね 80km を超える断層帯については，長大
断層としてモデル設定を別途検討する． 
④ 長期評価において複数の断層が同時に活動する場
合の地震発生確率が求められていない場合は，同時
に活動するケースは設定しない．ただし，過去に地
震が発生していることが確認されている場合には
別途検討するが，確率論的地震動予測地図において
は個別評価のままとする． 
 表 2.1-1 に主要活断層帯のモデル一覧を示す．表 2.1-2
及び図 2.1-1 に設定された断層面位置とパラメータをま
とめる．具体的な設定方法を以下の節で述べる．なお，
上町断層帯については，中央防災会議（2006）による設
定を考慮して，直線の断層（1 枚の面）に加えて屈曲し
た断層（2 枚の面）のモデルも設定する．ただし，確率
論的地震動予測地図では直線の断層モデルのみ採用する． 
 
2.1.1 既往の強震動評価における震源断層モデル 
 2008 年末までに 12 の主要活断層帯を対象として強震
動評価が行われ，地震調査研究推進本部より公表されて
いる．これらの震源断層モデルは，強震動評価にあたっ
て詳細な検討のもとに設定されたものであり，その方法
は現在の「レシピ」において「（ア）過去の地震記録など
に基づき震源断層を推定する場合や詳細な調査結果に基
づき震源断層を推定する場合」としてまとめられている．
また，確率論的地震動予測地図においても，これらのモ
デルはそのまま採用されてきた．そのため，強震動評価
が行われた断層帯については，上記の基本方針①にある
通り，強震動評価で設定されたパラメータをできる限り
用いることとした．その結果，変更点は，断層モデルの
上端深さを深部地盤モデル（4.4.2 節参照）の地震基盤以
深とすることや断層モデル長さ及び断層モデル幅を次節
で示す断層モデルメッシュサイズの倍数にそろえるなど
にとどめてある．ただし，強震動評価の公表後に長期評
価が改訂され，断層の位置や形状に変更のあった山形盆
地断層帯（地震調査委員会，2007）及び砺波平野断層帯
東部（地震調査委員会，2008c）については，次節に示す
全国一律に手続き化された手法によって，それぞれ新た
に震源断層モデルを設定した．また，警固断層帯北西部
は，2005 年福岡県西方沖の地震を対象とした強震動評価
手法（「レシピ」）の検証がすでに行われているが（地震
調査委員会，2008a），確率論的地震動予測地図に対して，
地震規模の整合性などを考慮して断層のモデル化を別途
行っている．さらに，糸魚川－静岡構造線断層帯北部・
中部については，2.1.3 節に示す長大断層のモデル化手法
についても検討した． 
 
2.1.2 全国一律に手続き化された手法による震源断層モ
デル 
 これまで，「レシピ」は断層帯を個別に取り上げて，詳
細に強震動評価を行うことを目的としてまとめられてき
た．一方で，多くの断層帯を対象として一括して計算す
るような場合や，対象とする断層帯における詳細な情報
に乏しい場合であっても強震動波形計算をできるように
するため，従来の「レシピ」に基づきながらも一部の断
層パラメータの設定を簡便化した方法が，2008 年 4 月に
更新された「レシピ」に「（イ）地表の活断層の情報をも
とに簡便化した方法で震源断層を推定する場合」として
追加された（地震調査委員会，2008b）．これまでに強震
動評価が行われておらず，長大断層にもあたらない主要
活断層帯に対して，この手法を適用して震源断層モデル
の設定を行う．設定の全体の流れを図 2.1.2-1（「レシピ」
の付図 3）に示す． 
 震源断層の傾斜角は原則として長期評価されている値
を採用するが，長期評価で明記されていない場合は「レ
シピ」に記されている流れ（図 2.1.2-2，「レシピ」の付
図 4）に従って値を決める．断層モデルの上端深さ（Hs 
[km]）は，本検討で作成した深部地盤モデル（4.4.2 節参
照）に基づく断層帯周辺の地震基盤の深度を参考に，地
震発生層の下限深さ（Hd [km]）は微小地震の震源深さ分
布（図 2.1.2-3）を参考に各々設定する．図 2.1.2-3 は，
2000 年 10 月 1 日から 2008 年 3 月 31 日までの気象庁一
元化震源から，深さフリー（インバージョンで求めたも
の），深さ 25km 以浅，低周波地震ではない，0.2 度メッ
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シュ内に 5 個以上イベントがある，という条件で選択さ
れた 0.2 度メッシュごとの微小地震のもっとも深い震源
深さを示す．長期評価された活断層長さ L（繰り返し活
動して形成された活断層長さ）から求められた気象庁マ
グニチュード M を固定パラメータとして，以下の手順に
より巨視的断層パラメータを設定する． 
 
ⅰ. 活断層長さ L [km] 
 活断層長さ L を，地表地震断層長さ（一回の活動でで
きた地表断層）とみなし，長期評価の断層長さを用いる． 
 
ⅱ. 気象庁マグニチュード M（Mj） 
 松田（1975）による以下の関係式より求める． 
6.0/)9.2(log += LM   (2.1.2-1) 
 
ⅲ. 地震モーメント M0 [Nm] 
 武村（1990）による以下の関係式（「レシピ」の(4)式）
より求める． 
72.1017.1log 0 +⋅= MM   (2.1.2-2) 
 
ⅳ. モーメントマグニチュード Mw 
 Kanamori (1977) による以下の関係式より求める． 
5.1/)1.9(log 0w −= MM   (2.1.2-3) 
 
ⅴ. 断層の面積 S [km2]（仮設定） 
 入倉・三宅（2001）による，地震モーメントと断層面
積との関係式（「レシピ」の(3)’，(2)’式）より求める． 
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ⅵ. 断層の幅 W [km]（仮設定） 
 以下の式（「レシピ」の(5)式）より得られる． 
LSW /=   (2.1.2-5) 
 
引き続き，地震動計算のための断層モデルパラメータ
を設定する．これらのパラメータは，添え字として model
を付して区別して表すこととする． 
 
ⅶ . 断層モデルの幅 Wmodel [km] と断層モデルの長 
Lmodel [km] 
 ⅵで得られた断層の幅 W と断層の上端深さ（Hs），及
び傾斜角δ から求められる断層の下端深さと地震発生層
の下限深さとの関係を考慮して求める．断層の下端が地
震発生層の下限深さを貫く場合，断層モデルの下端深さ
は地震発生層+2km まで深くなることを許容する． 
}sin/)2(,min{ SmeshWmodel δ+≤⋅= TWLNW  (2.1.2-6) 
LWSLNL L ≥≥⋅= modelmeshmodel /  
（ただし，Lmodel は L+5km を上限とする） 
 (2.1.2-7) 
ここで，TS は地震発生層の厚さ（=Hd-Hs），NW は上記の
関係を満たす最大の整数，NL は上記の関係を満たす最小
の整数，Lmesh は断層モデルメッシュサイズである．Lmesh
は後述の統計的グリーン関数法の計算で用いるメッシュ
サイズに対応するが，本検討では，ハイブリッド合成法
による波形計算の接続周期を 1 秒とすることを考慮して
2km を採用している．（2.1.2-1）式と（2.1.2-2）式から得
られる M0 と（2.1.2-4）式の S は W がおおよそ 18km の
時に成り立つ．従って，このモデル化方法に基づく場合，
地震発生層と傾斜角の関係から W が大きく出来る場合
にも Wmodel は 18km となる． 
 
ⅷ. 断層モデルの面積 Smodel [km2] 
 以下の式（「レシピ」の(7)式）より得られる． 
modelmodelmodel WLS ×=   (2.1.2-8) 
 
ⅸ. 断層モデルの平均すべり量 Dmodel [m] 
以下の関係式（「レシピ」の(9)式に相当）より求める． 
)/( model0model SMD ⋅= μ   (2.1.2-9) 
ただし，μ は地震発生層の剛性率であり，密度 ρ (kg/m3)，
及び S 波速度 β  (km/s) による以下の関係式（「レシピ」
の(10)式）より算出する． 
2βρμ ⋅=   (2.1.2-10) 
 なお，「レシピ」では，M7（長さ 20km）以上の断層で
ある場合に本ルールを適用して震源断層モデルを設定す
ることとなっているが，ここでは長さ 15km 以上 20km
未満の断層帯に対してもそのまま適用することとした． 
 
2.1.3 長大断層の震源断層モデル 
 松田（1975）による断層長さ L と地震規模 M の関係
（（2.1.2-1）式）は，長さが 80km 以下のデータに基づい
て示されているものであるため，それよりも長い断層に
対しては適用範囲外である．また，長さが 100km を超え
るような長大な活断層から発生する地震では，地震時に
おける地表のずれの量が飽和することが知られており，
それよりも短い活断層による地震とは断層長さと地震規
模の関係が異なっている可能性が高い．従って，このよ
うな地震に対しては（2.1.2-1）式をそのまま外挿して適
用することも困難である．そこで，基本方針③として，
長さが概ね 80km を超える主要活断層を長大断層と位置
付け，前節のルール化手法を適用せず，現行の強震動評
価で用いてられてきた地震モーメントと断層面積の関係
を基本とする方法によって震源断層モデルを個別に設定
することとする．このとき，長期評価によって示されて
いる断層の長さ L と地表での変位（ずれ）量 Dsurf の 2 つ
の観測事実と矛盾しないよう調整を行う．本検討では，
以下で述べる二通りの調整法を採用することとした．長
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大断層に関する震源断層モデル設定全体の流れを図
2.1.3-1 に示す．  
 
調整法Ⅰ ｢レシピ｣における（ア）に基づく方法 
 これは，これまでの強震動評価で用いられてきた震源
断層モデルの設定法である，「レシピ」における（ア）の
手順に従う方法である．活断層の長さ L，地震発生層の
厚さと断層の傾斜角から得られる断層幅 W から，断層モ
デルメッシュサイズ（ここでは 2km）の倍数となる断層
モデル長さ Lmodel と断層モデル幅 Wmodel を定める．これ
により得られる断層モデル面積 Smodel (2.1.2-8 式参照) か
ら，断層面積と地震モーメント M0 との関係式より M0 を
求める．ここで用いる関係式としては，長大断層を対象
として導出や検討されたものであることが望ましいが，
現状では入倉・三宅（2001）による 
7211
0 10)10
24.4
( −××= SM  (2.1.3-1) 
（「レシピ」の(3)式）とする．これにより得られる断層
の平均すべり量 Dsub_ave（=M0/(μ･S)，(2.1.2-9)式及び「レ
シピ」の(9)式に相当）と長期評価で示されている地表で
の 1 回の活動による変位量 Dsurf との関係について確認す
る．最近の長大断層を対象とした分析結果として，Dsurf
が Dsub_ave の 2～3 倍程度となっていることから（図
2.1.3-2），これと大幅に異なる場合には，M0 を調整する
ことによって整合させる．ただし，地震モーメントが次
に示す調整法Ⅱによる値に対してできるだけ下回らない
よう配慮する．このとき，断層モデル面積 Smodel は固定
とするため，結果として（2.1.3-1）式の断層面積と地震
モーメントとの関係からは外れることになる． 
 
調整法Ⅱ 区間分割合算法 
 ここでは，長大な断層帯は複数の「活動範囲」が同時
に活動して地震が発生するとみなす．対象となる断層帯
に「単位区間」の概念を導入し，断層帯全体を「単位区
間」を組み合わせた長さが約 80km 未満となる「地震規
模想定区間」に分割する（図 2.1.3-3）．各「地震規模想
定区間」ごとに，前節で示した方法（「レシピ」の（イ）
の方法）に従ってパラメータを設定する．全体の地震モ
ーメントは各「地震規模想定区間」の地震モーメントを
足し合わせることによって求められる．つまり，スケー
リング則とカスケードモデルの両方の考えを取り入れた
方法であると言える．複数の「単位区間」の組み合わせ
が想定できる場合は，全体の地震モーメントが最大とな
るものを採用する．なお，この方法は，調整法Ⅰにおい
て，M0 の調整が不要である断層帯に対しては適用しない． 
 
 以上の方針に沿って，中央構造線断層帯の讃岐山脈南
縁－石鎚山脈北縁東部と石鎚山脈北縁西部－伊予灘，糸
魚川－静岡構造線断層帯（北部・中部），長岡平野西縁断
層帯，関東平野北西縁断層帯，十勝平野断層帯の 6 つの
長大断層について震源断層モデルを設定した．図 2.1.3-2
には，各断層帯における地震モーメントを調整する前の
Dsurf と Dsub_ave の関係も示してある．なお，確率論的地震
動予測地図の作成にあたっては，調整法Ⅰによるモデル
のみを適用することとする． 
 
（１） 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部 
 Dsurf は Dsub_ave の 1.2 倍程度である．そこで，調整法Ⅰ
による方法として，Dsurfが Dsub_aveの 2 倍程度となるよう，
地震モーメントを 0.6（=1.2/2）倍する． 
 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部断層帯（総延長
131km）は，鳴門・板野・神田断層区間（長さ 29km），
父尾・井口断層区間（長さ 22km），三野・箸蔵・池田断
層区間（長さ 53km），寒川・石鎚断層区間（長さ 27km）
の 4 つの単位区間に分けられる（図 2.1.3-4）．調整法Ⅱ
における「地震規模想定区間」は，鳴門・板野・神田断
層区間と父尾・井口断層区間を合わせた長さ 51km と三
野・箸蔵・池田断層区間と寒川・石鎚断層区間を合わせ
た長さ 80km の 2 区間となる． 
（２） 石鎚山脈北縁西部－伊予灘 
 Dsub_ave がほぼ Dsurf とほぼ同じである．ここで，調整法
Ⅰによる方法において Dsurf を Dsub_ave の 2 倍程度にする
ためには，地震モーメントを 0.5 倍程度とすることが必
要である．しかしながら，この場合，調整法Ⅱによる地
震モーメントよりも下回ることになるため，1.0 倍を採
用し M0 の調整をしないことにした． 
 石鎚山脈北縁西部－伊予灘断層帯（総延長 129km）は，
川上・重信断層区間（長さ 40km），伊予断層区間（長さ
37km），伊予灘断層区間（長さ 52km）の 3 つの「単位区
間」に分けられる（図 2.1.3-4）．調整法Ⅱにおける「地
震規模想定区間」は，川上・重信断層区間と伊予断層区
間を合わせた長さ 77km と伊予灘断層区間単独による長
さ 52km の 2 区間となる． 
（３） 糸魚川－静岡構造線断層帯（北部・中部），関東
平野北西縁断層帯 
両断層帯については，Dsurf と Dsub_ave の関係を概ね満足
していることから，そのまま M0 の調整を行わずに震源
断層モデルとして採用した． 
（４） 長岡平野西縁断層帯 
Dsub_ave が Dsurf よりも大きい結果となっている．ただし，
長期評価において示されている変位量が「2m 以上」と
なっていることから（地震調査委員会，2004d），Dsurf が
2m よりも大きい可能性は十分にあると判断し，M0 の調
整を行わないこととした． 
（５） 十勝平野断層帯 
長期評価において「1 回の活動に伴う変位量に関する
直接的な資料は得られていない」とあり（地震調査委員
会，2005b），Dsurf に関する直接的な情報が無いため，M0
の調整は行わないこととした． 
 
結果として，調整法Ⅰ，Ⅱを適用したのは，中央構造
線断層帯における二つの断層帯のみである． 
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表 2.1-1 主要活断層帯のモデル一覧（その 1）． 
 基盤的調査観測の対象活断層  主要活断層帯のモデル（165 断層） 
番号 断層の名称 コード モデル化した断層名 
1 標津断層帯 0101 標津断層帯 
2 十勝平野断層帯 
0201 十勝平野断層帯主部 
0202 光地園断層 
3 富良野断層帯 
0301 富良野断層帯西部 
0302 富良野断層帯東部 
4 
増毛山地東縁断層帯・ 
沼田－砂川付近の断層帯 
0401 増毛山地東縁断層帯 
0402 沼田－砂川付近の断層帯 
5 当別断層 0501 当別断層 
6 石狩低地東縁断層帯 
0601 石狩低地東縁断層帯主部 
0602 石狩低地東縁断層帯南部 
7 黒松内低地断層帯 0701 黒松内低地断層帯 
8 函館平野西縁断層帯 0801 函館平野西縁断層帯 
9 青森湾西岸断層帯 0901 青森湾西岸断層帯 
10 津軽山地西縁断層帯 
1001 津軽山地西縁断層帯北部 
1002 津軽山地西縁断層帯南部 
11 折爪断層 1101 折爪断層 
12 能代断層帯 1201 能代断層帯 
13 北上低地西縁断層帯 1301 北上低地西縁断層帯 
14 雫石盆地西縁－真昼山地東縁断層帯 
1401 雫石盆地西縁断層帯 
1402 真昼山地東縁断層帯北部 
1403 真昼山地東縁断層帯南部 
15 横手盆地東縁断層帯 
1501 横手盆地東縁断層帯北部 
1502 横手盆地東縁断層帯南部 
16 北由利断層 1601 北由利断層 
17 新庄盆地断層帯 1701 新庄盆地断層帯 
18 山形盆地断層帯 
1801 山形盆地断層帯北部 
1802 山形盆地断層帯南部 
19 庄内平野東縁断層帯 1901 庄内平野東縁断層帯 
20 長町－利府線断層帯 2001 長町－利府線断層帯 
21 福島盆地西縁断層帯 2101 福島盆地西縁断層帯 
22 長井盆地西縁断層帯 2201 長井盆地西縁断層帯 
23 双葉断層 2301 双葉断層 
24 会津盆地西縁･東縁断層帯 
2401 会津盆地西縁断層帯 
2402 会津盆地東縁断層帯 
25 櫛形山脈断層帯 2501 櫛形山脈断層帯 
26 月岡断層帯 2601 月岡断層帯 
27 長岡平野西縁断層帯 2701 長岡平野西縁断層帯 
28 東京湾北縁断層 － － 
29 鴨川低地断層帯 2901 鴨川低地断層帯 
30 関谷断層 3001 関谷断層 
31 関東平野北西縁断層帯 
3101 関東平野北西縁断層帯主部 
3102 平井－櫛挽断層帯 
32 元荒川断層帯 － － 
33 荒川断層 － － 
34 立川断層帯 3401 立川断層帯 
35 伊勢原断層 3501 伊勢原断層 
36 神縄・国府津－松田断層帯 3601 神縄・国府津－松田断層帯 
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表 2.1-1 主要活断層帯のモデル一覧（その 2）． 
 基盤的調査観測の対象活断層  主要活断層帯のモデル（165 断層） 
番号 断層の名称 コード モデル化した断層名 
37 三浦半島断層群 
3701 三浦半島断層群主部衣笠・北武断層帯 
3702 三浦半島断層群主部武山断層帯 
3703 三浦半島断層群南部 
38 北伊豆断層帯 3801 北伊豆断層帯 
39 十日町断層帯 
3901 十日町断層帯西部 
3902 十日町断層帯東部 
40 信濃川断層帯（長野盆地西縁断層帯） 4001 長野盆地西縁断層帯 
41 
44 
糸魚川－静岡構造線断層帯（中部） 
糸魚川－静岡構造線断層帯（北部） 
4101 糸魚川－静岡構造線断層帯中部・北部 
42 糸魚川－静岡構造線断層帯（南部） 4201 糸魚川－静岡構造線断層帯南部 
43 富士川河口断層帯 4301 富士川河口断層帯 
45 木曽山脈西縁断層帯 
4501 木曽山脈西縁断層帯主部北部 
4502 木曽山脈西縁断層帯主部南部 
4503 清内路峠断層帯 
46 境峠・神谷断層帯 
4601 境峠・神谷断層帯主部 
4602 霧訪山－奈良井断層帯 
47 跡津川断層帯 4701 跡津川断層帯 
48 高山・大原断層帯 
4801 国府断層帯 
4802 高山断層帯 
4803 猪之鼻断層帯 
49 牛首断層 4901 牛首断層帯 
50 庄川断層帯 5001 庄川断層帯 
51 伊那谷断層帯 
5101 伊那谷断層帯主部 
5102 伊那谷断層帯南東部 
52 阿寺断層帯 
5201 阿寺断層帯主部北部 
5202 阿寺断層帯主部南部 
5203 佐見断層帯 
5204 白川断層帯 
53 
54 
屏風山・恵那山断層帯及び 
猿投山断層帯 
5301 屏風山断層帯 
5302 赤河断層帯 
5303 恵那山－猿投山北断層帯 
5304 猿投－高浜断層帯 
5305 加木屋断層帯 
55 邑知潟断層帯 5501 邑知潟断層帯 
56 砺波平野断層帯･呉羽山断層帯 
5601 砺波平野断層帯西部 
5602 砺波平野断層帯東部 
5603 呉羽山断層帯 
57 森本・富樫断層帯 5701 森本・富樫断層帯 
58 福井平野東縁断層帯 5801 福井平野東縁断層帯主部 
5802 福井平野東縁断層帯西部 
59 長良川上流断層帯 5901 長良川上流断層帯 
60 濃尾断層帯 
6001 温見断層北西部 
6002 温見断層南東部 
6003 濃尾断層帯主部根尾谷断層帯 
6004 濃尾断層帯主部梅原断層帯 
6005 濃尾断層帯主部三田洞断層帯 
6006 揖斐川断層帯 
6007 武儀川断層 
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表 2.1-1 主要活断層帯のモデル一覧（その 3）． 
 基盤的調査観測の対象活断層  主要活断層帯のモデル（165 断層） 
番号 断層の名称 コード モデル化した断層名 
61 
62 
柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯 
6101 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部北部 
6102 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部中部 
6103 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部南部 
6104 浦底－柳ケ瀬山断層帯 
63 野坂・集福寺断層帯 
6301 野坂断層帯 
6302 集福寺断層 
64 湖北山地断層帯 
6401 湖北山地断層帯北西部 
6402 湖北山地断層帯南東部 
65 琵琶湖西岸断層帯 6501 琵琶湖西岸断層帯 
66 岐阜－一宮断層帯 － － 
67 養老－桑名－四日市断層帯 6701 養老－桑名－四日市断層帯 
68 鈴鹿東縁断層帯 6801 鈴鹿東縁断層帯 
69 鈴鹿西縁断層帯 6901 鈴鹿西縁断層帯 
70 頓宮断層 7001 頓宮断層 
71 布引山地東縁断層帯 
7101 布引山地東縁断層帯西部 
7102 布引山地東縁断層帯東部 
72 木津川断層帯 7201 木津川断層帯 
73 三方・花折断層帯 
7301 三方断層帯 
7302 花折断層帯北部 
7303 花折断層帯中南部 
74 山田断層帯 
7401 山田断層帯主部 
7402 郷村断層帯 
75 
京都盆地－奈良盆地断層帯南部 
（奈良盆地東縁断層帯） 
7501 奈良盆地東縁断層帯 
76 有馬－高槻断層帯 7601 有馬－高槻断層帯 
77 生駒断層帯 7701 生駒断層帯 
78 三峠・京都西山断層帯 
7801 上林川断層 
7802 三峠断層 
7803 京都西山断層帯 
79 六甲・淡路島断層帯 
7901 六甲・淡路島断層帯主部 六甲山地南縁－淡路島東岸区間
7902 六甲・淡路島断層帯主部 淡路島西岸区間 
7903 先山断層帯 
80 上町断層帯 8001 上町断層帯 
81 
 
83 
 
85 
 
86 
 
89 
 
中央構造線断層帯 
（和泉山脈南縁－金剛山地東縁） 
中央構造線断層帯 
（紀淡海峡－鳴門海峡） 
中央構造線断層帯 
（讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部） 
中央構造線断層帯 
（石鎚山脈北縁） 
中央構造線断層帯 
（石鎚山脈北縁西部－伊予灘） 
8101
中央構造線断層帯 
金剛山地東縁－和泉山脈南縁 
8102
中央構造線断層帯 
紀淡海峡－鳴門海峡 
8103
中央構造線断層帯 
讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部 
8104
中央構造線断層帯 
石鎚山脈北縁 
8105
中央構造線断層帯 
石鎚山脈北縁西部－伊予灘 
82 山崎断層帯 
8201 那岐山断層帯 
8202 山崎断層帯主部北西部 
8203 山崎断層帯主部南東部 
8204 草谷断層 
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表 2.1-1 主要活断層帯のモデル一覧（その 4）． 
 基盤的調査観測の対象活断層  主要活断層帯のモデル（165 断層） 
番号 断層の名称 コード モデル化した断層名 
84 長尾断層帯 8401 長尾断層帯 
87 五日市断層帯 
8701 五日市断層 
8702 己斐－広島西縁断層帯 
88 岩国断層帯 8801 岩国断層帯 
90 菊川断層帯 9001 菊川断層帯 
91 西山断層帯 9101 西山断層帯 
92 別府－万年山断層帯 
9201 別府湾－日出生断層帯東部 
9202 別府湾－日出生断層帯西部 
9203 大分平野－由布院断層帯東部 
9204 大分平野－由布院断層帯西部 
9205 野稲岳－万年山断層帯 
9206 崩平山－亀石山断層帯 
93 布田川・日奈久断層帯 
9301 布田川・日奈久断層帯北東部 
9302 布田川・日奈久断層帯中部・南西部* 
94 水縄断層帯 9401 水縄断層帯 
95 雲仙断層群 
9501 雲仙断層群北部 
9502 雲仙断層群南東部 
9503 雲仙断層群南西部北部 
9504 雲仙断層群南西部南部 
96 出水断層帯 9601 出水断層帯 
97 伊勢湾断層帯 
9701 伊勢湾断層帯主部北部 
9702 伊勢湾断層帯主部南部 
9703 白子－野間断層 
98 大阪湾断層帯 9801 大阪湾断層帯 
99 サロベツ断層帯 9901 サロベツ断層帯 
101 花輪東断層帯 10101 花輪東断層帯 
104 曽根丘陵断層帯 10401 曽根丘陵断層帯 
105 魚津断層帯 10501 魚津断層帯 
106 宇部沖断層群（周防灘断層群） 
10601 周防灘断層帯主部 
10602 秋穂沖断層帯 
10603 宇部南方沖断層帯 
108 警固断層帯 
10801 警固断層帯北西部 
10802 警固断層帯南東部 
109 人吉盆地南縁断層 10901 人吉盆地南縁断層 
（注） ・基盤的調査観測の対象活断層のうち，長期評価がまとめて公表されたものについてはまとめてコードを
付している． 
・東京湾北縁断層（28），荒川断層（33），岐阜－一宮断層帯（66）は長期評価により「活断層ではない」
と評価されたため，モデル化の対象外とした． 
・元荒川断層帯（32）は，北部は関東平野北西縁断層帯（31）に含めて評価されている．南部は長期評価
により「活断層ではない」と評価されたため，モデル化の対象外とした． 
・布田川・日奈久断層帯中部・南西部（9302）は長期評価で２つのケースが提示されているため，それを
踏まえたモデル化を行う． 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 1）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
0101 標津断層帯 
北西側隆起 
の逆断層 
長期
評価
7.7 程度
以上 
約 52km
以上 
不明 北西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.1 56km 18km 北西傾斜 45 度 3-15km 
0201 
十勝平野 
断層帯主部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
8.0 程度 約 84km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度
モデル Mw 7.5 84km 24km 東傾斜 45 度 4-19km 
0202 光地園断層 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.2 程度 約 26km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度
モデル Mw 6.7 28km 18km 東傾斜 45 度 3-20km 
0301 
富良野断層帯 
西部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.2 程度 約 27km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 28km 18km 西傾斜 45 度 2-15km 
0302 
富良野断層帯 
東部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.2 程度 約 25km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 28km 18km 東傾斜 50 度 2-15km 
0401 
増毛山地東縁 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.8 程度 約 60km 不明 西傾斜 
下限 
20km 程度
モデル Mw 7.2 64km 18km 西傾斜 45 度 3-20km 
0402 
沼田－砂川 
付近の断層帯 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.5 程度 約 38km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度
モデル Mw 6.9 40km 18km 東傾斜 45 度 3-20km 
0501 当別断層 西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.0 程度 約 20km 不明 
西傾斜 
30-50 度程度 
下限 
20km 程度
モデル Mw 6.5 22km 18km 西傾斜 40 度 3-20km 
0601 
石狩低地 
東縁断層帯 
主部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2004e） 
モデル Mw 7.3 
39.3km 
23.3km 
24km 
東傾斜 
45 度 
7-30km 
0602 
石狩低地 
東縁断層帯 
南部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.1 程度
以上 
23km 以上 不明 
東傾斜 
（低角度） 
30km 程度
より深い 
モデル Mw 6.6 24km 18km 東傾斜 30 度 7-30km 
0701 
黒松内低地 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度
以上 
約 32km
以上 
不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 34km 18km 西傾斜 45 度 2-15km 
0801 
函館平野 
西縁断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.0-7.5 
程度 
24km 不明 西に傾斜 
15km 程度
以浅 
モデル Mw 6.6 26km 18km 西傾斜 45 度 2-15km 
0901 
青森湾西岸 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 31km 不明 
高角度 
西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 32km 18km 西傾斜 60 度 3-18km 
1001 
津軽山地西縁 
断層帯北部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
6.8-7.3程度 約 16km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.4 18km 18km 東傾斜 45 度 3-18km 
1002 
津軽山地西縁 
断層帯南部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.1-7.3程度 約 23km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.6 24km 18km 東傾斜 45 度 3-18km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 2）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
1101 折爪断層 西側隆起の逆断層 
長期
評価
最大 7.6
程度 
最大 47km
程度 
不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.0 48km 18km 西傾斜 45 度 2-15km 
1201 能代断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.1 程度
以上 
約 22km
以上 
不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.6 24km 18km 東傾斜 45 度 3-18km 
1301 
北上低地 
西縁断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.8 程度 62km 20-30km 
西傾斜 
20-30 度 
30-40 度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.2 64km 18km 西傾斜 35 度 3-14km 
1401 
雫石盆地 
西縁断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
6.9 程度 約 17km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.4 18km 18km 西傾斜 45 度 2-14km 
1402 
真昼山地東縁 
断層帯北部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
6.7-7.0程度
約 14-21km
(21km) 
不明 
約 40 度 
西傾斜 
（地表付近） 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.6 22km 18km 西傾斜 40 度 3-17km 
1403 
真昼山地東縁 
断層帯南部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
6.9-7.1 
程度 
約 17-23km
(17km) 
不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.4 18km 18km 西傾斜 45 度 3-19km 
1501 
横手盆地東縁 
断層帯北部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.2 程度 約 26km 不明 
東傾斜 
20-30 度 
（地表付近） 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 28km 18km 東傾斜 25 度 3-17km 
1502 
横手盆地東縁 
断層帯南部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 30km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 32km 18km 東傾斜 45 度 3-15km 
1601 北由利断層 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 30km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度
モデル Mw 6.8 32km 18km 東傾斜 45 度 3-24km 
1701 新庄盆地断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価
6.6-7.1 
程度 
11-23km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.6 24km 18km 東傾斜 45 度 3-20km 
1801 
山形盆地 
断層帯北部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 29km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 30km 18km 西傾斜 45 度 4-16km 
1802 
山形盆地 
断層帯南部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 31km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 32km 18km 西傾斜 45 度 4-16km 
1901 
庄内平野東縁 
断層帯 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.5 程度 約 38km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度
モデル Mw 6.9 40km 18km 東傾斜 45 度 3-20km 
2001 
長町－利府線 
断層帯 
北西側隆起 
の逆断層 
長期
評価
7.0-7.5 
程度 
21-40km
15-25km 
程度 
西傾斜 
35-45 度 
下限 
13km 程度
モデル Mw 6.9 42km 18km 西傾斜 40 度 3-16km 
2101 
福島盆地西縁 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.8 程度 約 57km 不明 
北西傾斜 
30-60 度程度 
（200ｍ以浅） 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.1 60km 18km 北西傾斜 45 度 2-15km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 3）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
2201 
長井盆地西縁 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.7 程度 約 51km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.1 54km 18km 西傾斜 45 度 2-15km 
2301 双葉断層 
左横ずれ，かつ 
西側隆起 
長期
評価
6.8-7.5 
程度 
約 16-40km 15km 程度 
垂直－高角度 
東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.9 42km 18km 90 度 2-19km 
2401 
会津盆地西縁 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.4 程度 約 34km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 36km 18km 西傾斜 45 度 2-20km 
2402 
会津盆地東縁 
断層帯 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.7 程度 約 49km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.0 50km 18km 東傾斜 45 度 2-18km 
2501 櫛形山脈断層帯 西側隆起の逆断層 
長期
評価
6.8 程度 約 16km 不明 
西傾斜 
45 度程度 
（十数 m 以浅） 
下限 
約 15-20km
モデル Mw 6.4 18km 18km 西傾斜 45 度 3-23km 
2601 月岡断層帯 西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 30km
15-20km 
程度 
西傾斜 
50-60 度 
（数十～300m） 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 32km 18km 西傾斜 55 度 3-24km 
2701 
長岡平野西縁 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
8.0 程度 約 83km 不明 
西傾斜 
50-60 度程度 
下限 
25km 程度
モデル Mw 7.5 84km 24km 西傾斜 55 度 6-23km 
2901 鴨川低地断層帯 南側隆起の断層 
長期
評価
概ね 7.2 概ね 25km 不明 不明 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 26km 18km 90 度 2-18km 
3001 関谷断層 西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.5 程度 約 38km 不明 
西傾斜 
約 15-40 度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.9 40km 18km 西傾斜 30 度 2-13km 
3101 
関東平野北西縁
断層帯主部 
南西側隆起 
の逆断層 
長期
評価
8.0 程度 約 82km
20-25km 
程度 
南西傾斜 
50-70 度 
（500ｍ以浅） 
下限 
約 20km
モデル Mw 7.4 82km 20km 南西傾斜 60 度 5-20km 
3102 
平井－櫛挽 
断層帯 
左横ずれ断層 
（北東側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.1 程度 約 23km
20km 
程度 
高角 
（地表付近） 
下限 
約 20km
モデル Mw 6.6 24km 18km 90 度 2-20km 
3401 立川断層帯 
北東側隆起 
北西部では左横ず
れ成分を伴う 
長期
評価
7.4 程度 約 33km 不明 極めて高角 不明 
モデル Mw 6.8 34km 18km 90 度 2-18km 
3501 伊勢原断層 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.0 程度 約 21km
15-20km 
程度 
東傾斜 
約 60 度 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.6 22km 18km 東傾斜 60 度 1-15km 
3601 
神縄・ 
国府津－松田 
断層帯 
北－北東側隆起 
の逆断層 
長期
評価
7.5 程度
25km もしく
はそれ以上
10ｋｍ程度 
10-15ｋｍ程度 
70-80 度北傾斜
40-60 度 
北東傾斜 
下限 
約 10km
モデル 7.5 
15km
10km 
27km
10km
13km 
13km
北傾斜 75 度 
東傾斜 50 度 
東傾斜 50 度 
3-10km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 4）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
3701 
三浦半島断層群
主部衣笠・北武 
断層帯 
右横ずれ断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2003c） 
モデル Mw 6.7 28km 18km 北東傾斜 45 度 3-15km 
3702 
三浦半島断層群
主部武山断層帯 
右横ずれ断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2003c） 
モデル Mw 6.5 20km 18km 北東傾斜 45 度 3-15km 
3703 
三浦半島断層群
南部 
右横ずれ断層 
南側隆起 
の上下成分を伴う 
長期
評価
6.1 程度
もしくは 
それ以上
約 6km 
もしくは 
それ以上
不明 高角度 （記載なし）
モデル 7.0 20km 12km 90 度 3-15km 
3801 北伊豆断層帯 左横ずれ断層 
長期
評価
7.3 程度 約 32km 10km 程度 
ほぼ垂直－ 
高角 
下限 
約 10km
モデル Mw 6.8 36km 10km 90 度 3-11km 
3901 
十日町断層帯 
西部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.4 程度 約 33km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 34km 18km 西傾斜 45 度 5-25km 
3902 
十日町断層帯 
東部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.0 程度 約 19km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.5 20km 20km 東傾斜 45 度 5-20km 
4001 
長野盆地西縁 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.4-7.8 
程度 
約 58km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.1 60km 18km 西傾斜 45 度 4-18km 
4101 
糸魚川－静岡 
構造線断層帯 
北部・中部 
東側隆起の逆断層
成分卓越（北部） 
左横ずれ成分卓越
（中部） 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2002） 
モデル Mw 7.4 
25.5km 
35.5km 
15.5km 
33.5km 
20km 
20km 
14km 
14km 
東傾斜 40 度 
東傾斜 40 度 
東傾斜 80 度 
東傾斜 80 度 
2-15km 
4201 
糸魚川－静岡 
構造線断層帯 
南部 
 
長期
評価
（詳細な記述なし） 
モデル 7.3 30km 20km 西傾斜 45 度 2-15km 
4301 
富士川河口 
断層帯 
 
長期
評価
8.0 程度 （詳細な記述なし） 
モデル 8.0 
20km 
（陸上部）
8km 
西傾斜 
45 度 
3-10km 
4501 
木曽山脈西縁 
断層帯 
主部北部 
[北半部]東側隆起 
の逆断層／ 
[南半部]右横ずれ
断層 
長期
評価
7.5 程度 約 40km
不明／20km
程度 
約 40 度ないし 
それより低角， 
東傾斜／高角 
下限 
約 20km
モデル Mw 6.9 
30km 
14km 
18km 
16km 
東傾斜 40 度 
90 度 
2-16km 
4502 
木曽山脈西縁 
断層帯 
主部南部 
右横ずれ断層 
長期
評価
6.3 程度 約 8km 20km 程度 高角 
下限 
約 20km
モデル 6.3 9km 9km 90 度 2-16km 
4503 清内路峠断層帯 右横ずれ断層 
長期
評価
7.4 程度 約 34km 20km 程度 高角 
下限 
約 20km
モデル Mw 6.8 38km 16km 90 度 2-16km 
4601 
境峠・神谷 
断層帯主部 
左横ずれ断層 
（上下成分の 
ずれを伴う） 
長期
評価
7.6 程度 約 47km 15km 程度 
高角，北部では
高角東傾斜 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.0 52km 16km 90 度 2-16km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 5）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
4602 
霧訪山－奈良井
断層帯 
右横ずれ断層 
長期
評価
7.2 程度 約 28km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.7 32km 16km 90 度 2-16km 
4701 跡津川断層帯 
右横ずれ断層 
（北西側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.9 程度 約 69km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.2 74km 16km 90 度 2-16km 
4801 国府断層帯 右横ずれ断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2004c） 
モデル Mw 6.6 28km 14km 90 度 2-17km 
4802 高山断層帯 右横ずれ断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2004c） 
モデル Mw 6.9 48km 14km 90 度 2-17km 
4803 猪之鼻断層帯 右横ずれ断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2004c） 
モデル Mw 6.5 24km 14km 90 度 2-17km 
4901 牛首断層帯 
右横ずれ断層 
（北東部では 
南東隆起， 
南西部では 
北西隆起伴う） 
長期
評価
7.7 程度 約 54km 15km 程度 
ほぼ垂直から 
高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.1 58km 16km 90 度 2-16km 
5001 庄川断層帯 
左横ずれ断層 
（加須良断層では
東側隆起成分， 
白川断層，三尾河
断層では西側隆起
成分を伴う） 
長期
評価
7.9 程度 約 67km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.2 72km 14km 90 度 2-15km 
5101 
伊那谷断層帯 
主部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
8.0 程度 79km 
25-60km 
程度 
西傾斜 
20-40 度 
下限 
約 15-20km
モデル Mw 7.3 
41.5km 
37.5km 
18km 
18km 
西傾斜 70 度 
西傾斜 70 度 
2-20km 
5102 
伊那谷断層帯 
南東部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 32km 不明 
高角度 
西側傾斜 
下限 
約 15-20km
モデル Mw 6.8 34km 18km 西傾斜 60 度 2-20km 
5201 
阿寺断層帯 
主部北部 
左横ずれ断層 
（東側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
6.9 程度 約 17km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.4 20km 16km 90 度 2-17km 
5202 
阿寺断層帯 
主部南部 
左横ずれ断層 
（北東側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.8 程度 約 60km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.2 64km 16km 90 度 2-17km 
5203 佐見断層帯 右横ずれ断層 
長期
評価
7.2 程度 約 25km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.7 28km 16km 90 度 2-17km 
5204 白川断層帯 
右横ずれ断層 
（南東側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.3 程度 約 31km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.8 34km 16km 90 度 2-17km 
5301 屏風山断層帯 
南東側隆起 
の逆断層 
長期
評価
6.8 程度 約 15km 不明 
高角 
南東傾斜 
下限 
約 20km
モデル Mw 6.4 20km 18km 南東傾斜 60 度 2-22km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 6）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
5302 赤河断層帯 
南西側隆起 
の断層 
長期
評価
7.1 程度 約 23km 不明 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.6 24km 18km 南西傾斜 60 度 2-20km 
5303 
恵那山－ 
猿投山北 
断層帯 
[東半部]南東側隆
起の逆断層（右横
ずれ成分を伴う）／ 
[西半部]右横ずれ
断層（上下成分を
伴う） 
長期
評価
7.7 程度 約 51km
不明／20km
程度 
30-50 度南東 
傾斜／高角 
下限 
約 20km
モデル Mw 7.2 
38km 
22km 
18km 
18km 
南東傾斜 40 度
90 度 
2-20km 
5304 
猿投－高浜 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
(北部／南部) 
長期
評価
7.7 程度 約 51km 不明 
約 50-80 度 
西傾斜 
下限 
約 20km
モデル Mw 7.1 
34km 
18km 
18km 
18km 
西傾斜 65 度 
西傾斜 65 度 
2-22km 
5305 加木屋断層帯 
[北半部] 
西側隆起の逆断層
／[南半部] 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.4 程度 約 35km 不明 
高角西傾斜 
／東傾斜 
下限 
約 20km
モデル Mw 6.9 
12km 
26km 
18km 
18km 
西傾斜 60 度 
東傾斜 45 度 
2-16km 
5501 邑知潟断層帯 
南東側隆起 
の逆断層 
長期
評価
7.6 程度 約 44km 不明 
約 30 度 
南東傾斜 
（200ｍ以浅） 
下限 
約 20km
モデル Mw 7.0 46km 18km 南東傾斜 30 度 2-18km 
5601 
砺波平野 
断層帯西部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2004a） 
モデル Mw 6.8 26km 22km 西傾斜 45 度 4-20km 
5602 
砺波平野 
断層帯東部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.0 程度 21km 不明 南東傾斜 
下限 
15-20km
程度 
モデル Mw 6.6 22km 18km 東傾斜 45 度 4-20km 
5603 呉羽山断層帯 西側隆起の逆断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2004a） 
モデル Mw 6.9 30km 22km 西傾斜 45 度 4-20km 
5701 
森本・富樫 
断層帯 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2003a） 
モデル Mw6.6 26km 20km 東傾斜 45 度 4-18km 
5801 
福井平野東縁 
断層帯主部 
左横ずれ，かつ 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.6 程度 約 45km 15km 程度 
50 度東傾斜－ 
ほぼ垂直 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.0 48km 16km 90 度 2-17km 
5802 
福井平野東縁 
断層帯西部 
左横ずれ断層 
（中北部で東側隆
起，南部では西側
隆起を伴う） 
長期
評価
7.1 程度 約 33km 15km 程度 
高角，東傾斜－
ほぼ垂直 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.8 36km 16km 90 度 2-17km 
5901 
長良川上流 
断層帯 
左横ずれ，かつ 
西側隆起の断層 
長期
評価
7.3 程度 約 29km 不明 高角 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 32km 16km 90 度 2-17km 
6001 温見断層北西部 
左横ずれ断層 
（北東側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
6.8 程度 約 16km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.4 20km 12km 90 度 2-13km 
6002 温見断層南東部 
左横ずれ断層 
（南西側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.0 程度 約 21km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.6 22km 18km 90 度 2-18km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 7）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
6003 
濃尾断層帯主部 
根尾谷断層帯 
左横ずれ断層 
長期
評価
7.3 程度 約 30km 約 15km 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.8 34km 14km 90 度 2-15km 
6004 
濃尾断層帯主部 
梅原断層帯 
左横ずれ断層 
（北西部は一部で
北東側隆起， 
南東部では南西側
隆起を伴う） 
長期
評価
7.4 程度 約 36km 約 20km 高角 
下限 
約 20km
モデル Mw 6.9 40km 18km 90 度 2-19km 
6005 
濃尾断層帯主部 
三田洞断層帯 
左横ずれ断層 
（南西側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.0 程度 約 19km 約 20km 高角 
下限 
約 20km
モデル Mw 6.5 22km 18km 90 度 2-19km 
6006 揖斐川断層帯 
左横ずれ断層 
（南東部では南西
側隆起成分伴う） 
長期
評価
7.1 程度 約 24km 約 15km 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.6 28km 14km 90 度 2-15km 
6007 武儀川断層 
左横ずれ断層 
（南東部では北東
側隆起成分伴う） 
長期
評価
7.3 程度 約 29km 20km 程度 高角 
下限 
約 20km
モデル Mw 6.8 32km 18km 90 度 2-19km 
6101 
柳ヶ瀬・関ヶ原 
断層帯主部北部 
東側，北東側隆起
の逆断層 
長期
評価
7.6 程度 約 48km 約 25km 
東傾斜 
北東傾斜 40 度
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.0 
23.9km 
23.9km 
18km 
18km 
40 度 
40 度 
2-15km 
6102 
柳ヶ瀬・関ヶ原 
断層帯主部中部 
左横ずれ断層 
長期
評価
6.6 程度 約 12km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
15km 程度
モデル 6.6 13km 12km 90 度 2-17km 
6103 
柳ヶ瀬・関ヶ原 
断層帯主部南部 
左横ずれ断層 
北東ないし 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.6 程度 約 45km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.0 48km 16km 90 度 2-17km 
6104 
浦底－柳ヶ瀬山 
断層帯 
左横ずれ断層 
長期
評価
7.2 程度 約 25km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 26km 18km 90 度 2-22km 
6301 野坂断層帯 
左横ずれ，かつ 
北東側隆起 
の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 31km 約 15km 
高角 
北東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 34km 16km 90 度 2-17km 
6302 集福寺断層 
左横ずれ断層 
（北東側隆起の上
下成分を伴う） 
長期
評価
6.5 程度 約 10km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
約 15km
モデル 6.5 10km 10km 90 度 2-17km 
6401 
湖北山地 
断層帯北西部 
右横ずれ，かつ 
南東側隆起 
の逆断層 
長期
評価
7.2 程度 約 25km 約 15km 
高角 
南東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 26km 18km 90 度 2-22km 
6402 
湖北山地 
断層帯南東部 
右横ずれ断層 
一部北西側隆起を
伴う 
長期
評価
6.8 程度 約 16km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.4 20km 16km 90 度 2-16km 
6501 
琵琶湖西岸 
断層帯 
西側隆起 
の逆断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2004b） 
モデル Mw 7.1 60km 16km 西傾斜 70 度 3-18km 
6701 
養老－桑名 
－四日市 
断層帯 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
8 程度 約 60km 約 30-40km
西傾斜 
約 30 度 
下限 
約 15-20km
モデル Mw 7.2 
38.2km 
20.2km 
18km 
18km 
西傾斜 30 度 
西傾斜 30 度 
2-17km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 8）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
6801 鈴鹿東縁断層帯 西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.5 程度 約 34-47km
20-25km 
程度 
境界：高角 
前縁 30-60 度 
下限 
20km 程度
モデル Mw 7.0 48km 18km 西傾斜 60 度 2-17km 
6901 鈴鹿西縁断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.6 程度 約 44km 約 30-40km
東傾斜 
30-40 度 
下限 
約 20km
モデル Mw 7.0 46km 18km 東傾斜 35 度 1-20km 
7001 頓宮断層 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 31km 不明 
東傾斜 
50-80 度 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.8 32km 18km 東傾斜 65 度 1-17km 
7101 
布引山地東縁 
断層帯西部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.4 程度 約 33km 20km 程度 
西傾斜 
50-60 度 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.8 34km 18km 西傾斜 55 度 2-17km 
7102 
布引山地東縁 
断層帯東部 
西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.6 程度 約 48km 不明 
西傾斜 
45 度程度 
下限 
約 20km
モデル Mw 7.0 50km 18km 西傾斜 45 度 2-20km 
7201 木津川断層帯 
北側隆起の 
逆断層で右横ずれ
成分を伴う 
長期
評価
7.3 程度 約 31km 不明 
北傾斜 
40-60 度 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.8 32km 18km 北傾斜 50 度 1-14km 
7301 三方断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.2 程度 約 26km 不明 
東傾斜 
高角度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 28km 18km 東傾斜 60 度 1-16km 
7302 
花折断層帯 
北部 
右横ずれ断層 
長期
評価
7.2 程度 約 26km 約 15-20km ほぼ垂直 
下限 
15-20km 程
度 
モデル Mw 6.7 30km 18km 90 度 1-20km 
7303 
花折断層帯 
中南部 
中部：右横ずれ 
断層 
南部：東側隆起の
逆断層 
一部西側隆起 
長期
評価
7.3 程度
中部約
20km 南部
約 15km
中部 15- 20km
南部 20-45km 
中:ほぼ垂直 
南:50,25-55 度 
下限 
15-20km
程度 
モデル Mw 6.9 
22km 
16km 
18km 
18km 
90 度 
東傾斜 50 度 
1-20km 
7401 
山田断層帯 
主部 
北西側隆起 
の成分を伴う 
右横ずれ断層 
長期
評価
7.4 程度 約 33km 不明 北西傾斜 
下限 
約 10km
モデル Mw 6.8 38km 16km 90 度 1-15km 
7402 郷村断層帯 
南西側隆起 
の成分を伴う 
左横ずれ断層 
長期
評価
7.4 程度
以上 
約 34km
以上 
15km 程度 
南西傾斜 
高角度 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.8 38km 16km 90 度 1-16km 
7501 
奈良盆地東縁 
断層帯 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.4 程度 約 35km 不明 
東傾斜 
50-60 度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.9 36km 18km 東傾斜 55 度 1-15km 
7601 
有馬－高槻 
断層帯 
右横ずれ断層 
上下変位伴う 
長期
評価
7.5±0.5 約 55km 不明 
北傾斜 
高角 
不明 
モデル Mw 7.1 60km 16km 90 度 1-16km 
7701 生駒断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.0-7.5 
程度 
約 38km 不明 
東傾斜 
30-40 度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.9 40km 18km 東傾斜 35 度 2-15km 
7801 上林川断層 
右横ずれ断層 
（北西側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.2 程度 約 26km 不明 高角度 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.7 30km 16km 90 度 1-15km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 9）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
7802 三峠断層 
左横ずれ断層 
（北東側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.2 程度 約 26km 不明 高角度 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.7 30km 16km 90 度 1-15km 
7803 
京都西山 
断層帯 
[北西半部]北東側
隆起の逆断層成分
を伴う左横ずれ断
層／[南東半部]西
側隆起の逆断層 
長期
評価
7.5 程度 約 42km 不明 
一部北東傾斜 
高角度 
／西傾斜 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.0 
30km 
18km 
18km 
18km 
90 度 
西傾斜 45 度 
1-19km 
7901 
六甲・淡路島 
断層帯主部 
六甲山地南縁－
淡路島東岸区間 
主として 
右横ずれ断層で 
北西側隆起の 
逆断層成分を伴う 
長期
評価
7.9 程度 約 71km
15-20km 
程度， 
15km 程度 
北西傾斜 50-70
度，北西傾斜 
高角度 
下限 
15km 
モデル Mw 7.3 74km 18km 北西傾斜 60 度 1-16km 
7902 
六甲・淡路島 
断層帯主部 
淡路島西岸区間 
右横ずれ断層で 
南東側隆起の 
逆断層成分を伴う 
長期
評価
7.1 程度 約 23km 15km 程度 
南東傾斜 
約 80 度 
下限 
15km 
モデル Mw 6.6 28km 16km 南東傾斜 80 度 1-16km 
7903 先山断層帯 
北西側隆起 
の逆断層 
長期
評価
6.6 程度 約 12km 不明 北西傾斜 
下限 
15km 
モデル 6.6 11km 11km 北西傾斜 45 度 1-16km 
8001 上町断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.5 程度 約 42km 15-20km 
東傾斜 
65-70 度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.0 46km 16km 東傾斜 70 度 2-15km 
8101 
中央構造線 
断層帯 
金剛山地東縁－
和泉山脈南縁 
右横ずれ断層 
上下方向の 
ずれを伴う 
金剛東縁：西側隆
起逆断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2005c） 
モデル Mw 7.1 
60km 
12km 
16km 
16km 
北傾斜 43 度 
西傾斜 43 度 
4-15km 
8102 
中央構造線 
断層帯 
紀淡海峡－ 
鳴門海峡 
右横ずれ断層 
上下方向 
のずれを伴う 
長期
評価
7.7 程度 約 43-51km 20-60km 
北傾斜 
15-45 度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.1 54km 18km 北傾斜 30 度 4-15km 
8103 
中央構造線 
断層帯 
讃岐山脈南縁－
石鎚山脈北縁 
東部 
右横ずれ断層 
上下方向 
のずれを伴う 
長期
評価
8.0 程度
それ以上
約 130km 20-30km 
北傾斜 
30-40 度 
下限 
15km 程度
モデル
Mw 7.6 
(Mw 7.4)
132km 
(136km)
24km 
(18km) 
北傾斜 35 度 4-16km 
8104 
中央構造線 
断層帯 
石鎚山脈北縁 
右横ずれ断層 
上下方向 
のずれを伴う 
長期
評価
7.3-8.0 
程度 
約 30km 不明 高角度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 34km 14km 90 度 4-17km 
8105 
中央構造線 
断層帯 
石鎚山脈北縁 
西部－伊予灘 
右横ずれ断層 
上下方向 
のずれを伴う 
長期
評価
8.0 程度
それ以上
約 130km 不明 
北傾斜 
高角度 
下限 
15km 程度
モデル
Mw 7.4 
(Mw 7.4)
130km 
(138 km)
14km 
(14km) 90 度 4-16km 
8201 那岐山断層帯 北側隆起の断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2005a） 
モデル Mw 7.0 32km 26km 北傾斜 45 度 2-21km 
8202 
山崎断層帯 
主部北西部 
左横ずれ断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2005a） 
モデル Mw 7.1 52km 18km 90 度 2-21km 
8203 
山崎断層帯 
主部南東部 
左横ずれ断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2005a） 
モデル Mw 6.7 30km 18km 90 度 2-21km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 10）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
8204 草谷断層 右横ずれ断層 
長期
評価
6.7 程度
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2005a） 
モデル 6.7 12km 12km 90 度 2-21km 
8401 長尾断層帯 
南側隆起の逆断層 
(右横ずれ成分 
を伴う) 
長期
評価
7.1 程度 約 24km 25-30km 
南傾斜 
30-40 度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.6 26km 18km 南傾斜 35 度 3-12km 
8701 五日市断層 
右横ずれ断層 
（西側隆起の 
逆断層成分を伴う） 
長期
評価
7.0 程度 約 20km 約 25km 
西傾斜 
高角 
下限 
25km 程度
モデル Mw 6.5 22km 18km 90 度 2-23km 
8702 
己斐－広島西縁 
断層帯 
右横ずれ断層 
長期
評価
6.5 程度 約 10km 不明 ほぼ垂直 
下限 
25km 程度
モデル 6.5 10km 10km 90 度 2-25km 
8801 岩国断層帯 
右横ずれ断層 
（北西側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.6 程度 約 44km 約 20km 
北西傾斜 
高角 
下限 
20km 程度
モデル Mw 7.0 46km 18km 90 度 2-18km 
9001 菊川断層帯 
左横ずれ断層 
北東側隆起の 
逆断層成分を伴う 
長期
評価
7.6 程度
以上 
約 44km
以上 
不明 
北東傾斜 
高角 
下限 
10-15km 程
度 
モデル Mw 7.0 48km 16km 90 度 2-16km 
9101 西山断層帯 
左横ずれ主体 
の断層 
長期
評価
7.3 程度 約 31km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.8 36km 16km 90 度 2-16km 
9201 
別府湾－日出生 
断層帯東部 
主として北側が 
相対的に隆起する 
正断層 
長期
評価
7.6 程度 約 43km 15km 程度 
主として高角度
南傾斜 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.0 48km 14km 南傾斜 60 度 3-14km 
9202 
別府湾－日出生 
断層帯西部 
主として北側が 
相対的に隆起する 
正断層 
長期
評価
7.3 程度 約 32km 不明 
主として高角度
南傾斜 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.8 36km 14km 南傾斜 60 度 3-14km 
9203 
大分平野－ 
由布院 
断層帯東部 
南側が 
相対的に隆起する 
正断層 
長期
評価
7.2 程度 約 27km 15km 程度 
主として高角度
北傾斜 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.7 32km 14km 北傾斜 60 度 3-14km 
9204 
大分平野－ 
由布院 
断層帯西部 
南側が 
相対的に隆起する 
正断層 
長期
評価
6.7 程度 約 14km 不明 
主として高角度
北傾斜 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.3 18km 14km 北傾斜 60 度 3-14km 
9205 
野稲岳－万年山 
断層帯 
主として北側が 
相対的に隆起する 
正断層 
長期
評価
7.3 程度 約 30km 不明 
主として高角度
南傾斜 
下限 
10km 程度
モデル Mw 6.8 34km 14km 南傾斜 60 度 3-14km 
9206 
崩平山－亀石山 
断層帯 
主として南側が 
相対的に隆起する 
正断層 
長期
評価
7.4 程度 約 34km 不明 
主として高角度
北傾斜 
下限 
10km 程度
モデル Mw 6.8 38km 14km 北傾斜 60 度 3-14km 
9301 
布田川・日奈久 
断層帯北東部 
南東側隆起 
の上下成分を伴う 
右横ずれ断層 
長期
評価
7.2 程度 約 27km 不明 
地表近傍では 
高角 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 32km 14km 90 度 3-16km 
9302 
 
布田川・日奈久 
断層帯中部 
 
南東側隆起 
の上下成分を伴う 
右横ずれ断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2003b） 
モデル Mw 7.0 52km 16km 西傾斜 60 度 3-16km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 11）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
9302 
 
布田川・日奈久 
断層帯南西部 
 
南東側隆起 
の上下成分を伴う 
右横ずれ断層 
長期
評価
7.2 程度
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2003b） 
モデル Mw 6.7 32km 16km 西傾斜 60 度 3-16km 
9302 
布田川・日奈久 
断層帯 
中部南西部 
同時活動 
南東側隆起 
の上下成分を伴う 
右横ずれ断層 
長期
評価
（強震動評価の断層モデルに基づいてモデル化） 
（地震調査委員会，2003b） 
モデル Mw7.3 
52km 
32km 
16km 
16km 
西傾斜 60 度 
西傾斜 60 度 
3-16km 
9401 水縄断層帯 南側隆起の正断層 
長期
評価
7.2 程度 約 26km 15km 程度 
北傾斜 
高角 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 30km 14km 北傾斜 60 度 3-14km 
9501 
雲仙断層群 
北部 
主として 
北側隆起の正断層 
長期
評価
7.3 程度以
上 
30km 程度
以上 
不明 
南傾斜 
高角度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 32km 18km 南傾斜 60 度 3-18km 
9502 
雲仙断層群 
南東部 
南側隆起の正断層 
長期
評価
7.1 程度 23km 程度 不明 
北傾斜 
高角度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.6 26km 18km 北傾斜 60 度 3-18km 
9503 
雲仙断層群 
南西部北部 
主として 
南側隆起の正断層 
長期
評価
7.3 程度 30km 程度 不明 
高角度 
北傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 34km 18km 北傾斜 60 度 3-18km 
9504 
雲仙断層群 
南西部南部 
主として 
北側隆起の正断層 
長期
評価
7.1 程度 23km 程度 不明 
高角度 
南傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.6 26km 18km 南傾斜 60 度 3-18km 
9601 出水断層帯 
南東側隆起の 
正断層で右横ずれ
変位を伴う 
長期
評価
7.0 程度 約 20km 不明 
北西傾斜約
40-50 度程度 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.5 22km 18km 北西傾斜 45 度 3-15km 
9701 
伊勢湾断層帯 
主部北部 
東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.2 程度 約 25km 15-25km 程度 
東傾斜 
60-70 度 
下限 
15-20km
程度 
モデル Mw 6.7 26km 18km 東傾斜 65 度 3-23km 
9702 
伊勢湾断層帯 
主部南部 
北側隆起の断層 
(正，逆不明) 
長期
評価
6.9 程度 約 17km 不明 不明 
下限 
15-20km
程度 
モデル Mw 6.4 18km 18km 北傾斜 45 度 2-19km 
9703 白子－野間断層 
北側隆起 
の逆断層成分 
をもつ 
長期
評価
7.0 程度 約 21km 15-20km 程度 
北傾斜 
高角 
下限 
15-20km 程
度 
モデル Mw 6.6 22km 18km 北傾斜 60 度 2-21km 
9801 大阪湾断層帯 
北西側隆起 
の逆断層 
長期
評価
7.5 程度 約 39km 約 15-20km
西傾斜 
60-80 度 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.9 44km 12km 西傾斜 70 度 4-15km 
9901 サロベツ断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.6 程度 約 44km 不明 
主として低角度
東傾斜 
下限 
25km 程度
モデル Mw7.0 44km 18km 東傾斜 30 度 7-25km 
10101 花輪東断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.0 程度 約 19km 不明 
東傾斜 
約 40-50 度 
下限 
15km 程度
モデル Mw6.5 20km 20km 東傾斜 45 度 3-15km 
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表 2.1-2 主要活断層帯のマグニチュードと断層面の諸元（その 12）． 
コード 断層名称 
断層面の 
ずれの向き 
 Mj 断層長さ 断層面の幅
断層面 
の傾斜角 
地震発生層
の深さ 
10401 曽根丘陵断層帯 
南東側隆起 
の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 32km 不明 
南東傾斜 
約 30 度 
下限 
20km 程度
モデル Mw6.8 34km 18ｋｍ 南東傾斜 30 度 2-16km 
10501 魚津断層帯 
南東側隆起 
の逆断層 
（右横ずれ 
成分を伴う） 
長期
評価
7.2 程度 約 32km 不明 南東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw6.8 
24km 
7.9km 
18km 
18km 
南東傾斜 43 度
南東傾斜 43 度
3-18km 
10601 
周防灘断層群 
主部 
右横ずれ断層 
長期
評価
7.6 程度 約 44km 不明 高角度 
下限深さ
15-20km
程度 
モデル Mw7.0 46ｋｍ 18km 90 度 2-18km 
10602 秋穂沖断層帯 右横ずれ断層 
長期
評価
7.1 程度 約 23km 不明 高角度 
下限深さ
15-20km
程度 
モデル Mw6.6 24ｋｍ 18km 90 度 2-18km 
10603 
宇部南方沖 
断層帯 
横ずれ断層 
長期
評価
7.1 程度 約 22km 不明 高角度 
下限深さ
15-20km
程度 
モデル Mw6.6 
12km 
12ｋｍ 
18km 
18km 
90 度 
90 度 
2-18km 
10801 
警固断層帯 
北西部 
左横ずれ断層 
長期
評価
7.0 程度 約 25km 15km 程度 
高角度 
（ほぼ垂直） 
下限深さ
15km 程度
モデル Mw6.7 30ｋｍ 16km 90 度 2-19km 
10802 
警固断層帯 
南東部 
左横ずれ断層 
（南西側隆起 
成分を伴う） 
長期
評価
7.2 程度 約 27km 15km 程度 
高角度 
南西傾斜 
下限深さ
15km 程度
モデル Mw6.7 32ｋｍ 16km 90 度 2-17km 
10901 
人吉盆地南縁 
断層 
南東側隆起 
の正断層 
長期
評価
7.1 程度 約 22km 不明 
北西傾斜 
（高角度） 
下限深さ
15km 程度
モデル Mw6.6 24ｋｍ 18ｋｍ 北西傾斜 60 度 2-17km 
（注記） 
・モデルの長さは，長期評価された長さとは必ずしも一致しない．赤字は 2008 年版と比べて値が変わったものを示す． 
・当別断層（0501）の傾斜角は幅の中央値である 40 度とした． 
・石狩低地東縁断層帯主部(0601) の断層モデル長さは，2 つの断層の上端・下端が地中で連続するように設定し直したため，
長期評価の値とは異なる． 
・函館平野西縁断層帯（0801）のマグニチュードは活断層長さに基づき 7.3 として Mwを計算した． 
・津軽山地西縁断層帯北部（1001）および同南部（1002）のマグニチュードは活断層長さに基づき，それぞれ 6.8，7.1 として
Mwを計算した． 
・北上低地西縁断層帯（1301）の傾斜角は 35 度とした． 
・真昼山地東縁断層帯北部（1402）のマグニチュードは，北部の長さを 21km として 7.0 として Mwを計算した． 
・真昼山地東縁断層帯南部（1403）のマグニチュードは，南部の長さを 17km として 6.9 として Mwを計算した． 
・新庄盆地断層帯（1701）は断層全体をモデル化した．よって，マグニチュードは 7.1 として Mwを計算した． 
・長町－利府線断層帯（2001）は断層全体をモデル化した．よって，マグニチュードは 7.5 としてMwを計算した．傾斜角は幅の
中央値である 40 度とした． 
・福島盆地西縁断層帯（2101）の傾斜角は幅の中央値である 45 度とした． 
・双葉断層（2301）は，断層帯全体をモデル化した．よって，マグニチュードは 7.5 として Mwを計算した． 
・月岡断層帯（2601）の傾斜角は幅の中央値である 55 度とした． 
・長岡平野西縁断層帯（2701）の傾斜角は幅の中央値である 55 度とした． 
・鴨川低地断層帯（2901）の傾斜角は 90 度とした． 
・関谷断層（3001）の傾斜角は幅の中央値の数字を丸めて 30 度とした． 
・神縄・国府津－松田断層帯（3601）は，海域に約 27km 延長した． 
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・三浦半島断層群南部（3703）は，両端を海域に延長し全長 20km とし，マグニチュードを 7.0 とした． 
・長野盆地西縁断層帯（4001）のマグニチュードは活断層長さに基づき 7.8 として Mwを計算した． 
・糸魚川－静岡構造線断層帯南部（4203）は，小淵沢以南，市之瀬断層群までの約 31km を南西傾斜の逆断層とした．マグ
ニチュードは長さに基づき 7.3 とした．地震発生層は，北側に隣接する糸魚川－静岡構造線断層帯北部・中部と同じとし
た． 
・富士川河口断層帯（4301）は，長期評価では，「活動区間（震源域）はこの断層帯（陸上部）だけにとどまらず駿河湾内まで
延び，「東海地震」の想定震源域と大部分重なり合うと考えられる」とされているが，陸上部分のみをモデル化し，東海地震と
は独立とした．断層面の下端と傾斜角は，東海地震の震源域に接続するように設定した． 
・伊那谷断層帯主部(5101)の断層モデル長さは，2 つの断層が地中で連続するように設定し直したため，長期評価の値とは
異なる．傾斜角は木曽山脈西縁断層帯と収れんするよう 70 度とした． 
・恵那山－猿投山北断層帯（5303）の東半部の傾斜角は幅の中央値である 40 度とした． 
・猿投－高浜断層帯（5304）の傾斜角は幅の中央値である 65 度とした． 
・福井平野東縁断層帯主部（5801）の傾斜角は 90 度とした． 
・柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部北部(6101)の断層モデル長さは，2 つの断層の上端・下端が地中で連続するように設定し直した
ため，長期評価の値とは異なる． 
・養老－桑名－四日市断層帯(6701)の断層モデル長さは，2 つの断層の上端・下端が地中で連続するように設定し直したた
め，長期評価の値とは異なる． 
・鈴鹿東縁断層帯（6801）は，活断層長さを 47km とした． 
・鈴鹿西縁断層帯（6901）の傾斜角は幅の中央値である 35 度とした． 
・頓宮断層（7001）の傾斜角は幅の中央値である 65 度とした． 
・布引山地東縁断層帯西部（7101）の傾斜角は幅の中央値である 55 度とした． 
・木津川断層帯（7201）の傾斜角は幅の中央値である 50 度とした． 
・花折断層帯中南部（7303）の南部の傾斜角は 50 度とした． 
・奈良盆地東縁断層帯（7501）の傾斜角は幅の中央値である 55 度とした． 
・生駒断層帯（7701）は断層全体をモデル化した．よって，マグニチュードは 7.5 として Mwを計算した． 
・六甲・淡路島断層帯主部六甲山地南縁－淡路島東岸区間（7901）は単一の断層面でモデル化し，傾斜角は 60 度とした． 
・上町断層帯（8001）の傾斜角は幅の中央値の数字を丸めて 70 度とした． 
・中央構造線断層帯金剛山地東縁－和泉山脈南縁（8101）は，強震動評価の審議資料に基づきモデル化した． 
・中央構造線断層帯紀淡海峡－鳴門海峡（8102）および同讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部（8103）の傾斜角は幅の中央
値をとり，それぞれ 30 度，35 度とした．また，同断層帯石鎚山脈北縁（8104）のマグニチュードは活断層長に基づき 7.3 とし
て Mwを計算した． 
・中央構造線断層帯讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部（8103）および同石鎚山脈北縁西部－伊予灘（8105）の調整法Ⅱ
（区間分割合算法）によってモデル化したパラメータは，カッコ内に記した． 
・長尾断層帯（8401）の傾斜角は幅の中央値である 35 度とした． 
・出水断層帯（9601）の傾斜角は幅の中央値である 45 度とした． 
・伊勢湾断層帯主部北部（9701）の傾斜角は幅の中央値である 65 度とした． 
・伊勢湾断層帯主部南部（9702）は正断層か逆断層かが不明のため，逆断層を仮定して北傾斜とした． 
・大阪湾断層帯（9801）の傾斜角は幅の中央値である 70 度とした． 
・魚津断層帯(10501)の断層モデル長さおよび傾斜角は，2 つの断層の上端・下端が地中で連続するように設定し直したため，
長期評価の値とは異なる． 
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図 2.1-1 主要活断層帯のモデル（その 1）． 
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図 2.1-1 主要活断層帯のモデル（その 2）． 
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図 2.1-1 主要活断層帯のモデル（その 3）． 
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図 2.1-1 主要活断層帯のモデル（その 4）． 
※上町断層帯（8001）は直線の断層，中央構造線断層帯（8103）は調整法Ⅰによるモデルのみを示してある 
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図 2.1-1 主要活断層帯のモデル（その 5）． 
※中央構造線断層帯（8103，8105）は調整法Ⅰによるモデルのみを示してある 
 
 
 
 
2-26 
 
図 2.1.2-1 ルール化手法における巨視的震源パラメータ設定の流れ（「レシピ」の付図 3 より）． 
 
 
 
図 2.1.2-2 断層面の傾斜角設定の流れ（「レシピ」の付図 4 より）． 
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図 2.1.2-3 気象庁一元化震源から求めた 0.2 度メッシュごとの微小地震の震源深さ分布（その 1）． 
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図 2.1.2-3 気象庁一元化震源から求めた 0.2 度メッシュごとの微小地震の震源深さ分布（その 2）． 
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図 2.1.2-3 気象庁一元化震源から求めた 0.2 度メッシュごとの微小地震の震源深さ分布（その 3）． 
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図 2.1.2-3 気象庁一元化震源から求めた 0.2 度メッシュごとの微小地震の震源深さ分布（その 4）． 
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図 2.1.3-1 長大断層の震源断層モデル設定の流れ． 
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図 2.1.3-2 地表変位量（Dsurf）と断層面の平均すべり量（Dsub_ave）との関係（地震調査委員会資料より作成）． 
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図 2.1.3-3 単位区間，地震規模想定区間，及び活動範囲の概念． 
 
 
 
図 2.1.3-4 中央構造線断層帯における地震規模想定区間．上）讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部断層帯，下）石鎚
山脈北縁西部－伊予灘断層帯． 
範囲
地震規模想定区間 
地震規模想定区間
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2.2 海溝型及び日本海東縁の固有地震 
 本検討では，海溝型地震のうち，震源断層が一つに特
定されているものを固有地震として扱う．これらは，3.4
節で述べる「カテゴリーⅠ」の地震，及び日本海東縁部
で発生する震源断層を特定できる地震（北海道西方沖の
地震，北海道南西沖の地震，青森県西方沖の地震，山形
県沖の地震，新潟県北部沖の地震）が相当する．これら
の震源断層モデルについては，これまでの確率論的地震
動予測地図で用いてきたものを踏襲することを基本とし
た．ただし，「カテゴリーⅡ」である茨城県沖の地震につ
いては，2008 年 5 月 8 日に発生した地震（M7.0）が長期
評価の対象であった地震であった（例えば，地震調査委
員会，2009）ことから，過去に発生した地震とその発生
領域を見直すことにより，固有地震的な振る舞いをする
領域を設定することとした．その領域は，地震波形の解
析によって断層面上のすべり分布が求められている
2008 年 5 月 8 日（名古屋大学，2008）と 1982 年 7 月 23
日（室谷ほか，2003；Mochizuki et al., 2008）の地震を参
考として，それらのアスペリティを中心とした破壊領域
全体を取り囲むように設定する．地震規模も両地震を参
考として，M=Mw=7.0 とする．なお，上記の取扱いは，
長期評価の改訂（地震調査委員会，2009）のための審議
内容の一部を先取りして設定されたものとなっている
（地震調査委員会長期評価部会・強震動評価部会地震動
予測地図高度化ワーキンググループ，2008）．ここで対象
となる海溝型及び日本海東縁部の固有地震全てについて，
震源断層モデルの位置を図 2.2-1 に，モーメントマグニ
チュードを表 2.2-1 にそれぞれ示す． 
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図 2.2-1 海溝型及び日本海東縁の固有地震の震源断層位置．番号の対応は表 2.2-1 を参照のこと． 
 
 
 
表 2.2-1 海溝型及び日本海東縁の固有地震の対応領域と地震規模（モーメントマグニチュード；Mw）． 
領域 地震 Mw 領域 地震 Mw
① 択捉島沖の地震 8.1 ⑪ 北海道西方沖の地震 7.5
② 色丹島沖の地震 7.8 ⑫ 北海道南西沖の地震 7.8
③ 根室沖の地震 7.9 ⑬ 青森県西方沖の地震 7.7
④ 十勝沖の地震 8.1 ⑭ 山形県沖の地震 7.7
⑤ 十勝沖～根室沖の連動地震 8.3 ⑮ 新潟県北部沖の地震 7.5
⑥ 三陸沖北部のプレート間大地震 8.3 ⑯ 大正型関東地震 7.9
⑦ 宮城県沖地震（A1） 7.6 ⑰ 想定東海地震 8.0
⑧ 宮城県沖地震（A2） 7.4 ⑱ 東南海地震 8.1
⑨ 三陸沖南部海溝寄りの地震（B） 7.8 ⑲ 南海地震 8.4
⑦⑨ 宮城県沖地震（A1+B） 7.9 ⑰⑱ 東南海～想定東海の連動地震 8.4
⑧⑨ 宮城県沖地震（A2+B） 7.9 ⑱⑲ 南海～東南海の連動地震 8.5
⑦⑧⑨ 宮城県沖地震（A1+A2+B） 8.0 ⑰⑱⑲ 南海～東南海～想定東海の連動地震 8.5
⑩ 茨城県沖のプレート間地震（固有） 7.0    
 
 3-1 
3. 確率論的地震動予測地図 
3.1 評価の手順と結果の表現方法 
3.1.1 地震ハザード評価手法の概要 
 地震ハザード評価とは，地点における地震動強さとそ
れを特定の期間内に超える確率の関係（ハザードカーブ
と呼ばれる）を算定するものである．一般的には，図
3.1.1-1 に示すフローに従って評価される．大まかな手順
は，以下のようになっている． 
1) 対象地点周辺の地震活動をモデル化する．全国を概観
した確率論的地震動予測地図では，考慮する地震を以
下のように分類してモデル化している． 
a) 主要活断層帯に発生する固有地震 
b) 海溝型地震 
c) その他の地震（長期評価の対象となっていない地
震） 
①震源断層をある程度特定できる地震 
(1) 主要活断層帯以外の活断層に発生する地震 
(2) 主要活断層帯に発生する地震のうち固有地震
以外の地震 
②震源断層を予め特定しにくい地震 
(1) プレート間で発生する地震のうち大地震以外
の地震 
(2) 沈み込む（沈み込んだ）プレート内で発生する
地震のうち大地震以外の地震 
(3) 陸域で発生する地震のうち活断層が特定され
ていない場所で発生する地震 
(4) 浦河沖の震源を予め特定しにくい地震 
(5) 日本海東縁部の震源を予め特定しにくい地震 
(6) 伊豆諸島以南の震源を予め特定しにくい地震 
(7) 南西諸島付近の震源を予め特定しにくい地震 
ただし，全国を概観した確率論的地震動予測地図の
作成では，上記の c) ① (1)の「主要活断層帯に発生
する地震のうち固有地震以外の地震」は評価の対象
外としている． 
2) モデル化したそれぞれの地震について，地震規模の確
率，距離の確率，地震の発生確率（あるいは頻度）を
評価する． 
3) 地震の規模と距離が与えられた場合の地震動強さの
推定の確率モデルを設定する．通常は，距離減衰式と
そのばらつきによってモデル化される． 
4) モデル化された個々の地震について，着目する期間内
にその地震によって地震動強さがある値を超える確
率を評価する． 
5) これをモデル化した地震数繰り返し，それらの結果を
統合することにより，全ての地震を考慮した場合に地
震動強さが着目期間内に少なくとも１度ある値を超
える確率を算定する． 
 確率論的地震動予測地図は，以上の手順によって地点
ごとに実施された地震ハザード評価の結果に基づいて，
期間，地震動強さ，確率のうちの２つを固定し，残りの
一つの地域分布を示したものである． 
 
3.1.2 ハザードカーブの算定方法 
着目地点において，その周辺で発生する地震（あるい
は地震群）によって t 年間に少なくとも 1 回地震動強さ
が y を超える確率 P(Y>y;t) を，一般にハザードカーブと
呼ぶ．ハザードカーブは，地点の周辺で発生するいずれ
の地震（群）によっても y 以下である確率を 1 から引く
ことにより，次式で評価される． 
∏ >−−=>
k
k tyYPtyYP )};(1{1);(  (3.1.2-1) 
ここに，Pk(Y>y;t) は k 番目の地震（群）によって t 年間
に少なくとも 1 回地震動強さが y を超える確率であり，
以下の（１）および（２）のように算定される．なお，
以下の記述では，地震の規模と距離に関して離散的な表
現としている． 
 
（１）震源を予め特定できる地震（主要活断層帯，海溝
型地震，主要活断層帯以外の活断層） 
これらの地震の発生確率は，一部のものについては更
新過程あるいは時間予測モデルといった非定常な地震活
動を表すモデルに基づき算定され，残りのものについて
は定常ポアソン過程を仮定して評価される．この場合，k
番目の地震によって，地震動強さが t 年間に少なくとも
1 回 y を超える確率 Pk(Y>y;t) は，以下のようにして算定
することができる． 
 
a) 非定常な地震活動モデルに基づき地震発生確率が
算定される場合 
期間 t の間に複数回の地震発生を考慮する場合，そ
れぞれの地震時の地震動強さが互いに独立であると仮
定すると，地震動強さが t 年間に少なくとも 1 回 y を
超える確率 Pk(Y>y;t) は， 
∑∞
=
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kk EyYPtEPtyYP  (3.1.2-2) 
で表される．ただし，P(Ek[l]; t)は期間 t の間に l 回地震
が発生する確率，P(Y>y|Ek) は地震 k が 1 度発生した条
件下で地震動強さが y を超える条件付確率であり， 
∑∑ >=>
i
ijkik
j
jik mrPmPrmyYPEyYP )|()(),|()|(  
 (3.1.2-3) 
となる．ここに，Pk(mi) は k 番目の地震における規模
の確率関数，Pk(rj|mi) は規模が mi の条件下での距離の
確率関数，Pk(Y>y|mi, rj) は地震の規模が mi，距離が rj
の時に地震動強さが y 以上となる条件付確率である．
距離減衰式を用いて地震動強さを評価する場合には，
P(Y>y| mi, rj) は距離減衰式の中央値 Y (mi, rj)とそのば
らつき（中央値を 1 とする対数正規変量 U で表される
ことが多い）を用いて， 
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となる．ただし，FU(u) は U の累積分布関数である． 
 なお，期間 t に複数回の地震が発生する確率が無視
できる場合には，式(3.1.2-2)は簡略化されて次式で表
される． 
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 (3.1.2-5) 
ただし，P(Ek; t) は k 番目の地震が t 年間に発生する確
率であり，更新過程あるいは時間予測モデルに基づき，
BPT 分布を用いて評価される（地震調査委員会, 2001a）． 
 
b) 地震の発生が定常ポアソン過程でモデル化される
場合 
 地震の発生を定常ポアソン過程とした場合には，地
震動強さが t 年間に y を超える確率 Pk(Y>y; t) は， 
})(exp{1);( tyYtyYP kk ⋅>−−=> ν  (3.1.2-6) 
となる．ただし，νk(Y>y) は k 番目の地震によって地
震動強さが y を超える年あたりの頻度であり， 
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 (3.1.2-7) 
となる．ここに，ν(Ek) は k 番目の地震の年あたりの
発生頻度，他は a)と同様である． 
 
（２）震源断層を予め特定しにくい地震 
上記（１）と異なり，対象とする地震を複数の規模と
距離の組み合わせから成る群として取り扱う必要がある．
これらの地震は，地域区分する方法と地域区分しない方
法とを併用して評価するが，地域区分する方法の場合に
は地震活動域ごと，地域区分しない方法ではメッシュご
とに，それぞれ地震活動が一様であると仮定している．
これにより，各地震活動域あるいはメッシュを対象とし
ている限りにおいて，地震の規模と発生場所は互いに独
立となる．地震の規模の確率分布は上限値を有するグー
テンベルク・リヒターの関係式から，また，距離の確率
分布は地点と地震活動域あるいはメッシュとの幾何学的
な位置関係からそれぞれ算定することができる．地震の
発生時系列は，定常ポアソン過程でモデル化している． 
以上から，グループ n の地震によって，地震動強さが
t 年間に y を超える確率 Pn(Y>y; t) は，次式によって算定
することができる． 
))(exp(1);( tyYtyYP nn ⋅>−−=> ν  (3.1.2-8) 
ただし，νn(Y>y) はグループ n の地震によって地震動強
さが y を超える年あたりの頻度であり， 
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 (3.1.2-9) 
となる．ここに，ν(Ek) はグループ n の地震を構成する k
番目の地震活動域またはメッシュにおける最小マグニチ
ュード（ =5.0）以上の地震の年あたりの発生頻度，
P(Y>y|Ek) はグループ nの地震を構成する k 番目の地震活
動域またはメッシュで地震が 1 つ発生した場合に地点で
の地震動強さが y を超える条件付確率，Pk(mi) は k 番目
の地震活動域またはメッシュにおける規模の確率関数，
Pk(rj|mi)は規模が mi の条件下での距離の確率関数，
P(Y>y|mi, rj) は地震の規模が mi，距離が rj の時に地震動
強さが y を超える条件付確率である． 
 なお，震源断層を予め特定しにくい地震では，上述の
ように，地震の規模の確率分布を，グーテンベルク・リ
ヒター式に従うモデル（いわゆる b 値モデル）でモデル
化している．厳密には，領域ごとに最大マグニチュード
を設定しているため，上限値を有する b 値モデル
（truncated b 値モデル）となっている．マグニチュード
の上限値（と下限値）を有する b 値モデルでは， 
)()()( ulul mMNmMNmMmN ≥−≥=≤≤  (3.1.2-10) 
)()()( mMNmMNmMmN ll ≥−≥=≤≤  (3.1.2-11) 
と，グーテンベルク・リヒター式 
bmamMN −=≥ 10)(  (3.1.2-12) 
より，マグニチュード M の分布関数は， 
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となる．ここで，ml と mu は最小と最大のマグニチュー
ドであるが，一般にはマグニチュードの刻みΔm は 0.1 と
することが多く，この場合には，（0.1 刻みで表示された）
最小マグニチュードが 5.0 の場合，ml には 5.0－Δm/2=4.95
が，同様に mu には 0.1 刻みの最大マグニチュード＋Δm/2
が用いられる．上記の式(3.1.2-13)を用いて，マグニチュ
ード M が  mi となる確率は，mi－Δm/2=m1 ≤ mi<m2=mi 
2/mΔ+ として， 
)()()()( 1221 mFmFmmmPmP MMii −=≤≤=  (3.1.2-14) 
となる．最大値を設定しない b 値モデルでは，規模別の
累積発生頻度が片対数軸上で直線となるが，上限値が設
定されている場合には，規模別の累積発生頻度は直線に
はならないことに注意が必要である． 
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図 3.1.1-1 地震ハザード評価のフロー． 
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3.1.3 結果の表現方法 
（１）ハザードカーブ 
ハザードカーブは，地震動強さとそれを特定期間内に
超える確率の関係を示したものであり，算定方法は 
3.1.2 節で示したとおりである．実際には，離散的に設定
した地震動強さごとに超過確率を算定し，それを図
3.1.3-1に示すような図上において直線で結んで表示して
いる． 
特定の地震動強さを定めたときにそれを超える確率，
あるいは特定の超過確率を与えたときにそれに対応する
地震動強さは，それぞれ図 3.1.3-1 の図上において線形補
間して算定している．このように，対象とする期間を固
定した上で，地震動強さを与えて確率を算定する，ある
いは確率を与えて地震動強さを算定することは，1 つの
ハザードカーブを用いて容易に行うことができる．一方，
地震動強さと確率を固定してそれに該当する期間を算定
することは，非定常な地震発生モデルを扱う場合には困
難である．ただし，全ての地震の発生が定常ポアソン過
程にしたがうとする場合には，算定されたハザードカー
ブを異なる期間の超過確率に変換することができるため，
この関係を用いれば可能である． 
 
（２）確率論的地震動予測地図の表示 
確率論的地震動予測地図は，地点ごとに独立に算定さ
れた t 年間のハザードカーブに基づき， 
a) 与えられた確率に対応する地震動強さを地点ごと
に求め，その分布を地図上に表したもの 
b) 与えられた地震動強さの超過確率を地点ごとに求
め，その分布を地図上に表したもの 
の２種類を作成している．図 3.1.3-1 に示したように，こ
れらはハザードカーブをどちらから読むかの違いであ
る． 
 
（３）地震カテゴリー別の結果と影響度 
今回は地震を 3 つのカテゴリーに分類して、カテゴリ
ーごとの確率論的地震動予測地図についても作成する
（石川・他，2008）．各カテゴリーに含まれる地震につい
ては 3.4 において示す．また，当該確率レベル（震度レ
ベル）においてどのカテゴリーの地震の影響が卓越する
かを表す指標として「影響度」を用い，影響度について
も表示する．影響度の定義は次のとおりである． 
対象とする確率レベルに対応するような強さの地震動
を起こし得る可能性が高い地震を想定地震として選定す
るための方法論として｢確率論的想定地震｣が提案されて
いる（亀田・石川・奥村・中島，1997，石川・奥村，2001）．
そこでは，そのような地震動をもたらし得るような地震
の相対的な出現可能性を表わす指標として各地震の「影
響度」（原論文では「貢献度」）が定義されている．影響
度は対象とする確率レベルや地震動指標に応じて変化す
る指標であり，影響度が大きい地震ほど想定地震を選定
するにあたって重要視すべきと評価される． 
影響度は，3.1.2 で示した記号を用いて次式で定義され
る． 
 
ck ( p; t) = Pk (Y > y; t)Pk (Y > y; t)
k
∑  （3.1.3-1） 
ここに，ck(p; t) は t 年間の超過確率が p の確率レベルに
対する k 番目の地震（群）の影響度，Pk(Y>y; t) は k 番目
の地震によって t 年間に少なくとも１回地震動強さが y 
を超える確率である．t 年間に複数回の地震が発生する
確率が無視できる場合には，次式のように地震発生確率
と地震動の超過確率に分解できる． 
 
ck ( p; t) =
P(Ek , t) ⋅Pk (Y > y Ek )
P(Ek , t )⋅Pk (Y > y Ek)
k
∑  （3.1.3-2） 
ここに，P(Ek, t) は k 番目の地震が t 年間に発生する確
率，Pk(Y>y | Ek) は k 番目の地震が発生した条件下で地震
動強さが y を超える条件付確率である． 
上式より明らかなように，確率レベルごとに全地震の
影響度の総和は 1（100%）となる．同じ地震の影響度で
あっても確率レベルによって値は変化することになる．
また，同一地点で同一の確率レベルであっても，対象と
する地震動指標が異なれば影響度は変化する． 
影響度は個々の地震ごとに定義されるが，地震を一括
りにした地震群に対しても適用できる．今回は各地点で
確率レベル（震度レベル）に応じて地震カテゴリーごと
に 3 つの影響度が評価されるとともに，地点ごとに最も
強く影響するカテゴリー（「最大影響度」）を抽出して，
それを地図に示した「最大影響度マップ」についても作
成している． 
 
 
 
 
 
図 3.1.3-1 ハザードカーブの概念図． 
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3.2 地図の作成領域と地図の仕様 
3.2.1 地図の作成領域 
全国を対象とした確率論的地震動予測地図の作成領域
は北海道から沖縄県まで全国 47 都道府県である．ただし，
北方四島は作成領域に含まれるが，沖ノ鳥島と南鳥島は
地震活動をモデル化できるだけの情報が無いため，評価
の対象外とした．ちなみに，対象領域に含まれる 250m
メッシュ（第３次地域区画を 16 分割したもの）の総数は
約 595 万 5 千である． 
 
3.2.2 地図の仕様 
司・翠川（1999）による距離減衰式を用いた最大速度
とそれに基づく計測震度を地震動指標とする地図は，対
象期間を 2009 年 1 月より 30 年間および 50 年間とし，以
下の２種類の地図を作成する． 
 
1）期間と超過確率を固定した場合の地震動強さ分布図 
対象領域に含まれる 250m メッシュの中心において，
西暦 2009 年 1 月より 30 年間での超過確率が 6%，3%，
ならびに 50 年間での超過確率が 39%，10%，5%，2%と
なる地震動強さを計算し，メッシュ単位で色分けして表
示する．表示する地震動強さは，地表の計測震度である． 
 
2）期間と地震動強さを固定した場合の超過確率分布図 
対象領域に含まれる 250m メッシュの中心において，
西暦 2009 年 1 月より 30 年間に地表で震度 5 弱以上，5
強以上，6 弱以上および 6 強以上の地震動を受ける確率
を計算し，メッシュ単位で色分けして表示する． 
期間 30 年の震度分布図と超過確率分布図では，すべて
の地震を考慮した地図に加えて，地震の分類別の地図も
示す．地震の分類は，従来，主要活断層帯・海溝型地震・
その他の地震，という分類としてきたが，今回は，新た
に定義した 3 種類の地震カテゴリーによる地図について
示す．地震カテゴリーの分類については 3.4 で後述する．
また，昨年（2008 年版）の結果との比較として，期間 30
年の超過確率の差の分布図，ならびに工学的基盤におけ
る 30 年間の超過確率が 6%および 3%となる最大速度の
差の分布図を作成する．なお，主要活断層帯の地震発生
確率として平均ケースと最大ケースの 2 ケースの評価を
行っていることから，最大ケースの地図も示す．これら
の結果は，3.7 節で示す． 
なお，各地図の緯度経度は測量法改正前の日本測地系
に基づいている． 
 
3.3 地震活動の評価モデル 
確率論的地震動予測地図を作成する際の評価条件の
うち，地震活動の評価モデルについて示す． 
ここで用いた地震活動の評価モデルは，平成 17 年 3
月，平成 18 年 9 月，平成 19 年 4 月ならびに平成 20 年 4
月に公表された確率論的地震動予測地図（地震調査委員
会，2005b，2006b，2007b，2008b）におけるものと同様
である．ただし，その後に改訂・公表された長期評価結
果を反映させるとともに，時間が 1 年経過したことによ
る地震発生確率の変化を考慮している．また，震源を予
め特定しにくい地震の発生頻度を設定するための地震カ
タログについても更新している．さらに，主要活断層帯
の震源断層モデルの新しいモデル化方法を導入したこと
により，かなりの数の活断層で震源断層モデルが更新さ
れている． 
 
ここでは，活断層で発生する地震や海溝型地震の長期
評価を踏まえて，日本列島周辺で発生する地震を次のよ
うに分類した． 
 
「主要活断層帯に発生する固有地震」 
「海溝型地震」 
「その他の地震（長期評価の対象となっていない地震）」 
－震源断層をある程度特定できる地震 
1）主要活断層帯以外の活断層に発生する地震 
2）主要活断層帯に発生する地震のうち固有地震
以外の地震 
－震源断層を予め特定しにくい地震 
3）プレート間で発生する地震のうち大地震以外
の地震 
4）沈み込む（沈み込んだ）プレート内で発生す
る地震のうち大地震以外の地震 
5）陸域で発生する地震のうち活断層が特定され
ていない場所で発生する地震 
6）浦河沖の震源を予め特定しにくい地震 
7）日本海東縁部の震源を予め特定しにくい地震 
8）伊豆諸島以南の震源を予め特定しにくい地震 
9）南西諸島付近の震源を予め特定しにくい地震 
 
以下では，それぞれの地震活動モデルの概要について
述べる．なお，このうち 2）については 5）に含めてモデ
ル化している． 
 
3.3.1 主要活断層帯に発生する固有地震 
（１）モデル化の基本方針 
①基本方針 
主要活断層帯に発生する固有地震の地震活動は，長期
評価の結果に基づいて，地震発生確率，マグニチュード，
断層面の諸元をモデル化する．この際，マグニチュード
と震源断層の諸元の設定には，新たに検討された震源断
層のモデル化の手法（詳細は 2.1 節参照）を適用する．
また，強震動評価（震源断層を特定した地震動予測地図）
が実施されている活断層については，そこで検討された
震源断層の情報も考慮する． 
なお，長期評価において複数案が併記されている布田
川・日奈久断層帯（中部・南西部）に関しては，複数案
を重み付き平均したハザードカーブを算定する．今回対
象とするのは 2008 年 12 月末までに長期評価が改訂・公
表された活断層帯である． 
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②地震発生確率の設定 
主要活断層帯における地震発生確率は，地震調査委員
会より公表された「長期的な地震発生確率の評価手法に
ついて」（地震調査委員会，2001a）の方法に従い，活動
間隔の確率分布として BPT 分布を用い，ばらつきαは
0.24 を用いて算定する．ただし，最新活動時期等が不明
な一部の活断層帯についてはポアソン過程に基づいて発
生確率を算定する． 
確率算定のための平均活動間隔と最新活動時期は長
期評価結果（地震調査委員会，2005a，2006a，2007a，2008a，
2009a）に基づく．時間の起点は 2009 年 1 月としている．
長期評価では平均活動間隔あるいは最新活動時期が不明
なため，地震発生確率が明示されていない活断層がある．
その場合には断層長さや平均変位速度などの個別の情報
に基づいて平均活動間隔を仮定し，ポアソン過程に基づ
き地震発生確率を設定する．平均変位速度が不明な場合
には，活動度が B 級の活断層については平均的な平均変
位速度として 0.25mm/y を仮定し（奥村・石川，1998），
A-B 級，B-C 級の活断層についてはそれぞれ平均的な平
均変位速度としてクラスの境界値である 1mm/y ，
0.1mm/y を仮定する（松田，1975）．なお，活動度が不明
な場合には B 級を仮定する． 
長期評価では地震発生確率に幅をもって示されてい
る場合がある．ここでは，活動間隔および最新活動時期
のそれぞれの幅の両端の中央の値に基づく地震発生確率
を基本としてモデル化する（「平均ケース」と呼ぶ）． 
主要活断層帯の長期評価の公表においては，今後 30
年間の地震発生確率の値によって，相対的に「発生の可
能性が高いグループ」，「発生の可能性がやや高いグルー
プ」というグループ分けを行っている．そのグループ分
けでは地震発生確率の最大値が用いられており，上記の
「平均ケース」での確率値と異なる場合があることに注
意が必要である．そこで，結果の違いを比較するために
地震発生確率の最大値を用いた場合（「最大ケース」と呼
ぶ）についても検討する． 
平均活動間隔が片側の幅（○○年以上）で評価されて
いる場合には「平均ケース」，「最大ケース」ともに「○
○年」とする． 
最新活動時期が片側の幅（○○年以降）で与えられて
いる場合には，原則として最近確実に活動していない時
期を考慮してもう一方の幅の端を設定し，最新活動時期
の中央の値を定める（「平均ケース」）． 
断層区間が複数提示されているために平均活動間隔
が幅を有する場合には，原則として断層長さが最も長く
なる（地震規模が最も大きくなる）断層区間をモデル化
し，それに整合するように平均活動間隔を定める． 
 
③マグニチュードの設定 
活断層で発生する地震のマグニチュードは，原則とし
て長期評価結果（地震調査委員会，2005a，2006a，2007a，
2008a，2009a）に基づき，震源断層の長さから松田式（松
田，1975）によって気象庁マグニチュード Mj を算定した
上で，武村（1990）に基づき地震モーメントに変換後，
モーメントマグニチュード Mw を求め，その値を用いる．
マグニチュードに幅をもって示されている場合にはその
両端の中央の値を用いる．なお，断層区間が複数提示さ
れているためにマグニチュードが幅を有する場合には，
設定した断層区間に整合するようにマグニチュードを定
める． 
 
④断層面の諸元の設定 
個々の活断層の断層面は１枚もしくは複数枚の矩形
面でモデル化する．モデルを規定するパラメータは，端
部の位置，長さ，幅，走向，傾斜角，上端深さである．
モデル化の方法の詳細は，2.1 節に示すとおりであるが，
大まかな手順は以下のとおりである． 
i) 長期評価に基づく断層の長さ L から松田（1975）
に基づきマグニチュード Mj を算定． 
ii) マグニチュード Mj から武村（1990）に基づき地
震モーメント M0 を算定． 
iii) 地震モーメント M0 から入倉・三宅（2001）に基
づき断層面積 S を算定． 
iv) W=S/L で断層幅 W を算定． 
v) 断層上端深さは，強震動評価用の深部地盤モデル
における地震基盤の深さを参考に，断層下端深さ
は，微小地震の震源深さに基づく地震発生層の下
限深さを参考にそれぞれ設定． 
vi) 傾斜角は，長期評価で数値の記載があればその値
を，無い場合には，横ずれ成分卓越（90 度），逆
断層（60 度），低角（30 度），高角（60 度）とし，
いずれにも該当しない場合には 45 度とする． 
vii) 断層モデルの下端と地震発生層の下端との位置関
係により，幅と長さを調整して最終の形状とする． 
ただし，長さが概ね 80km を超える長大断層，活断層
長さが 15km 未満の場合，活断層長さと地震規模が明確
で無い場合には，それぞれ別途モデル化を行っている． 
 
⑤活動区間 
基本的には個々の活断層の全区間が同時に活動する
と考える．ただし，長期評価結果で，1 つの断層帯につ
いて，地震を起こす断層の組み合わせとして複数示され
ている場合には，最も地震が起こりそうな断層の組み合
わせを活動区間として設定する． 
 
（２）主要活断層帯のうち地図作成に用いる活断層の諸
元 
確率論的地震動予測地図の作成に用いる主要活断層
帯は表 2.1-1 ならびに図 2.1-1 に示されている．断層数は
164 である．これらのマグニチュードと断層面の諸元を
表 2.1-2 に示している．地震発生確率（2009 年 1 月から
30 年および 50 年）を表 3.3.1-1 に示す．地震発生確率な
らびに断層面の諸元のモデル化における活断層ごとの特
記事項については各表の末尾に示している． 
なお，表 2.1-1 の左欄は基盤的調査観測の対象活断層
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としてリストアップされた際の断層名称を記載している．
長期評価の公表時には，複数の活断層が一緒に公表され
るなど，異なる断層名称となっている場合があるので注
意が必要である． 
 
（３）布田川・日奈久断層帯（中部・南西部）のモデル
化 
 布田川・日奈久断層帯の長期評価（地震調査委員会，
2002a）では，同断層帯の中部・南西部の評価において，
活動履歴の解釈から，平均活動間隔ならびに最新活動時
期に関して二つのケースが併記されている．そこで，こ
こでは両ケースを考慮した表 3.3.1-2 の３つのケースの
重み付き平均として布田川・日奈久断層帯（中部・南西
部）の活動によるハザードカーブを算定する．各ケース
の地震発生確率とマグニチュードを表 3.3.1-3 に示す．な
お，布田川・日奈久断層帯（中部・南西部）以外の地震
との積和については，下記の個々のケースごとではなく，
重み付き平均として求められたハザードカーブを用いて
行う． 
 
 
 
 
表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 1）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
0101 標津断層帯 
平均活動間隔 不明 17000 年 17000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.18% 0.18% 
50 年発生確率 － 0.29% 0.29% 
0201 十勝平野 
断層帯主部 
平均活動間隔 17000 年～22000 年程度 19500 年 17000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.1%～0.2％ 0.15% 0.18% 
50 年発生確率 0.2%～0.3％ 0.26% 0.29% 
0202 光地園断層 
平均活動間隔 約 7000 年～21000 年程度 14000 年 7000 年 
最新活動時期 特定できない （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.1%～0.4％ 0.21% 0.43% 
50 年発生確率 0.2%～0.7％ 0.36% 0.71% 
0301 富良野断層帯 
西部 
平均活動間隔 4000 年程度 4000 年 4000 年 
最新活動時期 2 世紀～1739 年 1090 年前 1909 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.03％ ほぼ 0% 0.029% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.05％ ほぼ 0% 0.052% 
0302 富良野断層帯 
東部 
平均活動間隔 9000 年～22000 年程度 15500 年 9000 年 
最新活動時期 約 4300 年前～約 2400 年前 3350 年前 4300 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.01％ ほぼ 0% 0.012% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.02％ ほぼ 0% 0.021% 
0401 増毛山地東縁 
断層帯 
平均活動間隔 5000 年程度以上 5000 年 5000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.6%以下 0.60% 0.60% 
50 年発生確率 1%以下 1.0% 1.0% 
0402 沼田－砂川 
付近の断層帯 
平均活動間隔 不明 12000 年 12000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.25% 0.25% 
50 年発生確率 － 0.42% 0.42% 
0501 当別断層 
平均活動間隔 7500 年～15000 年程度 11250 年 7500 年 
最新活動時期 約 11000 年前～約 2200 年前 6600 年前 11000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.082% 2.5% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～4% 0.14% 4.1% 
0601 石狩低地東縁 
断層帯主部 
平均活動間隔 約 3300 年～6300 年 4800 年 3300 年 
最新活動時期 約 5200 年前～3300 年前 
もしくはそれ以降 4250 年前 5200 年前 
30 年発生確率 0.05%～6%もしくはそれ以下 1.7% 5.8% 
50 年発生確率 0.09%～10%もしくはそれ以下 2.8% 9.5% 
0602 石狩低地東縁断層
帯南部 
平均活動間隔 不明 9100 年 9100 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.33% 0.33% 
50 年発生確率 － 0.55% 0.55% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 2）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
0701 黒松内低地 
断層帯 
平均活動間隔 3600 年～5000 年程度以上 4300 年 3600 年 
最新活動時期 5900 年前～4900 年前 5400 年前 5900 年前 
30 年発生確率 2%～5%以下 3.7% 5.5% 
50 年発生確率 3%～9%以下 6.0% 9.0% 
0801 函館平野西縁 
断層帯 
平均活動間隔 13000 年～17000 年 15000 年 13000 年 
最新活動時期 14000 年前以降（～1611 年） 7199 年前 14000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.0077% 0.98% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.013% 1.6% 
0901 青森湾西岸 
断層帯 
平均活動間隔 3000 年～6000 年程度 4500 年 3000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.5%～1% 0.66% 1.0% 
50 年発生確率 0.8%～2% 1.1% 1.7% 
1001 津軽山地西縁 
断層帯北部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 1766 年の地震 － － 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
1002 津軽山地西縁 
断層帯南部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 1766 年の地震 － － 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
1101 折爪断層 
平均活動間隔 不明 15000 年 15000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.20% 0.20% 
50 年発生確率 － 0.33% 0.33% 
1201 能代断層帯 
平均活動間隔 1900～2900 年程度 2400 年 1900 年 
最新活動時期 1694 年の能代地震 315 年前 315 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
1301 北上低地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 16000 年～26000 年 21000 年 16000 年 
最新活動時期 4500 年前頃 4500 年前 4500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
1401 雫石盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 不明 5400 年 5400 年 
最新活動時期 2800 年前～14 世紀 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.55% 0.55% 
50 年発生確率 － 0.92% 0.92% 
1402 真昼山地東縁 
断層帯北部 
平均活動間隔 6300 年～31000 年程度 18650 年 6300 年 
最新活動時期 1896 年陸羽地震 113 年前 113 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
1403 真昼山地東縁 
断層帯南部 
平均活動間隔 不明 5400 年 5400 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.55% 0.55% 
50 年発生確率 － 0.92% 0.92% 
1501 横手盆地東縁 
断層帯北部 
平均活動間隔 3400 年程度 3400 年 3400 年 
最新活動時期 1896 年陸羽地震 113 年前 113 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
1502 横手盆地東縁 
断層帯南部 
平均活動間隔 不明 9500 年 9500 年 
最新活動時期 約 6000 年前～5000 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.32% 0.32% 
50 年発生確率 － 0.52% 0.52% 
1601 北由利断層 
平均活動間隔 3400 年～4000 年程度 3700 年 3400 年 
最新活動時期 約 2800 年前以後 1400 年前 2800 年前 
30 年発生確率 2%以下 ほぼ 0% 1.9% 
50 年発生確率 3%以下 0.0019% 3.2% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 3）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
1701 新庄盆地 
断層帯 
平均活動間隔 2000 年～4000 年程度 4000 年 4000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.7%～1% 0.75% 0.75% 
50 年発生確率 1%～2% 1.2% 1.2% 
1801 山形盆地 
断層帯北部 
平均活動間隔 2500 年～4000 年程度 3250 年 2500 年 
最新活動時期 約 3900 年前～1600 年前 
（～1609 年前）
2755 年前 3900 年前 
30 年発生確率 0.002%～8% 2.2% 7.6% 
50 年発生確率 0.004%～10% 3.6% 12% 
1802 山形盆地 
断層帯南部 
平均活動間隔 2500 年程度 2500 年 2500 年 
最新活動時期 限定できない （ポアソン過程） 
30 年発生確率 1% 1.2% 1.2% 
50 年発生確率 2% 2.0% 2.0% 
1901 庄内平野東縁 
断層帯 
平均活動間隔 2400 年～4600 年程度 3500 年 2400 年 
最新活動時期 3000 年前～18 世紀末 1605 年前 3000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～6% 0.020% 6.5% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～10% 0.037% 11% 
2001 長町－利府線 
断層帯 
平均活動間隔 3000 年程度以上 5000 年 5000 年 
最新活動時期 十分特定できない （ポアソン過程） 
30 年発生確率 1％以下 0.60% 0.60% 
50 年発生確率 2％以下 1.0% 1.0% 
2101 福島盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 8000 年程度 8000 年 8000 年 
最新活動時期 約 2200 年前～3 世紀 1955 年前 2200 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
2201 長井盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 5000 年～6300 年程度 5650 年 5000 年 
最新活動時期 約 2400 年前以後 1200 年前 2400 年前 
30 年発生確率 0.02%以下 ほぼ 0% 0.024% 
50 年発生確率 0.04%以下 ほぼ 0% 0.043% 
2301 双葉断層 
平均活動間隔 8000 年～12000 年程度 10000 年 8000 年 
最新活動時期 約 2400 年前～2 世紀 2105 年前 2400 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
2401 会津盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 約 7400 年～9700 年 8550 年 7400 年 
最新活動時期 1611 年会津地震 398 年前 398 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
2402 会津盆地東縁 
断層帯 
平均活動間隔 約 6300 年～9300 年 7800 年 6300 年 
最新活動時期 約 3000 年前～2600 年前 2800 年前 3000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.02% ほぼ 0% 0.017% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.03% ほぼ 0% 0.030% 
2501 櫛形山脈 
断層帯 
平均活動間隔 2800 年～4200 年 3500 年 2800 年 
最新活動時期 約 3200 年前～2600 年前 2900 年前 3200 年前 
30 年発生確率 0.3%～5% 1.9% 4.9% 
50 年発生確率 0.6%～8% 3.1% 8.1% 
2601 月岡断層帯 
平均活動間隔 7500 年以上 7500 年 7500 年 
最新活動時期 約 6500 年前～900 年前 
（～909 年前）
3705 年前 6500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.022% 1.0% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.039% 1.7% 
2701 長岡平野西縁 
断層帯 
平均活動間隔 約 1200 年～3700 年 2450 年 1200 年 
最新活動時期 13 世紀以後 405 年前 809 年前 
30 年発生確率 2%以下 ほぼ 0% 2.2% 
50 年発生確率 4%以下 ほぼ 0% 4.0% 
2901 
鴨川低地 
断層帯 
L=25km 
平均活動間隔 不明 7900 年 7900 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.38% 0.38% 
50 年発生確率 － 0.63% 0.63% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 4）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
3001 関谷断層 
平均活動間隔 約 2600 年～4100 年 3350 年 2600 年 
最新活動時期 14 世紀～17 世紀 509 年前 709 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
3101 
関東平野 
北西縁断層帯 
主部 
平均活動間隔 13000 年～30000 年程度 21500 年 13000 年 
最新活動時期 約 6200 年前～2500 年前 4350 年前 6200 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.008％ ほぼ 0% 0.0083% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.01％ ほぼ 0% 0.014% 
3102 
平井－櫛挽 
断層帯 
L=23km 
平均活動間隔 不明 7000 年 7000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.43% 0.43% 
50 年発生確率 － 0.71% 0.71% 
3401 立川断層帯 
平均活動間隔 10000 年～15000 年程度 12500 年 10000 年 
最新活動時期 約 20000 年前～13000 年前 16500 年前 20000 年前 
30 年発生確率 0.5%～2% 1.3% 2.2% 
50 年発生確率 0.8%～4% 2.2% 3.7% 
3501 伊勢原断層 
平均活動間隔 4000 年～6000 年程度 5000 年 4000 年 
最新活動時期 5 世紀～18 世紀初頭 959 年前 1609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.003% ほぼ 0% 0.0026% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.005% ほぼ 0% 0.0047% 
3601 神縄・国府津－松
田断層帯 
平均活動間隔 約 800 年～1300 年 1050 年 800 年 
最新活動時期 12 世紀～14 世紀前半（1350 年） 784 年前 909 年前 
30 年発生確率 0.2%～16% 4.3% 16% 
50 年発生確率 0.4%～30% 7.4% 26% 
3701 
三浦半島 
断層群主部 
衣笠・北武 
断層帯 
平均活動間隔 1900 年～4900 年程度 3400 年 1900 年 
最新活動時期 6～7 世紀 1409 年前 1509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～3%  0.0050% 3.0% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～5%  0.0093% 5.0% 
3702 
三浦半島 
断層群主部 
武山断層帯 
平均活動間隔 1600 年～1900 年程度 1750 年 1600 年 
最新活動時期 約 2300 年前～1900 年前 
（～1909 年前）
2105 年前 2300 年前 
30 年発生確率 6%～11% 8.4％ 11% 
50 年発生確率 10%～20% 14％ 18% 
3703 
三浦半島 
断層群南部 
L=20km 
S=1.0mm/y 
平均活動間隔 不明 1600 年 1600 年 
最新活動時期 約 26000 年前～22000 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.9% 1.9% 
50 年発生確率 － 3.1% 3.1% 
3801 北伊豆断層帯 
平均活動間隔 約 1400 年～1500 年 1450 年 1400 年 
最新活動時期 1930 年北伊豆地震 79 年前 79 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
3901 十日町断層帯 
西部 
平均活動間隔 2000 年～3000 年程度 2500 年 2000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 1％ 1.2% 1.5% 
50 年発生確率 2％  2.0% 2.5% 
3902 十日町断層帯 
東部 
平均活動間隔 4000 年～8000 年程度 6000 年 4000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.4%～0.7% 0.50% 0.75% 
50 年発生確率 0.6%～1% 0.83% 1.2% 
4001 長野盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 800 年～2500 年 1650 年 800 年 
最新活動時期 1847 年善光寺地震 162 年前 162 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
4101 
糸魚川－静岡 
構造線断層帯 
北部・中部 
平均活動間隔 約 1000 年 1000 年 1000 年 
最新活動時期 約 1200 年前（約 1209 年前） 1209 年前 1209 年前 
30 年発生確率 14% 14％ 14％ 
50 年発生確率 20% 23％ 23％ 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 5）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
4201 
糸魚川－静岡 
構造線断層帯南部 
L=31km 
s=2mm/y 
平均活動間隔 不明 1200 年 1200 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 2.5% 2.5% 
50 年発生確率 － 4.1% 4.1% 
4301 富士川河口 
断層帯 
平均活動間隔 1500 年～1900 年 1700 年 1500 年 
最新活動時期 約 2100 年前～1000 年前 
（～1009 年前） 1555 年前 2100 年前 
30 年発生確率 0.2%～11% 5.2％ 11% 
50 年発生確率 0.4%～20% 8.7％ 18% 
4501 
木曽山脈西縁 
断層帯 
主部北部 
平均活動間隔 約 6400 年～9100 年 7750 年 6400 年 
最新活動時期 13 世紀頃 759 年前 809 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
4502 
木曽山脈西縁 
断層帯 
主部南部 
平均活動間隔 約 4500 年～24000 年 14250 年 4500 年 
最新活動時期 約 6500 年前～3800 年前 5150 年前 6500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～4% ほぼ 0% 4.0% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～7% ほぼ 0% 6.6% 
4503 
清内路峠 
断層帯 
L=34km 
平均活動間隔 不明 11000 年 11000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.27% 0.27% 
50 年発生確率 － 0.45% 0.45% 
4601 境峠・神谷 
断層帯主部 
平均活動間隔 約 1800 年～5200 年 3500 年 1800 年 
最新活動時期 約 4900 年前～2500 年前 3700 年前 4900 年前 
30 年発生確率 0.02%～13% 3.5% 13% 
50 年発生確率 0.04%～20% 5.8% 20% 
4602 
霧訪山－ 
奈良井断層帯 
L=28km 
AB 級 
平均活動間隔 不明 2200 年 2200 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.4% 1.4% 
50 年発生確率 － 2.2% 2.2% 
4701 跡津川断層帯 
平均活動間隔 約 2300 年～2700 年 2500 年 2300 年 
最新活動時期 1858 年飛越地震 151 年前 151 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
4801 高山・大原断層帯 
国府断層帯 
平均活動間隔 約 3600 年～4300 年 3950 年 3600 年 
最新活動時期 約 4700 年前～300 年前 
（～309 年前） 2505 年前 4700 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% 0.43％ 4.6% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～7% 0.74％ 7.5% 
4802 高山・大原断層帯 
高山断層帯 
平均活動間隔 4000 年程度 4000 年 4000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.7% 0.75% 0.75% 
50 年発生確率 1% 1.2% 1.2% 
4803 
高山・大原断層帯 
猪之鼻断層帯 
L=24km 
平均活動間隔 不明 7600 年 7600 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.39% 0.39% 
50 年発生確率 － 0.66% 0.66% 
4901 牛首断層帯 
平均活動間隔 約 5000 年～7100 年 6050 年 5000 年 
最新活動時期 11 世紀～12 世紀 909 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
5001 庄川断層帯 
平均活動間隔 約 3600 年～6900 年 5250 年 3600 年 
最新活動時期 11 世紀～16 世紀 709 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 6）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
5101 伊那谷断層帯 
主部 
平均活動間隔 5200 年～6400 年程度 5800 年 5200 年
最新活動時期 14 世紀～18 世紀 459 年前 709 年前
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0%
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0%
5102 
伊那谷断層帯 
南東部 
L=32km 
BC 級 
平均活動間隔 不明 25000 年 25000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.12% 0.12% 
50 年発生確率 － 0.20% 0.20% 
5201 阿寺断層帯 
主部北部 
平均活動間隔 約 1800 年～2500 年 2150 年 1800 年 
最新活動時期 約 3400 年前～3000 年前 3200 年前 3400 年前 
30 年発生確率 6%～11% 8.4% 11% 
50 年発生確率 10%～20% 14% 18% 
5202 阿寺断層帯 
主部南部 
平均活動間隔 約 1700 年 1700 年 1700 年 
最新活動時期 1586 年天正地震 423 年前 423 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
5203 
阿寺断層帯 
佐見断層帯 
L=25km 
平均活動間隔 不明 7900 年 7900 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.38% 0.38% 
50 年発生確率 － 0.63% 0.63% 
5204 
阿寺断層帯 
白川断層帯 
L=31km 
平均活動間隔 不明 9800 年 9800 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.31% 0.31% 
50 年発生確率 － 0.51% 0.51% 
5301 
屏風山・恵那山－
猿投山断層帯 
屏風山断層帯 
平均活動間隔 4000 年～12000 年程度 8000 年 4000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.2%～0.7% 0.37％ 0.75％ 
50 年発生確率 0.4%～1% 0.62％ 1.2％ 
5302 赤河断層帯 L=23km 
平均活動間隔 不明 7300 年 7300 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.41% 0.41% 
50 年発生確率 － 0.68% 0.68% 
5303 
恵那山－ 
猿投山北 
断層帯 
平均活動間隔 約 7200 年～14000 年程度 10600 年 7200 年 
最新活動時期 約 7600 年前～5400 年前 6500 年前 7600 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.12％ 1.7％ 
50 年発生確率 ほぼ 0%～3% 0.21％ 2.8％ 
5304 猿投－高浜 
断層帯 
平均活動間隔 40000 年程度 40000 年 40000 年 
最新活動時期 約 14000 年前頃 14000 年前 14000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
5305 加木屋断層帯 
平均活動間隔 30000 年程度 30000 年 30000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.1% 0.10％ 0.10％ 
50 年発生確率 0.2% 0.17％ 0.17％ 
5501 邑知潟断層帯 
平均活動間隔 1200 年～1900 年程度 1550 年 1200 年 
最新活動時期 （約 3200 年前～9 世紀） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 2% 1.9％ 2.5％ 
50 年発生確率 3%～4% 3.2％ 4.1％ 
5601 砺波平野 
断層帯西部 
平均活動間隔 約 6000 年～12000 年 
もしくはこれらよりも短い間隔 9000 年 6000 年 
最新活動時期 約 6900 年前～1 世紀 4405 年前 6900 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～2% 
もしくはそれ以上 0.017% 2.3% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～4% 
もしくはそれ以上 0.028% 3.9% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 7）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
5602 砺波平野 
断層帯東部 
平均活動間隔 3000 年～7000 年程度 5000 年 3000 年 
最新活動時期 約 4300 年前～3600 年前 3950 年前 4300 年前 
30 年発生確率 0.04%～6% 1.1% 5.9% 
50 年発生確率 0.06%～10% 1.8% 9.7% 
5603 呉羽山断層帯 
平均活動間隔 3000 年～5000 年程度 4000 年 3000 年 
最新活動時期 約 3500 年前～7 世紀 2405 年前 3500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% 0.29% 4.8% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～8% 0.50% 7.8% 
5701 森本・富樫 
断層帯 
平均活動間隔 約 2000 年 2000 年 2000 年 
最新活動時期 約 2000 年前～200 年前 
（約 2009 年前～209 年前） 1109 年前 2009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% 0.31％ 5.5％ 
50 年発生確率 ほぼ 0%～9% 0.56％ 9.1％ 
5801 福井平野東縁 
断層帯主部 
平均活動間隔 7000 年～18000 年程度 
もしくはそれ以下 12500 年 7000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.2%～0.4% 
ないしそれ以上 0.24% 0.43% 
50 年発生確率 0.3%～0.7% 
ないしそれ以上 0.40% 0.71% 
5802 福井平野東縁 
断層帯西部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 1948 年福井地震 － － 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
5901 
長良川上流 
断層帯 
L=29km 
平均活動間隔 不明 9200 年 9200 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.33% 0.33% 
50 年発生確率 － 0.54% 0.54% 
6001 温見断層 
北西部 
平均活動間隔 約 2200 年～2400 年 2300 年 2200 年 
最新活動時期 1891 年濃尾地震 118 年前 118 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
6002 
温見断層 
南東部 
L=21km 
AB 級 
平均活動間隔 不明 1700 年 1700 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.7% 1.7% 
50 年発生確率 － 2.9% 2.9% 
6003 
濃尾断層帯 
主部 
根尾谷断層帯 
平均活動間隔 約 2100 年～3600 年 2850 年 2100 年 
最新活動時期 1891 年濃尾地震 118 年前 118 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
6004 
濃尾断層帯 
主部 
梅原断層帯 
平均活動間隔 約 14000 年～15000 年 14500 年 14000 年 
最新活動時期 1891 年濃尾地震 118 年前 118 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
6005 
濃尾断層帯 
主部 
三田洞断層帯 
L=19km，BC 級 
平均活動間隔 不明 15000 年 15000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.20% 0.20% 
50 年発生確率 － 0.33% 0.33% 
6006 揖斐川断層帯 L=24km 
平均活動間隔 不明 7600 年 7600 年 
最新活動時期 1 世紀～10 世紀 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.39% 0.39% 
50 年発生確率 － 0.66% 0.66% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 8）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
6007 武儀川断層 L=29km 
平均活動間隔 不明 9200 年 9200 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.33% 0.33% 
50 年発生確率 － 0.54% 0.54% 
6101 
柳ヶ瀬・関ヶ原 
断層帯 
主部北部 
平均活動間隔 約 2300 年～2700 年 2500 年 2300 年 
最新活動時期 17 世紀頃 359 年前 409 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
6102 
柳ヶ瀬・関ヶ原 
断層帯 
主部中部 
L=12km 
平均活動間隔 不明 3800 年 3800 年 
最新活動時期 約 7200 年前～約 7000 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.79% 0.79% 
50 年発生確率 － 1.3% 1.3% 
6103 
柳ヶ瀬・関ヶ原 
断層帯 
主部南部 
L=45km 
平均活動間隔 不明 14000 年 14000 年 
最新活動時期 約 4900 年前～15 世紀 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.21% 0.21% 
50 年発生確率 － 0.36% 0.36% 
6104 
浦底－柳ヶ瀬山 
断層帯 
L=25km，BC 級 
平均活動間隔 不明 20000 年 20000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.15% 0.15% 
50 年発生確率 － 0.25% 0.25% 
6301 野坂断層帯 
平均活動間隔 約 5600 年～7600 年 
もしくはそれ以下 6600 年 5600 年 
最新活動時期 15～17 世紀 459 年前 609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% もしくはそれ以上 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% もしくはそれ以上 ほぼ 0% ほぼ 0% 
6302 集福寺断層 L=10km 
平均活動間隔 
詳細な評価の対象外 
3200 年 3200 年 
最新活動時期 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.93% 0.93% 
50 年発生確率 － 1.6% 1.6% 
6401 湖北山地 
断層帯北西部 
平均活動間隔 約 3000 年～4000 年 3500 年 3000 年 
最新活動時期 11～14 世紀 809 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
6402 湖北山地 
断層帯南東部 
平均活動間隔 概ね 7000 年程度 7000 年 7000 年 
最新活動時期 15～17 世紀 459 年前 609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
6501 琵琶湖西岸 
断層帯 
平均活動間隔 約 1900 年～4500 年 3200 年 1900 年 
最新活動時期 約 2800 年前～2400 年前 2600 年前 2800 年前 
30 年発生確率 0.09%～9% 1.9% 9.4% 
50 年発生確率 0.2%～20% 3.2% 15% 
6701 養老－桑名－四日
市断層帯 
平均活動間隔 1400 年～1900 年 1650 年 1400 年 
最新活動時期 13 世紀～16 世紀 609 年前 809 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.7% 0.0019％ 0.66% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.0043％ 1.2% 
6801 鈴鹿東縁 
断層帯 
平均活動間隔 6500 年～12000 年 9250 年 6500 年 
最新活動時期 約 3500 年前～2800 年前 3150 年前 3500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.07% ほぼ 0% 0.066% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.1% ほぼ 0% 0.11% 
6901 鈴鹿西縁 
断層帯 
平均活動間隔 約 18000 年～36000 年 27000 年 18000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.08%～0.2% 0.11% 0.17% 
50 年発生確率 0.1%～0.3% 0.19% 0.28% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 9）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
7001 頓宮断層 
平均活動間隔 約 10000 年以上 10000 年 10000 年
最新活動時期 約 10000 年前～7 世紀 5655 年前 10000 年前
30 年発生確率 1%以下 0.067% 1.1％
50 年発生確率 2%以下 0.11% 1.8% 
7101 
布引山地 
東縁断層帯 
西部 
平均活動間隔 17000 年程度 17000 年 17000 年 
最新活動時期 約 28000 年前～400 年前 
（～409 年前） 14205 年前 28000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.39% 1.2% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.66% 2.0% 
7102 
布引山地 
東縁断層帯 
東部 
平均活動間隔 25000 年程度 25000 年 25000 年 
最新活動時期 11000 年前頃 11000 年前 11000 年前 
30 年発生確率 0.001% 0.0014% 0.0014% 
50 年発生確率 0.002% 0.0024% 0.0024% 
7201 木津川断層帯 
平均活動間隔 約 4000 年～25000 年 14500 年 4000 年 
最新活動時期 1854 年伊賀上野地震 155 年前 155 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
7301 三方断層帯 
平均活動間隔 約 3800 年～6300 年 5050 年 3800 年 
最新活動時期 1662 年の地震 347 年前 347 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
7302 花折断層帯 
北部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 1662 年の地震（15～17 世紀） － － 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
7303 花折断層帯 
中南部 
平均活動間隔 4200 年～6500 年 5350 年 4200 年 
最新活動時期 2800 年前～6 世紀 2105 年前 2800 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.6% 0.0013% 0.56% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.0023% 0.95% 
7401 
山田断層帯 
主部 
L=33km 
平均活動間隔 不明 10000 年 10000 年 
最新活動時期 3300 年前以前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.30% 0.30% 
50 年発生確率 － 0.50% 0.50% 
7402 郷村断層帯 
平均活動間隔 10000 年～15000 年程度 12500 年 10000 年 
最新活動時期 1927 年北丹後地震 82 年前 82 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
7501 奈良盆地 
東縁断層帯 
平均活動間隔 約 5000 年 5000 年 5000 年 
最新活動時期 約 11000 年前～1200 年前 
（～1209 年前） 6105 年前 11000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% 3.1% 4.5% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～7% 5.0% 7.4% 
7601 有馬－高槻 
断層帯 
平均活動間隔 1000 年～2000 年 1500 年 1000 年 
最新活動時期 1596 年慶長伏見地震 413 年前 413 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.02% ほぼ 0% 0.024% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.06% ほぼ 0% 0.060% 
7701 生駒断層帯 
平均活動間隔 3000 年～6000 年 4500 年 3000 年 
最新活動時期 1600 年前～1000 年前頃 
（1609 年前～1009 年前） 1309 年前 1609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.1% ほぼ 0% 0.14% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.3% ほぼ 0% 0.26% 
7801 上林川断層 L=26km 
平均活動間隔 不明 8300 年 8300 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.36% 0.36% 
50 年発生確率 － 0.60% 0.60% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 10）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
7802 三峠断層 
平均活動間隔 5000 年～7000 年程度 6000 年 5000 年 
最新活動時期 3 世紀以前（十分特定できない） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.4%～0.6% 0.50% 0.60% 
50 年発生確率 0.7%～1% 0.83% 1.0% 
7803 京都西山 
断層帯 
平均活動間隔 約 3500 年～5600 年 4550 年 3500 年 
最新活動時期 約 2400 年前～2 世紀 2105 年前 2400 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.8% 0.017% 0.80% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.030% 1.4% 
7901 
六甲・淡路島断層
帯主部六甲山地 
南縁－淡路島東岸
区間 
平均活動間隔 900 年～2800 年程度 1850 年 900 年 
最新活動時期 16 世紀  459 年前 509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.9% ほぼ 0% 0.94% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～2% ほぼ 0% 1.8% 
7902 
六甲・淡路島 
断層帯主部 
淡路島西岸 
区間 
平均活動間隔 1800 年～2500 年程度 2150 年 1800 年 
最新活動時期 1995 年兵庫県南部地震 14 年前 14 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
7903 先山断層帯 
平均活動間隔 5000 年～10000 年程度 7500 年 5000 年 
最新活動時期 11 世紀～17 世紀初頭 709 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
8001 上町断層帯 
平均活動間隔 8000 年程度 8000 年 8000 年 
最新活動時期 約 28000 年前～9000 年前 18500 年前 28000 年前 
30 年発生確率 2%～3% 2.9% 3.1% 
50 年発生確率 3%～5% 4.8% 5.1% 
8101 
中央構造線断層帯
金剛山地東縁－和
泉山脈南縁 
平均活動間隔 約 2000 年～12000 年 7000 年 2000 年 
最新活動時期 1 世紀～4 世紀 1809 年前 2009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% ほぼ 0% 5.5% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～9% ほぼ 0% 9.1% 
8102 
中央構造線 
断層帯 
紀淡海峡－ 
鳴門海峡 
平均活動間隔 約 4000 年～6000 年 5000 年 4000 年 
最新活動時期 約 3100 年前～2600 年前 2850 年前 3100 年前 
30 年発生確率 0.005%～1% 0.15% 1.3% 
50 年発生確率 0.009%～2% 0.25% 2.1% 
8103 
中央構造線 
断層帯讃岐山脈南
縁－石鎚山脈北縁
東部 
平均活動間隔 約 1000 年～1600 年 1300 年 1000 年 
最新活動時期 16 世紀 459 年前 509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.3% 0.0012% 0.31% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.6% 0.0033% 0.64% 
8104 
中央構造線 
断層帯 
石鎚山脈北縁 
平均活動間隔 約 1000 年～2500 年 1750 年 1000 年 
最新活動時期 16 世紀 459 年前 509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.3% ほぼ 0% 0.31% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.6% ほぼ 0% 0.64% 
8105 
中央構造線 
断層帯 
石鎚山脈北縁西部
－伊予灘 
平均活動間隔 約 1000 年～2900 年 1950 年 1000 年 
最新活動時期 16 世紀 459 年前 509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.3% ほぼ 0% 0.31% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.6% ほぼ 0% 0.64% 
8201 那岐山断層帯 
平均活動間隔 約 30000 年～40000 年 35000 年 30000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.07%～0.1% 0.086% 0.10% 
50 年発生確率 0.1%～0.2% 0.14% 0.17% 
8202 山崎断層帯 
主部北西部 
平均活動間隔 約 1800 年～2300 年 2050 年 1800 年 
最新活動時期 868 年播磨国地震 1141 年前 1141 年前 
30 年発生確率 0.09%～1% 0.31% 0.99% 
50 年発生確率 0.2%～2% 0.56% 1.7% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 11）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
8203 山崎断層帯 
主部南東部 
平均活動間隔 3000 年程度 3000 年 3000 年 
最新活動時期 約 3600 年前～6 世紀 2505 年前 3600 年前 
30 年発生確率 0.03%～5% 2.2% 4.9% 
50 年発生確率 0.06%～8% 3.8% 8.1% 
8204 草谷断層 
平均活動間隔 5000 年程度 5000 年 5000 年 
最新活動時期 5 世紀～12 世紀 1209 年前 1609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
8401 長尾断層帯 
平均活動間隔 概ね 30000 年程度 30000 年 30000 年 
最新活動時期 9 世紀～16 世紀 809 年前 1209 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
8701 五日市断層 L=20km 
平均活動間隔 不明 6400 年 6400 年 
最新活動時期 7 世紀～12 世紀 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.47% 0.47% 
50 年発生確率 － 0.78% 0.78% 
8702 
己斐－広島 
西縁断層帯 
L=10km，BC 級 
平均活動間隔 不明 7900 年 7900 年 
最新活動時期 約 23000 年前以前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.38% 0.38% 
50 年発生確率 － 0.63% 0.63% 
8801 岩国断層帯 
平均活動間隔 約 9000 年～18000 年 13500 年 9000 年 
最新活動時期 約 11000 年前～10000 年前 10500 年前 11000 年前 
30 年発生確率 0.03%～2% 0.38% 1.7% 
50 年発生確率 0.05%～3% 0.63% 2.8% 
9001 菊川断層帯 L=44km 
平均活動間隔 不明 14000 年 14000 年 
最新活動時期 約 8500 年前～2100 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.21% 0.21% 
50 年発生確率 － 0.36% 0.36% 
9101 西山断層帯 L=31km 
平均活動間隔 不明 9800 年 9800 年 
最新活動時期 約 12000 年前～概ね 2000 年前 
（～2009 年前） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.31% 0.31% 
50 年発生確率 － 0.51% 0.51% 
9201 
別府湾－ 
日出生断層帯 
東部 
平均活動間隔 約 1300 年～1700 年 1500 年 1300 年 
最新活動時期 1596 年慶長豊後地震 413 年前 413 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
9202 
別府湾－ 
日出生断層帯 
西部 
平均活動間隔 13000 年～25000 年程度 19000 年 13000 年 
最新活動時期 約 7300 年前～6 世紀 4355 年前 7300 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.05% ほぼ 0% 0.048% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.08% ほぼ 0% 0.081% 
9203 
大分平野－ 
由布院断層帯 
東部 
平均活動間隔 約 2300 年～3000 年 2650 年 2300 年 
最新活動時期 約 2200 年前～6 世紀 1805 年前 2200 年前 
30 年発生確率 0.03%～4% 1.0% 4.3% 
50 年発生確率 0.06%～7% 1.8% 7.1% 
9204 
大分平野－ 
由布院断層帯 
西部 
平均活動間隔 約 700 年～1700 年 1200 年 700 年 
最新活動時期 不明（約 2000 年前～18 世紀初頭に 
２回の活動） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 2%～4% 2.5% 4.2% 
50 年発生確率 3%～7% 4.1% 6.9% 
9205 野稲岳－ 
万年山断層帯 
平均活動間隔 4000 年程度 4000 年 4000 年 
最新活動時期 約 3900 年前～6 世紀 2655 年前 3900 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～3% 0.57% 2.6% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～4% 0.98% 4.3% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 12）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
9206 崩平山－ 
亀石山断層帯 
平均活動間隔 約 4300 年～7300 年 5800 年 4300 年 
最新活動時期 13 世紀以後 405 年前 809 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
9301 布田川・日奈久 
断層帯北東部 
平均活動間隔 約 11000 年～27000 年 19000 年 11000 年 
最新活動時期 約 1500 年前～1200 年前 
（約 1509 年前～1209 年前） 1359 年前 1509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
9302 
布田川・日奈久 
断層帯中部 
（ケース１） 
平均活動間隔 約 3500 年～11000 年 7250 年 3500 年 
最新活動時期 約 7500 年前～2200 年前 4850 年前 7500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～6% 0.33% 6.3% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～10% 0.55% 10% 
9302 
布田川・日奈久 
断層帯中部 
（ケース２） 
平均活動間隔 約 7000 年～14000 年 10500 年 7000 年 
最新活動時期 約 8000 年前～7500 年前 7750 年前 8000 年前 
30 年発生確率 0.03%～2% 0.38% 2.0% 
50 年発生確率 0.05%～3% 0.64% 3.3% 
9302 
布田川・日奈久 
断層帯南西部 
（ケース１：中部と同
時活動） 
平均活動間隔 不明   
最新活動時期 約 7500 年前～2200 年前 （中部の発生確率） 
30 年発生確率 － 0.33% 6.3% 
50 年発生確率 － 0.55% 10% 
9302 
布田川・日奈久 
断層帯南西部 
（ケース１：中部と別
に活動） 
平均活動間隔 不明 8600 年 8600 年 
最新活動時期 約 7500 年前～2200 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.35% 0.35% 
50 年発生確率 － 0.58% 0.58% 
9302 
布田川・日奈久 
断層帯南西部 
（ケース２） 
L=27km 
平均活動間隔 不明 8600 年 8600 年 
最新活動時期 約 7500 年前～1300 年前 
（～1309 年前） （ポアソン過程）
 
30 年発生確率 － 0.35% 0.35% 
50 年発生確率 － 0.58% 0.58% 
9401 水縄断層帯 
平均活動間隔 14000 年程度 14000 年 14000 年 
最新活動時期 679 年筑紫地震 1330 年前 1330 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
9501 
雲仙断層群 
北部 
L=30km 
AB 級 
平均活動間隔 不明 2400 年 2400 年 
最新活動時期 約 5000 年前以後 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.2% 1.2% 
50 年発生確率 － 2.1% 2.1% 
9502 
雲仙断層群 
南東部 
L=23km 
AB 級 
平均活動間隔 不明 1800 年 1800 年 
最新活動時期 約 7300 年前以後 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.7% 1.7% 
50 年発生確率 － 2.7% 2.7% 
9503 雲仙断層群 
南西部北部 
平均活動間隔 約 2500 年～4700 年 3600 年 2500 年 
最新活動時期 約 2400 年前～11 世紀 1655 年前 2400 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～4% 0.020% 4.0% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～7% 0.037% 6.6% 
9504 雲仙断層群 
南西部南部 
平均活動間隔 約 2100 年～6500 年 4300 年 2100 年 
最新活動時期 （約 4500 年前～16 世紀） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.5%～1% 0.70% 1.4％ 
50 年発生確率 0.8%～2% 1.2% 2.4％ 
9601 出水断層帯 
平均活動間隔 概ね 8000 年 8000 年 8000 年 
最新活動時期 約 7300 年前～2400 年前 4850 年前 7300 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.15％ 1.1％ 
50 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.25％ 1.8％ 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 13）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
9701 伊勢湾断層帯 
主部北部 
平均活動間隔 10000 年～15000 年程度 12500 年 10000 年 
最新活動時期 概ね 1000 年前～500 年前 
（1009 年前～509 年前） 759 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
9702 伊勢湾断層帯 
主部南部 
平均活動間隔 5000 年～10000 年程度 7500 年 5000 年 
最新活動時期 概ね 2000 年前～1500 年前 
（2009 年前～1509 年前） 1759 年前 2009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.002% ほぼ 0% 0.0019% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.004% ほぼ 0% 0.0035% 
9703 白子－野間 
断層 
平均活動間隔 8000 年程度 8000 年 8000 年 
最新活動時期 概ね 6500 年前～5000 年前 5750 年前 6500 年前 
30 年発生確率 0.2%～0.8% 0.44% 0.76% 
50 年発生確率 0.3%～1% 0.74% 1.3% 
9801 大阪湾断層帯 
平均活動間隔 約 3000 年～7000 年 5000 年 3000 年 
最新活動時期 約 9 世紀以後 605 年前 1209 年前 
30 年発生確率 0.004％以下 ほぼ 0% 0.0037% 
50 年発生確率 0.007％以下 ほぼ 0% 0.0071% 
9901 サロベツ 
断層帯 
平均活動間隔 約 4000 年～8000 年 6000 年 4000 年 
最新活動時期 約 5100 年前～4500 年前 2550 年前 5100 年前 
30 年発生確率 4%以下 0.0038% 4.0% 
50 年発生確率 7%以下 0.0068% 6.6% 
10101 花輪東断層帯 
平均活動間隔 3000 年～5000 年程度 4000 年 3000 年 
最新活動時期 十分特定できない （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.6%～1% 0.75% 1.0% 
50 年発生確率 1%～2% 1.2% 1.7% 
10401 曽根丘陵 
断層帯 
平均活動間隔 概ね 2000 年～3000 年 2500 年 2000 年 
最新活動時期 約 1 万年前以後（十分特定できない） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 1% 1.2％ 1.5％ 
50 年発生確率 2% 2.0％ 2.5％ 
10501 魚津断層帯 
平均活動間隔 8000 年程度以下 8000 年 8000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.4%以上 0.37% 0.37% 
50 年発生確率 0.6%以上 0.62% 0.62% 
10601 周防灘断層群 
主部 
平均活動間隔 概ね 5800 年～7500 年 6650 年 5800 年 
最新活動時期 約 11000 年前～10000 年前 10500 年前 11000 年前 
30 年発生確率 2%～4% 2.9% 3.7% 
50 年発生確率 4%～6% 4.8% 6.1% 
10602 
秋穂沖断層帯 
L=23km 
s=0.1mm/y 
平均活動間隔 不明 18300 年 18300 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.16% 0.16% 
50 年発生確率 － 0.27% 0.27% 
10603 
宇部南方沖断層帯 
L=22km 
s=0.1mm/y 
平均活動間隔 不明 17500 年 17500 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.17% 0.17% 
50 年発生確率 － 0.29% 0.29% 
10801 警固断層帯 
北西部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 2005 年福岡県西方沖の地震 4 年前 4 年前 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
10802 警固断層帯 
南東部 
平均活動間隔 約 3100 年～5500 年 4300 年 3100 年 
最新活動時期 約 4300 年前～3400 年前 3850 年前 4300 年前 
30 年発生確率 0.3～6% 1.9% 5.6% 
50 年発生確率 0.4～9% 3.2% 9.2% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 14）． 
コード 断層名称  長期評価結果 
（＊は形状評価） 
発生確率 
平均ケース 
発生確率 
最大ケース 
10901 人吉盆地 
南縁断層 
平均活動間隔 約 8000 年以上 8000 年 8000 年 
最新活動時期 約 7300 年前～3200 年前 5250 年前 7300 年前 
30 年発生確率 1%以下 0.26％ 1.1％ 
50 年発生確率 2%以下 0.44％ 1.8％ 
（注記） 
・地震発生確率は西暦 2009 年起点の値とした．赤字は西暦 2008 年起点と比べて値が変わったもの，青字は値は変わったが数
字の丸めの関係で西暦 2008 年起点と同じ値となっているものを示す． 
・最新活動時期が紀元後の場合には，西暦 2009 年までの年単位の表記とした．また，「平均ケース」の場合も最新活動時期は
年単位で丸めた． 
・長期評価で「○○年前」と評価されていて，紀元後の場合は，2000 年時点で評価されたものとみなして，2009 年起点の値を計
算した． 
・最新活動時期が○世紀と記述されている場合で幅がある場合は，活動時期の幅が最も大きくなる年とし（例：5 世紀～6 世紀の
場合は，400 年～600 年），西暦 2009 年起点の値を計算した．ただし，「初頭」，「前半」などの説明がある場合は，それぞれ，
-100 年，-50 年した年とした． 
・確率が 10-3%以下となる場合は「ほぼ 0%」と表示した． 
・BPT 分布を用いて地震発生確率を算定する場合，ばらつき α はいずれも 0.24 とした． 
・長期評価の結果，地震発生確率が不明な活断層については，断層長さと平均変位速度に基づいて平均活動間隔を求め，ポ
アソン過程により地震発生確率を付与した．その際に用いた断層長さ L や平均変位速度 s の値は断層名称欄に示している．
平均変位速度が不明な場合には，活動度に基づいた平均変位速度（AB 級=1m/千年，B 級=0.25m/千年，BC 級=0.1m/千
年）を仮定した．活動度は原則 B 級としたが，AB 級もしくは BC 級とした場合には断層名称欄に記した．なお，活動度に基づき
平均変位速度を設定した活断層は次のとおりである． 
（AB 級） 霧訪山－奈良井断層帯（4602），温見断層南東部（6002），雲仙断層群北部（9501）， 
 雲仙断層群南東部（9502） 
（B 級） 標津断層帯（0101），沼田－砂川付近の断層帯（0402），折爪断層（1101）， 
 雫石盆地西縁断層帯（1401），真昼山地東縁断層帯南部（1403）， 
 横手盆地東縁断層帯南部（1502），会津盆地東縁断層帯（2402），鴨川低地断層帯（2901）， 
 平井－櫛挽断層帯（3102），清内路峠断層帯，（4503），猪之鼻断層帯（4803）， 
 佐見断層帯（5203），白川断層帯（5204），赤河断層帯（5302），長良川上流断層帯（5901）， 
 揖斐川断層帯（6006），武儀川断層（6007），柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部中部（6102）， 
 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部南部（6103），集福寺断層（6302），山田断層帯主部（7401）， 
 上林川断層（7801），五日市断層（8701），菊川断層帯（9001），西山断層帯（9101）， 
 布田川・日奈久断層帯南西部（9302） 
（BC 級） 濃尾断層帯主部三田洞断層帯（6005），浦底－柳ヶ瀬山断層帯（6104）， 
  己斐－広島西縁断層帯（8702），伊那谷断層帯南東部(5102) 
・増毛山地東縁断層帯（0401）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも平均活動間隔を 5000 年とした． 
・石狩低地東縁断層帯主部（0601）の最新活動時期は，「平均ケース」4250 年前，「最大ケース」5200 年前とした． 
・函館平野断層帯（0801）の最新活動時期について，長期評価の説明文の中に「最近 390 年間はこの断層帯は活動しなかった
と考えられる」という記述があるため，「平均ケース」での最新活動時期は 14000 年前～398 年前の中央の値=7199 年前を用い
た． 
・津軽山地西縁断層帯北部（1001），津軽山地西縁断層帯南部（1002）は平均活動間隔が不明なため長期確率が評価されて
いないが，ともに 1766 年に前回の活動があり，長期評価の説明文において「近い将来に地震が発生する可能性は低いと考え
られる」と記されていることから，今後 30 年および 50 年での地震発生確率はほぼ 0％とした． 
・真昼山地東縁断層帯南部（1403）の長さは幅をもって示されているが，17km として平均活動間隔を定めた． 
・北由利断層（1601）の「平均ケース」の最新活動時期は 1400 年前とした． 
・新庄盆地断層帯（1701）の平均活動間隔は，「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも，断層長さを長い方の 23km として，断
層長さから推定される１回の変位量（約 2m）と平均変位速度（約 0.5m/千年）から 4000 年とした． 
・山形盆地断層帯北部（1801）の平均活動間隔は，「平均ケース」3250 年，「最大ケース」2500 年とし，最新活動時期は，「平均
ケース」2754 年前（3900 年前～1608 年前の中央の値），「最大ケース」3900 年前とした． 
・山形盆地断層帯南部（1802）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも平均活動間隔を 2500 年とした． 
・長町－利府線断層帯（2001）の平均活動間隔は，「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも，断層長さを長い方の 40km として，
断層長さから推定される１回の変位量（約 3m）と平均変位速度（約 0.6m/千年）から 5000 年とした． 
・長井盆地西縁断層帯（2201）の「平均ケース」の最新活動時期は 1200 年前とした． 
・会津盆地西縁断層帯（2401）の「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも最新活動時期は 398 年前とした． 
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・月岡断層帯（2601）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも平均活動間隔を 7500 年とした． 
・長岡平野西縁断層帯（2701）の「平均ケース」の最新活動時期は 405 年前とした． 
・伊勢原断層（3501）の最新活動時期は，「平均ケース」959 年前，「最大ケース」1609 年前とした． 
・糸魚川－静岡構造線南部（4201）は，断層長さを 31km とし，「平均ケース」，「最大ケース」ともに平均変位速度を 2 m/千年とし
て平均活動間隔を 1200 年と設定した．それに基づきポアソンモデルにより地震発生確率を付与した． 
・木曽山脈西縁断層帯主部北部（4501）の最新活動時期は，「平均ケース」759 年前，「最大ケース」809 年前とした． 
・砺波平野断層帯西部（5601）の平均活動間隔は，「平均ケース」8500 年，「最大ケース」5000 年とした． 
・福井平野東縁断層帯主部（5801）の平均活動間隔は，「平均ケース」12500 年，「最大ケース」7000 年とした． 
・福井平野東縁断層帯西部（5802）は平均活動間隔が不明なため長期確率が評価されていないが，1948 年に前回の活動があ
り，長期評価の説明文において「今後 30 年以内における地震発生確率はほぼ 0%であり，今後 300 年以内における地震発生
確率も極めて低いと判断される」と記されていることから，今後 30 年および 50 年での地震発生確率はほぼ 0％とした． 
・柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部北部（6101）の最新活動時期は，「平均ケース」359 年前，「最大ケース」409 年前とした． 
・野坂断層帯（6301）の平均活動間隔は，「平均ケース」6600 年，「最大ケース」5600 年とした． 
・頓宮断層（7001）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも平均活動間隔を 10000 年とした． 
・花折断層帯北部（7302）は，平均活動間隔が不明なため長期確率が評価されていないが，「最新活動後，評価時点までの経
過時間は 300 年余りで，我が国の一般的な活断層の活動間隔と比べると短い時間しか経過しておらず，（中略）ごく近い将来
に地震が発生する可能性は低いと考えられる．」と注記されている．したがって，ここでは地震発生確率は 30 年，50 年ともにほ
ぼ 0%とした． 
・六甲・淡路島断層帯主部六甲山地南縁－淡路島東岸区間（7901）の最新活動時期は，「平均ケース」459 年前，「最大ケー
ス」509 年前とした． 
・先山断層帯（7903）の最新活動時期は，「平均ケース」709 年前，「最大ケース」1009 年前とした． 
・中央構造線断層帯讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部（8103），中央構造線断層帯石鎚山脈北縁（8104），中央構造線断層
帯石鎚山脈北縁西部－伊予灘（8105）の最新活動時期は，「平均ケース」459 年前，「最大ケース」509 年前とした． 
・崩平山－亀石山断層帯（9206）の「平均ケース」の最新活動時期は 405 年前とした． 
・布田川・日奈久断層帯 中部と南西部（9302）はケース１と２の平均として評価する．なお，長期評価では，南西部については
平均活動間隔が不明とされている．南西部が中部と同時に活動する場合には，中部の地震発生確率を用いる．一方，南西部
と中部が別々に活動する場合には，南西部の長さ（27km）と B 級活断層の平均的な平均変位速度（0.25m/千年）に基づいて
平均活動間隔を 8600 年と仮定し，ポアソンモデルより将来の地震発生確率を付与した． 
・大阪湾断層帯（9801）の「平均ケース」の最新活動時期は 605 年前とした． 
・サロベツ断層帯（9901）の長期評価では，最新活動時期（5100 年前以後，4500 年前以前）は「最新活動とは特定できない」とさ
れているが，最新活動時期の平均ケースは 2,550 年前（5100 年の半分），最大ケースは 5100 年前とした． 
・魚津断層帯（10501）の長期評価では，平均活動間隔が「8000 年程度以下」となっているため，平均ケース，最大ケースのいず
れも「8000 年」とした． 
・秋穂沖断層帯（10602）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも，断層長さを 23km として，断層長さから推定される１回の変
位量（約 1.83m）と平均変位速度（約 0.1m/千年）から 18300 年とした． 
・宇部南方沖断層帯（10603）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも，断層長さを 22km として，断層長さから推定される１回
の変位量（約 1.75m）と平均変位速度（約 0.1m/千年）から 17500 年とした． 
・警固断層帯北西部（10801）の長期評価では，平均活動間隔は不明であるが，「最新活動が 2005 年福岡県西方沖の地震であ
ったことを考慮すると，我が国の主な活断層の平均的な活動間隔と比べ非常に短い時間しか経過していないことから，断層帯
北西部でごく近い将来に今回評価したような地震が発生する可能性は低いと考えられる．」という記述があるため，発生確率は
「ほぼ 0%」とした． 
 
表 3.3.1-2 布田川・日奈久断層帯（中部・南西部）のケース分け． 
ケース 発生確率の設定根拠 中部と南西部の活動 Mj 重み
ケース 1-1 長期評価のケース 1 同時に活動 Mw 7.3 0.25 
ケース 1-2 長期評価のケース 1 別個に活動 Mw 7.0, Mw 6.7 0.25 
ケース 2 長期評価のケース 2 別個に活動 Mw 7.0, Mw 6.7 0.5 
 
表 3.3.1-3 布田川・日奈久断層帯（中部・南西部）の各ケースの地震発生確率とマグニチュード． 
ケース 区間 30 年発生確率 50 年発生確率 M 
ケース 1-1 中部・南西部 平均 0.33% 最大 6.3% 平均 0.55% 最大 10% Mw 7.3 
ケース 1-2 中部 平均 0.33% 最大 6.3% 平均 0.55% 最大 10% Mw 7.0 
南西部 平均 0.35% 最大 0.35% 平均 0.58% 最大 0.58% Mw 6.7 
ケース 2 中部 平均 0.38% 最大 2.0% 平均 0.64% 最大 3.3% Mw 7.0 
南西部 平均 0.35% 最大 0.35% 平均 0.58% 最大 0.58% Mw 6.7 
（注）「平均」は平均ケース，「最大」は最大ケースの確率．断層面の諸元は表 2.1-2 を参照のこと．
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3.3.2 海溝型地震 
海溝型地震の長期評価では，複数の領域ごとに評価結果
が示されているため，次の順序でモデル化の概要につい
て記す． 
 
（１）南海トラフの地震（地震調査委員会，2001b） 
（２）宮城県沖地震（地震調査委員会，2000）および三
陸沖から房総沖にかけての地震（地震調査委員会，
2002b，地震調査委員会長期評価部会・強震動評
価部会地震動予測地図高度化ワーキンググルー
プ，2008） 
（３）千島海溝沿いの地震（地震調査委員会，2003a，同，
2004d） 
（４）日本海東縁部の地震（地震調査委員会，2003c） 
（５）日向灘および南西諸島海溝周辺の地震（地震調査
委員会，2004a） 
（６）相模トラフ沿いの地震（地震調査委員会，2004c） 
 
表 3.3.2-1 にモデル化した各地震のマグニチュードと
地震発生確率（2009 年 1 月から 30 年および 50 年）をま
とめて示す． 
地震発生確率の算定において，平均発生間隔あるいは
発生間隔のばらつき α が幅をもって示されている場合に
は，各パラメータの中央の値を用いる．平均発生間隔が
片側の幅（○○年以上）で与えられている場合には，○
○年を用いて地震の発生確率を算定する． 
マグニチュードが○○前後あるいは○○程度と記され
ている場合には，すべてそのマグニチュードの地震であ
ると仮定する．また，マグニチュードが幅をもって示さ
れている場合には，0.1 刻みで b=0.9 のグーテンベルク・
リヒター式にフィッティングするように発生確率を付与
する． 
地震動強さの評価では，特別の注記がないものについ
てはいずれの地震も Mw = Mj と仮定する． 
 
主な海溝型地震について，2005 年，2006 年，2007 年，
2008 年，2009 年よりの発生確率の変化を示すと表 3.3.2-2
のようになる． 
 
 
 
表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 1）． 
領域または地震名 諸元 長期評価結果 モデル化 
南海トラフの地震
 
南海地震*1 
マグニチュード M8.4 前後 Mw 8.4 
平均発生間隔 90.1 年*2 90.1 年 
最新発生時期 1946 年 12 月 62.0 年前 
ばらつき α 0.20～0.24 0.20 
30 年発生確率 50%～60% 56% 
50 年発生確率 80%～90% 88% 
東南海地震*1 
マグニチュード M8.1 前後 Mw 8.1 
平均発生間隔 86.4 年*2 86.4 年 
最新発生時期 1944 年 12 月 64.1 年前 
ばらつき α 0.18～0.24 0.20 
30 年発生確率 60%～70% 68% 
50 年発生確率 90%程度以上 93% 
想定東海地震*1 
マグニチュード - Mw 8.0 
平均発生間隔 - 118.8 年 
最新発生時期 - 154.0 年前 
ばらつき α - 0.20 
30 年発生確率 - 87% 
50 年発生確率 - 97% 
三陸沖から房総沖にかけて
 
宮城県沖地震*1*3 
マグニチュード M7.5 前後 Mw 7.6, 7.4*5 
平均発生間隔 37.1 年 37.1 年 
最新発生時期 1978 年 6 月 30.6 年前 
ばらつき α 0.177*4 0.177 
30 年発生確率 99% ほぼ 100% 
50 年発生確率 - ほぼ 100% 
三陸沖南部 
海溝寄りの地震*1 
マグニチュード M7.7 前後 Mw7.8*5 
平均発生間隔 105 年程度 104.5 年
最新発生時期 1897 年 8 月 111.4 年前
ばらつき α 0.19～0.24 0.22 
30 年発生確率 80%～90% 80% 
50 年発生確率 90%～98% 95% 
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表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 2）． 
 領域または地震名 諸元 長期評価結果 モデル化 
三陸沖から房総沖にかけての地震
 
三陸沖北部の 
プレート間大地震 
マグニチュード M8.0 前後 Mw8.3*5 
平均発生間隔 約 97.0 年 97.0 年 
最新発生時期 1968 年 5 月 40.6 年前 
ばらつき α 0.11～0.24 0.18 
30 年発生確率 0.2%～10% 4.5% 
50 年発生確率 30%～40% 39% 
三陸沖から房総沖の 
海溝寄りの 
プレート間大地震 
（津波地震） 
マグニチュード Mt8.2 前後 Mw6.8*6 
平均発生間隔 400 年に 3 回程度 133.3 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 20%程度 20% 
50 年発生確率 30%程度 31% 
三陸沖から房総沖の 
海溝寄りの 
プレート内大地震 
（正断層型） 
マグニチュード M8.2 前後 Mw8.2 
平均発生間隔 400～750 年に 1 回 575 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 4%～7% 5.1% 
50 年発生確率 6%～10% 8.3% 
三陸沖北部の 
固有地震以外の 
プレート間地震 
マグニチュード M7.1～M 7.6 Mw7.1～7.6*7
平均発生間隔 11.3 年に 1 回程度 11.3 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 90%程度 93% 
50 年発生確率 - 99% 
福島県沖の 
プレート間地震*8 
マグニチュード M7.4 前後 Mw7.4 
平均発生間隔 400 年に 1 回以下 400 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 7%程度以下 7.2% 
50 年発生確率 10%程度以下 12% 
茨城県沖の 
プレート間地震*10 
マグニチュード - Mw7.0 
平均発生間隔 - 21.7 年 
最新発生時期 - 0.7 年前 
ばらつき α - 0.21 
30 年発生確率 - 96% 
50 年発生確率 - ほぼ 100% 
千島海溝沿いの地震
 
十勝沖の地震*1 
マグニチュード M8.1 前後 Mw8.1 
平均発生間隔 72.2 年 72.2 年 
最新発生時期 2003 年 9 月 5.3 年前 
ばらつき α 0.24～0.32 0.28 
30 年発生確率 0.2%～2% 0.62% 
50 年発生確率 20%程度 20% 
根室沖の地震*1*3 
マグニチュード M7.9 程度 Mw7.9 
平均発生間隔 72.2 年 72.2 年 
最新発生時期 1973 年 6 月 35.5 年前 
ばらつき α 0.24～0.32 0.28 
30 年発生確率 40%程度 41% 
50 年発生確率 80%程度 77% 
色丹島沖の地震*3 
マグニチュード M7.8 前後 （Mw8.2 前後） Mw7.8 
平均発生間隔 72.2 年 72.2 年 
最新発生時期 1969 年 8 月 39.4 年前 
ばらつき α 0.24～0.32 0.28 
30 年発生確率 50%程度 49% 
50 年発生確率 80%程度 82% 
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表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 3）． 
 領域または地震名 諸元 長期評価結果 モデル化 
千島海溝沿いの地震
 
択捉島沖の地震*3 
マグニチュード M8.1 前後 （Mw8.5 前後） Mw8.1 
平均発生間隔 72.2 年 72.2 年 
最新発生時期 1963 年 10 月 45.2 年前 
ばらつき α 0.24～0.32 0.28 
30 年発生確率 60%程度 59% 
50 年発生確率 80%～90% 86% 
十勝沖・根室沖の 
ひとまわり小さい 
プレート間地震 
マグニチュード M7.1 前後 Mw7.1 
平均発生間隔 17.5 年に 1 回 17.5 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 80%程度 82% 
50 年発生確率 90%程度 94% 
色丹島沖・ 
択捉島沖の 
ひとまわり小さい 
プレート間地震 
マグニチュード M7.1 程度 （Mw7.7 前後） Mw7.1 
平均発生間隔 10.5 年に 1 回 10.5 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 90%程度 94% 
50 年発生確率 90%程度以上 99% 
沈み込んだ 
プレート内の 
やや浅い地震 
マグニチュード M8.2 前後 Mw8.2 
平均発生間隔 82.8 年に 1 回 82.8 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 30%程度 30% 
50 年発生確率 50%程度 45% 
沈み込んだ 
プレート内の 
やや深い地震 
 
マグニチュード M7.5 程度 Mw7.5 
平均発生間隔 27.3 年に 1 回 27.3 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 70%程度 67% 
50 年発生確率 80%程度 84% 
日本海東縁部の地震
 
北海道北西沖 
の地震 
マグニチュード M7.8 程度 Mw7.8 
平均発生間隔 3900 年程度 3900 年 
最新発生時期 2100 年程度前 2100 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 0.006%～0.1% 0.046% 
50 年発生確率 0.01%～0.2% 0.082% 
北海道西方沖 
の地震 
マグニチュード M7.5 前後 Mw7.5 
平均発生間隔 1400～3900 年程度 2650 年 
最新発生時期 1940 年 8 月 68.4 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
北海道南西沖 
の地震 
マグニチュード M7.8 前後 Mw7.8 
平均発生間隔 500～1400 年程度 950 年 
最新発生時期 1993 年 7 月 15.5 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
青森県西方沖 
の地震 
マグニチュード M7.7 前後 Mw7.7 
平均発生間隔 500～1400 年程度 950 年 
最新発生時期 1983 年 6 月 25.6 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
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表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 4）． 
 領域または地震名 諸元 長期評価結果 モデル化 
日本海東縁部の地震
 
秋田県沖の地震 
マグニチュード M7.5 程度 Mw7.5 
平均発生間隔 1000 年程度以上 1000 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 3%程度以下 3.0% 
50 年発生確率 5%程度以下 4.9% 
山形県沖 
の地震 
マグニチュード M7.7 前後 Mw7.7 
平均発生間隔 1000 年程度以上 1000 年 
最新発生時期 1833 年 12 月 175.1 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
 
新潟県北部沖 
の地震 
マグニチュード M7.5 前後 Mw7.5 
平均発生間隔 1000 年程度以上 1000 年 
最新発生時期 1964 年 6 月 44.5 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
 
佐渡島北方沖 
の地震 
マグニチュード M7.8 程度 Mw7.8 
平均発生間隔 500～1000 年程度 750 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 3%～6% 3.9% 
50 年発生確率 5%～10% 6.4% 
日向灘および南西諸島海溝周辺の地震
 
安芸灘～伊予灘 
～豊後水道の 
プレート内地震 
マグニチュード M6.7～7.4 Mw6.7～7.4*7
平均発生間隔 約 67 年に 1 回 67 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 40%程度 36% 
50 年発生確率 50%程度 53% 
日向灘の 
プレート間地震 
マグニチュード M7.6 前後 Mw7.6 
平均発生間隔 約 200 年に 1 回 200 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 10%程度 14% 
50 年発生確率 20%程度 22% 
日向灘の 
ひとまわり小さい 
プレート間地震 
マグニチュード M7.1 前後 Mw7.1 
平均発生間隔 約 20～27 年に 1 回 23 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 70%～80% 73% 
50 年発生確率 80%～90% 89% 
与那国島周辺 
の地震 
マグニチュード M7.8 程度 Mw7.8 
平均発生間隔 約 100 年に 1 回 100 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 30%程度 26% 
50 年発生確率 40%程度 39% 
相模トラフ
 
大正型 
関東地震*9 
マグニチュード M7.9 程度 Mw7.9 
平均発生間隔 200～400 年 219.7 年*8 
最新発生時期 1923 年 9 月 85.3 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.12% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～6% 1.3% 
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表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 5）． 
 領域または地震名 諸元 長期評価結果 モデル化
相模トラフ
 
その他の南関東 
で発生する 
M7 程度の地震 
マグニチュード M6.7～7.2 程度 Mw6.7～7.2*7
平均発生間隔 23.8 年に１回 23.8 年
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 70%程度 72% 
50 年発生確率 90%程度 88% 
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．赤字は 2008 年起点より値が変わったもの．なお，表中の「ばら
つき α」とは BPT 分布により地震発生確率を算定する際のばらつきを表す． 
*1 南海地震・東南海地震・想定東海地震，宮城県沖地震・三陸沖南部海溝寄りの地震，十勝沖の地震・根
室沖の地震は連動を考慮したモデル化を行う． 
*2 南海地震と東南海地震の平均発生間隔は次回までの標準的な発生間隔を用いる． 
*3 宮城県沖地震，根室沖の地震，色丹島沖の地震，択捉島沖の地震は 2 回発生する場合を考慮する． 
*4 宮城県沖地震の活動間隔のばらつき α は報告書「長期的な地震発生確率の評価手法について」（地震調査
委員会，2001a）に基づく． 
*5 宮城県沖地震，三陸沖南部海溝寄りの地震，三陸沖北部のプレート間大地震の Mw は強震動評価に基づく． 
*6 三陸沖から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）の地震動評価におけるマグニチュードは
Mw=6.8 とした． 
*7 三陸沖北部の固有地震以外のプレート間地震，安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震，その他の
南関東で発生する M7 程度の地震は b=0.9 のグーテンベルク・リヒター式に従うようにマグニチュード別
の発生頻度を評価する． 
*8 福島県沖の地震は 3 回の続発を考慮する． 
*9 相模トラフ沿いの海溝型地震として，元禄型関東地震はモデル化しない．大正型関東地震の平均発生間
隔は元禄地震（1703.12）と関東地震（1923.9）の間隔に基づいて 219.7 年とする． 
*10 茨城県沖の地震は 2008 年 5 月 8 日の地震を踏まえて新たにモデル化した（地震調査委員会長期評価部会・
強震動評価部会地震動予測地図高度化ワーキンググループ，2008）． 
 
表 3.3.2-2 主な海溝型地震の発生確率の推移． 
（a）30 年間の発生確率 
 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
南海地震 48% 50% 53% 55% 56% 
東南海地震 61% 62% 64% 66% 68% 
想定東海地震 86% 87% 87% 87% 87% 
宮城県沖地震 99% 99% ほぼ 100% ほぼ 100% ほぼ 100%
三陸沖南部海溝寄りの地震 79% 79% 80% 80% 80% 
三陸沖北部のプレート間大地震 2.2% 2.6% 3.2% 3.8% 4.5% 
十勝沖の地震 0.15% 0.22% 0.32% 0.45% 0.62% 
根室沖の地震 33% 35% 37% 39% 41% 
色丹島沖の地震 41% 43% 45% 47% 49% 
択捉島沖の地震 52% 54% 56% 57% 59% 
大正型関東地震 0.065% 0.076% 0.089% 0.10% 0.12% 
（b）50 年間の発生確率 
 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
南海地震 84% 85% 86% 87% 88% 
東南海地震 90% 91% 92% 92% 93% 
想定東海地震 97% 97% 97% 97% 97% 
宮城県沖地震 ほぼ 100% ほぼ 100% ほぼ 100% ほぼ 100% ほぼ 100%
三陸沖南部海溝寄りの地震 94% 95% 95% 95% 95% 
三陸沖北部のプレート間大地震 29% 32% 34% 36% 39% 
十勝沖の地震 14% 15% 17% 19% 20% 
根室沖の地震 72% 73% 75% 76% 77% 
色丹島沖の地震 77% 78% 79% 80% 82% 
択捉島沖の地震 83% 84% 85% 86% 86% 
大正型関東地震 0.85% 0.94% 1.0% 1.1% 1.3% 
（注）それぞれ各西暦年の 1 月時点よりの発生確率 
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（１）南海トラフの地震 
南海トラフの地震としては，南海地震，東南海地震，
想定東海地震についてモデル化する．そのモデル化にあ
たっては，「南海トラフの地震の長期評価」（地震調査委
員会，2001b）ならびに「中央防災会議・東海地震に関す
る専門調査会報告」（中央防災会議・東海地震に関する専
門調査会，2001）を参照した． 
ここでは，図 3.3.2-1 に示した各領域を震源域とする地
震を次のように呼ぶ．また，過去の地震と震源域との対
応を表 3.3.2-3 に示す． 
 
・南海地震 ：足摺岬の沖合～潮岬の沖合（領域Ｘ） 
・東南海地震 ：潮岬の沖合～浜名湖の沖合（領域Ｙ） 
・想定東海地震 ：浜名湖の沖合～駿河湾（領域Ｚ） 
 
南海～東南海～想定東海地震の地震活動のモデル化に
際しては，表 3.3.2-3 に示した過去の地震活動ならびに想
定東海地震が安政東海地震の震源域の割れ残りと考えら
れていることを踏まえて，次の仮定をおく． 
 
南海地震，東南海地震，想定東海地震は経時的にそれ
ぞれ独立に別個の更新過程に従って発生すると仮定す
る．ただし，対象とする期間に複数の地震がともに発
生する場合には，予め定められた確率でそれらの地震
が連動（同時発生）する． 
 
各地震の発生確率を算定するためのパラメータは長期
評価に基づき表 3.3.2-4 のように設定する．なお，想定東
海地震の前回の活動は 1854 年安政東海地震と仮定して
いる． 
以上の条件で，西暦 2009 年 1 月から 30 年間，50 年間
の各地震の発生確率は表 3.3.2-5 のようになる．（注：各
地震ともに 50年以内に 2回発生する確率は考慮しない．） 
一方，震源域については各地震が単独に発生するか，
あるいは複数の地震が連動して発生すると仮定する．各
地震の震源域はそれぞれの領域内で予め設定されたモデ
ルとし，モデルの一部が震源域となる場合は想定しない． 
図 3.3.2-2 にモデル化された各地震の震源域を示す．南
海地震と東南海地震の震源域は長期評価，また想定東海
地震の震源域は中央防災会議の東海地震に関する専門調
査会の報告に基づいている． 
複数の地震が連動して発生する確率は，可能性がある
事象がすべて等確率で発生するという前提条件の下に定
める．具体的には次のようになる． 
 
・南海地震と東南海地震がともに発生し，想定東海地
震が発生しない場合 
南海，東南海がそれぞれ単独で発生する確率 
：1/2（50%） 
南海～東南海の連動の確率：1/2（50%） 
・東南海地震と想定東海地震がともに発生し，南海地
震が発生しない場合 
東南海，想定東海がそれぞれ単独で発生する確
率             ：1/2（50%） 
東南海～想定東海の連動の確率：1/2（50%） 
・３つの地震がすべて発生する場合 
各地震がそれぞれ単独で発生する確率：1/4（25%） 
南海～東南海の連動の確率     ：1/4（25%） 
東南海～想定東海の連動の確率   ：1/4（25%） 
南海～東南海～想定東海の連動の確率：1/4（25%） 
 
また，各地震および複数の地震が連動した場合のマグ
ニチュードは表 3.3.2-6 のように仮定する． 
以上の条件の下で，南海～東南海～想定東海地震の発
生パターンは表 3.3.2-7 に示す 13 ケースとなる．また，
2009 年より 30 年あるいは 50 年間に各ケースが生起する
確率も同表のようになる． 
表 3.3.2-7 の各ケースは排反かつすべての場合を尽く
しているので，地震ハザードの計算は各ケースの生起確
率と当該ケースに対する地震動強さの超過確率を下記
13 ケースについて積和することにより求められる． 
駿河トラフから南海トラフに沿った海域では，1944 年
東南海地震，1946 年南海地震で破壊されずに残った領域
として，想定東海地震がいつ起きてもおかしくないとさ
れている．この海域では過去 100～150 年間隔で繰り返し
大地震が発生しているが，想定東海地震の領域が単独で
破壊したケースは今回のモデル化で考慮した歴史地震の
発生パターンには見られない．その意味では過去の事例
に基づいて長期的な地震発生の確率評価を行うことに困
難があることは否めない． 
本来，将来発生する地震に関して，近接した領域との
相互作用等も考慮した上で，発生事象の時系列をモデル
化して発生確率を評価するのが望ましい．しかしながら，
地震発生領域間の連動や発生時系列等のメカニズムは未
解明な部分が多く，これらの物理を考慮して地震発生確
率を定量的に評価することは，現状では困難である． 
現在，想定東海地震に関しては，昭和 53 年（1978 年）
に施行された「大規模地震対策特別措置法」に基づいて
長期にわたって観測研究が続けられている．また，東南
海・南海地震についても，「東南海・南海地震を対象とし
た調査観測の強化に関する計画（第一次報告）」（政策委
員会調査観測計画部会，2003）に基づいて，長期的な地
震発生時期や連動のメカニズム等に関する調査観測が計
画されている．これらの調査・観測研究の成果および割
れ残りや連動あるいは時間差発生に関する理論の発展に
よって，より適切な地震活動のモデル化が可能になれば，
それに基づいて当該領域の地震発生確率を再検討する必
要がある． 
また，仮に想定東海地震が発生せずに推移した場合に
は，当該地震の領域は次の東南海地震発生の際に同時に
破壊する可能性も出てくるが，この点については，適当
な時期に地震発生確率や発生パターン等を再検討する必
要がある． 
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図 3.3.2-1 南海トラフの地震の震源域の位置関係． 
 
 
図 3.3.2-2 モデル化された各地震の震源域． 
 
 
表 3.3.2-3 過去の南海トラフの地震の震源域． 
発生年月日 地震名 領域Ｘ 領域Ｙ 領域Ｚ
1498.09.20 明応東海地震  ○ △ 
1605.02.03 慶長地震 ○ ○ △ 
1707.10.28 宝永地震 ○ ○ △～○
1854.12.23 安政東海地震  ○ ○ 
1854.12.24 安政南海地震 ○   
1944.12.07 昭和東南海地震  ○  
1946.12.21 昭和南海地震 ○   
（注）○：ほぼ全域が震源域，△：一部が震源域 
 
 
表 3.3.2-4 各地震の活動間隔に関する諸元． 
 次の地震ま
での間隔 
前回活動 
時期 ばらつき α
南海地震 90.1 年 1946 年 12 月 0.20 
東南海地震 86.4 年 1944 年 12 月 0.20 
想定東海地震 118.8 年 1854 年 12 月 0.20 
（注）南海地震と東南海地震のパラメータは長期評価に
基づく．なお，ばらつき α は 0.20 とした．想定東海
地震の発生間隔は明応～慶長（106.4 年），慶長～宝
永（102.7 年），宝永～安政（147.2 年）の平均値，
ばらつき α は南海地震，東南海地震と同じ値とした． 
表 3.3.2-5 各地震の発生確率． 
 経過時間 30 年発生
確率 
50 年発生
確率 
南海地震 62.0 年 56% 88% 
東南海地震 64.1 年 68% 93% 
想定東海地震 154.0 年 87% 97% 
（注）経過時間は 2009年 1月時点． 
 
 
表 3.3.2-6 各地震のマグニチュード． 
地震 Mw 
南海地震 8.4 
東南海地震 8.1 
想定東海地震 8.0 
南海地震と東南海地震の連動 8.5 
東南海地震と想定東海地震の連動 8.4 
３地震の連動 8.5 
（注）司・翠川（1999）による距離減衰式の適用
にあたり，Mw8.3 以上の規模の地震では最大
速度は Mw に依存して大きくならない（頭打
ち）と仮定している． 
 
 
表 3.3.2-7 南海～東南海～想定東海地震の発生パター
ンと生起確率． 
No. 南海地震 東南海地
震 
想定東海
地震 
30 年
確率
50 年
確率
(1) × × × 1.8% 0.025%
(2)  × × 2.4% 0.18%
(3) ×  × 3.8% 0.31%
(4) × ×  12% 0.86%
(5)   × 2.5% 1.1%
(6)   × 2.5% 1.1%
(7)  ×  16% 6.2%
(8) ×   13% 5.5%
(9) ×   13% 5.5%
(10)    8.3% 20%
(11)    8.3% 20%
(12)    8.3% 20%
(13)    8.3% 20%
 合計 100% 100%
（注）例えば，(9)の 30 年確率は次のように求められる．
表 3.3.2-5 よ り 南 海 地 震 が 発 生 し な い 確 率
=1-0.56=0.44，東南海地震の発生確率=0.68，想定東
海地震の発生確率=0.87 より，南海地震が発生せず
に東南海地震と想定東海地震が発生する確率
=0.44*0.68*0.87=0.26 となる．この地震発生条件下
で東南海地震と想定東海地震が連動する確率=0.5
より，(9)が 30 年間に生起する確率=0.26*0.5=0.13 
(13%)となる． 
Ｘ 
Ｙ 
Ｚ 
南海地震  
東南海地震  
想定  
東海地震  
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（２）宮城県沖地震および三陸沖から房総沖にかけての
地震 
宮城県沖地震（地震調査委員会，2000）および三陸沖
から房総沖にかけての地震（地震調査委員会，2002b）の
評価対象領域を図 3.3.2-3 に示す． 
以下，これらの領域で発生する海溝型地震のモデル化
の概要について示す． 
モデル化に際しては次の方針を設定した． 
 
・宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの地震（図
3.3.2-3 のアとオ）については，両地震が連動して発
生する可能性を考慮してモデル化する． 
・三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地
震（津波地震：図 3.3.2-3 のウ）のマグニチュードに
ついては，1896 年の明治三陸地震の宇佐美（1996, 新
編日本被害地震総覧）によるマグニチュードを参照
して Mw6.8 とする． 
・三陸沖中部の地震（図 3.3.2-3 のエ）についてはマグ
ニチュードが 7 クラス以上の地震は想定されていな
いため，海溝型地震としてはモデル化しない（震源
が予め特定しにくい地震としてはモデル化する）． 
・福島県沖の地震（図 3.3.2-3 のカ）に関しては，短期
間に複数の地震が続発することが想定されているが，
地震発生時系列としては平均発生間隔が 400 年のポ
アソン過程とし，続発の影響は地震動強さの超過確
率の評価において，同じ断層面で 3 回地震が発生す
ると仮定することにより考慮する． 
・震源域の場所に関して，宮城県沖地震（図 3.3.2-3 の
ア），三陸沖南部海溝寄りの地震（図 3.3.2-3 のオ），
三陸沖北部のプレート間大地震（図 3.3.2-3 のイ）に
ついては固有の断層面を設定するが，それ以外の地
震に関しては提案されている領域内にプレート境界
に沿って複数の断層面を置き，それぞれが等確率で
起こると仮定する．ただし，三陸沖北部から房総沖
の海溝寄りのプレート内大地震（正断層型）につい
ては傾斜角 45°，上端深さ 0km の正断層としてモデ
ル化する．なお，図 3.3.2-3 の領域イ，カ，キの西端
は Umino et al. (1990)に基づいて設定する． 
 
以下，各地震の活動モデルの諸元について示す． 
 
 
 
 
図 3.3.2-3 宮城県沖地震および三陸沖から房総沖にかけての地震の評価対象領域．
ア：宮城県沖 
イ：三陸沖北部 
ウ：三陸沖北部から 
  房総沖の海溝寄り 
エ：三陸沖中部 
オ：三陸沖南部海溝寄り 
カ：福島県沖 
キ：茨城県沖 
イ 
   日 
  本 
 海 
溝 
ア 
ウ エ 
オ 
カ 
キ 
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1）宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの地震 
「宮城県沖地震の長期評価」（地震調査委員会，2000）
ならびに「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期
評価について」（地震調査委員会，2002b）によれば，宮
城県沖地震ならびに三陸沖南部海溝寄りの地震の過去の
活動として図 3.3.2-4 のものが示されている． 
宮城県沖地震に関しては，過去 6 回の活動のうち 1 回
三陸沖南部海溝寄りの地震と連動して発生している．ま
た，三陸沖南部海溝寄りの地震に関しては，過去 2 回の
活動のうち 1 回が宮城県沖地震と連動して発生している． 
このようなデータに基づいて，上記の長期評価の報告
書では両地震の活動間隔に関する諸元として表 3.3.2-8
の値が示されている． 
この諸元に基づいて，活動間隔が BPT 分布の更新過程
を適用して 2009 年 1 月より将来 30 年および 50 年間での
地震発生確率を求めると表 3.3.2-9 のようになる．なお，
宮城県沖地震に関しては平均発生間隔が短いために，将
来の 30 年および 50 年間を対象とした確率論的地震ハザ
ード評価では地震が 2 回発生する確率も無視できないの
で，それを考慮した評価（石川・他，2002）を行ってい
る． 
一方，両地震の長期評価では，次の宮城県沖地震と三
陸沖南部海溝寄りの地震が，それぞれ単独で発生するの
か，両者が連動して発生するのかについては現状では判
断できないとしている． 
また，「次の宮城県沖地震の震源断層の形状評価につ
いて」（地震調査委員会長期評価部会，2002b）および「宮
城県沖地震を想定した強震動評価について」（地震調査
委員会，2003b）では，宮城県沖地震の発生が「単独の場
合」の震源域として図 3.3.2-5 に示す領域 A1 と A2 を，
「連動した場合」として A1，A2 の領域および B の領域
が震源域となるケースを想定している． 
以上のデータを踏まえて，連動を考慮した宮城県沖地
震および三陸沖南部海溝寄りの地震のモデル化を行う． 
ここでは，三陸沖南部海溝寄りの地震が過去に発生し
た 2 回のうちの 1 回宮城県沖地震と連動したという事実
に基づき，両地震が連動して発生する条件として次の仮
定を設けた． 
 
対象とする将来の期間（30 年または 50 年）に宮城県
沖地震と三陸沖南部海溝寄りの地震がともに発生する
場合に 50%の確率（2 回に 1 回）で両地震が連動する．  
 
各地震の震源域とマグニチュードは，「次の宮城県沖
地震の震源断層の形状評価について」（地震調査委員会
長期評価部会，2002b）および「宮城県沖地震を想定した
強震動評価について」（地震調査委員会，2003b）に従い，
それぞれ次のようにモデル化する． 
宮城県沖地震の発生が「単独の場合」には，図 3.3.2-5
の A1 と A2 のいずれかの震源域で発生するとし，それぞ
れの震源域で発生する確率は等しい（ともに 50%）と仮
定する．マグニチュードは A1 単独の場合には Mw=7.6，
A2 単独の場合には Mw=7.4 とする． 
三陸沖南部海溝寄りの地震が単独で発生する場合には，
図 3.3.2-5 の B の震源域で発生すると仮定する．マグニ
チュードは設定された断層面の面積から，断層面積とマ
グニチュードの関係式を介して Mw=7.8 とする． 
また，宮城県沖地震と三陸沖南部海溝寄りの地震が連
動して発生する場合の震源域は，図 3.3.2-5 の A1+B，
A2+B，A1+A2+B の３つのケースを想定する．これらの
ケースはそれぞれ等確率（確率 1/3）で生じると仮定す
る．マグニチュードはそれぞれの断層面積を参考に
A1+B の場合は Mw=7.9，A2+B の場合は Mw=7.9，A1+A2+B
の場合は Mw =8.0，とする． 
以上の条件下で，宮城県沖地震および三陸沖南部海溝
寄りの地震の発生パターンは，宮城県沖地震の発生回数，
連動の有無，各地震の震源域の違い，を組合せて表
3.3.2-10 に示す 21 ケースとなる．将来 30 年あるいは 50
年間での各ケースの生起確率は，各地震の発生確率（表
3.3.2-9）と上記の仮定に基づく連動確率および震源域の
生起確率を用いて，表 3.3.2-10 のようになる． 
なお，表 3.3.2-10 のケースはそれぞれ排反かつすべて
の場合を尽くしているので，地震ハザードの計算は各ケ
ースの生起確率と当該ケースに対する地震動強さの超過
確率を上記全ケースについて積和することにより求めら
れる． 
また，地震ハザード評価結果に及ぼす各地震の影響度
（貢献度）は両地震を併せた値として示されることにな
る． 
 
 
 
 
  
宮城県沖地震 1793 1835 1861 1897.2 1936 1978 
  
 連動 
 
三陸沖南部海溝寄りの地震 1793   1897.8 
 
図 3.3.2-4 宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの地震の発生履歴． 
 
（数字は西暦年） 
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図 3.3.2-5 モデル化された各地震の震源域． 
表 3.3.2-8 宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの
地震の活動間隔に関する諸元． 
 平均発生 
間隔 
最新活動 
からの 
経過時間 
活動間隔の
ばらつきα
宮城県沖地震 37.1 年 30.6 年 0.177 
三陸沖南部海溝
寄りの地震 104.5 年 111.4 年 0.19～0.24
（注）最新活動からの経過時間は 2009 年 1 月時点での
値．宮城県沖地震のαは報告書「長期的な地震発生
確率の評価手法について」（地震調査委員会，
2001a）に基づく． 
 
 
表 3.3.2-9 宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの地震の将来の発生確率． 
 30 年発生確率 50 年発生確率 
 未発生 1 回 2 回 未発生 1 回 2 回 
宮城県沖地震 0.23% 98% 2.1% ほぼ 0% 27% 73% 
三陸沖南部海溝寄りの地震 20% 80% ほぼ 0% 5.1% 95% ほぼ 0%
（注）三陸沖南部海溝寄りの地震のαは 0.22（幅の中央の値）を用いた．10-3%未満の確率は「ほぼ 0%」
と表示している．発生確率は 2009 年 1 月よりの値． 
 
 
表 3.3.2-10 宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの地震の発生確率． 
 ケース 30 年確率  50 年確率 
(1) 「宮城」0 回 ＊「三陸」0 回 0.045% ほぼ 0% 
(2) 「宮城」0 回 ＊「三陸」1 回単独 0.19% ほぼ 0% 
(3) 「宮城」1 回単独 A1 ＊「三陸」0 回 9.6% 0.70% 
(4) 「宮城」1 回単独 A2 ＊「三陸」0 回 9.6% 0.70% 
(5) 「宮城」1 回単独 A1 ＊「三陸」1 回単独 20% 6.5% 
(6) 「宮城」1 回単独 A2 ＊「三陸」1 回単独 20% 6.5% 
(7) 「宮城」1 回「三陸」1 回 連動 A1+B 13% 4.3% 
(8) 「宮城」1 回「三陸」1 回 連動 A2+B 13% 4.3% 
(9) 「宮城」1 回「三陸」1 回 連動 A1+A2+B 13% 4.3% 
(10) 「宮城」2 回単独 A1＊A1 ＊「三陸」0 回 0.10% 0.93% 
(11) 「宮城」2 回単独 A1＊A2 ＊「三陸」0 回 0.20% 1.9% 
(12) 「宮城」2 回単独 A2＊A2 ＊「三陸」0 回 0.10% 0.93% 
(13) 「宮城」2 回単独 A1＊A1 ＊「三陸」1 回単独 0.21% 8.6% 
(14) 「宮城」2 回単独 A1＊A2 ＊「三陸」1 回単独 0.42% 17% 
(15) 「宮城」2 回単独 A2＊A2 ＊「三陸」1 回単独 0.21% 8.6% 
(16) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A1+B＊1 回単独 A1 0.14% 5.7% 
(17) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A2+B＊1 回単独 A1 0.14% 5.7% 
(18) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A1+A2+B＊1 回単独 A1 0.14% 5.7% 
(19) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A1+B＊1 回単独 A2 0.14% 5.7% 
(20) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A2+B＊1 回単独 A2 0.14% 5.7% 
(21) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A1+A2+B＊1 回単独 A2 0.14% 5.7% 
 合 計 100% 100% 
（注）「宮城」：宮城県沖地震，「三陸」：三陸沖南部海溝寄りの地震．発生確率は 2009 年 1 月よりの値．三
陸沖南部海溝寄りの地震の発生間隔のばらつきαは 0.22（幅の中央の値）を用いた．10-3%未満の確率
は「ほぼ 0%」と表示している． 
 例えば，(7)の 30 年確率は，表 3.3.2-9 で宮城県沖地震が 30 年間に 1 回発生する確率（98%），三陸沖南
部海溝寄りの地震が 30 年間に 1 回発生する確率（80%），両地震が連動する確率（50%），連動の場合
に震源域が A1+B となる確率（33%）をすべて掛け合わせることにより，約 13%として求められる． 
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2）三陸沖北部のプレート間大地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-11 に示す．また，断
層面の位置を図 3.3.2-6 に示す．断層面は強震動評価（地
震調査委員会，2004b）で用いられたものを踏襲している． 
 
 
表 3.3.2-11 三陸沖北部のプレート間大地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 0.2%～10% 4.5% 
50 年発生確率 30%～40% 39% 
マグニチュード M8.0 前後 Mw 8.3 
震源域 想定震源域の 
位置を図示 
強震動評価で用
いられた断層面
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では，平均発生間隔=97.0 年，最新発生
時期=40.6 年前，ばらつきα=0.18（0.11～0.24 の中
央の値）とし，発生間隔が BPT 分布に従うと仮定し
た．また Mw= Mj と仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-6 三陸沖北部のプレート間大地震の断層面． 
3）三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震
（津波地震） 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-12 に示す．マグニチ
ュードについては 1896 年の明治三陸地震の宇佐美
（1996）によるマグニチュードを参照して Mw 6.8とした． 
震源域の位置について，「領域内でどこでも発生する
可能性がある」とされているが，ここでは領域内にプレ
ート境界に沿って長さ 200km，幅 50km の矩形の断層面
を南北 7 列×東西 2 列並べて，そのいずれかで等確率で
地震が発生すると仮定した．その位置を図 3.3.2-7 に示す． 
 
 
表 3.3.2-12 三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレー
ト間大地震（津波地震）の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 20%程度 20% 
50 年発生確率 30%程度 31% 
マグニチュード Mt8.2 前後 Mw 6.8 
震源域 
図 3.3.2-3 のウ
の領域内，具体
的な地域は特
定できない 
長さ 200km 程
度 
幅 50km 程度 
領域内にプレート
境界に沿って長さ
200km，幅 50km の
矩形の断層面を南
北 7 列×東西 2 列並
べて，そのいずれか
で等確率で地震が
発生すると仮定（断
層数 14） 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=133.3
年のポアソン過程を仮定した．また Mw= Mj =6.8 と
仮定した． 
 
 
図 3.3.2-7 三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート
間大地震(津波地震)の断層面． 
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4）三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート内大地震
（正断層型） 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-13 に示す．震源域の
位置について，「領域内でどこでも発生する可能性があ
る」とされているが，ここでは領域内に長さ 200km，幅
100km，傾斜角 45°，上端深さ 0km の矩形の断層面を南
北に 7 列並べて，そのいずれかで等確率で地震が発生す
ると仮定した．その位置を図 3.3.2-8 に示す． 
 
 
表 3.3.2-13 三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレー
ト内大地震（正断層型）の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 4%～7% 5.1% 
50 年発生確率 6%～10% 8.3% 
マグニチュード M8.2 前後 Mw 8.2 
震源域 
図 3.3.2-3 のウ
の領域内，具体
的な地域は特
定できない 
長さ 200km 程
度 
幅 100km 程度 
領域内に長さ
200km，幅 100km，
傾斜角 45°，上端深
さ 0km の矩形の断
層面を南北に 7 列並
べて，そのいずれか
で等確率で地震が
発生すると仮定（断
層数 7） 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=575 年
（400～750 年の中央の値）のポアソン過程を仮定し
た．また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
図 3.3.2-8 三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート
内大地震(正断層型)の断層面． 
5）三陸沖北部の固有地震以外のプレート間地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-14 に示す．マグニチ
ュードに関して，M=7.1～7.6 とされているが，ここでは
M=7.1～7.6（0.1 刻み）の地震が b=0.9 のグーテンベルク・
リヒター式にフィッティングするようにそれぞれ次の割
合（相対確率）で発生すると仮定した． 
M=7.1：26.3%，M=7.2：21.4%，M=7.3：17.4%， 
M=7.4：14.1%，M=7.5：11.5%，M=7.6：9.3% 
 
震源域の位置について，「領域内でどこでも発生する
可能性がある」とされているが，ここでは Mw が 7.1～7.3
の地震に関しては領域内にプレート境界に沿って長さ
40km，幅 40km の矩形の断層面を南北 9×東西 6 列並べ
て，そのいずれかで等確率で地震が発生すると仮定した．
また，Mw が 7.4～7.6 の地震に関しては領域内にプレート
境界に沿って長さ 60km，幅 60km の矩形の断層面を南北
7×東西 4 列並べて，そのいずれかで等確率で地震が発生
すると仮定した．各断層面の位置を図 3.3.2-9 に示す． 
 
 
表 3.3.2-14 三陸沖北部の固有地震以外のプレート間地
震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 90%程度 93% 
50 年発生確率 - 99% 
マグニチュード M7.1～M7.6 Mw 7.1～7.6 
震源域 
図 3.3.2-3 のイ
の領域内 
 
Mw が 7.1～7.3 の地
震に関しては長さ
40km，幅 40km の矩
形の断層面を領域内
にプレート境界に沿
って南北 9×東西 6
列（断層数 54）， 
Mw が 7.4～7.6 の地
震に関しては長さ
60km，幅 60km の矩
形の断層面を領域内
にプレート境界に沿
って 南北 7×東西
4 列（断層数 28）並
べて，そのいずれか
で等確率で地震が発
生すると仮定 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=11.3
年のポアソン過程を仮定した．なお，長期評価では
50 年発生確率は示されていない．また Mw = Mj と仮
定した． 
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（a）M7.1～7.3 の地震 
  
 
（b）M7.4～7.6 の地震 
  
図 3.3.2-9 三陸沖北部の固有地震以外のプレート間地
震の断層面． 
6）福島県沖のプレート間地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-15 に示す．長期評価
では，平均発生間隔が 400 年以上とされているが，ここ
では 400 年と仮定した．また，複数の大地震が 2 日程度
の間に続発した例があり，次の地震についても短期間に
複数の地震が続発することが想定されているが，時系列
としては一つのイベントとして扱う．続発の影響は地震
動強さの超過確率の評価において，同じ断層面で 3 回地
震が発生すると仮定することにより考慮する． 
震源域の位置について，「領域内でどこでも発生する
可能性がある」とされているが，ここでは領域内にプレ
ート境界に沿って長さ 50km，幅 50km の矩形の断層面を
南北 3×東西 5 列並べて，そのいずれかで等確率で地震
が発生すると仮定した．その位置を図 3.3.2-10 に示す． 
 
 
表 3.3.2-15 福島県沖のプレート間地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 7%程度以下 7.2% 
50 年発生確率 10%程度以下 12% 
マグニ 
チュード 
M7.4 前後 
複数続発 
Mw 7.4 
（続発は地震動評価で
考慮） 
震源域 図 3.3.2-3 のカ
の領域内 
領域内にプレート境界
に沿って長さ 50km，幅
50km の矩形の断層面
を南北 3×東西 5 列並
べて，そのいずれかで
等確率で地震が発生す
ると仮定（断層数 15）
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=400 年
のポアソン過程を仮定した． 
また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
図 3.3.2-10 福島県沖のプレート間地震の断層面． 
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7）茨城県沖のプレート間地震 
茨城県沖の海溝型地震については，これまではポアソ
ン過程を仮定して地震の発生確率が計算され，また，対
象領域内のいずれかの場所で発生するものとしてモデル
化が行われてきた．しかしながら，2008 年 5 月 8 日に発
生した地震を踏まえて，固有地震的な振る舞いをする断
層面を新たに設定した（地震調査委員会長期評価部会・
強震動評価部会地震動予測地図高度化ワーキンググルー
プ，2008）． 
1923 年の関東地震による周辺の地震活動への影響が
少なくなった 1940 年以降，2008 年 7 月 1 日に至る 68 年
間で，2008 年 5 月 8 日の地震とほぼ同じ位置を震源とし
て発生した M6.7 以上の地震は 1943 年，1961 年，1965
年，1982 年および 2008 年の 5 回である（表 3.3.2-16）．
このうち，1961 年と 1965 年は，それぞれの震源位置や
地震規模を考慮して 2 つで一つの固有地震として扱うこ
ととする．この結果，約 68 年間で 4 回の固有規模の地震
が発生しており，その平均発生間隔は 21.7 年となる．一
方，地震の規模については，1982 年，2008 年の地震が
7.0，また，1961 年と 1965 年を併せて一つの地震とみな
せば M7.0 程度となることから 7.0 を想定規模とする． 
断層面の位置については，震源インバージョン解析に
よる 1982 年の地震におけるすべり量分布（室谷ほか，
2003；Mochizuki et al., 2008）および 2008 年の地震にお
けるすべり量分布（名古屋大学，2008）におけるすべり
の大きな領域（アスペリティ）を包含するように，プレ
ート境界に沿うような一枚の平面で設定する．なお，設
定された断層面の大きさは，地震規模（7.0）から想定さ
れる断層面積との関係（Murotani et al., 2008）とおおむ
ね対応していることが確認されている． 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-17 に示す．断層面の
位置を図 3.3.2-11 に示す．なお，ここでは，長期評価の
改訂へ向けた審議の内容を一部先取りしてモデル化を行
った．その後，改訂された長期評価では，これまで 1923
年の関東地震の影響が残るとして考慮されていなかった
1923 年の地震も固有地震と認定して平均発生間隔が求
められており（地震調査委員会，2009b），本検討とわず
かながら違っている． 
 
 
 
表 3.3.2-16 茨城県沖の固有地震として扱った地震（地
震調査委員会資料より）． 
発生日 M 
1943.04.11 6.7 
1961.01.16 6.8 
1965.09.18 6.7 
1982.07.23 7.0 
2008.05.08 7.0 
（注）1961 年の地震は 1965 年の地震
に含めて固有地震として扱う． 
表 3.3.2-17 茨城県沖のプレート間地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 - 96%（1 回：95%，2
回：1.1%） 
50 年発生確率 - ほぼ 100%（1 回：13%，2 回：85%，3 回：2.2%）
マグニチュード - Mw 7.0 
震源域 - 
2008 年 5 月 8 日に発
生した地震を踏まえ
て断層面を設定 
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では，平均発生間隔=21.7 年，最新発生
時期=0.7 年前，ばらつきα=0.21（0.18～0.24 の中央
の値）とし，発生間隔が BPT 分布に従うと仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-11 茨城県沖のプレート間地震の断層面． 
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（３）千島海溝沿いの地震 
千島海溝沿いの海溝型地震の地震活動に関しては，
2003 年 3 月に「千島海溝沿いの地震活動の長期評価につ
いて」（地震調査委員会，2003a）が公表された．その後，
2003 年 9 月 26 日に十勝沖地震（M8.0），また 2004 年 11
月 29 日に釧路沖の地震（M 7.1）が発生したことを踏ま
えて，その後の調査研究成果も含めて，2004 年 12 月に
「千島海溝沿いの地震活動の長期評価（第二版）につい
て」（地震調査委員会，2004d）が公表されている． 
千島海溝沿いの海溝型地震の評価対象領域を図
3.3.2-12に示す．ここでは上記の長期評価結果に基づき，
地震を次のように分類した． 
 
1）プレート間地震（M8 クラスと M7 クラス） 
・M8 クラスのプレート間地震：十勝沖の地震，根室
沖の地震，色丹島沖の地震，択捉島沖の地
震（十勝沖の地震と根室沖の地震について
は連動して発生する場合を含む） 
・ひとまわり小さいプレート間地震：十勝沖・根室沖
と色丹島沖・択捉島沖 
2）プレート内地震 
・沈みこんだプレート内のやや浅い地震（深さ 50km
程度，M8 程度） 
・沈みこんだプレート内のやや深い地震（深さ 100km
程度，M7.5 程度） 
 
モデル化に際しては次の方針を設定した． 
 
・「M8 クラスのプレート間地震」は，図 3.3.2-12 の４
つの領域においてそれぞれ固有の断層面で固有規模
の地震が発生すると仮定する．ただし，十勝沖の地
震と根室沖の地震は，それぞれ単独で発生する場合
に加えて，これら２つの地震が連動して発生する場
合も考慮する．連動する確率は「対象とする期間（30
年または 50 年）に両地震がともに発生する場合に
16.7%の確率（6 回に 1 回）で連動する」と仮定する．
なお，この確率（6 回に 1 回）は，「M8 クラスのプ
レート間地震」の平均発生間隔（72.2 年）と両地震
が連動する場合のおおよその平均発生間隔（400～
500 年程度）から定めた． 
・震源域の場所に関して，「M8 クラスのプレート間地
震」については固有の断層面を設定するが，「ひとま
わり小さいプレート間地震」と「沈みこんだプレー
ト内のやや浅い地震」，「沈みこんだプレート内のや
や深い地震」に関しては提案されている領域内に複
数の断層面を置き，それぞれが等確率で起こると仮
定する．なお，「ひとまわり小さいプレート間地震」
が発生する領域はいずれもプレート上面の深さが
20～60km の範囲とする．また，「沈みこんだプレー
ト内のやや浅い地震」については 1994 年北海道東方
沖地震の断層面を，「沈みこんだプレート内のやや
深い地震」については 1993 年釧路沖地震の断層面を
参考とする． 
 
以下，各地震の活動モデルの諸元について示す． 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.2-12 千島海溝沿いの海溝型地震の評価対象領域． 
ク：十勝沖 
ケ：根室沖 
コ：色丹島沖 
サ：択捉島沖 
ク 
溝 
海 
島 
千 
ケ
コ 
サ 
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1）十勝沖の地震・根室沖の地震 
M8 クラスのプレート間地震のうち，十勝沖の地震と
根室沖の地震については，それぞれが単独で発生する場
合と，両地震が連動して発生する場合の両方を考える．
その際，両地震が連動する確率は次のように仮定する． 
対象とする期間（30 年または 50 年）に両地震がともに
発生する場合に 16.7%の確率（6 回に 1 回）で連動する． 
 
ここで，この連動の確率（6 回に 1 回）は，M8 クラス
のプレート間地震の平均発生間隔（72.2 年）と両地震が
連動する場合のおおよその平均発生間隔（400～500 年程
度）から定めた． 
表 3.3.2-18 に両地震の発生確率について示す．根室沖
の地震については期間 50年の場合には 2回発生する確率
はほぼ 0%とはならない．上記を仮定した場合のこれら
３つの地震（十勝沖の地震単独，根室沖の地震単独，両
者連動）の発生パターンは表 3.3.2-19 に示す 8 ケースと
なる．各ケースの生起確率を併せて表 3.3.2-19 に示す． 
断層面の位置については，それぞれ単独で発生する場
合，および連動して発生する場合のそれぞれにおいて，
固有の断層面を設定する．連動して発生する場合のマグ
ニチュードについては，十勝沖・根室沖の地震の長期評
価における連動の場合の地震規模（M8.3）をそのまま用
いる． 
これらの地震のマグニチュードを表 3.3.2-20 に，断層
面の位置を図 3.3.2-13 および図 3.3.2-14 に示す． 
 
 
 
表 3.3.2-18 十勝沖の地震・根室沖の地震の発生確率． 
地震 期間 長期評価 
設定モデル 
1 回発生 2 回発生 
十勝沖の地震 
30 年発生確率 0.2%～2% 0.62% ほぼ 0% 
50 年発生確率 20%程度 20% ほぼ 0% 
根室沖の地震 
30 年発生確率 40%程度 41% ほぼ 0% 
50 年発生確率 80%程度 77% 0.37% 
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデルの確率計算では長期評価
結果に基づき，発生間隔が平均発生間隔=72.2 年，最新発生時期=5.3 年前（十
勝沖）または 35.5 年前（根室沖），ばらつきα=0.28（0.24～0.32 の中央の値）
の BPT 分布に従うと仮定した．10-3%未満の確率は「ほぼ 0%」とした． 
 
表 3.3.2-19 十勝沖の地震・根室沖の地震（連動して発生する場合を含む）の発生確率． 
 ケース 30 年確率 50 年確率 
(1) 「十勝沖」0 回 ＊ 「根室沖」0 回 58% 18% 
(2) 「十勝沖」0 回 ＊ 「根室沖」1 回単独 41% 61% 
(3) 「十勝沖」1 回単独 ＊ 「根室沖」0 回 0.37% 4.7% 
(4) 「十勝沖」1 回単独 ＊ 「根室沖」1 回単独 0.21% 13% 
(5) 「十勝沖」1 回・「根室沖」1 回 連動 0.043% 2.6% 
(6) 「十勝沖」0 回 ＊ 「根室沖」2 回単独 ほぼ 0% 0.30% 
(7) 「十勝沖」1 回単独 ＊ 「根室沖」2 回単独 ほぼ 0% 0.063% 
(8) 「十勝沖」1 回・「根室沖」2 回 うち 1 回連動 ほぼ 0% 0.012% 
 合 計 100% 100% 
（注）「十勝沖」：十勝沖の地震，「根室沖」：根室沖の地震．発生確率は 2009 年 1 月よりの値．10-3%
未満の確率は「ほぼ 0%」とした． 
 例えば，(4)の 50 年確率は，表 3.3.2-18 で十勝沖の地震が 50 年間に 1 回発生する確率（20%），
根室沖の地震が 50 年間に 1 回発生する確率（ 77% ），両地震が連動しない確率
（100-16.7=83.3%）をすべて掛け合わせることにより，約 13%として求められる． 
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表 3.3.2-20 十勝沖・根室沖の地震（連動して発生する
場合を含む）のマグニチュード． 
 長期評価 設定モデル
十勝沖の地震：単独 M8.1 前後 Mw 8.1 
根室沖の地震：単独 M7.9 程度 Mw 7.9 
両地震が連動して発生 M8.3 程度 Mw 8.3 
（注）単独の場合は Mw = Mj と仮定した．また，連動の
場合は十勝沖・根室沖の地震の長期評価における
連動の場合の地震規模をそのまま用いた． 
 
 
 
 
図 3.3.2-13 十勝沖の地震・根室沖の地震（単独で発生
する場合）の断層面． 
 
 
 
図 3.3.2-14 十勝沖の地震と根室沖の地震が連動して発
生する場合の断層面． 
2）色丹島沖の地震・択捉島沖の地震 
M8 クラスのプレート間地震のうち，色丹島沖の地震
と択捉島沖の地震に関しては，長期評価の結果に従って
モデル化する．その地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-21
および表 3.3.2-22 に示す．また，断層面の位置を図
3.3.2-15 に示す． 
 
 
表 3.3.2-21 色丹島沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 50%程度 49% 
50 年発生確率 80%程度 82%（1 回：81%，2 回：0.60%） 
マグニチュード M7.8 前後 Mw 7.8 
震源域 想定震源域の
位置を図示 
長期評価の想定震
源域に整合する固
有の断層面を設定
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では長期評価結果に基づき，発生間隔が
平均発生間隔=72.2 年，最新発生時期=39.4 年前，ば
らつきα=0.28（0.24～0.32 の中央の値）の BPT 分布
に従うと仮定した．期間 50 年については２回発生す
る場合も考慮する．また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
表 3.3.2-22 択捉島沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 60%程度 59% 
50 年発生確率 80%～90% 86%（1 回：85%，2 回：1.0%） 
マグニチュード M8.1 前後 Mw 8.1 
震源域 想定震源域の
位置を図示 
長期評価の想定震
源域に整合する固
有の断層面を設定
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では長期評価結果に基づき，発生間隔が
平均発生間隔=72.2 年，最新発生時期=45.2 年前，ば
らつきα=0.28（0.24～0.32 の中央の値）の BPT 分布
に従うと仮定した．期間 50 年については２回発生す
る場合も考慮する．また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-15 色丹島沖の地震・択捉島沖の地震の断層面． 
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3）ひとまわり小さいプレート間地震 
ひとまわり小さいプレート間地震に関しては，長期評
価結果に従い，十勝沖・根室沖と色丹島沖・択捉島沖に
分けてモデル化する．十勝沖・根室沖のひとまわり小さ
いプレート間地震の活動モデルの諸元を表 3.3.2-23 に，
色丹島沖・択捉島沖のひとまわり小さいプレート間地震
の活動モデルの諸元を表 3.3.2-24 に示す． 
震源域の位置について，長期評価では各領域の「どこ
かで発生する」とされているが，ここではそれぞれの領
域内でプレート上面の深さが 20～60km の範囲にプレー
ト境界に沿って長さ 35km，幅 35km の矩形の断層面（Mj 
7.1 相当）を十勝沖・根室沖については 149（18～22×7
～9 列），色丹島沖・択捉島沖については 156（29×5～7
列）並べて，そのいずれかで等確率で地震が発生すると
仮定した．それぞれの地震の断層面の位置を図 3.3.2-16
および図 3.3.2-17 に示す． 
 
 
表 3.3.2-23 十勝沖・根室沖のひとまわり小さいプレー
ト間地震の諸元.． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 80%程度 82% 
50 年発生確率 90%程度 94% 
マグニチュード M7.1 前後 Mw 7.1 
震源域 
図 3.3.2-12
のクとケ
の領域内
のどこか
で発生す
る 
長さ 35km，幅 35km の矩
形の断層面を領域内にプ
レート境界に沿って，海
溝軸方向に 18～22 列，海
溝軸直交方向に 7～9 列
並べて，そのいずれかで
等確率で地震が発生する
と仮定（断層数 149） 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=17.5
年（105 年間に 5 回）のポアソン過程を仮定した．
また Mw = Mj と仮定した． 
 
表 3.3.2-24 色丹島沖・択捉島沖のひとまわり小さいプ
レート間地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 90%程度 94% 
50 年発生確率 90%程度
以上 
99% 
マグニチュード M7.1 程度 Mw 7.1 
震源域 
図 3.3.2-12
のコとサ
の領域内
のどこか
で発生す
る 
長さ 35km，幅 35km の矩
形の断層面を領域内にプ
レート境界に沿って 海
溝軸方向に 29 列，海溝軸
直交方向に 5～7 列並べ
て，そのいずれかで等確
率で地震が発生すると仮
定（断層数 156） 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=10.5
年（42 年間に 4 回）のポアソン過程を仮定した．ま
た Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
 
図 3.3.2-16 十勝沖・根室沖のひとまわり小さいプレー
ト間地震の断層面． 
 
 
 
 
図 3.3.2-17 色丹島沖・択捉島沖のひとまわり小さいプ
レート間地震の断層面． 
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4）プレート内地震 
プレート内地震（M8 クラス）に関しては，長期評価
の結果に従い，沈みこんだプレート内のやや浅い地震（深
さ 50km 程度）と沈みこんだプレート内のやや深い地震
（深さ 100km 程度）に分類してモデル化する．それぞれ
の地震の活動モデルの諸元を表 3.3.2-25 および表
3.3.2-26 に示す． 
断層面の設定に関して，やや浅い地震については，1994
年北海道東方沖地震の菊地・金森（1995）のモデルを参
照し，長さ 120km，幅 60km，傾斜角 75°の断層面をそ
の上端がプレート境界の深度が 20km の等深線に一致す
るように置き，それを十勝沖から択捉島沖までの４領域
内で等深線に沿ってランダム（半ずらし）に配置する． 
 
 
表 3.3.2-25 沈みこんだプレート内のやや浅い地震の諸
元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 30%程度 30% 
50 年発生確率 50%程度 45% 
マグニチュード M8.2 前後 Mw 8.2 
震源域 
震源域の深
さは概ね
50km 程度 
具体的な地
域は特定で
きない 
長さ 120km，幅 60km，
傾斜角 75°の断層面を
その上端がプレート境
界の深度が 20km の等
深線に一致するように
置き，それを十勝沖か
ら択捉島沖までの４領
域内で等深線に沿って
ランダムに配置する
（断層数 13） 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=82.8
年（165.7 年間に 2 回）のポアソン過程を仮定した．
また Mw = Mj と仮定した． 
 
表 3.3.2-26 沈みこんだプレート内のやや深い地震の諸
元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 70%程度 67% 
50 年発生確率 80%程度 84% 
マグニチュード M7.5 前後 Mw 7.5 
震源域 
震源域の深
さは概ね
100km 程度
具体的な地
域は特定で
きない 
 
長さ 60km，幅 40km で
水平の断層面をプレー
ト上面の深さが 60km
の等深線の直下 100km
のラインが断層面の中
央となるように置き，
それを十勝沖から択捉
島沖までの４領域内で
等深線に沿ってランダ
ムに配置する（断層数
29） 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=27.3
年（82 年間に 3 回）のポアソン過程を仮定した．ま
た Mw = Mj と仮定した． 
一方，やや深い地震については，1993 年釧路沖地震の Ide 
and Takeo（1996）のモデルを参照し，長さ 60km，幅 40km
で水平の断層面をプレート上面の深さが 60km の等深線
の直下 100km のラインが断層面の中央となるように置
き，それを十勝沖から択捉島沖までの４領域内で等深線
に沿ってランダム（半ずらし）に配置する．断層面の配
置の模式図を図 3.3.2-18 に示す．また，このようにして
設定した断層面のモデルを図 3.3.2-19 および図 3.3.2-20
に示す． 
 
 
 
図 3.3.2-18 プレート内地震（M8 クラス）の断層面の配
置の模式図． 
 
 
 
図 3.3.2-19 沈みこんだプレート内のやや浅い地震の断
層面． 
 
 
図 3.3.2-20 沈みこんだプレート内のやや深い地震の断
層面． 
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（４）日本海東縁部の地震 
日本海東縁部で発生する海溝型地震に関しては，日本
海東縁部の地震活動の長期評価（地震調査委員会，2003c）
に基づいて地震活動のモデル化を行う．図 3.3.2-21 に日
本海東縁部で発生する海溝型地震の評価対象領域を過去
の地震の断層面とともに示す． 
 
モデル化に際しては次の方針を設定した． 
 
・評価対象領域は，北から北海道北西沖（図 3.3.2-21
のシ），北海道西方沖（図 3.3.2-21 のス：1940 年積
丹半島沖地震），北海道南西沖（図 3.3.2-21 のセ：1993
年北海道南西沖地震），青森県西方沖（図 3.3.2-21 の
ソ：1983 年日本海中部地震），秋田県沖（図 3.3.2-21
のタ），山形県沖（図 3.3.2-21 のチ：1833 年庄内沖
地震），新潟県北部沖（図 3.3.2-21 のツ：1964 年新
潟地震），佐渡島北方沖（図 3.3.2-21 のテ）である．
このうち，（ ）に地震名を示した北海道西方沖，北
海道南西沖，青森県西方沖，山形県沖，新潟県北部
沖では過去に M7.5 以上の地震が発生したことが知
られているが，北海道北西沖，秋田県沖，佐渡島北
方沖では過去に M7.5 以上の地震は知られていない． 
・地震発生確率の算定において，平均発生間隔あるい
は発生間隔のばらつきαが幅をもって示されている
場合には，各パラメータの中央の値を用いるが，平
均発生間隔が 1000 年程度以上とされている秋田県
沖，山形県沖，新潟県北部沖，については，平均発
生間隔を 1,000 年と仮定して地震の発生確率を算定
する． 
・震源域の場所に関して，過去の地震が知られている
領域については，その断層モデルを踏襲して断層面
を設定する．過去に地震が知られていない領域につ
いては，北海道北西沖は長さ 140km，幅 24km，傾
斜角 45°，秋田県沖は長さ 90km，幅 24km，傾斜角
45°，佐渡島北方沖は長さ 140km，幅 34km，傾斜角
30°，の矩形の断層面をそれぞれ上端深さ 3km とし
て設定する．いずれも傾斜の方向については東傾斜，
西傾斜が等確率で発生すると仮定する．なお，北海
道北西沖，佐渡島北方沖については平面的に領域内
でどこでも起こり得るとしてそれぞれ３つの断層を
置き，そのいずれかで等確率で地震が発生すると仮
定する． 
 
以下，各地震の活動モデルの諸元について示す． 
 
 
 
 
図 3.3.2-21 海溝型地震のうち日本海東縁部で発生する地震の評価対象領域と過去に発生した地震の断層面． 
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シ：北海道北西沖 
ス：北海道西方沖 
セ：北海道南西沖 
ソ：青森県西方沖 
タ：秋田県沖 
チ：山形県沖 
ツ：新潟県北部沖 
テ：佐渡島北方沖 
 
過去の地震の断層面 
・領域ス：1940 年積丹半島沖地震 
・領域セ：1993 年北海道南西沖地震 
・領域ソ：1983 年日本海中部地震 
・領域チ：1833 年庄内沖地震 
・領域ツ：1964 年新潟地震 
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1）北海道北西沖の地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-27 に，断層面の位置
を図 3.3.2-22 に示す．震源域の位置について，「領域内で
どこでも発生する可能性がある」とされているが，ここ
では領域内に長さ 140km，幅 24km，傾斜角 45°，上端
深さ 3km の矩形の断層面を南北に 3 列並べて（それぞれ
東傾斜あるいは西傾斜），そのいずれかで等確率（1/6）
で地震が発生すると仮定した． 
 
 
表 3.3.2-27 北海道北西沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 0.006%～0.1% 0.046% 
50 年発生確率 0.01%～0.2% 0.082% 
マグニチュード M7.8 程度 Mw 7.8 
震源域 想定震源域の
位置を図示 
領域内に長さ 140km，
幅 24km の矩形の断層
面（45°東あるいは西
傾斜）を南北に 3 列並
べて，そのいずれかで
等確率で地震が発生
すると仮定 
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では，平均発生間隔=3900 年，最新発生
時期=2100 年前，ばらつきα=0.21（0.17～0.24 の中
央の値）とし，発生間隔が BPT 分布に従うと仮定し
た．また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-22 北海道北西沖の地震の断層面． 
2）北海道西方沖の地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-28 に示す．断層面の
諸元については，1940 年積丹半島沖地震の断層モデル
（Satake (1986)）を踏襲した（図 3.3.2-21）． 
 
3）北海道南西沖の地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-29 に示す．断層面の
諸元については，1993 年北海道南西沖地震の断層モデル
（Tanioka et al. (1995)）を踏襲した（図 3.3.2-21）． 
 
4）青森県西方沖の地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-30 に示す．断層面の
諸元については，1983 年日本海中部地震の断層モデル
（本震=Sato (1985) , 余震=阿部 (1987））を踏襲した（図
3.3.2-21）． 
 
 
 
表 3.3.2-28 北海道西方沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
マグニチュード M7.5 前後 Mw 7.5 
震源域 1940 年積丹半島
沖地震の断層面 
1940 年積丹半島
沖地震の断層面
 
表 3.3.2-29 北海道南西沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
マグニチュード M7.8 前後 Mw 7.8 
震源域 1993 年北海道南
西沖地震の断層面 
1993 年北海道南
西沖地震の断層面
 
表 3.3.2-30 青森県西方沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
マグニチュード M7.7 前後 Mw 7.7 
震源域 1983 年日本海中
部地震の断層面 
1983 年日本海中
部地震の断層面
（注）表 3.3.2-28～表 3.3.2-30 に関して，いずれも地震
発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデルの確率
計算では，平均発生間隔=2650 年（北海道西方沖の
地震，1400～3900 年の中央の値）及び 950 年（北海
道南西沖の地震，青森県西方沖の地震，500～1400
年の中央の値），最新発生時期=68.4 年前（北海道西
方沖の地震），15.5 年前（北海道南西沖の地震），25.6
年前（青森県西方沖の地震），ばらつきα=0.21（0.17
～0.24 の中央の値）とし，発生間隔が BPT 分布に従
うと仮定した．10-3%未満の確率は「ほぼ 0%」とし
た．Mw = Mj と仮定した． 
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5）秋田県沖の地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-31 に，断層面の位置
を図 3.3.2-23 に示す．震源域の位置について，ここでは
領域内に長さ 90km，幅 24km，傾斜角 45°，上端深さ 3km
の矩形の断層面（東傾斜あるいは西傾斜）を置いて，そ
のいずれかで等確率（1/2）で地震が発生すると仮定した． 
 
 
表 3.3.2-31 秋田県沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 3%程度以下 3.0% 
50 年発生確率 5%程度以下 4.9% 
マグニチュード M7.5 程度 Mw 7.5 
震源域 想定震源域の
位置を図示 
領域内に長さ 90km，
幅 24km の矩形の断層
面（45°東あるいは西
傾斜）のいずれかで等
確率で地震が発生す
ると仮定 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔 1000
年（長期評価では 1000 年程度以上）のポアソン過程
を仮定した．また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-23 秋田県沖の地震の断層面． 
6）山形県沖の地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-32 に示す．断層面の
諸元については，1833 年庄内沖地震の断層モデル（相田 
(1989)）を踏襲した（図 3.3.2-21）． 
 
 
表 3.3.2-32 山形県沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
マグニチュード M7.7 前後 Mw 7.7 
震源域 1833 年庄内沖地
震の断層面 
1833 年庄内沖地
震の断層面 
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では，平均発生間隔=1000 年（長期評価
では 1000 年程度以上），最新発生時期=175.1 年前，
ばらつきα=0.21（0.17～0.24 の中央の値）とし，発
生間隔が BPT 分布に従うと仮定した．10-3%未満の
確率は「ほぼ 0%」とした．Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
7）新潟県北部沖の地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-33 に示す．断層面の
諸元については，1964 年新潟地震の断層モデル（Abe 
(1975)）を踏襲した（図 3.3.2-21）． 
 
 
表 3.3.2-33 新潟県北部沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
マグニチュード M7.5 前後 Mw7.5 
震源域 1964 年新潟地震 
の断層面 
1964 年新潟地震
の断層面 
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では，平均発生間隔=1000 年（長期評価
では 1000 年程度以上），最新発生時期=44.5 年前，
ばらつきα=0.21（0.17～0.24 の中央の値）とし，発
生間隔が BPT 分布に従うと仮定した．10-3%未満の
確率は「ほぼ 0%」とした．Mw = Mj と仮定した． 
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8）佐渡島北方沖の地震 
地震活動モデルの諸元を表 3.3.2-34 に，断層面の位置
を図 3.3.2-24 に示す．震源域の位置について，「領域内で
どこでも発生する可能性がある」とされているが，ここ
では領域内に長さ 140km，幅 34km，傾斜角 30°，上端
深さ 3km の矩形の断層面を南北に 3 列並べて（それぞれ
東傾斜あるいは西傾斜），そのいずれかで等確率（1/6）
で地震が発生すると仮定した． 
 
 
表 3.3.2-34 佐渡島北方沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 3～6% 3.9% 
50 年発生確率 5～10% 6.4% 
マグニチュード M7.8 程度 Mw 7.8 
震源域 想定震源域の
位置を図示 
領域内に長さ 140km，
幅 34km の矩形の断層
面（30°東あるいは西
傾斜）を南北に 3 列並
べて，そのいずれかで
等確率で地震が発生
すると仮定 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔 750 年
（長期評価では 500～1000 年程度）のポアソン過程
を仮定した．また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-24 佐渡島北方沖の地震の断層面． 
（５）日向灘および南西諸島海溝周辺の地震 
「日向灘および南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評
価」（地震調査委員会，2004a）に基づいて，安芸灘～伊
予灘～豊後水道のプレート内地震，日向灘のプレート間
地震，日向灘のひとまわり小さいプレート間地震，与那
国島周辺の地震，をモデル化する． 
 
これらの地震のモデル化において，震源域の場所はい
ずれの地震に関しても提案されている領域内に複数の断
層面を置き，それぞれが等確率で起こると仮定する．断
層の大きさが明示されていない場合にはマグニチュード
M に応じた断層面積 S（logS=M-4；宇津・関，1955）を
目安に一辺の長さを定めた正方形の断層を仮定する． 
 
1）安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震 
安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震のモデル
の諸元を表 3.3.2-35 に示す．また，設定した断層面の位
置を図 3.3.2-25 に示す． 
各地震のマグニチュードは b=0.9 のグーテンベルク・
リヒター式を前提として，それぞれ次の相対確率（割合）
で発生すると仮定する． 
Mw 6.7：23.1% Mw 6.8：18.8% Mw 6.9：15.3% 
Mw 7.0：12.4% Mw 7.1：10.1% Mw 7.2：8.2% 
Mw 7.3：6.7%  Mw 7.4：5.4% 
 
 
 
表 3.3.2-35 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地
震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 40%程度 36% 
50 年発生確率 50%程度 53% 
マグニチュード M6.7～7.4 Mw 6.7～7.4 
震源域 想定震源域の 
位置を図示 
2001 年芸予地震を参
考に南北走向で西下
がり 55 度の傾斜角を
有する矩形の断層面
を，領域内に上端の中
心がプレート上面の
深さと一致するよう
に並べて，そのいずれ
かで等確率で地震が
発生すると仮定した．
長さと幅は Mw が 6.7
～7.0 の地震に関して
は長さ 30km×幅
30km（断層数 38），
Mw が 7.1～7.4 の地震
に関しては長さ 40km
×幅 40km（断層数 22）
と仮定した． 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=67 年
（400 年間に 6 回）のポアソン過程を仮定した．ま
た Mw = Mj と仮定した． 
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（a）M6.7～7.0 の地震 
 
 
 
（b）M7.1～7.4 の地震 
 
図 3.3.2-25 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地
震の断層面． 
2）日向灘のプレート間地震 
日向灘のプレート間地震のモデルの諸元を表 3.3.2-36
に示す．また，設定した断層面の位置を図 3.3.2-26 に示
す． 
 
 
表 3.3.2-36 日向灘のプレート間地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 10%程度 14% 
50 年発生確率 20%程度 22% 
マグニチュード M7.6 前後 Mw 7.6 
震源域 想定震源域の 
位置を図示 
領域内に長さ 65km×
幅 65km（M7.6 相当）
の矩形の断層面（断層
数 10）をプレート境
界に沿って並べて，そ
のいずれかで等確率
で地震が発生すると
仮定した． 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=200
年（400 年間に 2 回）のポアソン過程を仮定した．
また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-26 日向灘のプレート間地震の断層面． 
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3）日向灘のひとまわり小さいプレート間地震 
日向灘のひとまわり小さいプレート間地震のモデルの
諸元を表 3.3.2-37 に示す．また，設定した断層面の位置
を図 3.3.2-27 に示す． 
 
 
表 3.3.2-37 日向灘のひとまわり小さいプレート間地震
の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 70%～80% 73% 
50 年発生確率 80%～90% 89% 
マグニチュード M7.1 前後 Mw 7.1 
震源域 想定震源域の 
位置を図示 
領域内に長さ 35km×
幅 35km（M7.1 相当）
の矩形の断層面（断層
数 44）をプレート境
界に沿って並べて，そ
のいずれかで等確率
で地震が発生すると
仮定した． 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=23 年
（80 年間に 3～4 回）のポアソン過程を仮定した．
また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-27 日向灘のひとまわり小さいプレート間地震
の断層面． 
4）与那国島周辺の地震 
与那国島周辺の地震のモデルの諸元を表 3.3.2-38 に示
す．また，設定した断層面の位置を図 3.3.2-28 に示す． 
 
 
表 3.3.2-38 与那国島周辺の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 30%程度 26% 
50 年発生確率 40%程度 39% 
マグニチュード M7.8 程度 Mw 7.8 
震源域 想定震源域の 
位置を図示 
東西走向で北下がり
45 度の傾斜角を有す
る長さ 80km×幅
80km（M7.8 相当）の
矩形の断層面（断層数
8）を，領域内に断層
中心深さが 40km とな
るように並べて，その
いずれかで等確率で
地震が発生すると仮
定した． 
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=100
年（100 年間に 1 回）のポアソン過程を仮定した．
また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-28 与那国島周辺の地震の断層面． 
 3-47 
（６）相模トラフ沿いの地震 
「相模トラフ沿いの地震活動の長期評価」（地震調査
委員会，2004c）に基づき，「大正型関東地震」と「その
他の南関東で発生する M7 程度の地震」をモデル化した．
なお，「元禄型関東地震」については近い将来（30 年あ
るいは 50 年）に発生する可能性はきわめて低いことから
モデル化の対象外とした． 
 
これらの地震のモデル化においては次の方針を設定し
た． 
 
・大正型関東地震の平均発生間隔は元禄地震（1703.12）
と関東地震（1923.9）の間隔に基づいて 219.7 年とした． 
・震源域の場所に関して，大正型関東地震については
固有の断層面を設定する．その他の南関東で発生す
る M7 程度の地震はフィリピン海プレート上面，フ
ィリピン海プレート内，太平洋プレート上面の 3 つ
のタイプの地震に分類した上で，それぞれ提案され
ている領域内に複数の断層面を置き，すべての断層
面で等確率で地震が発生すると仮定した．断層の大
きさが明示されていない場合にはマグニチュード M
に応じた断層面積 S（logS=M-4；宇津・関，1955）
を目安に一辺の長さを定めた正方形の断層を仮定し
た． 
1）大正型関東地震 
大正型関東地震のモデルの諸元を表 3.3.2-39 に示す．
また，設定した断層面の位置を図 3.3.2-29 に示す．大正
型関東地震の平均発生間隔は長期評価では 200～400 年
と示されているが，ここでは元禄地震（1703.12）と関東地
震（1923.9）の間隔に基づいて 219.7 年とした． 
 
 
表 3.3.2-39 大正型関東地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.12% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～6% 1.3% 
マグニチュード M7.9 程度 Mw 7.9 
震源域 想定震源域の 
位置を図示 
長期評価の想定震
源域に整合する固
有の断層面を設定
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では，平均発生間隔=219.7 年，最新発生
時期=85.3 年前，ばらつきα=0.21（0.17～0.24 の中
央の値）とし，発生間隔が BPT 分布に従うと仮定し
た．また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
 
図 3.3.2-29 大正型関東地震の断層面． 
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2）その他の南関東で発生する M7 程度の地震 
その他の南関東で発生する M7 程度の地震は，a）フィ
リピン海プレート上面，b）フィリピン海プレート内，c）
太平洋プレート上面，の 3 つのタイプの地震をモデル化
した．太平洋プレート内の地震は評価対象領域では 80km
以深となるためにモデル化していない．ただし，震源を
予め特定しにくい地震としては考慮される． 
断層面を配置する領域を図 3.3.2-30 に示す．a）フィリ
ピン海プレート上面の地震は深さ 30km 以深，b）フィリ
ピン海プレート内の地震は評価対象領域の全域，c）太平
洋プレート上面の地震は深さ 80km 以浅，に断層面を配
置した．フィリピン海プレート上面の地震と太平洋プレ
ート上面の地震はプレート境界に沿うように断層面を配
置した．また，フィリピン海プレート内の地震はプレー
ト上面から 10km 下にプレート上面に平行な断層面を配
置した．ただし，深さが 30km 以浅となる場合には深さ
30km に配置した．配置した断層面で等確率で地震が発
生すると仮定した． 
断層面の長さと幅は Mw が 6.7～6.9 の地震に関しては
長さ 25km×幅 25km，Mw が 7.0～7.2 の地震に関しては長
さ 35km×幅 35km と仮定した． 
各地震のマグニチュードは b=0.9 のグーテンベルク・
リヒター式にフィッティングするようにそれぞれ次の割
合（相対確率）で発生すると仮定した． 
Mw 6.7：26.3%  Mw 6.8：21.4%  Mw 6.9：17.4%  
Mw 7.0：14.1%  Mw 7.1：11.5%  Mw 7.2：9.3%  
 
 
表 3.3.2-40 その他の南関東で発生する M7 程度の地震
の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 70%程度 72% 
50 年発生確率 90%程度 88% 
マグニチュード M6.7～7.2程度 Mw 6.7～7.2 
震源域 評価対象領域
の位置を図示 
a）フィリピン海プレ
ート上面（深さ 30km
以深），b）フィリピン
海プレート内，c）太
平洋プレート上面（深
さ 80km 以浅），の 3
つのタイプの地震の
断層面を配置し，それ
ぞれ等確率で地震が
発生すると仮定した．
断層面の長さと幅は
Mw が 6.7～6.9 の地震
は長さ 25km×幅
25km，Mw が 7.0～7.2
の地震は長さ 35km×
幅 35km と仮定した．
（注）設定モデルの確率計算では，平均発生間隔=23.8
年（119 年間に 5 回）のポアソン過程を仮定した．
また Mw = Mj と仮定した．配置した断層の数は図
3.3.2-31 に示す． 
その他の南関東で発生する M7 程度の地震のモデルの
諸元を表 3.3.2-40 に示す．また，設定した断層面の位置
を図 3.3.2-31 に示す． 
 
 
 
 
(a) フィリピン海プレート上面 
 
 
(b) フィリピン海プレート内 
 
（注）網掛けの領域に断層面を配置 
 
図 3.3.2-30 その他の南関東で発生する M7 程度の地震
の断層面を配置する領域（その 1）． 
30km の等深線 
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(c) 太平洋プレート上面 
 
 
(d) 太平洋プレート内 
 
（注）網掛けの領域に断層面を配置 
 
図 3.3.2-30 その他の南関東で発生する M7 程度の地震
の断層面を配置する領域（その 2）． 
 
（a）フィリピン海プレート上面の地震 
○M6.7～6.9 の地震 
  
（注）断層数 34 
 
 
○M7.0～7.2 の地震 
 
（注）断層数 17 
 
図 3.3.2-31 その他の南関東で発生する M7 程度の地震
の断層面（その 1）． 
80km の等深線 
配置せず 
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（b）フィリピン海プレート内の地震 
○M6.7～6.9 の地震 
 
（注）断層数 106 
 
 
○M7.0～7.2 の地震 
 
（注）断層数 56 
 
図 3.3.2-31 その他の南関東で発生する M7 程度の地震
の断層面（その 2）． 
 
（c）太平洋プレート上面の地震 
○M6.7～6.9 の地震 
 
（注）断層数 63 
 
 
○M7.0～7.2 の地震 
 
（注）断層数 31 
 
図 3.3.2-31 その他の南関東で発生する M7 程度の地震
の断層面（その 3）． 
 3-51 
3.3.3 主要活断層帯以外の活断層に発生する地震 1 
1) 基本方針 
 松田・他（2000）の起震断層の基準に当てはまる断層
のうち，主要活断層帯以外のものを対象として抽出する．
主要活断層帯の長期評価において考慮した断層で基盤的
調査観測の基準に達しないため評価が行われなかった断
層についても，起震断層の基準に当てはまるものはこの
地震分類の中でモデル化を行う． 
 
2) 起震断層の抽出プロセス 
・「新編日本の活断層」（活断層研究会編 , 1991）およ
び「活断層詳細デジタルマップ」（中田・今泉編 , 
2002）をデータベースとして，そこから以下の松田・
他（2000）の基準で全長 10km 以上の起震断層を抽
出する．断層の端点と断層長さは両データベースに
おいて改めて読み直した． 
- 周辺 5km 以内に他の活断層線のない孤立した長
さ 10km 以上の断層 
- 互いの相互間隔が 5km 以内であるほぼ同じ走向
の断層群 
- 断層線の中点の位置が主断層線から 5km 以上離
れている走向を異にする断層 
・「新編日本の活断層」における確実度Ⅲの断層は以下
のように取り扱う． 
- 起震断層の端に，確実度Ⅲの断層が 5km 以短で
続く場合には，これを起震断層の長さに含める． 
- 起震断層の途中に，確実度Ⅲの断層が 5km 以短
で含まれて確実度Ⅱ以上の断層線をつなぐ場合
には，これを起震断層の長さに含める． 
- 5km より長い確実度Ⅲの断層線は除外する． 
・「活断層詳細デジタルマップ」における推定活断層は，
起震断層の抽出対象に取り入れる．デジタルマップ
においては起震断層の抽出対象とされていないが，
主要活断層帯の長期評価では推定活断層も対象とし
て抽出されていることから，整合性を図るために起
震断層の抽出対象とする． 
・両データベースに共通な起震断層については，断層
長さが長い方を採用する．片方のデータベースにし
か記載されていない起震断層については，そのパラ
メータをそのまま採用する． 
 
3) 地震発生確率の設定 
 「長期的な地震発生確率の評価手法について」（地震
調査委員会, 2001a）の方法に従い，平均的な活動間隔か
らポアソン過程に基づいて発生確率を算定する． 
 確率算定のための平均活動間隔 R（年）は，平均変位
速度 S（mm/年）と１回の活動に伴う断層の変位量 D（m）
                                                                 
1 主要活断層帯以外の活断層に発生する地震のモデル化
の作業は，地震調査研究推進本部の事務局で実施され
たものである．防災科学技術研究所はその成果の提供
を受けて，確率論的地震動予測地図の作成に用いた． 
から 
R = D / S * 1000  (3.3.3-1) 
で求められるが，M（マグニチュード）と D，及び M と
断層長さ L（km）との以下の関係（松田, 1975） 
log L = 0.6 M - 2.9  (3.3.3-2) 
log D = 0.6 M - 4.0 (3.3.3-3) 
を用いて以下のように長さと平均変位速度から推定した． 
log R = log L/S + 1.9  (3.3.3-4) 
平均変位速度が不明の活断層については「新編日本の活
断層」における活動度に応じた平均変位速度を仮定する．
なお，長さが短く活動度が高い活断層では，今回の方法
で算定される平均活動間隔が数 100 年から 1,000 年未満
となる．このような活断層に対する活動間隔の評価方法
は今後の検討課題であるが，ここでは，非現実的な活動
間隔になることを避けるために，平均変位速度の数値の
記載がなく活動度が A 級，A-B 級とされる活断層につい
ては，それぞれ下記の平均変位速度を与えることにした．
これらの数値は主要活断層帯で用いたものとは異なるこ
とに注意が必要である． 
A 級 ：1 mm/y （A 級の下限値） 
A-B 級：0.5 mm/y （A 級の半値） 
B 級 ：0.25 mm/y （奥村・石川, 1998） 
B-C 級：0.1 mm/y （B 級と C 級の境界値） 
C 級 ：0.047 mm/y （奥村・石川, 1998） 
なお，活動度が不明の場合には C 級未満と考え，上記 C
級の平均変位速度の半分として，0.024 mm/y を仮定する．
また，活動度が B 級未満，C 級未満と表記されている場
合には，それぞれ B-C 級および C 級未満の平均変位速度
として，0.1mm/y および 0.024mm/y を仮定する． 
 
4) マグニチュードの設定 
 活断層で発生する地震のマグニチュードは，(3.3.3-2)
式に従い，断層長さから求める． 
 
5) 断層面の諸元の設定 
 個々の活断層の断層面は，１枚もしくは複数枚の矩形
面でモデル化する．モデルを規定するパラメータは，端
部の位置，長さ，幅，走向，傾斜角，上端深さである．
このうち，傾斜角は全ての断層について 90 度（鉛直面）
と設定する．上端深さは地震動評価の観点からの研究（伊
藤, 1997）を参考に 3km と設定する．幅については，断
層長さ 15km までは長さに同じとしている．それ以上の
長さの活断層に対しては，地震発生層を深さ 3～18km と
想定して，幅 15km とした． 
 
6) 活動区間 
 個々の活断層の全区間が同時に活動すると考える． 
 
 3-52 
7) モデル化した活断層の諸元 
 確率論的地震動予測地図の作成に用いる主要活断層帯
以外の活断層の諸元を表 3.3.3-1，活断層の位置を主要活
断層帯に重ねた地図を図 3.3.3-1 に示す．断層数は 175 で
ある．宇部沖断層群（周防灘断層群）のうち，断層長さ
が 20km 未満の 3 つの断層（宇部東部断層－下郷断層
（30180），宇部南東沖断層帯（30181），姫島北西沖断層
帯（30182）が新たに対象となった．花輪盆地断層帯
（30017））は主要活断層帯として評価されることとなっ
たため，その他の活断層としては対象外となった． 
 
 
表 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル化諸元（その 1）． 
コード モデル化した断層名 
（注 1） 
断層長さ
（注 2） Ｍ 活動間隔
活動間隔算出 
根拠（注 3） 
30 年発生
確率 
50 年発生
確率 
30001 羅臼岳断層帯 12km 6.6 1000 年 A 級 3.0% 4.9% 
30002 斜里岳東断層帯 13km 6.7 1500 年 0.7mm/y 2.0% 3.3% 
30003 網走湖断層帯 15km 6.8 4800 年 B 級 0.62% 1.0% 
30004 常呂川東岸断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30005 問寒別断層帯 20km 7.0 12200 年 0.13mm/y 0.25% 0.41% 
30006 幌延断層帯 22km 7.1 3500 年 0.5mm/y 0.85% 1.4% 
30007 サロベツ撓曲帯 39km 7.5 15500 年 0.2mm/y 0.19% 0.32% 
30008 ポンニタシベツ断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30009 三ツ石－浦河断層帯 12km 6.6 3800 年 B 級 0.79% 1.3% 
30010 軽舞断層(石狩残部） 14km 6.7 23700 年 C 級 0.13% 0.21% 
30011 野幌丘陵断層帯 20km 7.0 7900 年 0.2mm/y 0.38% 0.63% 
30012 尻別川断層帯 25km 7.2 7900 年 0.25mm/y 0.38% 0.63% 
30013 八雲断層帯 10km 6.5 800 年 1mm/y 3.7% 6.1% 
30014 野辺地断層帯 20km 注 4) 7.0 6400 年 B 級 0.47% 0.78% 
30015 津軽山地西縁断層帯北部北方延長 
（津軽山地西縁断層帯北部・中部残） 15km 6.8 49600 年 ？(C 級未満) 0.060% 0.10% 
30016 岩木山南麓断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30017 花輪盆地断層帯 17km 6.9 4500 年 0.3mm/y 0.66% 1.1% 
30018 滝沢鵜飼西断層（北上残部） 17km 6.9 28700 年 C 級 0.10% 0.17% 
30019 田沢湖断層帯 10km 6.5 2000 年 0.4mm/y 1.5% 2.5% 
30020 北口断層帯 16km 6.8 5100 年 B 級 0.59% 0.98% 
30021 横手盆地西南断層帯 21km 7.0 35500 年 C 級 0.084% 0.14% 
30022 鳥田目断層帯 24km 注 4) 7.1 7600 年 B 級 0.39% 0.66% 
30023 釜ヶ台断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30024 象潟断層帯 10km 6.5 800 年 1mm/y 3.7% 6.1% 
30025 旭山撓曲帯 23km 7.1 36500 年 0.05mm/y 0.082% 0.14% 
30026 愛島推定断層 11km 6.6 36400 年 ？(C 級未満) 0.082% 0.14% 
30027 作並－屋敷平断層帯 10km 6.5 26500 年 0.03mm/y 0.11% 0.19% 
30028 遠刈田断層帯 11km 6.6 2900 年 0.3mm/y 1.0% 1.7% 
30029 尾花沢断層帯 14km 6.7 2200 年 0.5mm/y 1.4% 2.2% 
30030 鮭川断層 
（新庄盆地西縁断層帯残部） 23km 7.1 3700 年 0.5mm/y 0.81% 1.3% 
30031 小樽川断層帯 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30032 双葉断層南部（原町市大原以南） 
（双葉断層南部 C 級残） 48km 7.6 120000 年 （注 5） 0.025% 0.042% 
30033 大阪－足沢断層帯 16km 6.8 12700 年 B-C 級 0.24% 0.39% 
30034 二ツ箭断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30035 三郡森断層帯 18km 6.9 5700 年 B 級 0.52% 0.87% 
30036 湯ノ岳断層 12km 6.6 3800 年 B 級 0.79% 1.3% 
30037 井戸沢断層 19km 7.0 62900 年 ？(C 級未満) 0.048% 0.079% 
30038 高萩付近推定 17km 6.9 56300 年 ？(C 級未満) 0.053% 0.089% 
30039 棚倉破砕帯西縁断層 20km 7.0 66200 年 ？(C 級未満) 0.045% 0.076% 
30040 安達太良山東麓断層帯 15km 6.8 2400 年 0.5mm/y 1.2% 2.1% 
30041 川桁山断層帯 15km 6.8 11900 年 0.1mm/y 0.25% 0.42% 
30042 白河西方断層帯 18km 6.9 59600 年 ？(C 級未満) 0.050% 0.084% 
30043 檜枝岐西断層 15km 6.8 25400 年 C 級 0.12% 0.20% 
30044 虚空蔵山東方断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
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表 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル化諸元（その 2）． 
コード モデル化した断層名 
（注 1） 
断層長さ
（注 2） Ｍ 活動間隔
活動間隔算出 
根拠（注 3） 
30 年発生
確率 
50 年発生
確率 
30045 羽津断層帯 14km 6.7 3200 年 0.35mm/y 0.93% 1.6% 
30046 沼越峠断層 16km 6.8 5100 年 B 級 0.59% 0.98% 
30047 吉野屋断層 12km 6.6 4800 年 0.2mm/y 0.62% 1.0% 
30048 悠久山断層帯 22km 7.1 5800 年 0.3mm/y 0.52% 0.86% 
30049 常楽寺断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30050 大佐渡西岸断層帯 14km 6.7 11100 年 0.1mm/y 0.27% 0.45% 
30051 国中平野南断層 10km 6.5 1600 年 0.5mm/y 1.9% 3.1% 
30052 六日町断層帯 24km 7.1 3800 年 0.5mm/y 0.79% 1.3% 
30053 平滝-伏野峠断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30054 高田平野東縁断層帯 14km 6.7 800 年 1.4mm/y 3.7% 6.1% 
30055 高田平野西縁断層帯 15km 6.8 11900 年 0.1mm/y 0.25% 0.42% 
30056 戸隠山断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30057 常念岳東断層帯 28km 7.2 22200 年 B-C 級 0.14% 0.22% 
30058 黒菱山断層帯 28km 7.2 2200 年 1mm/y 1.4% 2.2% 
30059 早乙女岳断層 16km 6.8 12700 年 B-C 級 0.24% 0.39% 
30060 能都断層帯 18km 6.9 5700 年 B 級 0.52% 0.87% 
30061 霧ヶ峰断層帯 20km 7.0 1600 年 A 級 1.9% 3.1% 
30062 鴨川低地断層帯北断層 15km 6.8 10000 年 （注 5） 0.30% 0.50% 
30063 越生断層 13km 6.7 22000 年 C 級 0.14% 0.23% 
30064 鶴川断層 28km 注 4) 7.2 47300 年 C 級 0.063% 0.11% 
30065 扇山断層 21km 7.0 16700 年 B-C 級 0.18% 0.30% 
30066 玄倉－塩沢断層帯 16km 6.8 5100 年 B 級 0.59% 0.98% 
30067 秦野断層帯 13km 6.7 700 年 1.5mm/y 4.2% 6.9% 
30068 甲府盆地南縁断層帯 38km 7.5 3000 年 1mm/y 1.0% 1.7% 
30069 丹那断層帯南端群 14km 6.7 5600 年 0.2mm/y 0.53% 0.89% 
30070 達磨山断層帯 11km 6.6 2900 年 0.3mm/y 1.0% 1.7% 
30071 石廊崎断層 14km 6.7 2200 年 0.5mm/y 0%注 6) 0%注 6) 
30072 日本平断層帯 12km 6.6 4800 年 0.2mm/y 0.62% 1.0% 
30073 畑薙山断層 13km 6.7 22000 年 C 級 0.14% 0.23% 
30074 中央構造線赤石山地西縁断層帯 52km 注 4) 7.7 16500 年 B 級 0.18% 0.30% 
30075 下伊那竜東断層帯 27km 7.2 8600 年 B 級 0.35% 0.58% 
30076 平岡断層 20km 7.0 15900 年 B-C 級 0.19% 0.31% 
30077 新野断層 13km 6.7 10300 年 B-C 級 0.29% 0.48% 
30078 鈴ヶ沢断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30079 白巣峠断層帯 10km 6.5 1600 年 A-B 級 1.9% 3.1% 
30080 若栃峠断層 14km 6.7 4400 年 B 級 0.68% 1.1% 
30081 久野川断層 15km 6.8 4800 年 B 級 0.62% 1.0% 
30082 古川断層帯(戸市川断層) 16km 6.8 27000 年 C 級 0.11% 0.19% 
30083 口有道－山之口断層 20km 7.0 33800 年 C 級 0.089% 0.15% 
30084 屏風山断層南西部 
（屏風山断層南西部残り） 16km 6.8 80000 年 （注 5） 0.037% 0.062% 
30085 笠原断層 16km 6.8 12700 年 B-C 級 0.24% 0.39% 
30086 華立断層 10km 6.5 7900 年 [B]級 0.38% 0.63% 
30087 深溝断層帯 11km 6.6 3500 年 0.25mm/y 0%注 6) 0%注 6) 
30088 名古屋市付近断層 11km 6.6 8700 年 0.1mm/y 0.34% 0.57% 
30089 天白河口断層 13km 6.7 150000 年 （注 5） 0.020% 0.033% 
30090 眉丈山断層帯 17km 6.9 5400 年 0.25mm/y 0.55% 0.92% 
30091 谷汲木知原断層 15km 6.8 2000 年 0.6mm/y 1.5% 2.5% 
30092 池田山断層 16km 6.8 5100 年 0.25mm/y 0.59% 0.98% 
30093 津島断層帯 31km 7.3 9800 年 B 級 0.31% 0.51% 
30094 鈴鹿沖断層 13km 6.7 4100 年 B 級 0.73% 1.20% 
30095 養老山地西縁断層帯 19km 注 4) 7.0 6000 年 B 級 0.50% 0.83% 
30096 宝慶寺断層 17km 6.9 13500 年 B-C 級 0.22% 0.37% 
30097 金草岳断層帯 10km 6.5 2600 年 0.3mm/y 1.1% 1.9% 
30098 奥川並断層 13km 6.7 10300 年 B-C 級 0.29% 0.48% 
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表 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル化諸元（その 3）． 
コード モデル化した断層名 
（注 1） 
断層長さ
（注 2） Ｍ 活動間隔
活動間隔算出 
根拠（注 3） 
30 年発生
確率 
50 年発生
確率 
30099 更毛断層 12km 6.6 9500 年 B-C 級 0.32% 0.52% 
30100 宝泉寺断層帯 17km 6.9 13500 年 B-C 級 0.22% 0.37% 
30101 美浜湾沖断層 21km 7.0 69500 年 ？(C 級未満) 0.043% 0.072% 
30102 耳川断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30103 琵琶湖東岸湖底断層 12km 6.6 3800 年 B 級 0.79% 1.3% 
30104 熊川断層帯 11km 6.6 8700 年 0.1mm/y 0.34% 0.57% 
30105 琵琶湖南部湖底断層 14km 6.7 4400 年 B 級 0.68% 1.1% 
30106 大鳥居断層帯 24km 7.1 40600 年 C 級 0.074% 0.12% 
30107 鈴鹿坂下断層帯 15km 6.8 7900 年 0.15mm/y 0.38% 0.63% 
30108 経ヶ峯南断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30109 中央構造線多気 20km 7.0 33800 年 C 級 0.089% 0.15% 
30110 家城断層帯 16km 6.8 27000 年 C 級 0.11% 0.19% 
30111 名張断層帯 29km 注 4) 7.3 49000 年 C 級 0.061% 0.10% 
30112 信楽断層帯 16km 6.8 5100 年 0.25mm/y 0.59% 0.98% 
30113 和束谷断層 14km 6.7 4400 年 B 級 0.68% 1.1% 
30114 田原断層 10km 6.5 16900 年 C 級 0.18% 0.30% 
30115 あやめ池撓曲帯 15km 6.8 4000 年 0.3mm/y 0.75% 1.2% 
30116 京阪奈丘陵撓曲帯 24km 7.1 7600 年 B 級 0.39% 0.66% 
30117 羽曳野断層帯 15km 6.8 4800 年 B 級 0.62% 1.0% 
30118 和泉北麓断層帯 16km 6.8 27000 年 C 級 0.11% 0.19% 
30119 中央構造線五条 36km 7.4 60800 年 [C]級 0.049% 0.082% 
30120 埴生断層 16km 6.8 5100 年 0.25mm/y 0.59% 0.98% 
30121 中山断層帯 11km 6.6 29100 年 0.03mm/y 0.10% 0.17% 
30122 三岳山断層 10km 6.5 33100 年 ？(C 級未満) 0.091% 0.15% 
30123 御所谷断層帯 29km 7.3 9200 年 B 級 0.33% 0.54% 
30124 高塚山断層 12km 6.6 3800 年 B 級 0.79% 1.3% 
30125 志筑断層帯 10km 6.5 7900 年 B-C 級 0.38% 0.63% 
30126 飯山寺断層帯 14km 6.7 23700 年 C 級 0.13% 0.21% 
30127 養父断層帯 21km 注 4) 7.0 6700 年 B 級 0.45% 0.74% 
30128 明延北方断層 12km 6.6 20300 年 C 級 0.15% 0.25% 
30129 引原断層 10km 6.5 16900 年 C 級 0.18% 0.30% 
30130 雨滝－釜戸断層 15km 6.8 49600 年 ？(C 級未満) 0.060% 0.10% 
30131 岩坪断層帯（鹿野断層） 13km 6.7 34400 年 0.03mm/y 0%注 6) 0%注 6) 
30132 岩坪断層帯（岩坪断層） 8km 6.3 21200 年 0.03mm/y 0.14% 0.24% 
30133 鹿島断層帯 18km 6.9 14300 年 0.1mm/y 0.21% 0.35% 
30134 芳井断層 11km 6.6 1500 年 0.6mm/y 2.0% 3.3% 
30135 福山断層帯 11km 6.6 36400 年 C 級未満 0.082% 0.14% 
30136 御調断層 10km 6.5 33100 年 ？(C 級未満) 0.091% 0.15% 
30137 庄原断層 10km 6.5 16900 年 C 級 0.18% 0.30% 
30138 三次断層帯 11km 6.6 18600 年 C 級 0.16% 0.27% 
30139 上根断層 15km 6.8 4800 年 B 級 0.62% 1.0% 
30140 筒賀断層帯 16km 6.8 12700 年 0.1mm/y 0.24% 0.39% 
30141 弥栄断層帯 47km 7.6 124400 年 0.03mm/y 0.024% 0.040% 
30142 大原湖断層 16km 6.8 2500 年 0.5mm/y 1.2% 2.0% 
30143 渋木断層 16km 6.8 53000 年 ？(C 級未満) 0.057% 0.094% 
30144 徳島平野南縁断層帯 13km 6.7 4100 年 B 級 0.73% 1.2% 
30145 鮎喰川断層帯 28km 注 4) 7.2 92700 年 ？(C 級未満) 0.032% 0.054% 
30146 江畑断層帯 22km 7.1 72800 年 C 級未満 0.041% 0.069% 
30147 高縄山北断層 15km 6.8 49600 年 ？(C 級未満) 0.060% 0.10% 
30148 綱付森断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30149 安田断層 23km 7.1 76100 年 ？(C 級未満) 0.039% 0.066% 
30150 行当岬断層 17km 6.9 5400 年 B 級 0.55% 0.92% 
30151 高知吾川 22km 7.1 17500 年 0.1mm/y 0.17% 0.29% 
30152 宿毛－中村断層帯 26km 7.2 86100 年 ？(C 級未満) 0.035% 0.058% 
30153 土佐清水北断層帯 10km 6.5 33100 年 ？(C 級未満) 0.091% 0.15% 
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表 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル化諸元（その 4）． 
コード モデル化した断層名 
（注 1） 
断層長さ
（注 2） Ｍ 活動間隔
活動間隔算出 
根拠（注 3） 
30 年発生
確率 
50 年発生
確率 
30154 小倉東断層帯 12km 6.6 31800 年 0.03mm/y 0.094% 0.16% 
30155 福智山断層帯 29km 7.3 23000 年 0.1mm/y 0.13% 0.22% 
30156 警固断層帯 19km 7.0 15100 年 0.1mm/y 0.20% 0.33% 
30157 佐賀関断層 12km 6.6 20300 年 C 級 0.15% 0.25% 
30158 福良木断層 10km 6.5 33100 年 ？(C 級未満) 0.091% 0.15% 
30159 多良岳南西麓断層帯 
（多々良岳南西麓断層帯） 15km 6.8 25400 年 C 級 0.12% 0.20% 
30160 阿蘇外輪南麓断層群 15km 6.8 29800 年 0.04mm/y 0.10% 0.17% 
30161 緑川断層帯 26km 注 4) 7.2 8300 年 B 級 0.36% 0.60% 
30162 鶴木場断層帯 11km 6.6 36400 年 ？(C 級未満) 0.082% 0.14% 
30163 国見岳断層帯 13km 6.7 43000 年 ？(C 級未満) 0.070% 0.12% 
30164 川南－征矢原断層 14km 6.7 4400 年 B 級 0.68% 1.1% 
30165 人吉盆地断層帯 22km 7.1 8700 年 0.2mm/y 0.34% 0.57% 
30166 水俣断層帯 10km 6.5 16900 年 C 級 0.18% 0.30% 
30167 長島断層群 15km 6.8 25400 年 C 級 0.12% 0.20% 
30168 鹿児島湾東縁断層帯 17km 6.9 5400 年 B 級 0.55% 0.92% 
30169 鹿児島湾西縁断層帯 15km 6.8 49600 年 ？(C 級未満) 0.060% 0.10% 
30170 市木断層帯 23km 7.1 76100 年 ？(C 級未満) 0.039% 0.066% 
30171 池田湖西断層帯 10km 6.5 800 年 A 級 3.7% 6.1% 
30172 種子島北部断層 14km 6.7 5600 年 0.2mm/y 0.53% 0.89% 
30173 屋久島南岸断層帯 18km 6.9 4800 年 0.3mm/y 0.62% 1.0% 
30174 喜界島断層帯 14km 6.7 1100 年 A 級 2.7% 4.4% 
30175 沖永良部島断層帯 13km 6.7 4100 年 B 級 0.73% 1.2% 
30176 金武湾西岸断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30177 宮古島断層帯 29km 7.3 9200 年 B 級 0.33% 0.54% 
30178 与那国島断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30179 能登半島地震断層注 7) － 6.9 － － 0%注 6) 0%注 6) 
30180 宇部東部断層－下郷断層 12km 6.6 39700 年 ？(C 級未満) 0.076% 0.13% 
30181 宇部南東沖断層帯 16km 6.8 53000 年 ？(C 級未満) 0.057% 0.094% 
30182 姫島北西沖断層帯 18km 6.9 59600 年 ？(C 級未満) 0.050% 0.084% 
注 1） モデル化した断層名は，両データベースのいずれかに掲載されている名称がある場合にはその名称をつけてい
るが，適当な名称がなく暫定的に地名をつけているものもある．赤字は 2008 年起点と比べて変更となったもの，
青字は 2008 年より名称を変更したもの（2008 年版までの名称はカッコ内の黒字）を示す． 
注 2） 断層長さは両端の座標より算定した値を示している． 
注 3）活断層の活動間隔算出根拠において，「○級」とあるものは「新編日本の活断層」に記載された活動度から求め
た平均変位速度に基づいて活動間隔を算出している．「○mm/y」とあるものは「活断層詳細デジタルマップ」
に記載されている平均変位速度のデータに基づいている．「（注 5）」は次の注 5）を参照．「？（C 級未満）」は
データがないので，C 級未満の活動度を設定した． 
注 4）野辺地断層帯（30014），鳥田目断層帯（30022），鶴川断層（30064），中央構造線赤石山地西縁断層帯（30074），
養老山地西縁断層帯（30095），名張断層帯（30111），養父断層帯（30127），鮎喰川断層帯（30145），緑川断層
帯（30161）は，活断層両端の確実度Ⅲの断層線は，5km 以下の短いものは断層長さに含めたが，5km より長
いものは含めなかった． 
注 5）双葉断層南部（原町市大原以南）（30032）は，第四紀後期の約 12 万年間に変位がなかったとされていることか
ら（福島県, 1999），平均活動間隔を 12 万年とした．鴨川低地断層帯北断層（30062）は，「活断層詳細デジタ
ルマップ」において「最近１万年は活動していない」とされていることから，平均活動間隔を１万年とした．
屏風山断層南西部（30084）は，約８万年以降に変位はなかったとされていることから（岐阜県, 2001），平均
活動間隔を８万年とした．天白河口断層（30089）は，名古屋市の調査により「最近 15 万年は活動していない」
とされていることから（名古屋市, 1999），平均活動間隔を 15 万年とした． 
注 6） 次の活断層については最近活動したことがわかっており，近い将来に地震が発生する可能性は低いと考えられ
るため，地震発生確率は 30 年，50 年ともに 0％とした． 
石廊崎断層（30071）： 1974 年伊豆半島沖地震 
深溝断層帯（30087）： 1945 年三河地震 
岩坪断層帯（鹿野断層）（30131）： 1943 年鳥取地震 
能登半島地震断層（30179）： 2007 年能登半島地震 
注 7）能登半島地震断層は国土地理院のモデルに基づき，断層長さ 34.5km，断層幅 20km，走向 55 度，傾斜角 63 度
の南東傾斜の逆断層としてモデル化している． 
注 8）見え消しの活断層は，主要活断層帯としてモデル化されたために本表から除かれたもの． 
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図 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル（その 1）． 
赤：主要活断層帯以外の活断層のモデル 
黒：主要活断層帯のモデル 
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図 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル（その 2）． 
赤：主要活断層帯以外の活断層のモデル 
黒：主要活断層帯のモデル 
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図 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル（その 3）． 
赤：主要活断層帯以外の活断層のモデル 
黒：主要活断層帯のモデル 
 3-59 
 
 
 
 
図 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル（その 4）． 
赤：主要活断層帯以外の活断層のモデル 
黒：主要活断層帯のモデル 
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図 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル（その 5）． 
赤：主要活断層帯以外の活断層のモデル 
黒：主要活断層帯のモデル 
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図 3.3.3-1 主要活断層帯以外の活断層のモデル（その 6）． 
赤：主要活断層帯以外の活断層のモデル 
黒：主要活断層帯のモデル
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3.3.4 震源断層を予め特定しにくい地震 
3.3.4.1 震源断層を予め特定しにくい地震の定義と分類 
 ここまで述べてきた地震に分類されるもの以外にも，
例えば活断層が知られていないところで発生する内陸の
浅い地震やプレート間の中小地震など，実際には数多く
の地震が発生する．本報告書では，これらの地震を「震
源断層を予め特定しにくい地震」と呼び，確率論的地震
動予測地図作成の際にその影響を考慮している．震源断
層を予め特定しにくい地震は，その一つ一つについて，
事前に発生場所，地震規模，発生確率を特定することが
困難であるため，地震群としての特徴を確率モデルで表
現する．ここでは，震源断層を予め特定しにくい地震を，
その発生場所によって以下のように分類して評価する． 
 
a) 太平洋プレートのプレート間及びプレート内の震源
断層を予め特定しにくい地震 
a-1) 太平洋プレートのプレート間で発生する地震の
うち大地震以外の地震 
a-2) 沈み込む太平洋プレート内で発生する地震のう
ち大地震以外の地震 
b) フィリピン海プレートのプレート間及びプレート内
の震源断層を予め特定しにくい地震 
b-1) フィリピン海プレートのプレート間で発生する
地震のうち大地震以外の地震 
b-2) 沈み込むフィリピン海プレート内で発生する地
震のうち大地震以外の地震 
c) 陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていな
い場所で発生する地震 
d) 浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震 
e) 日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地震 
f) 伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震 
g) 南西諸島付近の震源断層を予め特定しにくい地震 
 
3.3.4.2 評価手法の概要 
 震源断層を予め特定しにくい地震の評価手法は，「全国
を概観した地震動予測地図」（地震調査委員会 , 2005b， 
2006b，2007b，2008b）で用いられているものと同様であ
り，「確率論的地震動予測地図の試作版（地域限定－西日
本）」（地震調査委員会長期評価部会・強震動評価部会 , 
2004），「確率論的地震動予測地図の試作版（地域限定－
北日本）」（地震調査委員会長期評価部会・強震動評価部
会, 2003），および「震源を予め特定しにくい地震等の評
価手法について（中間報告）」（地震調査委員会長期評価
部会, 2002a）に準拠することを基本としている．基本的
な評価手法は以下に示すとおりであるが，実際には，
3.3.4.1 で分類した地震ごとあるいは地域ごとの状況に応
じて取扱いを変えている場合がある．それらについては
個別の評価のところで説明する． 
 なお，地震調査委員会（2008b）との大きな違いは， 
 
① 最大マグニチュードの設定における下限値を一律
6.5 としていたが，以下のように変更した． 
a) 海域のうち沈み込むプレートの震源断層を予め
特定しにくい地震の最大マグニチュードを設定
する際の下限値を，従来の 6.5 から 7.0 に変更． 
 根拠：海溝型地震の長期評価等によれば，三
陸沖中部（岩手県沖）など大きな地震が発生
しにくいと考えられる領域でも，M7.0 程度ま
での地震が発生しているため． 
b) 海域のうち陸側のプレートの上部地殻内および
伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地
震の最大マグニチュードを設定する際の下限値
を，従来の 6.5 から 7.0 に変更． 
 根拠：陸域とは異なり，活断層が十分に把握され
ておらず，個別の震源断層としてのモデル化が行
われていないため． 
c) 陸域の震源断層を予め特定しにくい地震の最大
マグニチュードを設定する際の下限値を，従来の
6.5 から 6.8 に変更． 
 根拠：現在モデル化している活断層との対応がと
れない M6.8 の地震が，過去に少なからず発生し
ているため． 
② フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しに
くい地震の地域区分のうち，豊後水道から九州東部
を経て南西諸島に至るやや深い地震の発生する領
域の一部を，安芸灘～伊予灘～豊後水道の領域に含
めた． 
③ 使用する気象庁震源データの期間を 1 年延長して
2007 年末までにした． 
の 3 点である． 
 
 震源断層を予め特定しにくい地震は，過去に発生した
地震のデータに基づき，地震の発生場所，規模，頻度を
モデル化する．この際，海溝型地震の長期評価で区分さ
れた領域，地震地体構造，震央分布等に基づいて区分さ
れた領域を単位として評価する方法（以下，地域区分す
る方法）と，機械的に区分した東西南北 0.1 度のメッシ
ュを単位として評価する方法（以下，地域区分しない方
法）の両者を用いる．前者は損害保険料率算定会(2000)
で用いられている手法に準じたもの，後者は Frankel 
(1995)における smoothed seismicity の考え方に準じたも
のである．両者の大きな違いは，地震活動度が一様と考
える領域の大きさである．地域区分する方法での領域は
一般に 0.1 度のメッシュよりも大きいため，地震発生頻
度の地域分布の変化（最大と最小の頻度の比や頻度の距
離による変化の程度）は，地域区分しない方法による方
が強くなる傾向がある．最終的には，地域区分する方法
に基づく頻度も 0.1 度メッシュごとの頻度に換算し，地
域区分の有無による結果の平均値を用いている． 
 地震発生頻度の算定に用いる震源データは，対象地域
ごとの条件を勘案して決めているが， 
 
a) 宇津カタログ（宇津, 1982; 宇津, 1985）のうち 1885
年から 1925 年のマグニチュード 6.0 以上の地震と，
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平成 20 年に刊行された気象庁地震火山月報（カタ
ログ編）2007 年 12 月（気象庁, 2008）に収録の震
源データのうち 1926年から 2007年のマグニチュー
ド 5.0 以上の地震のデータを組み合わせたもの（中
地震カタログ） 
b) 気象庁震源データのうち 1983年から 2007年のマグ
ニチュード 3.0 以上（太平洋プレートとフィリピン
海プレートの地震については 4.0 以上）の地震のデ
ータ（小地震カタログ） 
の 2 つを併用することを基本とする．震源深さは 200km
以浅のものを用いる．なお，これらのカタログからは，
別途モデル化されている地震（主要活断層帯，海溝型地
震，主要断層帯以外のその他の活断層）に対応するもの
は除去する． 
 余震は，マグニチュード 6.0 以上の地震の発生後 90 日
以内に，震央を中心とする次式（建設省土木研究所 , 
1983）で表される面積 A (km2) の円内で発生した地震を
余震とみなし，機械的に除去する． 
log A = M-3.2             (3.3.4.2-1) 
なお，前震および群発地震は除去していない． 
 地震の規模の確率分布は，上限値を有するグーテンベ
ルク・リヒターの関係に従うと仮定して評価し，係数b
は日本周辺の平均的な値と考えられる 0.9 とする．地震
ハザード解析で考慮する最小のマグニチュードは 5.0 2と
し，最大マグニチュードは過去に発生した地震の規模や
関連する長期評価の結果等を踏まえて，地域区分した領
域ごとに設定する．この際，最大マグニチュードの下限
値として，陸域では 6.8，海域では 7.0 を設けている． 
 地震の発生時系列は，定常ポアソン過程に従うと仮定
する． 
 
 以下では，分類された地震ごとに評価条件と評価結果
を示す． 
 
3.3.4.3 太平洋プレートのプレート間及びプレート内の
震源断層を予め特定しにくい地震 
1) 対象とする地震 
 太平洋プレートのプレート間及びプレート内の震源断
層を予め特定しにくい地震として，太平洋プレートの沈
み込みに伴う地震のうち，海溝軸よりも陸側で，プレー
ト上面深度が概ね 150km 程度までの領域の地震を対象
とする．対象地域に関連する海溝型地震の長期評価とし
て，「宮城県沖地震の長期評価」（地震調査委員会 , 
2000），「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評
価」（地震調査委員会 , 2002b），「相模トラフ沿いの地震
活動の長期評価」（地震調査委員会 , 2004c），「千島海溝
                                                                 
2 小地震カタログを用いる場合には，マグニチュード 3.0
（あるいは 4.0）以上の地震の発生頻度と，b=0.9 のグ
ーテンベルク・リヒターの関係に基づき，解析で用い
る最小マグニチュード 5.0 以上の地震の発生頻度を算
出している． 
沿いの地震活動の長期評価（第二版）」（地震調査委員会, 
2004d）がそれぞれ公表されていることから，モデル化に
際しては，これらの評価を参照する．具体的な地域区分
は 2)で示すが，ここで対象とする領域は，千島海溝沿い
から小笠原諸島周辺までとなっている． 
 他の震源断層を予め特定しにくい地震との関連は以下
のとおりである．まず，陸域については，後述のとおり
深さが 25km 以浅の地震が「陸域で発生する地震のうち
活断層が特定されていない場所で発生する地震」として
別途考慮されているため，重複する領域では 25km より
深い地震を評価対象とする．浦河沖では，深さ 25km か
ら 45km に「浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震」
が別途考慮されており，そこに含まれる地震は対象外と
なる．南関東では，フィリピン海プレートの下に太平洋
プレートが沈み込んでおり，平面的には「陸域で発生す
る地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する
地震」に加えて「フィリピン海プレートのプレート間及
びプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震」とも
重複することになる．これらの地震は，図 3.3.4.3-1 に示
すように分離して取り扱う．具体的には，太平洋プレー
トの上面よりも 5km 上を境として，それより深いものを
太平洋プレートの地震とみなしている．房総沖以南では，
「伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震」と
重複しているため，太平洋プレートの地震としては，深
さが 40km より深いものを対象とする． 
 
2) 地域区分 
 図 3.3.4.3-2 に，太平洋プレートのプレート間およびプ
レート内の震源断層を予め特定しにくい地震の地域区分
を示す． 
 房総半島沖以北については，関連する海溝型地震の長
期評価で示された領域区分やプレート等深線に加えて，
Kosuga et al. (1996)，勝俣・他（2002）に示されているプ
レートの等深線，および Umino et al. (1990) を参考に地
域区分を設定しており，プレートの上面深度が 60km の
等深線付近を境に浅い方と深い方とを分けている．南関
東の領域は，「南関東の M7 程度の地震」の領域と整合す
るように設定されており，領域番号 12 と 13 を分ける境
界は Ishida (1992) によるフィリピン海プレート上面の
80km の等深線である．房総半島沖以南の領域では，海
溝型地震の評価が行われていないため，海溝軸と宇津
（2001）に記載の等深線から推定した深さ 60km と深さ
150km の等深線によって分割している． 
 
3) 地震カタログ 
 原則として，中地震と小地震（最小マグニチュードは
4.0）のカタログを併用する．ただし，図 3.3.4.3-2 に記載
のとおり，北方四島を含む領域では観測網の検知能力を
勘案して，中地震カタログを 1960 年以降のマグニチュー
ド 5.0 以上の地震に限定している．また，関東周辺では，
中地震カタログとして，大正関東地震の影響が少なくな
った 1940 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震を用い
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る．さらに，房総半島沖以南では，観測網の検知能力を
勘案して，1983 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震
のみを用いることとし，カタログの併用は行わない． 
 震源深さは，200km までを対象としているが，先述の
とおり，平面的に重複する他の震源断層を特定しにくい
地震に該当するデータは除去する．さらに，関連する海
溝型地震として別途考慮されているものもカタログから
除去する． 
 図 3.3.4.3-3 に 1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上の
地震の震央分布を，図 3.3.4.3-4 に 1983 年以降のマグニ
チュード 4.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す．ま
た，図 3.3.4.3-5 および 6 には，地震の規模別累積発生頻
度を示す． 
 
4) 最大マグニチュード 
 最大マグニチュードは，地域区分された領域それぞれ
について，過去に発生した最大地震の規模と，関連する
領域における海溝型地震の長期評価とを参照して設定す
る．ただし，過去に発生した最大地震の規模が Mj =7.0
未満の場合，Mj =7.0 をその領域の最大マグニチュードと
する．図 3.3.4.3-7 と表 3.3.4.3-1 に，設定した最大マグニ
チュードとその根拠を示す． 
 
5) プレート間地震とプレート内地震の比率 
 茨城県沖よりも北の領域では，北日本を対象とした試
作版（地震調査委員会長期評価部会・強震動評価部会 , 
2003）で用いられた比率を適用する．これは，図 3.3.4.3-8
に示すように，プレート上面から 20km 深いところを境
に，その上下の地震数の比に基づいて設定されたもので
ある（防災科学技術研究所, 2003）．ただし，60km の等
深線よりも深い領域については，全てプレート内地震と
している．一方，北日本の試作版の対象外であった南関
東以南の領域については，フィリピン海プレートの存在
もあり深さ方向に複雑な震源分布となっているために地
震を分離することが容易ではないことから，以下のよう
に設定する．まず，深さ 60km（南関東では 80km）より
深い領域は全てプレート内地震とし，南関東の 80km 以
浅の領域は比を 1:1，残る 2 領域は北に隣接する茨城県
沖の比率（8:1）と同じと仮定する．以上のように設定し
たプレート間地震とプレート内地震の比を図 3.3.4.3-9 に
示す． 
 
6) 断層面の設定 
 プレート間地震はプレート上面の深さに，プレート内
地震はプレートの上面より 30km 深い位置に，それぞれ
断層面の中心を置く．断層面の形状は円形とし，プレー
ト間地震はプレート上面に沿うように，また，プレート
内地震はプレート内に水平の断層面を設定する．円形断
層の面積  S(km2) は宇津・関（1955）の式の係数を丸め
た 
log S = M-4.0              (3.3.4.3-1) 
を満足するようにマグニチュードに応じて設定する． 
 
7) モーメントマグニチュード Mw への変換 
モーメントマグニチュード Mw は，Mj と同じとする． 
 
8) 地震発生頻度の分布 
 図 3.3.4.3-10(a)に，プレート間地震とプレート内地震
を合計した場合の発生頻度（0.1 度×0.1 度の領域で 1 年
間にマグニチュード 5.0 以上の地震が発生する頻度）の
分布を示す．これは，1)中地震カタログで地域区分する
方法，2)中地震カタログで地域区分しない方法，3)小地
震カタログで地域区分する方法，4)小地震カタログで地
域区分しない方法，の 4 ケースの頻度を平均したもので
ある．この結果を，先に述べたプレート間とプレート内
の地震の比率を考慮して分離した頻度を同図 (b)および
(c)に示す． 
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図 3.3.4.3-1 関東平野周辺の地震のうち，M7 程度の海溝型地震および震源断層を予め特定しにくい地震の取扱いの模
式図． 
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図 3.3.4.3-2 太平洋プレートの震源断層を予め特定しにくい地震の地域区分と頻度算定に用いる地震カタログ．特記
のない場合は，標準カタログを使用． 
 
1983 年以降の M5.0 以上の地
震を用いる（中小の併用な
し，観測網の検知能力を勘
中地震カタログとして，1940
年以降の M5.0 以上の地震を
用いる（大正関東地震の影響
の少ない期間） 
中地震：1960 年以降の M5.0 以上
（観測網の検知能力を勘案） 
プレート上面深さ
80km の等深線を
参考に設定 
プレート上面深さ 60km
の等深線を参考に設定
プレート上面深さ 60km
の等深線を参考に設定 
中地震：1940 年以降の M5.0 以上 
（大正関東地震の影響の少ない期間） 
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図 3.3.4.3-3 1926 年以降の M≧5.0 の地震の震央分布図． 
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図 3.3.4.3-4 1983 年以降の M≧4.0 の地震の震央分布図． 
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図 3.3.4.3-5 中地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 1）． 
1960 以降のデー
タを使用
1960 以降のデー
タを使用
1940 以降のデー
タを使用 
1940 以降のデー
タを使用 
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  図 3.3.4.3-5 中地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 2）． 
 
 
図 3.3.4.3-6 小地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 1）． 
1940 以降のデー
タを使用 
1940 以降のデー
タを使用
1940 以降のデー
タを使用 
1983 以降の M5 以
上のデータを使用
1983 以降の M5 以
上のデータを使用 
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図 3.3.4.3-6 小地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 2）． 
 
1983 以降の M5 以
上のデータを使用
1983 以降の M5 以
上のデータを使用 
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図 3.3.4.3-7 領域ごとの地震の最大マグニチュード． 
 
内：M=7.4（1935.09.11）
間：M=6.9（1968.01.29 他）
間：M=6.9（1961.11.25 他） 
内：M=7.1（2003.5.26） 
間・内：M=7.0（1928.5.27） 
間：M=7.5（1909.3.13） 
間・内：M=7.0（1901.6.15） 
間・内：M=7.3（1896.1.9） 
内：M=7.0（7.0 以上なし） 
内：M=7.2 
M7 程度の地震が考慮され
ていないことに配慮 
間・内：M=7.5（1915.11.1） 
間・内：M=7.2（1898.4.23） 
間・内：M=7.1（1905.7.7） 
間：M=6.6（長期評価未満） 
間・内：M=7.0（1916.9.15） 
内：M=7.0（7.0 以上なし） 
間・内：M=7.4（1953.11.26） 
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表 3.3.4.3-1 領域ごとに設定した最大マグニチュードと根拠． 
番号 最大 M 根拠 備考 
1 プレート間 6.9 1968.01.29 他 M7.1 程度の地震が一回り小さい海溝型地震として
別途考慮されている． 
プレート内 7.4 1935.09.11(h=90km) プレート内の最大 M は No.1, 2, 10 で共通に設定． 
1937.2.21(M7.6)は浅い地震と判断． 
2 プレート間 6.9 1961.11.25 他 M7.1 程度の地震が一回り小さい海溝型地震として
別途考慮されている． 
プレート内 7.4 1935.09.11(h=90km) プレート内の最大 M は No.1, 2, 10 で共通に設定． 
3 プレート間 
および 
プレート内 
7.0 1928.5.27 プレート間では M7.1～7.6 の地震が固有地震以外の
海溝型地震として考慮されている． 
最大 M はプレート間とプレート内で共通に設定． 
4 プレート間 7.5 1909.3.13 M8.2 前後の地震が海溝型地震として別途考慮され
ている． 
この地震は長期評価では房総沖の地震として言及さ
れているが，個別のモデル化がされていないために
考慮． 
プレート内 －  地震動評価の観点で，全てプレート間地震と仮定．
5 プレート間 
および 
プレート内 
7.0 1901.6.15 海溝型地震はなし． 
最大 M はプレート間とプレート内で共通に設定． 
6 プレート間 
および 
プレート内 
7.5 1915.11.1 M7.7 前後の地震が海溝型地震として別途考慮され
ている． 
最大 M はプレート間とプレート内で共通に設定． 
7 プレート間 
および 
プレート内 
7.2 1898.4.23 M7.3 程度～7.5 の宮城県沖地震が海溝型地震として
別途考慮されている． 
最大 M はプレート間とプレート内で共通に設定． 
8 プレート間 
および 
プレート内 
7.1 1905.7.7 M7.4 前後の地震が海溝型地震として別途考慮され
ている． 
最大 M はプレート間とプレート内で共通に設定． 
9 プレート間 7.3 1896.1.9 M6.8 程度の地震（評価対象は 6.7～7.0）が海溝型地
震として別途評価されているが，2008.5.8 の M7.0 の
地震を含めて再評価の可能性有． 
プレート内 7.3 （同上） プレート間と共通に設定． 
10 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 
プレート内 7.4 1935.09.11(h=90km) 最大 M は No.1, 2, 10 で共通に設定． 
11 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 
プレート内 7.1 2003.5.26 宮城県沖  
12 プレート間 6.6 長期評価未満 M6.7～7.2 程度の地震が海溝型地震として別途考慮
されている． 
プレート内 7.2  海溝型地震である「M7 程度の地震」の対象外であ
ることに配慮 
13 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 
プレート内 7.2  海溝型地震である「M7 程度の地震」の対象外であ
ることに配慮 
14 プレート間 
および 
プレート内 
7.0 1916.9.15 プレート間とプレート内で共通に設定 
15 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 
プレート内 7.0 下限値を適用 7.0 以上なし 
16 プレート間 
および 
プレート内 
 7.4 1953.11.26 プレート間とプレート内で共通に設定． 
この地震は長期評価では房総沖の地震として言及さ
れているが，個別のモデル化がされていないために
考慮． 
17 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 
プレート内 7.0 下限値を適用 7.0 以上なし 
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図 3.3.4.3-8 茨城県沖以北の領域におけるプレート間地震とプレート内地震の分離の考え方（地震調査委員会長期評
価部会・強震動評価部会, 2003）． 
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図 3.3.4.3-9 領域ごとのプレート間地震とプレート内地震の比． 
 
間：内＝３：１ 
間：内＝２０：１
間：内＝０：１
間：内＝０：１ 
間：内＝１：０ 
間：内＝８：１
間：内＝８：１
間：内＝１：１
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(a) プレート間とプレート内の合計 
 
図 3.3.4.3-10 太平洋プレートの地震の発生頻度（0.1 度四方あたり，M5.0 以上）． 
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 (b) プレート間 (c) プレート内 
 
図 3.3.4.3-10 太平洋プレートの地震の発生頻度（0.1 度四方あたり，M5.0 以上）．
 
 
 
 
 
3.3.4.4 フィリピン海プレートのプレート間及びプレー
ト内の震源断層を予め特定しにくい地震 
1) 対象とする地震 
 フィリピン海プレートのプレート間及びプレート内の
震源断層を予め特定しにくい地震として，フィリピン海
プレートの沈み込みに伴う海溝軸よりも陸側の地震を対
象とする．対象地域では，海溝型地震の長期評価として，
「南海トラフの地震の長期評価について」（地震調査委
員会 , 2001b），「日向灘および南西諸島海溝周辺の地震
活動の長期評価について」（地震調査委員会 , 2004a），
「相模トラフ沿いの地震活動の長期評価について」（地
震調査委員会, 2004c）がそれぞれ公表されていることか
ら，モデル化に際しては，これらの評価を参照する．具
体的な地域区分は，2)で示すが，ここで対象とする地震
は，地域によって，南関東，南海トラフ沿い，安芸灘～
伊予灘～豊後水道，日向灘，九州から南西諸島のやや深
い領域の 5 つに大別される． 
 他の震源断層を予め特定しにくい地震との関連は以下
のとおりである．まず，陸域については，後述のとおり
深さが 25km 以浅の地震が「陸域で発生する地震のうち
活断層が特定されていない場所で発生する地震」として
別途考慮されているため，重複する領域では 25km より
深い地震を評価対象とする．南関東では，フィリピン海
プレートの下に太平洋プレートが沈み込んでおり，平面
的には，3.3.4.3 で扱った「太平洋プレートプレート間及
びプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震」とも
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重複することから，震源の深さによって両者を分離する．
具体的な分離の方法は先に「太平洋プレートの震源断層
を予め特定しにくい地震」の項で説明したとおりであり，
太平洋プレートの上面よりも 5km 上を境として，それよ
り浅いものをフィリピン海プレートの地震とみなしてい
る．南西諸島付近については，「南西諸島付近の震源断層
を予め特定しにくい地震」と重複しており，フィリピン
海プレートの地震としては，深さが 60km より深いもの
を対象とする．海溝軸よりも南側では，伊豆諸島から小
笠原諸島にかけて浅い地震が発生しており，これらはフ
ィリピン海プレートの内部で発生しているものと推測さ
れるが，別途「伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しに
くい地震」としてモデル化がされている． 
 
2) 地域区分 
 図 3.3.4.4-1 に，フィリピン海プレートのプレート間お
よびプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震の地
域区分を示す．安芸灘～伊予灘～豊後水道，日向灘，お
よび九州から南西諸島周辺のやや深発地震に対応する領
域は，いずれも長期評価で設定された領域を参考に設定
している．南海トラフ沿いの領域の南側境界は海溝軸を
参考に，また，北側は震央分布の北限を参考にそれぞれ
設定している．南関東の領域は，「南関東の M7 程度の地
震」の領域と整合するように設定されており，5 と 6 の
領域を分ける境界は Ishida(1992)によるフィリピン海プ
レート上面の 30km の等深線である．なお，伊豆半島を
含む領域は，陸域の震源断層を予め特定しにくい地震と
して別途モデル化をするため，フィリピン海プレートの
地震としては評価の対象外とする． 
 地震調査委員会(2008b)からの変更点は，豊後水道から
九州東部を経て南西諸島に至るやや深い地震の発生する
領域の一部を，安芸灘～伊予灘～豊後水道の領域に含め
たことである（図 3.4.4.4-2 参照）． 
 
3) 地震カタログ 
 原則として，中地震と小地震（最小マグニチュードは
4.0）のカタログを併用するが，南関東の領域では，中地
震カタログとして，大正関東地震の影響が少なくなった
1940 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震を用いる．
また，九州から南西諸島周辺のやや深発地震の領域では，
観測網の検知能力を勘案して，1983 年以降のマグニチュ
ード 5.0 以上の地震のみを用いることとし，カタログの
併用は行わない．震源深さは，陸域の震源断層を予め特
定しにくい地震と領域が重複する部分については 25km
より深い地震が用いられており，また，南関東では，太
平洋プレートの震源断層を予め特定しにくい地震に該当
するものが除かれている．さらに，関連する海溝型地震
として別途考慮されているものもカタログから除去する． 
 図 3.3.4.4-3 に，1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上
の地震の震央分布を，図 3.3.4.4-4 に 1983 年以降のマグ
ニチュード 4.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す．
また，図 3.3.4.4-5 および 6 には，地震の規模別累積発生
頻度を示す． 
 
4) 最大マグニチュード 
 最大マグニチュードは，地域区分された領域それぞれ
について，1600 年以降に発生した最大地震の規模と，関
連する領域における海溝型地震の長期評価とを参照して
設定する．表 3.3.4.4-1 と図 3.3.4.4-7 に，設定した最大マ
グニチュードとその根拠を示す． 
 
5) プレート間地震とプレート内地震の比率 
 日向灘の領域では，植平・他（2001）を参考に，プレ
ート間地震とプレート内地震の比率を 7:3 に設定する．
南関東の領域では，プレート上面が 30km より深い北側
の領域でプレート間地震とプレート内地震の比を 1:1 と
し，南側の領域では浅い地震が地殻内の地震として考慮
されることも勘案して全てプレート内地震とする．また，
これら以外の領域については，全てプレート内地震とす
る．領域ごとの比率を図 3.3.4.4-8 に示す． 
 
6) 断層面の設定 
 対象地域の長期評価ならびに既往の研究成果に基づい
てフィリピン海プレートの上面を設定した上で，プレー
ト間地震はプレート上面の深さに，プレート内地震はプ
レートの上面より 10km 深い位置に，それぞれ断層面の
中心を置く．断層面の形状は円形とし，プレート間地震
はプレート上面に沿うように，また，プレート内地震は
プレート内に水平の断層面を設定する．断層の面積は，
規模に応じて宇津・関（1955）の式（(3.3.4.3-1) 式）を
満足するように定める． 
 
7) モーメントマグニチュード Mw への変換 
モーメントマグニチュード Mw は，Mj と同じとする． 
 
8) 地震発生頻度の分布 
 図 3.3.4.4-9(a)に，プレート間地震とプレート内地震を
合計した場合の発生頻度（0.1 度×0.1 度の領域で 1 年間
にマグニチュード 5.0 以上の地震が発生する頻度）の分
布を示す．これは，1)中地震カタログで地域区分する方
法，2)中地震カタログで地域区分しない方法，3)小地震
カタログで地域区分する方法，4)小地震カタログで地域
区分しない方法，の 4 ケースの頻度を平均したものであ
る．この結果を，先に述べたプレート間とプレート内の
地震の比率を考慮して分離した頻度を同図 (b)および (c)
に示す．
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図 3.3.4.4-1 フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しにくい地震の地域区分と頻度算定に用いる地震カタログ．
特記のないものは，標準カタログを使用． 
 
 
     
      2009 年版        2008 年版以前 
 
図 3.3.4.4-2 地域区分の変更箇所（図中の数値は当該領域の震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード）． 
1983 年以降の M5.0 以上の地震
を用いる（中小の併用なし，南
西諸島での検知能力を勘案） 
中地震カタログとして，1940
年以降の M5.0 以上の地震を
用いる（大正関東地震の影響
の少ない期間） 
南西諸島付近の震源断
層を予め特定しにくい
地震として別途評価 
1
2
3
4
5 
6 
8.0 
6.6 
8.0 
6.6 
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図 3.3.4.4-3 1926 年以降の M≧5.0 の地震の震央分布図． 
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図 3.3.4.4-4 1983 年以降の M≧4.0 の地震の震央分布図．
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図 3.3.4.4-5 中地震カタログに基づく地震の規模別累積
頻度． 
 
 
 
 
 
図 3.3.4.4-6 小地震カタログに基づく地震の規模別累積
頻度． 
1983 以降の M5
以上のデータ
を使用 
1940 以降のデ
ータを使用 
1940 以降のデ
ータを使用
1983 以降の M5
以上のデータ
を使用 
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図 3.3.4.4-7 フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード． 
 
 
表 3.3.4.4-1 地域区分ごとの最大マグニチュード． 
番号 最大 M 根拠 備考 
1 プレート内 7.4 2004.09.05 紀伊半島南東沖  
 
2 
プレート間 6.9 1929.05.22 日向灘 
1996.10.19  
海溝型地震として M7.0 以上の地震が別途考慮され
ている． 
プレート内 7.2 1769.08.29 長期評価の記載に基づき設定． 
 
3 プレート内 6.6 1968.08.06 愛媛県西方沖 海溝型地震として M6.7 以上の地震が別途考慮され
ている． 
4 プレート内 8.0 1911.06.15 奄美大島近海 震央位置は，当該領域の長期評価の記載から
Gutenberg and Richter のカタログの位置を採用． 
5 プレート間 6.6 （長期評価未満） 海溝型地震として M6.7 以上の地震が別途考慮され
ている． 
プレート内 6.6 （長期評価未満） 海溝型地震として M6.7 以上の地震が別途考慮され
ている． 
6 プレート内 6.6 （長期評価未満） 海溝型地震として M6.7 以上の地震が別途考慮され
ている． 
 
 
内：M=8.0（1911.6.15） 
間：M=6.9（1929.5.22 他）
内：M=7.2（1769.8.29）
内：M=6.6（1968.8.6）
内：M=7.4（2004.9.5） 
間・内：M=6.6（長期評価未満） 
内：M=6.6（長期評価未満）
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図 3.3.4.4-8 プレート間地震とプレート内地震の比率． 
 
間：内＝０：１
間：内＝７：３
間：内＝１：１ 
 3-85 
 
(a) プレート間とプレート内の合計 
 
    
 (b) プレート間地震 (c) プレート内地震  
 
図 3.3.4.4-9 フィリピン海プレートの地震の発生頻度（0.1 度四方あたり，M5.0 以上）． 
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3.3.4.5 陸域で発生する地震のうち活断層が特定されて
いない場所で発生する地震 
1) 対象とする地震 
 ここで対象とする地震は，陸側のプレート上部地殻内
の地震発生層で発生する地震のうち，活断層が特定され
ていない場所で発生する浅い地震である．陸域では，主
要活断層帯やその他の活断層で発生する固有地震が別途
考慮されており，これらによって規模の大きい地震の多
くは網羅されていると考えられる．ただし，これらの活
断層に関連する固有地震以外の地震は特にモデル化がさ
れていないことから，震源断層が予め特定しにくい地震
に含めて評価する． 
 なお，陸側のプレートで発生する浅い地震のうち，九
州南部から南西諸島，および日本海東縁部は，震源断層
を予め特定しにくい地震として別途モデル化されるため，
ここでの対象外とする． 
 
2) 地域区分 
 垣見・他（ 2003）による地震地体構造区分図（図
3.3.4.5-1；以下，新垣見マップ）に基づき区分する．た
だし，御前崎から四国にかけての太平洋岸のように陸地
をカバーしていない場合には，境界を修正して陸地を含
むようにする．また，日本海東縁部を含む領域について
は，新潟県付近の陸域と日本海東縁部とが分かれるよう
に境界線を追加する．設定した区分を図 3.3.4.5-2 に示す．
1)で述べたとおり，日本海東縁部と九州南部以南は，別
途評価されるために対象外となっている． 
 
3) 地震カタログ 
 中地震と小地震（最小マグニチュードは 3.0）のカタ
ログを併用する．ただし，中地震カタログの期間は一部
変更しており，関東を含む領域と伊豆半島では，中地震
カタログとして，大正関東地震の影響が少なくなった
1940 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震を用いる．
また，北海道の東部から北方四島にかけての領域では，
観測網の検知能力を勘案し，中地震カタログとして 1960
年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震を用いる． 
 震源深さは 25km 以浅のもののみを用いることを原則
とするが，日本海側の海域においては，震源深さの精度
も勘案して，40km までの地震を対象とする．なお，地
震カタログからは，主要活断層帯の固有地震あるいは主
要活断層帯以外のその他の活断層で発生する地震に該当
するものは除去する． 
 図 3.3.4.5-3 に，1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上
の地震の震央分布を，図 3.3.4.5-4 に 1983 年以降のマグ
ニチュード 3.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す．
また，図 3.3.4.5-5 および 6 には，地震の規模別累積発生
頻度を示す． 
 
4) 最大マグニチュード 
 最大マグニチュードは，地域区分された領域それぞれ
について，1600 年以降に発生した地震のうち主要活断層
帯あるいは主要活断層帯以外のその他の活断層との対応
が明確でない地震の最大規模を採用する．ただし，陸域
については Mj =6.8 を，海域については Mj =7.0 をそれぞ
れ下限値とする．領域ごとに設定した最大マグニチュー
ドを，図 3.3.4.5-7 および表 3.3.4.5-1 に示す． 
 
5) 断層面の設定 
 震源断層は，上部地殻内の地震発生層で一様に分布す
ると仮定する．断層面の形状は鉛直な矩形断層面を想定
し，その長さはマグニチュードから松田（1975）の式で
評価する．幅は長さと等しい（ただし，地震発生層の厚
さで頭打ち）とし，走向はランダムとする．ただし，数
値計算の際には，防災科学技術研究所（2003)での検討結
果を参考に，これとほぼ等価な結果を与える深さ 3km の
点震源とする． 
 
6) モーメントマグニチュード Mw への変換 
 モーメントマグニチュード Mw は，武村（1990）に基
づき，Mj から次式で変換する． 
Mw =0.78 Mj +1.08            (3.3.4.5-1) 
 
7) 地震発生頻度の分布 
 図 3.3.4.5-8 に，陸域で発生する地震のうち活断層が特
定されていない場所で発生する地震の発生頻度（0.1 度
×0.1 度の領域で 1 年間にマグニチュード 5.0 以上の地震
が発生する頻度）の分布を示す．これは，1)中地震カタ
ログで地域区分する方法，2)中地震カタログで地域区分
しない方法，3)小地震カタログで地域区分する方法，4)
小地震カタログで地域区分しない方法，の 4 ケースの頻
度を平均したものである． 
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図 3.3.4.5-1 垣見・他（2003)による地震地体構造区分図（新垣見マップ）． 
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図 3.3.4.5-2 陸域の浅い震源を特定しにくい地震の地域区分と頻度算定に用いる地震カタログ．特記のないものは，
標準カタログを使用． 
中地震カタログとして，1960
年以降の M5.0 以上の地震を
用いる（観測網の検知能力を
勘案）
中地震カタログとして，1940
年以降の M5.0 以上の地震を
用いる（大正関東地震の影響
の少ない期間） 
日本海東縁部の震源断層を予め特
定しにくい地震として別途評価
南西諸島付近の震源断層
を予め特定しにくい地震
として別途評価
伊豆諸島以南の震源断層
を予め特定しにくい地震
として別途評価 
深さ 40km 以浅の地震を使用
(他の地域は 25km 以浅)
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図 3.3.4.5-3 1926 年以降の M≧5.0 の地震の震央分布（日本海東縁部，伊豆諸島以南も図示）． 
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図 3.3.4.5-4 1983 年以降の M≧3.0 の地震の震央分布（日本海東縁部，伊豆諸島以南も図示）． 
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図 3.3.4.5-5 中地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 1）． 
1960 以降のデー
タを使用 
1960 以降のデー
タを使用 
1940 以降のデー
タを使用 
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図 3.3.4.5-5 中地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 2）． 
1940 以降のデー
タを使用 
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図 3.3.4.5-6 小地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 1）． 
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図 3.3.4.5-6 小地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 2）． 
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図 3.3.4.5-7 陸域の震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード． 
 
M=6.8（6.8 以上なし)M=6.8（6.8 以上なし）
M=6.8（6.8 以上なし)
M=6.8（6.8 以上なし）
M=6.8（1729.8.1）
M=7.2（2008.6.14）
M=7.0（1961.8.19） 
M=6.9（1963.3.27） 
M=6.8（1909.8.14） 
M=7.0（1789.5.11） M=7.2（1633 小田原） 
M=7.3（2000.10.6） 
M=7.1（1872.3.14） 
M=7.0（1700.4.15） 
M=7.1（1914.1.12） 
M=6.9（1922.12.8）
M=6.8（6.8 以上なし）
M=6.8（6.8 以上なし） 
M=7.0（1649 川越, 1782 小田原）
M=7.2（1751 高田） 
M=6.8（6.8 以上なし） 
M=7.0（7.0 以上なし） M=6.8（6.8 以上なし）
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表 3.3.4.5-1 領域ごとの最大マグニチュード． 
番号 最大 M 根拠 備考 
1 6.8 （最大 M の下限値）  
2 6.8 （最大 M の下限値）  
3 6.8 （最大 M の下限値）  
4 6.8 （最大 M の下限値）  
5 6.8 （最大 M の下限値）  
6 6.8 （最大 M の下限値）  
7 6.8 （最大 M の下限値） 1772.6.3(M6.7)と 1858.7.8(M7.3)は太平洋プレートの
地震と判断． 
8 7.2 2008.06.14 岩手・宮城内陸 1766 津軽地震(M7.3)，1896 陸羽地震(M7.2)は活断層
と対応． 
9 7.0 1649.07.30 川越 
1782.08.23 小田原 
地殻内の地震かどうか不明確だが考慮． 
1924 丹沢地震(M7.3)は大正関東地震の余震として考
慮せず． 
10 7.2 1751.05.21 高田 1847 善光寺地震(M7.4)は活断層と対応． 
11 6.8 1729.08.01 能登・佐渡  
12 7.0 1961.08.19 北美濃地震 1891 濃尾地震(M8.0)，1858 飛越地震(M7.1)，1948 福
井地震(M7.1)はいずれも活断層と対応． 
13 6.8 1909.08.14 姉川地震 1596 慶長地震(M7.5)，1662 寛文地震(M7.5)，1854 伊
賀上野地震(M7.3)，1995 兵庫県南部地震(M7.3)はい
ずれも活断層と対応． 
1819 年の近江八幡付近の地震(M7.3)はやや深い地震
の可能性が指摘されているため対象外とした． 
14 6.9 1963.03.27 越前岬沖 1927 北丹後地震(M7.3)，1943 鳥取地震(M7.2)はいず
れも活断層と対応． 
15 7.3 2000.10.06 鳥取県西部地震 1649(M7.0)，1686(M7.2)，1857(M7.3)はフィリピン海
プレートの地震と考えられるため除外． 
16 7.0 1700.04.15 壱岐・対馬 2005 年福岡県西方沖(M7.0)は警固断層帯北西部と対
応． 
17 6.8 （最大 M の下限値）  
18 7.0 1789.05.11 阿波 1854 伊予西部(M7.4)はフィリピン海プレートの地震
と考えられるため対象外とした． 
19 6.8 （最大 M の下限値） 1769 年の M7.7 の地震は津波が発生しており，フィ
リピン海プレートの地震と判断． 
20 7.1 1914.01.12 桜島 火山性地震の可能性も指摘されているが最大マグニ
チュード設定に考慮． 
21 6.9 1922.12.08 千々石湾 1596 慶長豊後(M7.5)は活断層と対応． 
22 7.0 （海域の最大 M の下限値）  
23 7.1 1872.03.14 浜田地震  
24 7.2 1633.03.01 小田原（7±1/4） 1930 北伊豆地震(M7.3)は活断層と対応． 
 
 3-97 
 
 
 
 
 
図 3.3.4.5-8 陸域の浅い震源を特定しにくい地震の発生頻度（0.1 度四方あたり，M5.0 以上）． 
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3.3.4.6 浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震 
1) 対象とする地震と地域区分 
 1982 年浦河沖地震（M7.1，h=40km）の震源域周辺で
発生する地震は，太平洋プレートの上面より浅いが，他
地域における上部地殻の地震発生層下面より深く，上下
にはがれた千島弧の下部地殻との関連も指摘されている
（村井・他, 2002）．ここでは，1982 年浦河沖地震の震源
域周辺で発生する地震を，太平洋プレートおよび陸域の
震源断層を予め特定しにくい地震とは独立に，別途「浦
河沖の震源断層を予め特定しにくい地震」としてモデル
化する． 
 図 3.3.4.6-1 に，浦河沖の震源断層を予め特定しにくい
地震の概念図を，また図 3.3.4.6-2 には地域区分を示す．
地域区分は，1982 年浦河沖地震と 1927 年の M6.0 の地震
を含み，かつ南東側の境界はプレート上面深度がほぼ
45km 程度となるように設定している．この地域区分は，
平面的には陸域の地殻内で発生する震源断層を予め特定
しにくい地震の地域区分と重複しているため，地震活動
度の評価には，図 3.3.4.6-1 に示すように，震源深さが
25km 以深で 45km より浅い地震を用いる． 
 
2) 地震カタログ 
 中地震カタログと小地震カタログとを併用するが，対
象としている領域が上部地殻内の地震と太平洋プレート
の地震の中間に位置することから，宇津カタログでは地
震を分離抽出することができない．そこで，中地震カタ
ログとして気象庁カタログのうち 1926 年以降のマグニ
チュード 5.0 以上の地震のデータのみを用いることとし，
宇津カタログとの組み合わせは行わない．小地震のカタ
ログは気象庁カタログのうち 1983 年以降のマグニチュ
ード 3.0 以上の地震のデータとする．図 3.3.4.6-3 に，こ
れらの震央分布を示す． 
 中地震カタログおよび小地震カタログに基づいて算定
された地震の規模別累積発生頻度を図 3.3.4.6-4 に示す． 
 
3) 最大マグニチュード 
 1982 年浦河沖地震の M7.1 を最大マグニチュードとす
る． 
 
4) 断層面の設定 
 日本の地震断層パラメター・ハンドブック（佐藤編著, 
1989）には，1982 年浦河沖地震の断層モデルが 4 つ示さ
れている．これによれば，走向は N30W～N60W，傾斜角
は 30°～60°の範囲となっている．ただし，傾斜方向は北
東傾斜と南西傾斜が 2 つずつとなっている．これらを参
考に，走向 N45W，傾斜角 45°で北東傾斜の円形断層面
とし，その中心の深さは，領域の中間程度の深さである
35km に固定する．断層の面積は，規模に応じて宇津の
式を満足するように定める．断層面の平面的な場所は，
地域区分した領域内で一様に分布するものとする． 
 
5) モーメントマグニチュード Mw への変換 
 モーメントマグニチュード Mw は，Mj と同じとする． 
 
6) 想定する地震のタイプ 
 地震動の評価（距離減衰式の適用）では，地殻内地震
の式を用いる． 
 
7) 地震発生頻度の分布 
 図 3.3.4.6-5 に，浦河沖の地震の発生頻度（0.1 度×0.1
度の領域で 1 年間にマグニチュード 5.0 以上の地震が発
生する頻度）の分布を示す．これは，1)中地震カタログ
で地域区分する方法，2)中地震カタログで地域区分しな
い方法，3)小地震カタログで地域区分する方法，4)小地
震カタログで地域区分しない方法，の 4 ケースの頻度を
平均したものである． 
 
 
 
 
図 3.3.4.6-1 浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震の対象． 
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図 3.3.4.6-2 浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震の地域区分と頻度算定に用いる地震カタログ，最大マグニ
チュード． 
 
 
    
 (a) 1926 年以降の M≧5.0 の地震 (b) 1983 年以降の M≧3.0 の地震 
 
図 3.3.4.6-3 浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震の地域区分内の震央分布． 
中地震：1926 年以降の M5 以上
小地震：1983 年以降の M3 以上
 
最大 M：7.1（1982.3.21 浦河沖）
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図 3.3.4.6-4 浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震の規模別累積発生頻度（左：中地震カタログ，右：小地震
カタログ）． 
 
 
 
 
 
図 3.3.4.6-5 浦河沖の震源を特定しにくい地震の発生頻度（0.1 度四方あたり，M5.0 以上）． 
1926 以降のデー
タを使用 
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3.3.4.7 日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地
震 
1) 対象とする地震 
 日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地震は，
同領域における海溝型地震の長期評価（地震調査委員
会,2003c）に基づいて別途考慮されるマグニチュード
7.5 程度以上の海溝型地震以外の地震を対象としたもの
である． 
 
2) 地域区分 
 図 3.3.4.7-1 に，日本海東縁部の震源断層を予め特定し
にくい地震の地域区分を示す．同図には，陸域の浅い震
源断層を予め特定しにくい地震の地域区分も参考のため
に示してある．領域は，垣見・他(2003)による地震地体
構造区分図（図 3.3.4.5-1）における日本海東縁部の領域
を参考に設定しているが，新垣見マップでは同領域が新
潟県の内陸部に及んでいることから，海岸線付近以北の
みを対象としている． 
 
3) 地震カタログ 
 中地震と小地震（最小マグニチュードは 3.0）のカタ
ログを併用し，震源深さは，40km より浅い地震を抽出
する．なお，関連する海溝型地震として別途考慮されて
いるものはカタログから除去する． 
 図 3.3.4.7-2 に 1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上の
地震の震央分布を，図 3.3.4.7-3 には 1983 年以降のマグ
ニチュード 3.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す．
また，図 3.3.4.7-4 には，地震の規模別累積発生頻度を示
す． 
 
4) 最大マグニチュード 
 先に図 3.3.4.7-1 に示したとおり，最大マグニチュード
は 7.3 とする．別途評価されている海溝型地震に該当す
る地震を除くと，既往最大の地震のマグニチュードは 7.1
であるが，海溝型地震として考慮されている地震がマグ
ニチュード 7.5 以上であることを勘案して，既往最大に
上乗せをしている． 
 
5) 断層面の設定 
 陸域地殻内の震源断層を特定しにくい地震での扱いと
同様とする．すなわち，上部地殻内の地震発生層内に，
規模に応じて大きさが変化する鉛直断層が分布すると仮
定する．ただし，数値計算の際には，これとほぼ等価な
結果を与える深さが 3km の点震源とする． 
 
6) モーメントマグニチュード Mw への変換 
 モーメントマグニチュード Mw は，Mj と同じとする．
この部分は，陸域地殻内の震源断層を予め特定しにくい
地震と取扱いが異なっているが，これは，日本海中部地
震や北海道南西沖地震の Mw と Mj の関係を参考に設定
している． 
 
7) 想定する地震のタイプ 
 地震動の評価（距離減衰式の適用）では，地殻内地震
の式を用いる． 
 
8) 地震発生頻度の分布 
 図 3.3.4.7-5 に，日本海東縁部における震源断層を予め
特定しにくい地震の発生頻度（0.1 度×0.1 度の領域で 1
年間にマグニチュード 5.0 以上の地震が発生する頻度）
の分布を示す．これは，1)中地震カタログで地域区分す
る方法，2)中地震カタログで地域区分しない方法，3)小
地震カタログで地域区分する方法，4)小地震カタログで
地域区分しない方法，の 4 ケースの頻度を平均したもの
である． 
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図 3.3.4.7-1 日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地震の地域区分，使用する地震カタログ，および最大マグ
ニチュード．（陸域の浅い地震の地域区分も点線で表示．） 
 
標準カタログを使用．震源深さ 40km 以浅の地震を対象． 
最大マグニチュードは 7.3 
（既往最大は 1792 年の 7.1 だが，海溝型地震の M が 7.5 以上 
 であることを勘案） 
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図 3.3.4.7-2 1926 年以降の M≧5.0 の地震の震央分布図． 
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図 3.3.4.7-3 1983 年以降の M≧3.0 の地震の震央分布図． 
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図 3.3.4.7-4 日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地震の規模別累積発生頻度（左：中地震カタログ，右：小
地震カタログ）． 
 
 
 
図 3.3.4.7-5 日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地震の発生頻度（0.1 度四方あたり，M5.0 以上）． 
 3-106 
3.3.4.8 伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地
震 
1) 対象とする地震 
 伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震は，
伊豆半島および相模トラフよりも南で発生する浅い地震
であり，実際にはフィリピン海プレートの内部で発生し
ていると推定される地震である．ここには，伊豆諸島周
辺の地震活動が活発な領域が含まれる． 
 関連する地震として，太平洋プレートの震源断層を予
め特定しにくい地震があるが，両者の関係は，図 3.3.4.8-1
に示すように区別して取り扱っている． 
 
2) 地域区分 
 図 3.3.4.8-2 に地域区分を示す．北側は，陸域の浅い震
源断層を予め特定しにくい地震の領域に連続している．
領域の東側は，太平洋プレートの上面 30km の等深線に
沿うように設定しており，西側境界は，それにほぼ並行
するように引いている．伊豆半島に近い 1 の領域は，地
震活動が極めて高い領域であり，他と区別している． 
 
3) 地震カタログ 
 北側の 2 つの領域については，中地震と小地震（最小
マグニチュードは 3.0）のカタログを併用する．ただし，
中地震カタログの期間は大正関東地震の影響が少なくな
った 1940 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震を用い
る．また，一番南側の領域 3 では観測網の検知能力を勘
案し，1983 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震のみ
を用いることとし，中地震と小地震のカタログの併用は
行わない．震源深さは 40km 以浅のもののみを用いるが，
太平洋プレートの上面より下に位置する地震は，太平洋
プレートの地震として考慮する． 
 図 3.3.4.8-3 に，1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上
の地震の震央分布を，図 3.3.4.8-4 には 1983 年以降のマ
グニチュード 3.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す．
また，図 3.3.4.8-5 には，地震の規模別累積発生頻度を示
す． 
 
4) 最大マグニチュード 
 最大マグニチュードは，地域区分された領域それぞれ
について，過去に発生した地震の最大規模を採用する．
ただし，Mj =7.0 を下限値とする．領域ごとに設定した最
大マグニチュードを，表 3.3.4.8-1 に示す．先に示した図
3.3.4.8-2 にも最大マグニチュードが記載されている． 
 
5) 断層面の設定 
 断層面の取扱いは，陸域の震源断層を予め特定しにく
い地震と同じとする．すなわち，厚さ十数 km の地震発
生層内にランダムに位置する鉛直断層を想定するが，数
値計算においては，この条件とほぼ等価な結果を与える
深さ 3km の点震源とする． 
 
6) モーメントマグニチュード Mw への変換 
 陸域の震源断層を予め特定しにくい地震での扱いと同
様に，モーメントマグニチュード Mw は，武村(1990)に基
づき，Mj から次式で変換する． 
Mw =0.78 Mj +1.08            (3.3.4.8-1) 
 
7) 想定する地震のタイプ 
 実際には，フィリピン海プレートのプレート内の地震
であるが，強震動の評価（距離減衰式の適用）に際して
は，陸域地殻内の地震と同じ特性を有すると仮定する． 
 
8) 地震発生頻度の分布 
 図 3.3.4.8-6 に，伊豆諸島以南の震源断層を予め特定し
にくい地震の発生頻度（0.1 度×0.1 度の領域で 1 年間に
マグニチュード 5.0 以上の地震が発生する頻度）の分布
を示す．これは，領域の 1 と 2 については，1)中地震カ
タログで地域区分する方法，2)中地震カタログで地域区
分しない方法，3)小地震カタログで地域区分する方法，
4)小地震カタログで地域区分しない方法，の 4 ケースの
頻度を平均したもの，領域の 3 については，1983 年以降
のマグニチュード 5.0 以上の地震データに基づく，1)地
域区分する方法，2)地域区分しない方法，の 2 つのケー
スの頻度を平均したものとなっている． 
 
 
 
 
図 3.3.4.8-1 伊豆諸島周辺以南の浅い地震の抽出領域． 
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図 3.3.4.8-2 伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震の地域区分，使用する地震カタログ，および最大マ
グニチュード． 
最大 M=7.0（7.0 以上なし） 
最大 M=7.0（1978.1.14） 
地震カタログは 1983 年以降
の M5.0 以上の地震のみを使
用（観測網の検知能力を勘
案）．深さは 40km 以浅． 
最大 M=7.0（7.0 以上なし）
中地震カタログとして，1940
年以降の M5.0 以上の地震を
用いる（関東地震の影響の少
ない期間）． 
深さは 40km 以浅． 
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図 3.3.4.8-3 1926 年以降の M≧5.0 の地震の震央分布図． 
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図 3.3.4.8-4 1983 年以降の M≧3.0 の地震の震央分布図． 
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図 3.3.4.8-5 伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震の規模別累積発生頻度（上段：中地震カタログ，下
段：小地震カタログ）． 
 
 
 
表 3.3.4.8-1 領域ごとに設定した最大マグニチュード． 
番号 最大 M 根拠 備考 
1 7.0 1978.1.14 伊豆大島近海地震  
2 7.0 （最大 M の下限値）  
3 7.0 （最大 M の下限値）  
 
1983 以降の M5.0
以上のデータを使
用  
1940 以降のデータ
を使用  
1940 以降のデータ
を使用  
1983 以降の M5.0
以上のデータを使
用  
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図 3.3.4.8-6 伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震の発生頻度（0.1 度四方あたり，M5.0 以上）． 
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3.3.4.9 南西諸島付近の震源断層を予め特定しにくい地
震 
1) 対象とする地震 
 南西諸島付近の地震については，観測網の制約から震
源データの精度が必ずしも十分ではなく，過去に発生し
た地震をタイプ別に分類することが困難なため，「日向
灘および南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評価」（地
震調査委員会 , 2004a）では，「南西諸島周辺の浅発地震
（概ね 60km 以浅）」，「与那国島周辺の地震（概ね 100km
以浅）」，「九州から南西諸島周辺のやや深発地震（概ね
60km 程度以深，150km 程度以浅）」に分けて評価されて
いる．震源断層を予め特定しにくい地震についても，上
記に整合するようにモデル化する．ただし，九州から南
西諸島周辺のやや深発地震については，フィリピン海プ
レートのプレート内地震として扱っていることから，こ
こでは，南西諸島周辺の浅発地震と与那国島周辺の地震
のうち大地震以外の地震をあわせて「南西諸島付近の震
源断層を予め特定しにくい地震」と呼ぶ．図 3.3.4.9-1 に，
評価の対象とする地震と関連する地震との関係を示す． 
 
2) 地域区分 
 「日向灘および南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評
価」（地震調査委員会, 2004a）で設定されている領域に基
づいて，図 3.3.4.9-2 のように地域区分する． 
 
3) 地震カタログ 
 対象地域における観測網の制約を勘案し，気象庁カタ
ログのうち 1983 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震
のみを用いることとし，他の領域のように中地震と小地
震のカタログの併用は行わない．対象とする地震は，与
那国島周辺の地震については深さ 100km 以浅，南西諸島
周辺の浅発地震については震源深さ 60km 以浅である．
ただし，南西諸島周辺の浅発地震と，九州から南西諸島
周辺のやや深発地震の領域は，地表投影面では重複する
が，深さ方向の両者の位置関係は先に図 3.3.4.9-1 に示し
たとおりである．この際，やや深発地震の領域の東側（図
3.3.4.9-1 では右側）では，震源が深く決定される傾向が
あるため，地震カタログで深さ 60km 以深とされる地震
についても，震央位置の情報を優先し，深さ 60km 以浅
の地震とみなすこととする．なお，海溝型地震として別
途評価されている地震は地震カタログから除去すること
になるが，地震発生頻度の評価に用いる 1983 年以降の地
震の中には該当する地震は含まれていない．図 3.3.4.9-3
には 1983 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震の震央
分布を示す．また，図 3.3.4.9-4 には，規模別累積発生頻
度を示す． 
 
4) 最大マグニチュード 
 南西諸島周辺の浅発地震の領域は，当該領域における
長期評価の中で過去の地震に関する記述はあるものの発
生確率等の評価がされておらず，海溝型地震としてはモ
デル化していないことから，すべての地震を，震源断層
を予め特定しにくい地震として取り扱うこととし，最大
マグニチュードを 7.7 とする． 
 与那国島周辺の地震のうちマグニチュード 7.5 以上の
ものは，長期評価に基づき海溝型地震として別途モデル
化されている．したがって，震源断層を予め特定しにく
い地震の最大マグニチュードは，マグニチュード 7.4 以
下の地震のうち過去に発生した地震の最大値である 7.3
に設定する．表 3.3.4.9-1 に，領域ごとの最大マグニチュ
ードを示す．また，先に示した図 3.3.4.9-2 には，最大マ
グニチュードが記載されている． 
5) 断層面の設定 
 当該地域の長期評価では，南西諸島周辺のやや浅発地
震は深さ 60km 以浅の地震が，また与那国島周辺の地震
は深さ 100km 以浅の地震が，それぞれ一括して取り扱わ
れている．実際には，陸側プレートの内部で発生する地
震，フィリピン海プレートの上面で発生する地震，フィ
リピン海プレートの内部で発生する地震が混在している
と考えられるが，これらの頻度の割合を分離することは
困難である．そこで，南西諸島周辺の浅発地震について
は断層面の中心の深さを 30km，与那国島周辺の地震に
ついては断層面の中心の深さを 40km にそれぞれ固定す
る． 
 南西諸島周辺の浅発地震の断層面は，深さ 30km を断
層面の中心として，地震規模に応じた拡がりを有する円
形の断層面を仮定し，走向はこの領域における海溝軸を
参考に N45E，傾斜角は北西傾斜 45 度とする．これは，
最大マグニチュード 7.7 の場合でも地表には突き抜けな
い条件となっている． 
 与那国島周辺の地震の断層面は，深さ 40km を断層面
の中心として，地震規模に応じた拡がりを有する円形の
断層面を仮定し，走向はこの領域における海溝軸を参考
に N90E，傾斜角は北傾斜 45 度とする． 
 上記のいずれの場合も，円形断層の面積  S(km2) は宇
津・関（1955）の式の係数を丸めた 
log S = M-4.0              (3.3.4.9-1) 
を満足するようにマグニチュードに応じて設定する． 
6) モーメントマグニチュード Mw への変換 
モーメントマグニチュード Mw は，Mj と同じとする． 
7) 想定する地震のタイプ 
 異なるタイプの地震が混在すると考えられるが，地震
動の評価（距離減衰式の適用）にあたっては，プレート
間地震を想定する． 
8) 地震発生頻度の分布 
 図 3.3.4.9-5 に，南西諸島周辺の地震の発生頻度（0.1
度×0.1 度の領域で 1 年間にマグニチュード 5.0 以上の地
震が発生する頻度）の分布を示す．これは，1983 年以降
のマグニチュード 5.0 以上の地震に基づく 1)地域区分す
る方法と 2)地域区分しない方法の 2 ケースの頻度を平均
したものとなっている． 
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図 3.3.4.9-1 南西諸島付近の震源断層を予め特定しにくい地震の対象． 
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図 3.3.4.9-2 南西諸島付近の震源を特定しにくい地震の地域区分，頻度算定に用いる地震カタログと最大マグニチュ
ード． 
南西諸島周辺の浅発地震 
 （深さ 60km 以浅が対象） 
最大 M＝7.7 
 1938.6.10 宮古島北北西沖 
与那国島周辺の地震 
 （深さ 100km 以浅が対象）
最大 M＝7.3 
 2001.12.18 石垣島付近 
2 領域とも 1983 年以降のマグニチュ
ード 5.0 以上の地震のみを使用 
（カタログの併用なし）
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図 3.3.4.9-3 南西諸島付近の震源断層を予め特定しにくい地震に該当する地震の震央分布（1983 年以降の気象庁カタ
ログ，マグニチュード 5.0 以上）． 
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図 3.3.4.9-4 南西諸島付近の震源断層を予め特定しにくい地震の領域ごとの規模別累積発生頻度． 
 
 
 
表 3.3.4.9-1 領域ごとに設定した最大マグニチュード． 
番号 最大 M 根 拠 備 考 
1 7.7 1938.06.10 宮古島北北西沖 長期評価の記載に基づく．M は宇津による． 
2 7.3 2001.12.18 石垣島付近 長期評価では M7.5 以上の地震が評価されている．
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図 3.3.4.9-5 南西諸島付近の震源を特定しにくい地震の発生頻度（0.1 度四方あたり，M5.0 以上）． 
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3.3.4.10 昨年度と今年度の地震発生頻度の比較 
 3.3.4.3 から 3.3.4.9 では，分類した地震ごとのモデル化
の詳細と地震発生頻度を示した．ここでは，今回算定し
た地震発生頻度を，昨年度の結果と比較する．昨年度と
今年度の違いは，使用した気象庁震源データの違いであ
り，昨年度は 2006 年末まで，今年度は 2007 年末までの
ものが用いられている．このため，今年度は 2007 年 1
月から 2007 年 12 月の 1 年間に発生した地震が追加され，
また，カタログの期間が延びている．これ以外に，過去
に遡った震源データの見直しが新しい震源データに反映
されていれば，それも頻度の算定結果に影響すると考え
られる． 
 以下に示す図では，頻度の分布図そのものの比較とと
もに，頻度の変化率（昨年度の頻度からの増減を昨年度
の頻度で除したもの：(ν2009－ν2008)/ν2008 ）もあわせ
て示している．また，頻度の変化率の図中には，2007 年
1 月から 2007 年 12 月までに発生した地震の震央も図示
している．なお，以下の図中，2008 年版が昨年度の結果，
2009 年版が今年度の結果である． 
 ちなみに，地震発生頻度の変化についての一般的な傾
向は，以下のようになる． 
・ 地域区分する方法による発生頻度の算定方法の特
徴から，着目する地域区分内で，過去の平均的な頻
度よりも多くの地震が 2007 年に発生すれば，地域
区分の頻度が全体的に増加する． 
・ 地域区分しない方法による発生頻度の算定方法の
特徴から，2007 年に発生した地震の周辺で頻度が
増加する． 
・ 地震発生頻度の算定に用いるカタログの期間が短
い場合には，1 年間のデータを追加した影響がより
顕著に現れる．例えば，伊豆諸島以南の領域や南西
諸島付近では，1983 年以降のデータのみが用いら
れているために，変化率が強調される傾向がある． 
・ 元々地震が少ない地域では，1 年間のデータを追加
した影響が顕著に現れる． 
 
 図 3.3.4.10-１は，太平洋プレートの震源断層をあらか
じめ特定しにくい地震の発生頻度の比較である．頻度の
図だけを比較すると両者の違いはほとんどわからないが，
真ん中に示した頻度の変化率を見ると，北緯 34 度以南で
は何箇所かで個々の地震の影響が強く現れている．この
領域は，使用している地震カタログが 1983 年以降の M5
以上の地震に限定されているために，一つ一つの地震の
影響がはっきりと現れることがわかる． 
 図 3.3.4.10-2 は，フィリピン海プレートの震源断層を
あらかじめ特定しにくい地震についての比較結果を示し
たものである．関東付近では房総半島の東部で若干頻度
が上昇しているのに対して，九州から南西諸島にかけて
の帯状の領域では全般に頻度が低くなっている．なお，
豊後水道付近については昨年度と今年度で地域区分を変
更しており，頻度の変化にはその影響も含まれている． 
 図 3.3.4.10-3 は，陸域浅部，日本海東縁部，および伊
豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震について
の比較結果を示したものである．北海道の北東部，房総
半島東部，能登半島沖，小笠原諸島などでやや頻度が上
昇している．房総半島東部は 2007 年 8 月の九十九里の群
発地震，能登半島沖については 2007 年能登半島地震の余
震の影響と考えられる．ただし，北海道北東部など，地
震発生頻度の絶対値自体が小さい場合には，わずかな変
化が強調されることに注意が必要である． 
 図 3.3.4.10-4 は，浦河沖の震源断層をあらかじめ特定
しにくい地震についての結果であるが，頻度の変化はほ
とんどない． 
 図 3.3.4.10-5 は，南西諸島付近の震源断層をあらかじ
め特定しにくい地震についての結果である．この領域で
は，使用するカタログの期間が 25 年と短いために，デー
タの追加の影響が強調される．頻度の変化率の図を見る
と，東側の広い領域では，追加した 1 年間に地震が発生
したところで頻度が高くなり，それ以外でやや低くなる
傾向が顕著に見られる．一方，西側の領域では，大きな
変化は無い． 
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3.4 地震カテゴリー 
2008 年版までは，地震動予測地図の作成で考慮してい
る地震を，主要活断層帯・海溝型地震・その他の地震，
の 3 つに分類し，全国の地震ハザードの特徴を詳細に知
るために用いてきた．今回，新たな地震分類として，地
震カテゴリーを定義し，地震カテゴリー別の地図も作成
する．3 つに分けた新しい地震カテゴリーは次のとおり
である． 
 
地震カテゴリーI ＜海溝型巨大地震＞ 
（震源断層が予め特定でき，再来間隔が数百年オーダー
の海溝型の巨大地震） 
・ 南海トラフの地震（南海地震・東南海地震・想定東
海地震） 
・ 宮城県沖地震・三陸沖南部海溝寄りの地震 
・ 三陸沖北部のプレート間大地震 
・ 十勝沖の地震・根室沖の地震 
・ 色丹島沖の地震 
・ 択捉島沖の地震 
・ 大正型関東地震 
 
地震カテゴリーII ＜海溝型震源不特定地震＞ 
（海溝のプレートで発生する震源断層を予め特定しにく
い地震） 
・ 三陸沖北部の固有地震以外のプレート間地震 
・ 三陸沖から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震
（津波地震） 
・ 三陸沖から房総沖の海溝寄りのプレート内大地震
（正断層型） 
・ 福島県沖の地震 
・ 茨城県沖の地震 
・ 十勝沖・根室沖のひとまわり小さいプレート間地震 
・ 色丹島沖・択捉島沖のひとまわり小さいプレート間
地震 
・ 千島海溝沿いの沈み込んだプレート内のやや浅い
地震 
・ 千島海溝沿いの沈み込んだプレート内のやや深い
地震 
・ 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震 
・ 日向灘のプレート間地震 
・ 日向灘のひとまわり小さいプレート間地震 
・ 与那国島周辺の地震 
・ その他の南関東で発生する M7 程度の地震 
・ 太平洋プレートのプレート間及びプレート内の震
源断層を予め特定しにくい地震 
・ フィリピン海プレートのプレート間及びプレート
内の震源断層を予め特定しにくい地震 
・ 浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震 
 
地震カテゴリーIII ＜陸域浅発地震＞ 
（活断層帯の地震及び陸域と周辺海域で発生する震源断
層を予め特定しにくい地震） 
・ 主要活断層帯に発生する固有地震 
・ 北海道北西沖の地震 
・ 北海道西方沖の地震 
・ 北海道南西沖の地震 
・ 青森県西方沖の地震 
・ 秋田県沖の地震 
・ 山形県沖の地震 
・ 新潟県北部沖の地震 
・ 佐渡島北方沖の地震 
・ 主要活断層以外の活断層に発生する地震 
・ 陸域で発生する地震のうち活断層が特定されてい
ない場所で発生する地震 
・ 日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地震 
・ 伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震 
・ 南西諸島付近の震源断層を予め特定しにくい地震 
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3.5 地震動の評価モデル 
 全国を対象とした確率論的地震動予測地図を作成する
際の評価条件のうち，地震動の評価モデルについて示す． 
 地震動強さの評価は，距離減衰式を用いて，マグニチ
ュードなどの震源の特性と震源断層までの距離から評価
される地震動強さの中央値と，評価式に含まれるばらつ
きを考慮することにより行われる．具体的には，まず工
学的基盤面での最大速度を評価した後，表層地盤による
最大速度の増幅率を乗じることによって地表での最大速
度を評価する．計測震度は地表の最大速度から経験的関
係式を用いて変換して評価する． 
 
3.5.1 工学的基盤における最大速度の距離減衰式 
 ここでは，S 波速度が 400m/s の層を工学的基盤とし，
そこでの最大速度を司・翠川（1999）の距離減衰式によ
り求める．司・翠川（1999）は，震源断層までの距離の
とり方として，断層最短距離と等価震源距離の二通りの
式を求めているが，ここでは断層最短距離 X（km）を用
いた以下の式 
XX
dHMPGV
M 002.0)100028.0log(
29.10038.058.0log
w50.0
w
−×+−
−++=
 (3.5.1-1) 
 
⎪⎩
⎪⎨
⎧
−=
プレート内地震
プレート間地震
地殻内地震
12.0
02.0
0.0
d  
を採用する．ここで，PGV（cm/s）は S 波速度が 600m/s
である硬質地盤上の最大速度，Mw は地震のモーメントマ
グニチュード，H（km）は震源断層中心深さである．工
学的基盤（S 波速度が 400m/s）での最大速度の値は，藤
本・翠川（2006）による表層 30m の平均 S 波速度 AVS30
（m/s）に基づく最大速度の増幅率 
30log852.0367.2)log( AVSamp ⋅−=  (3.5.1-2) 
より得られる比（1.41）を，(3.5.1-1)式で求められる最大
速度 PGV に乗じたものを工学的基盤上の最大速度
PGVb400 とする． 
 気象庁マグニチュード M からモーメントマグニチュ
ードへの変換は，陸域の浅い地震とそれ以外の地震とに
分けて行う．陸域の浅い地震は，武村（1990）による地
震モーメント M0 と気象庁マグニチュードとの関係式 
72.1017.1log 0 += MM  (3.5.1-3) 
と地震モーメントとモーメントマグニチュードの関係式 
1.95.1log w0 += MM  (3.5.1-4) 
（Kanamori, 1977）から導かれる 
08.178.0 += MM w  (3.5.1-5) 
により変換する．それ以外の地震は，気象庁マグニチュ
ードとモーメントマグニチュードは等しい，すなわち，
M= Mw とする． 
3.5.2 異常震域の補正方法 
 震源が日本海側にあるような深発地震において，日本
海側の地域よりも震源から遠い太平洋側の地域で大きな
震度が観測される．これは異常震域と呼ばれる現象であ
る．異常震域は深発地震において顕著に現れるが，震源
が日本列島の直下にあるようなやや深発地震においても
見られる．このような現象は，地盤の違いによって局所
的に生じるようなものではなく，図 3.5.2-1 に示すような
島弧地域における特異な地震波の減衰（Q 値）構造によ
って説明されている．距離減衰式では，震源距離が等し
い地点に対しては同じ地震動強さが与えられるため，従
来，異常震域を表現することは困難であったが，最近の
強震度記録の蓄積によって可能な状況となった．以下で
はその概要を示す． 
 
（１）東北日本に対する補正 
 東北日本（太平洋プレート）で発生するやや深発地震
などで特徴的に見られる異常震域を反映させるために，
森川・他（2003）の方法に準じた距離減衰式の補正係数
V1 と V2 を導入する．補正係数 V1 は，太平洋側で日本海
側よりも大きな震度が観測される現象を表現するための
もの，補正係数 V2 は，地震波が減衰の小さな沈み込むプ
レート（スラブ）内を通ることにより，遠方の地点にお
いても大きな震度が観測される現象を表現し，司・翠川
（1999）の距離減衰式を 300km 以遠まで拡張して適用す
ることを可能にするもので，それぞれ次式で表される． 
}10)300/(,0.1max{
)30()10905.910021.4(log
012.0064.2
2
3
tr
5
1
−
−−
×=
−××+××−=
RV
HXV
(3.5.2-
1) 
ただし，Xtr は海溝軸から観測点までの距離（km;図 3.5.2-1
参照），R は震源距離（km），H は震源の深さ（km）であ
る．このとき，Xtr を求めるための海溝軸は表 3.5.2-1 に
示す 11 地点を直線で結んだ線によって近似した（図
3.5.2-2）．補正係数 V1 は，震源の深さ H が 30km より深
い地震に対してのみ適用される．補正は，司・翠川（1999）
の距離減衰式により求められる最大速度の値に，V1 と V2
を乗じて行う．補正係数 V1 は，（3.5.2-1）式より，海溝
軸から観測点までの距離 Xtrが約 250km の時に 1.0 となる
ことがわかる． 
 なお，森川・他（2003）では，茨城県沖以北で発生し
た地震を対象とした検討に基づき補正係数が導出されて
いるが，ここでは，茨城県沖以南の太平洋プレートで発
生する地震に対しても同じ補正を適用することとする．
また，浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震は，太
平洋プレート上面よりも浅い所で発生するが，モデルで
は断層の中心の深さを 35km としていること，および
1982 年浦河沖地震における震度 3 の領域が宮城・岩手の
県境付近にまで達していることを勘案して，補正の適用
対象とする．以上より，これらの補正を適用する地震は，
太平洋プレートの海溝型地震（南関東で発生する M7 程
度の地震のうち太平洋プレートで発生するものを含む），
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及び浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震となる． 
 
（２）西南日本に対する補正 
 東北日本と比べると規模の大きなやや深発地震が少な
い西南日本（フィリピン海プレート）では，そのような
地震による強震動記録が少なかったこともあり，距離減
衰式に対する補正係数の導出が行われていなかった（森
川・他，2003）．そのような中，2006 年 6 月 12 日に発生
した大分県中部の地震（M=6.2，深さ 145km）の地震に
おいて明瞭な異常震域が見られたことから，森川・他
（2006）は，中小規模の地震による記録も用いることに
よって，Kanno et al. (2006) の距離減衰式において西南日
本の異常震域に対応するための補正係数を導出した．そ
こで，森川・他（2006）と同じデータセットを用いて，
司・翠川（1999）の距離減衰式において西南日本の異常
震域に対応するための補正係数を別途求めた．その結果，
以下の係数 V’1 が得られている． 
⎩⎨
⎧
>−××
≤−×××= −
−
)km75()30(1021.3
)km75()30(1028.4
'log
f
3
vfvf
5
1
vXH
XHX
V  
 (3.5.2-2) 
ただし，Xvf は火山フロントから観測点までの距離（km）
であり，図 3.5.2-1 にあるように，火山フロントよりも前
弧（太平洋）側で正，背弧（日本海，東シナ海）側で負
の値をとる．ここでは，火山フロントを表 3.5.2-2 に示す
10 点を直線で結んだ線によって近似した（図 3.5.2-2）．
東北日本と同様，司・翠川（1999）の距離減衰式により
求められる最大速度の値に V’1 を乗じて行う． 
 
 
 
 
 
 
図 3.5.2-1 島弧地域における Q 値構造の模式図と Xtr，
Xvf の定義（森川・他，2006 より）． 
 
 なお，この補正係数は，東経 137 度以西のフィリピン
海プレートで発生する深さ 30km を対象として求められ
ているが，西南日本において異常震域が顕著に現れる地
震は，九州地方で発生する深さが 80km 程度より深い地
震に限定されている．そのため，この補正を適用する地
震は，この条件に該当する，九州から南西諸島周辺のや
や深発地震に対応する領域（図 3.3.4.4-1 における地域区
分 4 で発生する地震）のみとした． 
 
 
 
 
 
 
図 3.5.2-2 異常震域を補正するために定義した海溝軸
（青）及び火山フロント（赤）の位置． 
 
 
表 3.5.2-1 東北日本の海溝軸の基準点． 
緯度 [°N] 45.50 42.00 41.00 40.10
経度 [°E] 153.00 146.80 144.65 144.30
緯度 [°N] 39.20 37.70 36.55 35.80
経度 [°E] 144.20 143.80 143.25 142.40
緯度 [°N] 33.80 29.00 24.00 － 
経度 [°E] 141.90 143.00 143.50 － 
 
 
表 3.5.2-2 西南日本の火山フロントの基準点． 
緯度 [°N] 36.20 35.30 35.30 34.90
経度 [°E] 136.90 134.90 133.70 132.00
緯度 [°N] 33.40 31.50 29.5 27.90
経度 [°E] 131.60 130.80 129.7 128.30
緯度 [°N] 24.50 24.50 － － 
経度 [°E] 124.00 122.00 － － 
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3.5.3 地表における最大速度の評価 
 地表面における最大速度 PGVs は，工学的基盤での最
大速度 PGVb400 に対して，別途算定されている工学的基
盤から地表までの増幅率（図 3.5.3-1）を乗じることによ
り得られる．この増幅率は，若松・松岡（2008）による
全国を対象として作成された地形・地盤分類 250m メッ
シュマップから求められた，地表から深さ 30m までの平
均 S 波速度（AVS30；松岡・若松，2008）に基づくもの
であり，それに，藤本・翠川（2006）による AVS30 との
経験的関係（3.5.1-2）式を適用することによって得られ
たものである．この最大速度の増幅率に関しては，4.4.3
節で詳細な説明をする． 
 
3.5.4 地表における計測震度の評価 
 これまでの「全国を概観した地震動予測地図」では，
これまで，翠川・他（1999）によって示される以下の最
大速度と計測震度との経験的関係式 
Slog72.168.2 PGVI ⋅+=  (3.5.4-1) 
を用いて，地表の最大速度から地表の震度を評価してき
た．なお，ここで，I は計測震度，PGVS は地表の最大速
度（cm/s）である． 
 
 
 
 
 
図 3.5.3-1 地形・地盤分類に基づく工学的基盤（S 波速
度 400m/s）相当層から地表までの最大速度の
増幅率． 
 その後，藤本・翠川（2005）は，高密度な強震観測網
の整備によって，近年に発生した地震における高震度の
強震動記録が増加したことを踏まえ，最大速度などの地
震動強さ指標と計測震度との新たな関係式として 
2
SS )(log213.0log603.2002.2 PGVPGVI ⋅−⋅+=  (3.5.4-2) 
を示した．ただしその中で，海溝型の地震である 2003
年十勝沖地震による記録は，長周期成分（主に 2 秒以上）
が卓越した地震動により，計測震度に対して最大速度が
大きめの傾向にあることを指摘している．そこで，海溝
型の地震と内陸地震のそれぞれについて，上記のどちら
の関係式を用いるのが適切であるかを最近の大地震によ
る観測記録から検討し（森川・藤原，2009），その取扱い
を決定した．検討の具体的な内容については付録 3 に示
すが，結論として，M8 クラス以上の巨大地震が多い海
溝型の地震では (3.5.4-1) 式が，M7 クラスの地震が多く
占める内陸地震では  (3.5.4-2) 式が適切であると考えら
れる．したがって，地表の計測震度を評価するにあたっ
ては，海溝型の地震であるカテゴリーⅠ,Ⅱの地震につい
ては  (3.5.4-1) 式を，内陸地震であるカテゴリーⅢの地
震については (3.5.4-2) 式を用いることとした． 
 
3.5.5 距離減衰式のばらつき 
 従来の「全国を概観した地震動予測地図」では，無限
大の地震動強さが生じないようにするため，工学的基盤
における最大速度のばらつきの分布形状を対数正規分布
と仮定し，分布の裾において，対数標準偏差の 3 倍より
外側を打ち切ることとした．今回作成する地震動予測地
図においても，この点については同じ扱いとした． 
 一方，ばらつきの大きさの設定にあたっては，ばらつ
きの種類を本質的にランダムな現象として取り扱うもの
（偶然的不確定性）と，知識やデータ不足によるもの（認
識論的不確定性）とに分離した上で，ハザードカーブの
計算では，偶然的不確定性に相当するもののみを考慮す
る必要がある．「全国を概観した地震動予測地図」では，
距離減衰式の標準偏差として表されているばらつき（σ）
は，この点を考慮した検討を行った結果として，以下に
示すような，S 波速度が 600m/s である基準地盤での最大
速度の振幅（PGVb600）に依存したばらつき（図 3.5.5-1）
が採用された． 
⎪⎪
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⎩
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⎪
⎨
⎧
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≤<−⋅−
≤
=
cm/s5015.0
cm/s5025
25
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cm/s2520.0
b600
b600
b600
b600
PGV
PGVPGV
PGV
σ  
 (3.5.5-1) 
 その後，さらに数多く蓄積されてきた強震動記録や，
大量の地震動シミュレーションに基づいて，確率論的な
地震ハザード評価に用いるべきばらつきに関する研究が
行われてきた．そこで，確率論的地震動予測地図で用い
るばらつきについて，改めてこれらの研究成果を踏まえ
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た検討を行った．具体的な内容については付録 3 に示す
が，結果として，震源近傍では，ばらつきが大きくなる
という研究成果から，内陸地震が主であるカテゴリーⅢ
の地震については，以下の震源距離（X）に依存したば
らつき（σⅢ） 
⎪⎪
⎪
⎩
⎪⎪
⎪
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⎧
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≤<⋅−
≤
=
km3020.0
km3020
)20/30log(
)20/log(03.023.0
km2023.0
X
XX
X
Ⅲσ  (3.5.5-2) 
（図 3.5.5-2 の赤線）を，一方，震源近傍の地点がなく， 
巨大地震による影響度が大きい海溝型の地震が主である
カテゴリーⅠ,Ⅱについては，従来の振幅に依存したばら
つき（3.5.5-1 式，図 3.5.5-1）を採用することとした． 
 なお，従来の「全国を概観した地震動予測地図」では，
工学的基盤における最大速度のばらつきの分布形状が対
数正規分布であると仮定し，無限大の地震動強さが生じ
ることを避けるため，分布の裾において，対数標準偏差
の 3 倍より外側を打ち切っている．この点については，
新たな知見が得られていないこともあり，本検討で作成
する地震動予測地図においても同じ扱いとしている． 
 
 確率論的地震動予測地図で考慮する地震ごとに，適用
する地震動評価手法を整理して表 3.5.5-1 に示す． 
 
 
 
 
図 3.5.5-1 カテゴリーⅠ，Ⅱの地震に適用する，従来用いてきた振幅に依存したばらつき（太線）． 
 
 
 
図 3.5.5-2 カテゴリーⅢの地震に新たに導入する震源距離に依存したばらつき（赤線）．破線は従来の振幅依存のば
らつきで，「深さ」は断層面の中心深さを表す．
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表 3.5.5-1 確率論的地震動予測地図における地震と適用距離減衰式一覧． 
地震 
旧地震 
分類 
地震 
カテゴリー
距離減衰式 
係数 補正 ばらつき
主要活断層帯に発生する固有地震 主要活断層帯 Ⅲ 地殻 － 距離 
南海トラフの地震 
（南海～東南海～想定東海地震） 
海溝型 Ⅰ P 間 － 振幅 
宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
三陸沖北部のプレート間大地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの 
プレート間大地震（津波地震） 
海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの 
プレート内大地震（正断層型） 
海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
三陸沖北部の固有地震以外のプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
福島県沖のプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
茨城県沖のプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
十勝沖の地震・根室沖の地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
色丹島沖の地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
択捉島沖の地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
十勝沖・根室沖のひとまわり小さい 
プレート間地震 
海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
色丹島沖・択捉島沖のひとまわり小さい 
プレート間地震 
海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
沈み込んだプレート内のやや浅い地震 海溝型 Ⅱ P 内 北日本 振幅 
沈み込んだプレート内のやや深い地震 海溝型 Ⅱ P 内 北日本 振幅 
北海道北西沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
北海道西方沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
北海道南西沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
青森県西方沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
秋田県沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
山形県沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
新潟県北部沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
佐渡島北方沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震 海溝型 Ⅱ P 内 － 振幅 
日向灘のプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 － 振幅 
日向灘のひとまわり小さいプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 － 振幅 
与那国島周辺の地震 海溝型 Ⅱ P 間 － 振幅 
大正型関東地震  海溝型 Ⅰ P 間 － 振幅 
その他の南関東で発生する M7 程度の地震 海溝型 Ⅱ P 間/P 内 － 振幅 
主要活断層帯以外の活断層に発生する地震 上記以外 Ⅲ 地殻 － 距離 
太平洋プレートのプレート間の震源断層を 
予め特定しにくい地震 
上記以外 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
太平洋プレートのプレート内の震源断層を 
予め特定しにくい地震 
上記以外 Ⅱ P 内 北日本 振幅 
フィリピン海プレートのプレート間の震源断層を
予め特定しにくい地震 
上記以外 Ⅱ P 間 － 振幅 
フィリピン海プレートのプレート内の震源断層を
予め特定しにくい地震 
上記以外 Ⅱ P 内 
西日本 
（一部） 
振幅 
陸域で発生する地震のうち活断層が特定されてい
ない場所で発生する地震  
上記以外 Ⅲ 地殻 － 距離 
浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震 上記以外 Ⅱ 地殻 － 振幅 
日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地震 上記以外 Ⅲ 地殻 － 距離 
伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震 上記以外 Ⅲ 地殻 － 距離 
南西諸島付近の震源断層を予め特定しにくい地震 上記以外 Ⅲ P 間 － 距離 
（注） 距離減衰式のばらつき： 「距離」距離依存で震源域で大，「振幅」振幅依存で震源域で小． 
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3.6 確率論的地震動予測地図の作成条件の変更履歴 
平成 17 年 3 月，政府の地震調査研究推進本部より「全
国を概観した地震動予測地図」が公表された（2005 年版）．
その後，諸評価の更新や地震発生確率の経時変化等を踏
まえて，確率論的地震動予測地図は毎年更新されており，
平成 18 年 9 月に 2006 年版，平成 19 年 4 月に 2007 年版，
平成 20 年 4 月に 2008 年版の地震動予測地図が公表され
ている．そして，平成 21 年春に 2009 年版となる全国地
震動予測地図（本内容に準拠）が公表される予定である． 
以下にこれまでの地図の作成条件の変更履歴を表形式
で整理する（表 3.6-1～表 3.6-4）．また，全ての地震を考
慮した場合（平均ケース）の 30 年間で震度 6 弱以上とな
る確率の分布図を，2005 年版から 2008 年版まで，図 3.6-1
～図 3.6-4 に示す．なお，確率の値による色分けのカラ
ーバーは，年度によって異なっていたが，ここでは現在
のものに統一している． 
 
 
 
表 3.6-1 2006 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点． 
地震の分類 作成条件（2005 年版よりの変更点） 
主要98断層帯 
・更新過程を適用した地震発生確率の算定において，時間軸原点を「平成17年
（2005年）1月1日」から「平成18年（2006年）1月1日」に変更． 
・ポアソン過程を適用した地震発生確率の算定については変更なし． 
・平成18年3月末までに公表された長期評価の一部改訂結果を反映させる（富
良野断層帯東部，北由利断層）． 
海溝型地震 
・更新過程または時間予測モデルを適用した地震発生確率の算定において，時
間軸原点を「平成17年（2005年）1月1日」から「平成18年（2006年）1月1日」
に変更． 
・ポアソン過程を適用した地震発生確率の算定については変更なし． 
震源断層をある程度 
特定できる地震 
（主要98断層帯以外の活断
層に発生する地震） 
・変更なし 
震源断層を予め 
特定しにくい地震 
・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて，データの改訂及
び更新（2002年末までのデータ→2004年末までのデータ）を反映させる． 
地震動の評価 ・変更なし 
 
 
表 3.6-2 2007 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点． 
地震の分類 作成条件（2006 年版よりの変更点） 
主要活断層帯 
（呼称変更） 
・更新過程を適用した地震発生確率の算定において，時間軸原点を「平成18年
（2006年）1月1日」から「平成19年（2007年）1月1日」に変更． 
・ポアソン過程を適用した地震発生確率の算定については変更なし． 
・平成18年12月末までに公表された長期評価の公表結果（一部改訂も含む）を
反映させる（曽根丘陵断層帯，人吉盆地南縁断層，櫛形山脈断層帯，境峠・
神谷断層帯主部，雲仙断層群南西部）． 
海溝型地震 
・更新過程または時間予測モデルを適用した地震発生確率の算定において，時
間軸原点を「平成18年（2006年）1月1日」から「平成19年（2007年）1月1日」
に変更． 
・ポアソン過程を適用した地震発生確率の算定については変更なし． 
震源断層をある程度 
特定できる地震 
（主要活断層帯以外の活断
層に発生する地震） 
・平成18年12月末までに追加で公表された長期評価の結果を反映させる（甲府
盆地南縁断層帯と人吉盆地断層帯を削除）． 
震源断層を予め 
特定しにくい地震 
・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて，データの改訂及
び更新（2004年末までのデータ→2005年末までのデータ）を反映させる． 
地震動の評価 ・西南日本の異常震域に対応するため，距離減衰式の補正係数を導入する． 
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表 3.6-3 2008 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点． 
地震の分類 作成条件（2007 年版よりの変更点） 
主要活断層帯 
・更新過程を適用した地震発生確率の算定において，時間軸原点を「平成19年
（2007年）1月1日」から「平成20年（2008年）1月1日」に変更． 
・ポアソン過程を適用した地震発生確率の算定については変更なし． 
・平成19年12月末までに公表された長期評価の公表結果（一部改訂も含む）を
反映させる（警固断層帯，魚津断層帯，山形盆地断層帯，伊那谷断層帯，サ
ロベツ断層帯）． 
海溝型地震 
・更新過程または時間予測モデルを適用した地震発生確率の算定において，時
間軸原点を「平成19年（2007年）1月1日」から「平成20年（2008年）1月1日」
に変更． 
・ポアソン過程を適用した地震発生確率の算定については変更なし． 
震源断層をある程度 
特定できる地震 
（主要活断層帯以外の活断
層に発生する地震） 
・平成19年12月末までに追加で公表された長期評価の結果を反映させる（サロ
ベツ断層帯，新野断層，黒菱山断層帯，警固断層帯を削除）． 
・「平成19年（2007年）能登半島地震」の断層モデルを新たに考慮する．ただ
し，地震発生確率は30年，50年とも「ほぼ0%」とする． 
震源断層を予め 
特定しにくい地震 
・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて，データの改訂及
び更新（2005年末までのデータ→2006年末までのデータ）を反映させる． 
地震動の評価 ・変更なし 
 
 
表 3.6-4 2009 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点． 
地震の分類 作成条件（2008 年版よりの変更点） 
主要活断層帯 
・更新過程を適用した地震発生確率の算定において，時間軸原点を「平成20年
（2008年）1月1日」から「平成21年（2009年） 1月1日」に変更． 
・ポアソン過程を適用した地震発生確率の算定については 
変更なし． 
・平成20年12月末までに公表された長期評価の公表結果（一部改訂も含む）を
反映させる（花輪東断層帯，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯，会津盆地西縁・
東縁断層帯，宇部沖断層群（周防灘断層群））． 
・断層面とマグニチュードを強震動評価と整合するように修正． 
海溝型地震 
・更新過程または時間予測モデルを適用した地震発生確率の算定において，時
間軸原点を「平成20年（2008年）1月1日」から「平成21年（2009年）1月1日」
に変更． 
・ポアソン過程を適用した地震発生確率の算定については変更なし． 
・茨城県沖の海溝型地震のモデルを変更． 
震源断層をある程度 
特定できる地震 
（主要活断層帯以外の活断
層に発生する地震） 
・平成20年12月末までに追加で公表された長期評価の結果を反映させる（宇部
東部断層－下郷断層，宇部南東沖断層帯，姫島北西沖断層帯を追加）． 
震源断層を予め 
特定しにくい地震 
・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて，データの改訂及
び更新（2006年末までのデータ→2007年末までのデータ）を反映させる． 
・最大マグニチュードを一部変更． 
・フィリピン海プレートの周防灘周辺の領域区分を変更． 
地震動の評価 
・計算メッシュサイズの変更（約1km四方→約250m四方） 
・地盤増幅率の変更． 
・陸域ならびに沿岸域の浅い地震に対する距離減衰式のばらつきと最大速度→
計測震度換算式の変更． 
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図 3.6-1 すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース，2005 年版）． 
＜30 年間で震度 6 弱以上となる確率＞ 
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図 3.6-2 すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース，2006 年版）． 
＜30 年間で震度 6 弱以上となる確率＞ 
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図 3.6-3 すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース，2007 年版）． 
＜30 年間で震度 6 弱以上となる確率＞ 
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図 3.6-4 すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース，2008 年版）． 
＜30 年間で震度 6 弱以上となる確率＞
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3.7 評価結果 
3.7.1 評価した地図の一覧 
（０）地盤増幅率 
図 3.7.2-1 : 最大速度の増幅率（工学的基盤
（Vs=400m/s 相当層）から地表，2009 年版） 
図 3.7.2-2 : 最大速度の増幅率（工学的基盤
（Vs=400m/s 相当層）から地表，2008 年版） 
図 3.7.2-3 :最大速度の増幅率の比率（2009 年版
／2008 年版） 
 
（１）期間 30 年の超過確率を固定した場合の地震動強さ
の分布図 
a) すべての地震を考慮したトータルのハザード 
（超過確率 6%と 3%） 
図 3.7.2-4(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-4(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-5(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-5(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
 
b) 地震カテゴリー別のハザード（超過確率 6%と 3%） 
図 3.7.2-6(1) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-6(2) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-7(1) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-7(2) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-8(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-8(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-9(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-9(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
 
 
（２）期間 30 年の地震動強さを固定した場合の超過確率
の分布図 
a) すべての地震を考慮したトータルのハザード 
（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-10(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-10(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-10(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-10(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-11(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-11(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-11(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-11(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
 
b) 地震カテゴリー別のハザード 
（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-12(1) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-12(2) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-12(3) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-12(4) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-13(1) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-13(2) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-13(3) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-13(4) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
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図 3.7.2-14(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-14(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-14(3) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-14(4) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-15(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-15(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-15(3) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-15(4) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
 
c) 地震カテゴリー別のハザードの四分位表示 
（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-16(1) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-16(2) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-16(3) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-16(4) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-17(1) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-17(2) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-17(3) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-17(4) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-18(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-18(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-18(3) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-18(4) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-19(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-19(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-19(3) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-19(4) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
 
（３）期間 50 年の超過確率を固定した場合の地震動強さ
の分布図（超過確率 39%, 10%, 5%, 2%） 
図 3.7.2-20(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 39%）＞ 
図 3.7.2-20(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 10%）＞ 
図 3.7.2-20(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 5%）＞ 
図 3.7.2-20(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 2%）＞ 
図 3.7.2-21(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 39%）＞ 
図 3.7.2-21(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 10%）＞ 
図 3.7.2-21(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 5%）＞ 
図 3.7.2-21(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 2%）＞ 
 
（４）2009 年版と 2008 年版の期間 30 年の超過確率の差
の分布図 
（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
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図 3.7.2-22(1) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-22(2) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-22(3) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-22(4) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-23(1) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-23(2) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-23(3) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-23(4) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-24(1) :海溝型巨大地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-24(2) :海溝型巨大地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-24(3) :海溝型巨大地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-24(4) :海溝型巨大地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-25(1) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-25(2) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-25(3) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-25(4) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-26(1) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-26(2) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-26(3) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-26(4) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-27(1) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-27(2) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-27(3) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-27(4) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
 
（５）平均ケースと最大ケースの期間 30 年の超過確率の
差の分布図 
（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-28(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-28(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-28(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-28(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-29(1) :陸域浅発地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-29(2) :陸域浅発地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-29(3) :陸域浅発地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-29(4) :陸域浅発地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
 
（６） 2009 年版と 2008 年版の期間 30 年の基盤
（Vs=600m/s）上の最大速度の差の分布図 
a) すべての地震を考慮したトータルのハザード 
（30 年超過確率 6%と 3%） 
図 3.7.2-30(1) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（平均ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
 3-139 
図 3.7.2-30(2) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（平均ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-30(3) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（平均ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-31(1) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（平均ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-31(2) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（平均ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-31(3) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（平均ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-32(1) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（最大ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-32(2) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（最大ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-32(3) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（最大ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-33(1) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（最大ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-33(2) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（最大ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-33(3) : すべての地震を考慮したトータル
のハザード（最大ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 3%）＞ 
 
b) 地震カテゴリー別のハザード 
（30 年超過確率 6%と 3%） 
図 3.7.2-34(1) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-34(2) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-34(3) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-35(1) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-35(2) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-35(3) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-36(1) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-36(2) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-36(3) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-37(1) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-37(2) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-37(3) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-38(1) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-38(2) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-38(3) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 6%）＞ 
 3-140 
図 3.7.2-39(1) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-39(2) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-39(3) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-40(1) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-40(2) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-40(3) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-41(1) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-41(2) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-41(3) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 3%）＞ 
 
（７）すべての地震を考慮した期間 30 年の超過確率に対
する最大影響度の分布図 
（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-42(1) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 5 弱以上，平均ケース） 
図 3.7.2-42(2) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 5 強以上，平均ケース） 
図 3.7.2-42(3) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 6 弱以上，平均ケース） 
図 3.7.2-42(4) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 6 強以上，平均ケース） 
図 3.7.2-43(1) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 5 弱以上，最大ケース） 
図 3.7.2-43(2) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 5 強以上，最大ケース） 
図 3.7.2-43(3) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 6 弱以上，最大ケース） 
図 3.7.2-43(4) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 6 強以上，最大ケース） 
 
（８）県別・地域別の評価結果 
図 3.7.2-44 : 地域別の地震動予測地図（北海道） 
図 3.7.2-45 : 地域別の地震動予測地図（北方四島） 
図 3.7.2-46 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道石狩支庁） 
図 3.7.2-47 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道渡島支庁） 
図 3.7.2-48 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道檜山支庁） 
図 3.7.2-49 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道後志支庁） 
図 3.7.2-50 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道空知支庁） 
図 3.7.2-51 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道上川支庁） 
図 3.7.2-52 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道留萌支庁） 
図 3.7.2-53 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道宗谷支庁） 
図 3.7.2-54 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道網走支庁） 
図 3.7.2-55 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道胆振支庁） 
図 3.7.2-56 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道日高支庁） 
図 3.7.2-57 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道十勝支庁） 
図 3.7.2-58 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道釧路支庁） 
図 3.7.2-59 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道根室支庁） 
図 3.7.2-60 : 地域別の地震動予測地図（青森県） 
図 3.7.2-61 : 地域別の地震動予測地図（岩手県） 
図 3.7.2-62 : 地域別の地震動予測地図（宮城県） 
図 3.7.2-63 : 地域別の地震動予測地図（秋田県） 
図 3.7.2-64 : 地域別の地震動予測地図（山形県） 
図 3.7.2-65 : 地域別の地震動予測地図（福島県） 
図 3.7.2-66 : 地域別の地震動予測地図（茨城県） 
図 3.7.2-67 : 地域別の地震動予測地図（栃木県） 
図 3.7.2-68 : 地域別の地震動予測地図（群馬県） 
図 3.7.2-69 : 地域別の地震動予測地図（埼玉県） 
図 3.7.2-70 : 地域別の地震動予測地図（千葉県） 
図 3.7.2-71 : 地域別の地震動予測地図（東京都） 
図 3.7.2-72 : 地域別の地震動予測地図（伊豆諸島） 
図 3.7.2-73 : 地域別の地震動予測地図 
 （小笠原諸島） 
図 3.7.2-74 : 地域別の地震動予測地図（神奈川県） 
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図 3.7.2-75 : 地域別の地震動予測地図（新潟県） 
図 3.7.2-76 : 地域別の地震動予測地図（富山県） 
図 3.7.2-77 : 地域別の地震動予測地図（石川県） 
図 3.7.2-78 : 地域別の地震動予測地図（福井県） 
図 3.7.2-79 : 地域別の地震動予測地図（山梨県） 
図 3.7.2-80 : 地域別の地震動予測地図（長野県） 
図 3.7.2-81 : 地域別の地震動予測地図（岐阜県） 
図 3.7.2-82 : 地域別の地震動予測地図（静岡県） 
図 3.7.2-83 : 地域別の地震動予測地図（愛知県） 
図 3.7.2-84 : 地域別の地震動予測地図（三重県） 
図 3.7.2-85 : 地域別の地震動予測地図（滋賀県） 
図 3.7.2-86 : 地域別の地震動予測地図（京都府） 
図 3.7.2-87 : 地域別の地震動予測地図（大阪府） 
図 3.7.2-88 : 地域別の地震動予測地図（兵庫県） 
図 3.7.2-89 : 地域別の地震動予測地図（奈良県） 
図 3.7.2-90 : 地域別の地震動予測地図（和歌山県） 
図 3.7.2-91 : 地域別の地震動予測地図（鳥取県） 
図 3.7.2-92 : 地域別の地震動予測地図（島根県） 
図 3.7.2-93 : 地域別の地震動予測地図（岡山県） 
図 3.7.2-94 : 地域別の地震動予測地図（広島県） 
図 3.7.2-95 : 地域別の地震動予測地図（山口県） 
図 3.7.2-96 : 地域別の地震動予測地図（徳島県） 
図 3.7.2-97 : 地域別の地震動予測地図（香川県） 
図 3.7.2-98 : 地域別の地震動予測地図（愛媛県） 
図 3.7.2-99 : 地域別の地震動予測地図（高知県） 
図 3.7.2-100 : 地域別の地震動予測地図（福岡県） 
図 3.7.2-101 : 地域別の地震動予測地図（佐賀県） 
図 3.7.2-102 : 地域別の地震動予測地図（長崎県） 
図 3.7.2-103 : 地域別の地震動予測地図（熊本県） 
図 3.7.2-104 : 地域別の地震動予測地図（大分県） 
図 3.7.2-105 : 地域別の地震動予測地図（宮崎県） 
図 3.7.2-106 : 地域別の地震動予測地図（鹿児島県） 
図 3.7.2-107 : 地域別の地震動予測地図（奄美地方） 
図 3.7.2-108 : 地域別の地震動予測地図（沖縄県） 
図 3.7.2-109 : 地域別の地震動予測地図 
 （宮古島・八重山地方） 
図 3.7.2-110 : 地域別の地震動予測地図 
 （大東島地方） 
 
なお，超過確率の分布図において色がついていないと
ころは確率がゼロである地点である．また，各図に描か
れている行政区界は，2009 年 1 月 1 日現在のものである． 
3.7.2 評価結果 
 本項では，2009 年 1 月を起点とした確率論的地震動予
測地図の評価結果を示し，その特徴を概観するとともに，
前年度の評価結果との違いについて考察する． 
 今回作成した確率論的地震動予測地図と，2008 年 1 月
を起点として昨年度作成した確率論的地震動予測地図の
作成条件の違いは，3.6 に整理されている通りであり，
時間軸原点が 1 年更新された事による地震発生確率の変
化，2008 年 12 月までの長期評価の公表結果の反映，茨
城県沖の地震のモデル変更，主要活断層帯の断層面の修
正，震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュ
ードの値や領域区分の一部変更に加えて，地盤増幅率の
変更とメッシュサイズの変更，陸域および沿岸域の地震
に適用する地震動評価手法（距離減衰式のばらつきと最
大速度→計測震度の換算式）の変更など，きわめて多岐
にわたっている．これらのうち，特に影響が大きいのが
地震動評価手法の変更である． 
 
（１）地盤の増幅率 
 図 3.7.2-1 は今回用いた工学的基盤（Vs=400m/s 相当）
から地表までの最大速度の増幅率，図 3.7.2-2 は昨年度作
成した 2008 年版で用いた増幅率である．また，図 3.7.2-3
は，両者の比（2009 年/2008 年）を示したものである．
これらの図から，2009 年版の増幅率は 2008 年版のもの
と比較して値の範囲が広くなっており，山地で小さく，
平野部や盆地で大きくなる傾向がある．つまり，増幅率
のコントラストが，2008 年版より大きくなっているとい
える． 
 
（２）超過確率を固定した場合の地表の計測震度の分
布図 
 図 3.7.2-4 および図 3.7.2-5 は，2009 年 1 月を起点とす
る 30 年間の超過確率が 6%および 3%の場合の全ての地
震を考慮した地表の計測震度の分布図であり，主要活断
層帯の地震発生確率が平均ケースのものを図 3.7.2-4 に，
主要活断層帯の地震発生確率が最大ケースのものを図
3.7.2-5 にそれぞれ示している． 
 平均ケースの図 3.7.2-4 を見ると，超過確率が 6%の場
合には，北海道の東岸，仙台周辺，南関東～四国の太平
洋岸，長野県周辺，およびその他一部の平野部などで震
度 6 弱以上（橙～赤）となっており，超過確率が 3%に
なると，震度 6 弱以上の領域が拡大している． 
 超過確率が 6%の場合の平均ケースと最大ケースの比
較では，石狩低地（当別断層：30 年間の発生確率 0.082%
→2.5%，石狩低地東縁断層帯主部：1.7%→5.8%），山形
県（山形盆地断層帯北部：2.2%→7.6%，庄内平野東縁断
層帯：0.020%→6.5%），新潟平野周辺（櫛形山脈断層帯：
1.9%→4.9%，長岡平野西縁断層帯：ほぼ 0%→2.2%），富
山県～石川県（砺波平野断層帯西部：0.017%→2.3%，砺
波平野断層帯東部：1.1%→5.9%，呉羽山断層帯：0.29%
→4.8%，森本・富樫断層帯：0.31%→5.5% など），近畿
中部（琵琶湖西岸断層帯：1.9%→9.4%，中央構造線断層
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帯金剛山地東縁－和泉山脈南縁：ほぼ 0%→5.5%）など
で最大ケースの結果が大きくなっている． 
 図 3.7.2-6～図 3.7.2-9 は，地震カテゴリー別のハザー
ドを示したものである．これらの図から，海溝型巨大地
震（カテゴリーI）は北海道の東部，仙台平野周辺，南関
東から四国に対して，海溝型震源不特定地震（カテゴリ
ーII）は北海道の太平洋岸，南関東，四国西部から九州
東部に対して，陸域浅発地震（カテゴリーIII）は新潟県
～長野県～伊豆半島周辺にかけてと近畿地方などに対し
て，それぞれ影響が大きいことがわかる． 
 図 3.7.2-20～図 3.7.2-21 は，期間を 50 年間とした場合
の超過確率が 39%，10%，5%および 2%の場合の全ての
地震を考慮した地表の計測震度の分布図である．50 年間
の超過確率 10%は 30 年間の超過確率 6%，50 年 5%は 30
年 3%にそれぞれ対応し，地震の発生が時間軸上でラン
ダムであれば両者は同一の結果となるが，30 年間の場合
の結果（図 3.7.2-4 など）と比較すると，対応する超過確
率の結果は類似しているものの，南海トラフの自身が影
響する領域や東北から北海道など一部の地域で違いが出
ている．これは，期間が 30 年から 50 年に変化した場合
の地震発生確率の変化の度合いが，一部の地震で 50/30
倍からずれるために生じるものであり，例えば三陸沖北
部のプレート間大地震は 30 年間の地震発生確率が 4.5%
であるのに対して，50 年間の地震発生確率は 39%と 8 倍
以上になるため，期間 50 年の地図の方が東北から北海道
で強い揺れの範囲が広がる結果となっている． 
 
（３）地表の計測震度を固定した場合の超過確率の分
布図 
 図 3.7.2-10 および図 3.7.2-11 は，2009 年 1 月から 30
年間に，震度 5 弱，震度 5 強，震度 6 弱，震度 6 強以上
となる確率の分布図を全ての地震を考慮して評価した結
果であり，主要活断層帯の地震発生確率が平均ケースの
場合を図 3.7.2-10 に，最大ケースの場合を図 3.7.2-11 に
それぞれ示している． 
 震度 5 弱以上となる確率は，全国の大半の地域で 3%
以上の濃い色となっている．これに対して，震度 6 弱以
上となる確率が高い地域は，北海道の東部，仙台平野周
辺，南関東から四国の太平洋側，長野県，および一部の
平野部に限定される． 
 図 3.7.2-12～図 3.7.2-15 は，これらの結果を地震カテ
ゴリー別に示したものである．カテゴリーI（海溝型巨大
地震）では，北海道東部，宮城県を含む三陸沿岸，関東
南部から四国地方にかけての太平洋沿岸でハザードが高
く，歴史的に繰り返し発生している海溝型巨大地震（千
島海溝から日本海溝および南海トラフの巨大地震）の影
響範囲がよくわかる．カテゴリーII（海溝型震源不特定
地震）は，太平洋岸で全国の広い範囲に影響を及ぼして
いることがわかる．とりわけ北海道東部と関東南部でハ
ザードが高く，これらの地域では海溝型巨大地震に加え
てこのタイプの地震にも注意を払う必要があることがわ
かる．カテゴリーIII（陸域浅発地震）は，全国の広い範
囲に影響を及ぼしており，とりわけ発生確率が高い主要
活断層帯周辺でハザードが高くなっている．全地震を考
慮したトータルの地図では，カテゴリーI（海溝型巨大地
震）の影響に隠れてこのタイプの地震は軽視されがちに
なるが，特に太平洋側以外の地域ではこのタイプの地震
が重要であることが理解できる． 
 図 3.7.2-16～図 3.7.2-19 は，地震カテゴリー別の超過
確率の分布を，確率の絶対値ではなく，確率の値の四分
位表示 *で色分けしたものである．この際，確率が 0 と
なっているメッシュは対象外としている．震度 6 弱以上
となる確率を四分位表示した結果を見ると，カテゴリーI
では上位となる色の濃い領域が南海トラフの地震の影響
範囲を主体に，カテゴリーIIでは北海道から九州の太平
洋側に，カテゴリーIIIでは中部地方を主としつつも全国
に幅広く色の濃い領域が存在していることがわかる． 
 
（４）2009 年版と 2008 年版の超過確率の差の分布図 
 図 3.7.2-22～図 3.7.2-27 は，2009 年版と 2008 年版の期
間 30 年の超過確率の差の分布図であり，全ての地震を考
慮したトータルの結果だけでなく，地震カテゴリー別の
結果も示している．確率の差は，2009 年 1 月起点の超過
確率から 2008年 1月起点の超過確率を引いた値を示して
おり，2008 年 1 月起点の場合に比べて，2009 年 1 月起点
の方が確率が上昇した場合を赤色で，逆に確率が低下し
た場合を青色で示している．なお，数値は実数表示であ
り，パーセント表示ではない． 
 全ての地震を考慮したトータルのハザードの平均ケー
スにおいて，震度 5 弱を上回る確率の差には，2009 年版
と 2008 年版の増幅率の違いが強く反映されていること
がわかる（図 3.7.2-3 参照）．対象とする震度が大きくな
ると，差が大きい地域が限定されるようになり，震度 6
弱の場合には平野部で赤色（2009 年版の方が確率大），
中部地方から紀伊半島，四国にかけての山間部で青色
（2009 年版の方が確率小）となる． 
 地震カテゴリー別の結果で特徴的なのは，陸域浅発地
震（カテゴリーIII）で震度が大きい場合，ほぼ全ての地
域で 2009 年版の結果が大きくなることである．これは，
地震動評価手法の違い（ばらつきの扱いと最大速度～計
測震度の変換式の違い）の影響によると考えられる． 
 
（５）最大ケースと平均ケースの超過確率の差の分布図 
 図 3.7.2-28 は，主要活断層帯の地震発生確率が最大ケ
ースの場合と平均ケースの場合の期間 30 年の超過確率
の差の分布図であり，全ての地震を考慮したトータルの
結果に加えて，陸域浅発地震（カテゴリーIII）のみの結
果も図 3.7.2-29 に示している．確率の差が大きい地域は，
最大ケースと平均ケースの地震発生確率の差が大きい断
層帯の周辺であり，代表的な地域として，以下のものが
挙げられる（括弧内は関連する主な断層帯）：北海道北部
                                                                 
* データを小さい方から並べた時に，全体の 4 分の 1，
4 分の 2，4 分の 3 となる値を境に色分けをしている． 
 3-143 
（サロベツ断層帯），北海道石狩低地（石狩低地東縁断層
帯主部など），山形県（山形盆地断層帯北部，庄内平野東
縁断層帯），新潟平野周辺（櫛形山脈断層帯，長岡平野西
縁断層帯），神奈川県（神縄・国府津－松田断層帯など），
富山県～石川県（砺波平野断層帯，森本・富樫断層帯な
ど），長野県～岐阜県（境峠・神谷断層帯主部，国府断層
帯，阿寺断層帯主部北部など）近畿中部（琵琶湖西岸断
層帯，中央構造線断層帯金剛山地東縁－和泉山脈南縁な
ど），福岡県（警固断層帯南東部），大分県（大分平野－
湯布院断層帯），熊本県～長崎県（布田川・日奈久断層帯，
雲仙断層帯）． 
 
（６）2009 年版と 2008 年版の基盤（Vs=600m/s）での最
大速度の差の分布図 
 図 3.7.2-30 および図 3.7.2-31 は，30 年間に 6％および
3％の確率で超過する基盤の最大速度の値の，2009 年版
の結果，2008 年版の結果，および両者の差（2009 年版の
最大速度から 2008 年版の最大速度を引いたもの）を平均
ケースについて示したものであり，図 3.7.2-32 および図
3.7.2-33 は，最大ケースの場合である．また，図 3.7.2-34
～図 3.7.2-41 には，地震カテゴリー別の結果を示す．基
盤における値で比較していることから，2008 年版と 2009
年版の増幅率が違うことによる影響が除かれている．つ
まり，2009 年版と 2008 年版の差異の要因のうち地震活
動や地震動評価モデルの違いの影響を見ることができる． 
 まず，30 年間の超過確率が 3%の場合の地震カテゴリ
ー別の結果を見ると，カテゴリーI（海溝型巨大地震）で
は，三陸沖北部のプレート間大地震の発生確率が時間軸
の起点を更新したことにより 3.8%から 4.5%に増加した
影響で，北海道の南部から青森県付近において 2009 年版
の結果が大きくなっている．また，紀伊半島から四国を
中心とする広い範囲で 2009 年版がやや大きくなってい
るのは，南海トラフの地震の発生確率が増加した影響で
ある． 
 カテゴリーII（海溝型震源不特定地震）の場合には，
茨城県周辺で 2009 年版の結果が大きく，安芸灘周辺では
逆に小さくなっている．前者は，太平洋プレートの震源
断層を予め特定しにくい地震のうち，茨城県沖の領域の
最大マグニチュードが 6.6 から 7.3 に変更されたことに
起因する．また，後者は，フィリピン海プレートの震源
断層を予め特定しにくい地震のうち豊後水道から安芸灘
付近の領域区分が変更されたことに伴う最大マグニチュ
ードの変化の影響が現れている． 
 カテゴリーIII（陸域浅発地震）では，主要活断層帯の
長期評価の公表ならびに改訂，主要活断層帯の断層諸元
の変更（特に断層上端深さの変更），震源を予め特定しに
くい地震の頻度の更新と最大マグニチュードの変更，距
離減衰式のばらつきの変更の影響が現れている．全体的
には近距離で発生する地震に対する距離減衰式のばらつ
きが大きくなったためにハザードが高くなる傾向にある
が，それ以外の要因の影響程度が場所によって異なるた
めに，ハザードがあまり変わらない地域（白色）やハザ
ードが低くなった地域（青色）も見られる．赤色の地域
の多くは距離減衰式のばらつきが大きくなったことによ
る影響であるが，周防灘周辺は宇部沖断層群（周防灘断
層群）の長期評価が新たに公表された影響が現れている．
石川県から富山県西部の青色は砺波平野断層帯・呉羽山
断層帯の長期評価の改訂および断層上端深さが深くなっ
たことによると思われる． 
 トータルの結果は，以上に述べたカテゴリー別の違い
がほぼ反映されたものとなっている． 
  
（７）最大影響度の地震カテゴリーの分布図 
 図 3.7.2-42 および図 3.7.2-43 は，30 年間に特定の震度
以上となる確率に対して，最も影響度が大きくなる地震
カテゴリーで全国を色分けした結果を，平均ケースと最
大ケースについて示したものである． 
 平均ケースの震度 5 弱以上となる確率に対する影響度
は，岩手県南部から宮城県全域と関東西部から中部～近
畿～中四国～九州北東部で海溝型巨大地震（カテゴリー
I），北海道の中部・南東部から関東の太平洋岸のうち宮
城県周辺を除く地域と九州南東部で海溝型震源不特定地
震（カテゴリーII），日本海側の大半の地域と南西諸島全
域で陸域浅発地震（カテゴリーIII）がそれぞれ最大とな
っている．対象とする震度が大きくなるのに伴って，陸
域浅発地震（カテゴリーIII）の影響度が最大となる領域
が拡大していき，震度 6 強以上の場合には，北方四島か
ら北海道の太平洋岸（カテゴリーII），青森県の太平洋岸
と宮城県東部（カテゴリーI），南関東（カテゴリーII），
東海地方～近畿地方南部～四国全域（カテゴリーI），宮
崎県（カテゴリーII）を除く広い地域でカテゴリーIII の
地震が最も支配的となっている．これらの結果から，わ
が国の多くの地域においては，震度 6 強以上の揺れが陸
域の浅い地震（活断層で発生する地震を含む）によって
もたらされる可能性が高いことがわかる． 
 
（８）地域別の地震動予測地図 
 図 3.7.2-44～図 3.7.2-110 に，地域別の結果として，平
均ケースの場合の 2009 年 1 月から 30 年間に震度 6 弱以
上となる確率の分布図，30 年間の超過確率が 3％となる
計測震度の分布図，および工学的基盤から地表までの増
幅率を示す．図は，都道府県別のものに加えて，北海道
は支庁別を，また一部の島嶼については個別の地図とし
て作成している． 
 
（次ページ以降に図を掲載する） 
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図 3.7.2-1 最大速度の増幅率（工学的基盤（Vs=400m/s 相当層）から地表，2009 年版）． 
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図 3.7.2-2 最大速度の増幅率（工学的基盤（Vs=400m/s 相当層）から地表，2008 年版）． 
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図 3.7.2-3 最大速度の増幅率の比率（2009 年版／2008 年版）． 
 
 
図 3.7.2-4(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
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図 3.7.2-4(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
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図 3.7.2-5(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
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図 3.7.2-5(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
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図 3.7.2-6(1) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
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図 3.7.2-6(2) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
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図 3.7.2-7(1) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
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図 3.7.2-7(2) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
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図 3.7.2-8(1) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
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図 3.7.2-8(2) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-156 
 
図 3.7.2-9(1) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
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図 3.7.2-9(2) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
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図 3.7.2-10(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-10(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
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図 3.7.2-10(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-10(4) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
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図 3.7.2-11(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-11(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
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図 3.7.2-11(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-11(4) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
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図 3.7.2-12(1) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-12(2) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
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図 3.7.2-12(3) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-12(4) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
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図 3.7.2-13(1) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-13(2) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
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図 3.7.2-13(3) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-13(4) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
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図 3.7.2-14(1) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-14(2) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
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図 3.7.2-14(3) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-14(4) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
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図 3.7.2-15(1) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
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図 3.7.2-15(2) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-180 
 
図 3.7.2-15(3) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-181 
 
図 3.7.2-15(4) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-182 
 
図 3.7.2-16(1) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
3-183 
 
図 3.7.2-16(2) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
3-184 
 
図 3.7.2-16(3) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
3-185 
 
図 3.7.2-16(4) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
3-186 
 
図 3.7.2-17(1) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
3-187 
 
図 3.7.2-17(2) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
3-188 
 
図 3.7.2-17(3) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
3-189 
 
図 3.7.2-17(4) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
3-190 
 
図 3.7.2-18(1) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
3-191 
 
図 3.7.2-18(2) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
3-192 
 
図 3.7.2-18(3) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
3-193 
 
図 3.7.2-18(4) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
3-194 
 
図 3.7.2-19(1) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
3-195 
 
図 3.7.2-19(2) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
3-196 
 
図 3.7.2-19(3) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
3-197 
 
図 3.7.2-19(4) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
3-198 
 
図 3.7.2-20(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 39%）＞ 
3-199 
 
図 3.7.2-20(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 10%）＞ 
3-200 
 
図 3.7.2-20(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 5%）＞ 
3-201 
 
図 3.7.2-20(4) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 2%）＞ 
3-202 
 
図 3.7.2-21(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 39%）＞ 
3-203 
 
図 3.7.2-21(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 10%）＞ 
3-204 
 
図 3.7.2-21(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 5%）＞ 
3-205 
 
図 3.7.2-21(4) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 2%）＞ 
3-206 
 
図 3.7.2-22(1) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-207 
 
図 3.7.2-22(2) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-208 
 
図 3.7.2-22(3) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-209 
 
図 3.7.2-22(4) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-210 
 
図 3.7.2-23(1) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-211 
 
図 3.7.2-23(2) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-212 
 
図 3.7.2-23(3) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-213 
 
図 3.7.2-23(4) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-214 
 
図 3.7.2-24(1) 海溝型巨大地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-215 
 
図 3.7.2-24(2) 海溝型巨大地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-216 
 
図 3.7.2-24(3) 海溝型巨大地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-217 
 
図 3.7.2-24(4) 海溝型巨大地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-218 
 
図 3.7.2-25(1) 海溝型震源不特定地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-219 
 
図 3.7.2-25(2) 海溝型震源不特定地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-220 
 
図 3.7.2-25(3) 海溝型震源不特定地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-221 
 
図 3.7.2-25(4) 海溝型震源不特定地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-222 
 
図 3.7.2-26(1) 陸域浅発地震によるハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-223 
 
図 3.7.2-26(2) 陸域浅発地震によるハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-224 
 
図 3.7.2-26(3) 陸域浅発地震によるハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-225 
 
図 3.7.2-26(4) 陸域浅発地震によるハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-226 
 
図 3.7.2-27(1) 陸域浅発地震によるハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-227 
 
図 3.7.2-27(2) 陸域浅発地震によるハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-228 
 
図 3.7.2-27(3) 陸域浅発地震によるハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-229 
 
図 3.7.2-27(4) 陸域浅発地震によるハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-230 
 
図 3.7.2-28(1) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-231 
 
図 3.7.2-28(2) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-232 
 
図 3.7.2-28(3) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-233 
 
図 3.7.2-28(4) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-234 
 
図 3.7.2-29(1) 陸域浅発地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-235 
 
図 3.7.2-29(2) 陸域浅発地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-236 
 
図 3.7.2-29(3) 陸域浅発地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-237 
 
図 3.7.2-29(4) 陸域浅発地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-238 
 
図 3.7.2-30(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-239 
 
図 3.7.2-30(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-240 
 
図 3.7.2-30(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-241 
 
図 3.7.2-31(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-242 
 
図 3.7.2-31(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-243 
 
図 3.7.2-31(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-244 
 
図 3.7.2-32(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-245 
 
図 3.7.2-32(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-246 
 
図 3.7.2-32(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-247 
 
図 3.7.2-33(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-248 
 
図 3.7.2-33(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-249 
 
図 3.7.2-33(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-250 
 
図 3.7.2-34(1) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-251 
 
図 3.7.2-34(2) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-252 
 
図 3.7.2-34(3) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-253 
 
図 3.7.2-35(1) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-254 
 
図 3.7.2-35(2) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-255 
 
図 3.7.2-35(3) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-256 
 
図 3.7.2-36(1) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-257 
 
図 3.7.2-36(2) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-258 
 
図 3.7.2-36(3) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-259 
 
図 3.7.2-37(1) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-260 
 
図 3.7.2-37(2) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-261 
 
図 3.7.2-37(3) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-262 
 
図 3.7.2-38(1) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-263 
 
図 3.7.2-38(2) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-264 
 
図 3.7.2-38(3) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-265 
 
図 3.7.2-39(1) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-266 
 
図 3.7.2-39(2) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-267 
 
図 3.7.2-39(3) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-268 
 
図 3.7.2-40(1) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-269 
 
図 3.7.2-40(2) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-270 
 
図 3.7.2-40(3) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-271 
 
図 3.7.2-41(1) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-272 
 
図 3.7.2-41(2) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-273 
 
図 3.7.2-41(3) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
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図 3.7.2-42(1) 地震分類による最大影響度（震度 5 弱以上，平均ケース）． 
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図 3.7.2-42(2) 地震分類による最大影響度（震度 5 強以上，平均ケース）． 
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図 3.7.2-42(3) 地震分類による最大影響度（震度 6 弱以上，平均ケース）． 
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図 3.7.2-42(4) 地震分類による最大影響度（震度 6 強以上，平均ケース）． 
 
3-278 
  
図 3.7.2-43(1) 地震分類による最大影響度（震度 5 弱以上，最大ケース）． 
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図 3.7.2-43(2) 地震分類による最大影響度（震度 5 強以上，最大ケース）． 
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図 3.7.2-43(3) 地震分類による最大影響度（震度 6 弱以上，最大ケース）． 
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図 3.7.2-43(4) 地震分類による最大影響度（震度 6 強以上，最大ケース）． 
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図 3.7.2-44 地域別の地震動予測地図（北海道）． 
 
 
 
 
図 3.7.2-45 地域別の地震動予測地図（北方四島）． 
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 図 3.7.2-46 地域別の地震動予測地図（北海道石狩支庁）． 
 
 
 
 
図 3.7.2-47 地域別の地震動予測地図（北海道渡島支庁）． 
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図 3.7.2-48 地域別の地震動予測地図（北海道檜山支庁）． 
 
 
 
 
図 3.7.2-49 地域別の地震動予測地図（北海道後志支庁）． 
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図 3.7.2-50 地域別の地震動予測地図（北海道空知支庁） 
 
 
 
 
図 3.7.2-51 地域別の地震動予測地図（北海道上川支庁）． 
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図 3.7.2-52 地域別の地震動予測地図（北海道留萌支庁）． 
 
 
 
図 3.7.2-53 地域別の地震動予測地図（北海道宗谷支庁）． 
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図 3.7.2-54 地域別の地震動予測地図（北海道網走支庁）． 
 
 
 
図 3.7.2-55 地域別の地震動予測地図（北海道胆振支庁）． 
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 図 3.7.2-56 地域別の地震動予測地図（北海道日高支庁）． 
 
 
 
図 3.7.2-57 地域別の地震動予測地図（北海道十勝支庁）． 
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図 3.7.2-58 地域別の地震動予測地図（北海道釧路支庁）． 
 
 
 
図 3.7.2-59 地域別の地震動予測地図（北海道根室支庁）． 
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図 3.7.2-60 地域別の地震動予測地図（青森県）． 
 
 
 
図 3.7.2-61 地域別の地震動予測地図（岩手県）． 
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図 3.7.2-62 地域別の地震動予測地図（宮城県）． 
 
 
 
図 3.7.2-63 地域別の地震動予測地図（秋田県）． 
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図 3.7.2-64 地域別の地震動予測地図（山形県）． 
 
 
 
図 3.7.2-65 地域別の地震動予測地図（福島県）． 
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図 3.7.2-66 地域別の地震動予測地図（茨城県）． 
 
 
 
図 3.7.2-67 地域別の地震動予測地図（栃木県）． 
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図 3.7.2-68 地域別の地震動予測地図（群馬県）． 
 
 
 
図 3.7.2-69 地域別の地震動予測地図（埼玉県）． 
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図 3.7.2-70 地域別の地震動予測地図（千葉県）． 
 
 
 
図 3.7.2-71 地域別の地震動予測地図（東京都）． 
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図 3.7.2-72 地域別の地震動予測地図（伊豆諸島）． 
 
 
 
 
図 3.7.2-73 地域別の地震動予測地図（小笠原諸島）． 
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図 3.7.2-74 地域別の地震動予測地図（神奈川県）． 
 
 
 
図 3.7.2-75 地域別の地震動予測地図（新潟県）． 
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図 3.7.2-76 地域別の地震動予測地図（富山県）． 
 
 
 
 
図 3.7.2-77 地域別の地震動予測地図（石川県）． 
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図 3.7.2-78 地域別の地震動予測地図（福井県）． 
 
 
 
図 3.7.2-79 地域別の地震動予測地図（山梨県）． 
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図 3.7.2-80 地域別の地震動予測地図（長野県）． 
 
 
 
図 3.7.2-81 地域別の地震動予測地図（岐阜県）． 
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図 3.7.2-82 地域別の地震動予測地図（静岡県）． 
 
 
 
 
図 3.7.2-83 地域別の地震動予測地図（愛知県）． 
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図 3.7.2-84 地域別の地震動予測地図（三重県）． 
 
 
 
図 3.7.2-85 地域別の地震動予測地図（滋賀県）． 
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図 3.7.2-86 地域別の地震動予測地図（京都府）． 
 
 
 
図 3.7.2-87 地域別の地震動予測地図（大阪府）． 
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図 3.7.2-88 地域別の地震動予測地図（兵庫県）． 
 
 
 
図 3.7.2-89 地域別の地震動予測地図（奈良県）． 
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図 3.7.2-90 地域別の地震動予測地図（和歌山県）． 
 
 
 
図 3.7.2-91 地域別の地震動予測地図（鳥取県）． 
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図 3.7.2-92 地域別の地震動予測地図（島根県）． 
 
 
 
 
図 3.7.2-93 地域別の地震動予測地図（岡山県）． 
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図 3.7.2-94 地域別の地震動予測地図（広島県）． 
 
 
 
図 3.7.2-95 地域別の地震動予測地図（山口県）． 
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図 3.7.2-96 地域別の地震動予測地図（徳島県）． 
 
 
 
図 3.7.2-97 地域別の地震動予測地図（香川県）． 
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図 3.7.2-98 地域別の地震動予測地図（愛媛県）． 
 
 
 
図 3.7.2-99 地域別の地震動予測地図（高知県）． 
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図 3.7.2-100 地域別の地震動予測地図（福岡県）． 
 
 
 
図 3.7.2-101 地域別の地震動予測地図（佐賀県）． 
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図 3.7.2-102 地域別の地震動予測地図（長崎県）． 
 
 
 
図 3.7.2-103 地域別の地震動予測地図（熊本県）． 
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図 3.7.2-104 地域別の地震動予測地図（大分県）． 
 
 
 
図 3.7.2-105 地域別の地震動予測地図（宮崎県）． 
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図 3.7.2-106 地域別の地震動予測地図（鹿児島県）． 
 
 
 
図 3.7.2-107 地域別の地震動予測地図（奄美地方）． 
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図 3.7.2-108 地域別の地震動予測地図（沖縄県）． 
 
 
 
図 3.7.2-109 地域別の地震動予測地図（宮古島・八重山地方）． 
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図 3.7.2-110 地域別の地震動予測地図（大東島地方）． 
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3.7.3 代表地点における震度 6 弱の 30 年超過確率 
わが国の主要地点における震度 6弱の 30年超過確率に
ついて，2008 年版の結果と 2009 年版の結果を比較する．
対象地点は，各都道府県の県庁所在都市の市役所位置な
らびに北海道の各支庁位置の合計 61 地点である． 
表 3.7.3-1 に 61 地点の地盤増幅率と震度 6 弱の 30 年超
過確率を示す．表には 2008 年版の結果も併記し，超過確
率の差についても示している．図 3.7.3-1 には震度 6 弱の
30 年超過確率と地盤増幅率を図示している．同図におい
て（a）と（b）は同じ図であるが縦軸の表記が異なる．
また，図 3.7.3-2 は各地点での地震カテゴリー別の影響度
を示したものである． 
61 地点のうち，震度 6 弱の 30 年超過確率が 2008 年版
に比べて低くなったのは甲府，網走，日高の 3 地点のみ
であり，他の 58 地点では確率が高くなっている．このう
ち，多くの地点では地盤増幅率が 2008 年版より大きくな
っており，その影響が直接反映された結果となっている．
一部の地点では地盤増幅率が小さくなったにもかかわら
ず超過確率が高くなっているが，これは主に地震動評価
式（距離減衰式のばらつきと速度・計測震度換算式）を
更新したことによる．とりわけ陸域の地震の影響が支配
的な地点（図 3.7.3-2 で赤色が卓越している）では地震動
評価式の更新によって震度 6弱の 30年超過確率が高くな
る． 
図 3.7.3-3 は 2008 年版と 2009 年版の違いの要因を分析
したものである．case1 が 2008 年版の結果，case2 がそれ
を基に地盤増幅率と地震動評価式（距離減衰式のばらつ
きと速度・計測震度換算式）のみを更新した結果である．
また，case3 は case2 を基に震源を予め特定しにくい地震
を更新した結果，case4 は case3 を基に海溝型地震を更新
した結果，case5 は case4 を基に主要活断層帯とその他の
活断層を更新した結果である．case5 が 2009 年版に相当
する．大半の地点において case1 と case2 の差が著しく大
きく，2009 年版の条件変更の中で地盤増幅率と地震動評
価式の更新が最も強く影響していることがわかる．震源
を予め特定しにくい地震の更新の影響はさほど大きくな
いが，周辺領域での最大マグニチュードが変更された水
戸では結果に差が現れている．また，海溝型地震は発生
確率の年更新の影響が少し見られるが影響はそれほど大
きくない．水戸では海溝型地震の更新によって確率が少
し低くなっているが，これは茨城県沖の海溝型地震のモ
デルを変更したためである．主要活断層帯とその他の活
断層の更新に関しては，周防灘断層群の長期評価に伴う
影響が山口で少し見られる程度である． 
上記の特徴的な地点でのハザードカーブを示したのが
図 3.7.3-4 である．同図において，紫線が 2008 年版の結
果（case1），赤線が 2009 年版の結果（case5）である．ま
た，青点線は 2008 年版の結果で地盤増幅率と地震動評価
式のみを更新した結果（case2）である．図（a）は大阪
の結果であり，2009 年版ではカーブ全体においてハザー
ドが高くなっている．case2 と case5 の結果がほぼ重なっ
ていることから，差の要因は地盤増幅率と地震動評価式
を更新したことであることがわかる．図（b）は長崎の結
果である．長崎でも case2 と case5 の結果がほぼ重なって
いるが，2008 年版と 2009 年版ではカーブが交差してい
る．長崎では地盤増幅率は小さくなっていることから，
計測震度が高い領域で 2009 年版のハザードが高くなる
原因は地震動評価式を更新したことであると考えられる．
図（c）は水戸，（d）は山口の結果であり，それぞれ case2
と case5 の結果に違いが見られる．水戸では震源を予め
特定しにくい地震の最大マグニチュードが更新された影
響，山口では主要活断層帯とその他の活断層が更新され
た影響が効いているが，その影響はハザードカーブ全体
に及んでいる． 
 
 
 
表 3.7.3-1 各地点の地盤増幅率と震度 6 弱の 30 年超過確率の比較（その 1）． 
地盤増幅率 震度 6 弱の 30 年超過確率 超過確率の差
地点名 
2008 年版 2009 年版 2008 年版 2009 年版 （2009-2008） 
札幌 1.36  1.31  5.4E-03 1.2E-02 6.7E-03 
青森 1.54  1.44  1.4E-02 2.0E-02 6.5E-03 
盛岡 1.04  1.13  1.5E-03 6.8E-03 5.2E-03 
仙台 1.04  1.03  2.8E-02 4.1E-02 1.2E-02 
秋田 1.54  2.21  1.5E-02 7.7E-02 6.1E-02 
山形 1.04  1.10  7.8E-03 2.3E-02 1.5E-02 
福島 1.04  1.19  1.2E-03 8.9E-03 7.7E-03 
水戸 1.52  1.86  8.3E-02 3.2E-01 2.3E-01 
宇都宮 1.09  1.30  2.8E-03 1.6E-02 1.3E-02 
前橋 1.11  1.19  9.1E-03 2.5E-02 1.6E-02 
さいたま 1.49  1.63  1.2E-01 2.3E-01 1.1E-01 
千葉 1.67  2.23  2.7E-01 6.4E-01 3.7E-01 
東京 1.35  1.44  1.1E-01 2.0E-01 8.3E-02 
横浜 1.67  2.19  3.3E-01 6.7E-01 3.4E-01 
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表 3.7.3-1 各地点の地盤増幅率と震度 6 弱の 30 年超過確率の比較（その 2）． 
地盤増幅率 震度 6 弱の 30 年超過確率 超過確率の差
地点名 
2008 年版 2009 年版 2008 年版 2009 年版 （2009-2008） 
新潟 1.88  1.85  3.4E-02 7.6E-02 4.3E-02 
富山 1.29  1.40  2.5E-02 5.7E-02 3.2E-02 
金沢 1.15  1.12  1.0E-02 1.8E-02 8.1E-03 
福井 1.45  2.19  1.4E-02 1.2E-01 1.0E-01 
甲府 1.85  1.06  8.2E-01 5.5E-01 -2.7E-01 
長野 0.95  1.04  5.7E-02 1.2E-01 6.5E-02 
岐阜 1.08  1.20  8.1E-02 1.7E-01 8.9E-02 
静岡 1.16  1.29  8.7E-01 9.0E-01 2.8E-02 
名古屋 1.28  1.28  3.8E-01 4.4E-01 6.7E-02 
津 1.48  2.21  6.3E-01 8.5E-01 2.3E-01 
大津 1.05  1.10  7.2E-02 1.2E-01 4.9E-02 
京都 1.08  1.22  6.5E-02 1.5E-01 8.0E-02 
大阪 1.45  2.15  2.3E-01 6.0E-01 3.6E-01 
神戸 1.27  1.40  8.2E-02 1.8E-01 9.6E-02 
奈良 1.03  2.05  1.6E-01 6.7E-01 5.1E-01 
和歌山 1.36  1.44  3.5E-01 4.8E-01 1.2E-01 
鳥取 1.45  1.75  7.5E-03 4.1E-02 3.4E-02 
松江 1.45  1.44  7.7E-03 2.1E-02 1.3E-02 
岡山 1.45  1.81  9.1E-02 2.2E-01 1.3E-01 
広島 1.45  1.71  1.0E-01 1.9E-01 9.2E-02 
山口 1.12  1.21  6.9E-03 3.0E-02 2.3E-02 
徳島 1.44  1.75  4.6E-01 6.0E-01 1.3E-01 
高松 1.33  1.75  2.1E-01 4.1E-01 1.9E-01 
松山 1.11  1.24  2.3E-01 3.3E-01 1.1E-01 
高知 1.39  2.18  5.4E-01 6.2E-01 8.0E-02 
福岡 1.45  1.81  2.3E-02 3.8E-02 1.6E-02 
佐賀 1.45  2.05  5.6E-03 5.0E-02 4.4E-02 
長崎 1.20  0.98  7.1E-03 1.3E-02 6.4E-03 
熊本 1.36  1.53  2.0E-02 7.1E-02 5.1E-02 
大分 1.45  2.25  1.6E-01 4.8E-01 3.3E-01 
宮崎 1.40  2.13  1.3E-01 4.6E-01 3.2E-01 
鹿児島 1.45  2.05  3.7E-02 1.6E-01 1.2E-01 
那覇 1.69  1.78  1.5E-01 2.5E-01 9.6E-02 
札幌市 1.39  1.32  5.5E-03 1.2E-02 6.6E-03 
函館市 1.04  1.07  1.5E-03 5.0E-03 3.5E-03 
江差町 1.04  0.90  1.3E-03 3.4E-03 2.1E-03 
倶知安町 1.05  1.97  9.8E-04 3.1E-02 3.0E-02 
岩見沢市 1.36  2.07  2.0E-02 4.6E-02 2.7E-02 
旭川市 1.08  1.14  3.3E-04 2.3E-03 2.0E-03 
留萌市 1.16  1.25  3.3E-03 9.8E-03 6.5E-03 
稚内市 1.54  1.52  5.2E-03 9.3E-03 4.1E-03 
網走市 1.54  1.11  1.7E-02 7.9E-03 -9.3E-03 
室蘭市 0.91  1.75  6.4E-04 2.8E-02 2.7E-02 
浦河町 1.54  0.99  3.3E-01 1.4E-01 -1.8E-01 
帯広市 1.25  1.25  8.4E-02 1.1E-01 2.4E-02 
釧路市 0.99  1.45  1.8E-01 4.6E-01 2.8E-01 
根室市 1.21  1.43  4.6E-01 6.3E-01 1.7E-01 
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4. 震源断層を特定した地震動予測地図 
4.1 評価の手順と結果の表示方法 
4.1.1 評価対象とした地震 
 震源断層を特定した地震動予測地図は，2 章で示した
長期評価による固有地震を対象として作成する．このう
ち，主要活断層帯で発生する地震については，微視的震
源特性を設定し，詳細法による強震動波形計算を行うと
ともに，簡便法（距離減衰式を用いた手法）による計算
も行う．ただし，「レシピ」の適用外である，長期評価に
よる長さが 20km 未満の断層帯については，巨視的・微
視的震源パラメータの設定法が確立されていないことか
ら対象外とするが，長期評価における発生確率が高い場
合には現在のレシピを例外的に適用して計算することと
した．また，海溝型の地震は，微視的震源特性の設定に
関して改良の途上であることや，深い地盤構造をはじめ
とした地下構造モデルが海域において質・量とも不十分
である状況にあることから，詳細法による波形計算は行
わず，簡便法による強震動計算のみを実施する． 
 
4.1.2 評価手法の概要 
主要活断層帯を対象とした詳細法による強震動計算は，
「レシピ」の手順に従って行う．おおまかな流れは以下
の通りである． 
１）巨視的・微視的震源パラメータ及び地下構造モデル
（地震基盤以深の地殻構造モデル，深部地盤モデ
ル）を設定する． 
２）詳細法工学的基盤上の強震動波形を計算する． 
３）浅部地盤モデルをもとに地表の地震動を評価する． 
 
 一方，簡便法による強震動計算のおおまかな流れは以
下の通りである． 
一）巨視的震源パラメータを設定する． 
二）距離減衰式により詳細法工学的基盤上の地震動を
計算する． 
三）浅部地盤モデルをもとに地表の地震動を評価する． 
 
なお，ここでは S 波速度が 600m/s の地盤を「詳細法工
学的基盤」と定義し，前章で述べた確率論的地震動予測
地図で用いた工学的基盤（S 波速度が 400m/s の地盤）と
区別する． 
 
4.1.3 結果の表示方法 
4.2 地図の作成領域と仕様 
4.2.1 地図の作成領域 
 震源断層を特定した地震動予測地図の作成領域は，評
価対象の断層帯ごとに個別に設定する．詳細法による地
図の作成は，断層の端部から水平距離がおよそ 50km の
範囲を含む矩形の領域を対象とした．これは，M7 程度
の主要活断層帯に対して，距離減衰式による予測結果に
おいて震度 5 強となる領域をおおむね包含する領域とな
っている．震源断層に対する位置関係や人口を参考にし
ながら，この地図作成領域内で 10 都市を主要地点として
選択し，その市区町村の役所（あるいは役場）が含まれ
るメッシュにおける工学的基盤上の波形および擬似速度
応答スペクトル（減衰 5%）を示す． 
 簡便法による地図の作成領域は，詳細法による地図よ
りもやや広めの，震度 5 弱となる領域をおおむね包含す
る矩形の領域とした．主要活断層帯，海溝型地震それぞ
れについて，断層端から水平距離がおよそ 80km，300km
の範囲を含む矩形の領域である． 
 
4.2.2 地図の仕様 
詳細法による地震動予測地図は，対象の断層帯ごとに
以下のものを一組として作成する． 
・ 地形図及び断層面位置図 
・ 詳細法工学的基盤における司・翠川（1999）による
距離減衰式との比較 
・ 詳細法工学的基盤上の最大速度分布 
・ 詳細法工学的基盤上の震度分布 
・ 詳細法工学的基盤から地表までの震度増分の分布 
・ 地表の震度分布 
 
簡便法による地震動予測地図は，以下のものを一組と
して作成する． 
・ 地形図及び断層面位置図 
・ 地形・地盤分類図 
・ 詳細法工学的基盤上の最大速度分布 
・ 詳細法工学的基盤から地表までの最大速度の増幅
率分布 
・ 地表の最大速度分布 
・ 地表の震度分布 
・ 対象の地震が発生した場合にある震度以上となる
確率分布（条件付超過確率，震度 5 弱以上，震度 5
強以上，震度 6 弱以上，震度 6 強以上の 4 種類） 
 詳細法による計算結果として，詳細法工学的基盤上で
の最大速度分布，及び地表での震度分布の地図を示す．
また，地図作成領域内の主要地点）を選定し，その市区
町村の役所または役場を含むメッシュにおける，詳細法
工学的基盤上の速度波形，及び擬似速度応答スペクトル
（減衰 5%）を示す． 
いずれの地図においても，地表における地震動の評価
地点は，対象領域に含まれる第 3 次地域区画メッシュ（約
1km 四方）を 16 等分割した 4 分の 1 地域メッシュ（約
250m 四方）の中心とした．ただし，詳細法工学的基盤
上については，1km メッシュの中心としている．なお，
各地図の緯度経度は測量法改正前の日本測地系に基づい
ている． 
簡便法による計算結果として，地表での震度分布，対
象地震が発生した場合に震度 5 弱以上，震度 5 強以上，
震度 6 弱以上，及び震度 6 強以上となる確率の分布の地
図を示す． 
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4.3 主要活断層帯に発生する固有地震の微視的震源特
性及びその他の震源特性の設定 
より算出する（入倉・他，2002）．アスペリティが円形で
あると仮定した場合，その等価半径 r（km）は， 
 詳細法による強震動計算を行うため，長期評価による
長さが 20km 以上の主要活断層帯を対象として，2 章で
設定した巨視的震源特性に基づいて，微視的震源特性，
及びその他の震源特性を「レシピ」（注；2008 年 4 月 11
日更新版）における一律に手続き化された方法に従って
設定する．設定されたパラメータを表 4.3-1 にまとめる．
以下にその詳細を述べる． 
20
4
7 βπ ⋅⋅⋅= RA
Mr   (4.3-2) 
（「レシピ」の(12)式）より求められる．ここで，R（km）
は断層モデル全体を面積が等価な円に置き換えた場合の
半径，β（km/s）は地震発生層の S 波速度である．結果
としてアスペリティ総面積は， 
 2
a rS π=  (4.3-3) 4.3.1 微視的震源特性の設定 
より得られる．なお，屈曲した 2 つの断層面が地中で連
続する断層帯（魚津断層帯など）の場合，元の面積と重
複部分を削除して小さくなった面積の二通りについてそ
れぞれ微視的震源特性の設定を行い計算することとした． 
設定の流れ全体を図 4.3.1-1 に示す．個別のパラメータ
設定方法は以下の通りである． 
a) アスペリティの位置・個数 
アスペリティの位置を全国一律に手続き化された手法
として設定するため，以下の原則を定めた． ところで，長大断層のように断層モデルの長さが幅に
比べて非常に大きい場合，上記の手順でアスペリティの
総面積を求めると，断層面全体の面積に対する比が経験
的関係で示されている値，Somerville et al. (1999) の 22%，
宮腰・他（2001）の 15～37%，石井・他（2000）の 37%，
と大幅に異なることが生じる．これは，断層面全体を円
形と仮定することが適切でないことを示している（地震
調査委員会，2005）．従って，このような場合は，アスペ
リティの総面積が Somerville et al. (1999) に基づいて震
源断層モデル全体の面積 Smodel の 22%と仮定する． 
○ 深さ（断層幅）方向に関して 
・ 中央に配置する． 
・ 最浅及び最深の断層モデルメッシュはアスペ
リティとならないようにする． 
・ 背景領域となるメッシュが奇数となる場合は，
中央よりも浅い方へアスペリティを寄せる． 
○ 長さ（走向）方向に関して 
・ 長期評価において変位量分布が記述されてい
る場合には，その変位量が大きいところが中心
となるように配置する． 一つのセグメントに二つのアスペリティがある場合，
石井・佐藤（2000）の研究成果に基づきその面積比を 2：
1 とする．個々のアスペリティを断層モデルメッシュで
表すにあたって，以上により求められる面積よりもでき
る限り下回らないような正方形に近い形状となるように
設定する．このとき，アスペリティの長さ／幅が概ね 1.0
～1.5 程度を目安とする． 
・ そのような情報が無い場合には，アスペリティ
を断層面の中央部に配置する． 
・ 断層モデルの両端のメッシュはアスペリティ
とならないようにする． 
アスペリティの個数は断層セグメントを基本として定
める．長期評価で活動区間が分けられているものについ
ては，それをセグメントに置き換える．断層モデルの長
さが 60km 以上の場合，長期評価における記述を参考に
二つのセグメントに分割する．長期評価に基づいて分割
ができない場合は，強震動用セグメントとして断層モデ
ルの長さを半分程度に分割する．また，断層に屈曲点が
設けられている場合は屈曲点でセグメント分割する．そ
れ以外の場合は，一つの断層帯で一つのセグメントとす
る．セグメントの長さが 25km 未満の場合は 1 個，30km
以上の場合は 2 個，25km～30km の場合には 1 個または
2 個とする．断層帯が単一のセグメントから成り，その
長さが 25km～30km である場合は，アスペリティが 1 個
と 2 個の両方のモデルを設定する． 
 
 
b) アスペリティの総面積 Sa [km2] 
c) アスペリティ・背景領域の平均すべり量 Da, Db [m] 
アスペリティ全体の平均すべり量 Da は，震源断層モデ
ル全体の平均すべり量 Dmodel（m）のξ 倍とした 
modela DD ⋅= ξ  (4.3-4) 
（「レシピ」の(15)式）において，Somerville et al. (1999)，
石井・他（2000）に基づき，ξ=2 として求める．背景領
域のすべり量 Db は，全体の地震モーメント M0（N･m）
からアスペリティの地震モーメント M0a（N･m）を除い
た背景領域の地震モーメント M0b（N･m）求めた後，以
下の式（「レシピ」の(16)～(18)式） 
aa0a SDM ⋅⋅= μ   (4.3-5) 
アスペリティの総面積は，加速度震源スペクトルの短
周期レベル A（N･m/s2）より求めることを基本とする．
短周期レベルは，壇・他（2001）による地震モーメント
M0（N･m）との経験的関係式（「レシピ」の(11)式） 
0a00b MMM −=  (4.3-6) 
)( amodel
0b
b
0b
b
SS
M
S
MD −⋅=⋅= μμ  (4.3-7) 
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0
10 )10(1046.2 ×××= MA   (4.3-1) により算出される．ここで，μ は地震発生層の剛性率で
4-2 
ある（(2.1.2-10)式，「レシピ」の(10)式参照）．アスペリ
ティが複数の場合，個々のアスペリティのすべり量 Dai
は以下の式（「レシピ」の(19)式） 
a3ai DD
i
i ⋅= ∑γ
γ  (4.3-8)  
4-3 
r
ri
i =γ  (4.3-9) 
より算出する． 
 
d) 震源断層全体及びアスペリティの静的応力降下量と
実効応力及び背景領域の実効応力Δσ, Δσa, σa, σb 
[MPa] 
円形の破壊面を仮定できる断層の場合は，震源断層全
体及びアスペリティの静的応力降下量（Δσ及びΔσa）を
Eshelby (1957) に基づく以下の式（「レシピ」の(21-2)式，
及び(20-2)式） 
3
0
16
7
R
M⋅=Δσ  (4.3-10) 
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M
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16
7σ  (4.3-11) 
より求められる．ただし，アスペリティの総面積を求め
る際に断層面全体の面積の 22 %と仮定している，円形の
破壊面を仮定できない長大断層などの断層帯については，
Fujii and Matsu’ura (2000) の研究成果を採り入れ，Δσ=3.1 
MPa であると仮定した上で，Madariaga (1979) による以
下の式（「レシピ」の(20-1)式） 
 σσ Δ⋅=Δ
a
model
a
S
S  (≒14.1 MPa)     (4.3-12) 
によりアスペリティの静的応力降下量を設定する．  
アスペリティが複数ある場合，特にその震源域の詳し
い情報が無い限り，各アスペリティの応力降下量はアス
ペリティ全体の応力降下量と一致し，アスペリティの実
効応力（σa）は静的応力降下量と等しいとする． 
背景領域の実効応力（σb）は，壇・他（2002）に基づ
き，アスペリティがセグメントに一つの場合は 
a
a
a
b
b
b σσ ⋅⋅=
D
W
W
D  (4.3-13) 
（「レシピ」の(22)式），アスペリティが複数の場合は 
( ) a3
ab
b
b σγπσ ⋅⋅⋅⋅= ∑ irDW
D  (4.3-14) 
（「レシピ」の(23)式）とする．ここで，γi は（4.3-9）式
で与えられ，Wa（km）はアスペリティの幅，Wb（km）
は背景領域が矩形とした場合の幅である． 
 
e) fmax [Hz] 
fmax は Hanks (1982) によって定義された，加速度スペ
クトルの高周波数領域において急激に減衰を始める周波
数である．ここでは，計算を実施する全ての断層帯に対
して，活断層を対象とした強震動計算で用いてきた値で
ある，鶴来・他（1997）による fmax=6Hz とする． 
 
f) 平均破壊伝播速度 Vr [km/s] 
平均破壊伝播速度 Vr は，対象地域の詳しい情報が無い
限り，Geller (1976) による地震発生層の S 波速度  β
（km/s）との経験的関係式（「レシピ」の(24)式） 
β⋅= 72.0rV  (4.3-15) 
より設定する． 
 
4.3.2 その他の震源特性の設定 
A) 破壊開始点 
 破壊開始点は，中田・他（1998）による活断層の分岐
形態に基づいたモデル化をすることが望ましいが，現状
では分岐形態がはっきりしない断層帯が多い．ここでは，
「レシピ」の基本ケースにより設定する（図 4.3.2-1）．
すなわち，横ずれ成分が卓越する場合にはアスペリティ
下端の角とし，アスペリティが一つのときはその両角，
複数あるときは最も端にあるアスペリティの断層端側角
の２ケースを設定する．縦ずれ成分が卓越する場合（正
断層型，逆断層型）にはアスペリティ下端の中央とし，
複数のアスペリティがある場合には，それぞれのアスペ
リティ部分を破壊開始点とする，アスペリティの個数分
のケースを設定する． 
 
B) 破壊形態 
 破壊開始点から一定の破壊伝播速度 Vr で放射状に進
行していくものとする．異なるセグメント間では，最も
早く破壊が到達する地点から破壊が放射状に伝播してい
くと仮定する．ただし，セグメント間で傾斜角が異なる
場合には，破壊開始点と同じ深さで破壊が最も早く到達
する地点から伝播していくものとする． 
 
 最終的に 167 の断層帯に対して合計 490 のケースが設
定されている．なお，一律に手続き化された方法の例外
的な扱いとなっている断層帯（例えば，震源断層全体の
応力降下量を(4.3-12)式で求めている，など）については，
表 4.3-1 において背景に色を付けて示している．神縄・
国府津－松田断層，及び富士川河口断層帯については，
長期評価による断層の長さに対して地震規模が大きいこ
とから，ここでは微視的震源特性を設定せず，詳細法の
計算を行わなかった．なお，これらの断層帯については，
長期評価において海溝型の地震との関係も課題として挙
げられている．  
 各断層モデルの詳細は，パラメータ一覧及び模式図を
巻末資料にまとめてあるのでそちらを参照願いたい．な
お，各モデルは 2km 四方のメッシュで表現されるため，
最終的に設定される地震モーメントは当初求められる値
と若干異なる場合があることに留意されたい． 
表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 1）． 
L M M M S W D D L model W S D A S D S a /S S Dδ Δσ Δσ aw us ls model model model a a b0 b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 2m MPa N･m/s km2 m MPa km2 m
0101 標津断層帯 52 7.7 5.26E+19 7.1 972.2 18.7 3 15 45 56 18 1008 1.7 4.0 1.99E+19 277.6 3.4 14.5 0.28 730.4 1.0
0201 十勝平野断層帯主部 84 - 2.26E+20 7.5 2016.0 24.0 4 19 45 84 24 2016 3.6 3.1 - 443.5 － 14.1 0.22 1572.5 －
0202 光地園断層 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 3 20 45 28 18 504 0.9 2.9 1.27E+19 91.6 1.8 16.1 0.18 412.4 0.7
9901 サロベツ断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 7 25 30 44 18 792 1.5 4.1 1.78E+19 227.0 3.0 14.5 0.29 565.0 0.9
0301 富良野平野断層帯西部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 2 15 45 28 18 504 0.9 3.1 1.30E+19 102.1 1.8 15.5 0.20 401.9 0.7
0302 富良野平野断層帯東部 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 15 45 28 18 504 0.8 2.7 1.23E+19 81.7 1.6 16.7 0.16 422.3 0.6
0401 増毛山地東縁断層帯 60 7.8 6.96E+19 7.2 1118.4 18.6 3 20 45 64 18 1152 1.9 4.4 2.18E+19 353.0 － 14.2 0.31 799.0 －
0402 沼田－砂川付近の断層帯 38 7.5 2.85E+19 6.9 716.1 18.8 3 20 45 40 18 720 1.3 3.6 1.62E+19 172.0 2.6 15.1 0.24 548.0 0.9
0501 当別断層 20 7.0 8.17E+18 6.5 383.3 19.2 3 20 40 22 18 396 0.7 2.5 1.07E+19 58.1 1.4 17.3 0.15 337.9 0.5
0601 石狩低地東縁断層帯主部 66 － 1.23E+20 7.3 1487.0 － 7 30 45 68 24 1487 2.7 5.2 2.64E+19 581.1 5.4 13.3 0.39 905.9 0.9
0602 石狩低地東縁断層帯南部 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 7 30 30 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
0701 黒松内低地断層帯 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 2 15 45 34 18 612 1.1 3.3 1.45E+19 128.7 2.2 15.6 0.21 483.3 0.8
0801 函館平野西縁断層帯 24 7.1 1.17E+19 6.6 457.9 19.1 2 15 45 26 18 468 0.8 2.8 1.20E+19 81.7 1.6 16.1 0.17 386.3 0.6
0901 青森湾西岸断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 3 18 60 32 18 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
1001 津軽山地西縁断層帯北部 16 6.8 5.28E+18 6.4 313.9 19.6 3 18 45 18 18 324 － － － － － － － － －
1002 津軽山地西縁断層帯南部 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 3 18 45 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
1101 折爪断層 47 7.6 4.32E+19 7.0 881.2 18.7 2 15 45 48 18 864 1.6 4.1 1.86E+19 248.8 3.2 14.4 0.29 615.2 1.0
10101 花輪東断層帯 19 7.0 7.40E+18 6.5 393.0 20.7 3 15 45 20 20 400 － － － － － － － － －
1201 能代断層帯 22 7.1 9.84E+18 6.6 420.6 19.1 3 18 45 24 18 432 0.7 2.7 1.14E+19 69.4 1.4 16.7 0.16 362.6 0.6
1301 北上低地西縁断層帯 62 7.8 7.42E+19 7.2 1155.2 18.6 3 14 35 64 18 1152 2.1 4.7 2.23E+19 387.1 － 13.8 0.34 764.9 －
1401 雫石盆地西縁断層帯 17 6.9 5.95E+18 6.4 339.7 20.0 2 14 45 18 18 324 － － － － － － － － －
1402 真昼山地東縁断層帯北部 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 3 17 40 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
1403 真昼山地東縁断層帯南部 17 6.9 5.95E+18 6.4 339.7 20.0 3 19 45 18 18 324 － － － － － － － － －
1501 横手盆地東縁断層帯北部 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 3 17 25 28 18 504 0.9 2.9 1.27E+19 91.6 1.8 16.1 0.18 412.4 0.7
1502 横手盆地東縁断層帯南部 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 15 45 32 18 576 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.7 0.20 459.1 0.7
1601 北由利断層 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 24 45 32 18 576 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.7 0.20 459.1 0.7
1701 新庄盆地断層帯 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 3 20 45 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
1801 山形盆地断層帯北部 29 7.3 1.69E+19 6.8 550.7 19.0 4 16 45 30 18 540 1.0 3.3 1.36E+19 113.1 2.0 15.6 0.21 426.9 0.7
1802 山形盆地断層帯南部 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 4 16 45 32 18 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
1901 庄内平野東縁断層帯 38 7.5 2.85E+19 6.9 716.1 18.8 3 20 45 40 18 720 1.3 3.6 1.62E+19 172.0 2.6 15.1 0.24 548.0 0.9
2001 長町－利府線断層帯 40 7.5 3.15E+19 6.9 752.7 18.8 3 16 40 42 18 756 1.3 3.7 1.67E+19 186.3 2.6 15.0 0.25 569.7 0.9
2101 福島盆地西縁断層帯 57 7.8 6.30E+19 7.1 1064.1 18.7 2 15 45 60 18 1080 1.9 4.4 2.11E+19 333.3 － 14.0 0.31 746.7 －
2201 長井盆地西縁断層帯 51 7.7 5.06E+19 7.1 954.1 18.7 2 15 45 54 18 972 1.7 4.1 1.96E+19 271.7 3.4 14.6 0.28 700.3 1.0
2301 双葉断層 40 7.5 3.15E+19 6.9 752.7 18.8 2 19 90 42 18 756 1.3 3.7 1.67E+19 186.3 2.6 15.0 0.25 569.7 0.9
2401 会津盆地西縁断層帯 34 7.4 2.30E+19 6.8 642.9 18.9 2 20 45 36 18 648 1.1 3.4 1.51E+19 141.0 2.2 15.6 0.22 507.0 0.8
2402 会津盆地東縁断層帯 49 7.7 4.68E+19 7.0 917.5 18.7 2 18 45 50 18 900 1.7 4.2 1.91E+19 265.9 3.4 14.3 0.30 634.1 0.9
2501 櫛形山脈断層帯 16 6.8 5.28E+18 6.4 313.9 19.6 3 23 45 18 18 324 0.5 2.2 9.23E+18 40.7 1.0 17.5 0.13 283.3 0.5
2601 月岡断層帯 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 24 55 32 18 576 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.7 0.20 459.1 0.7
2701 長岡平野西縁断層帯 83 - 2.06E+20 7.5 1925.6 23.2 6 23 55 84 24 2016 3.3 3.1 - 443.5 － 14.1 0.22 1572.5 －
2901 鴨川低地断層帯 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 18 90 26 18 468 0.9 3.0 1.23E+19 88.2 1.8 16.1 0.19 379.8 0.6
全アスペリティ 背景領域全体断層
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表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 2）． 
L M M 0 M w S W D us D ls δ L model W model S model D model Δσ A S a D a Δσ a S a /S S b D b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 m MPa N･m/s2 km2 m MPa km2 m
3001 関谷断層 38 7.5 2.85E+19 6.9 716.1 18.8 2 13 30 40 18 720 1.3 3.6 1.62E+19 172.0 2.6 15.1 0.24 548.0 0.9
3101 関東平野北西縁断層帯主部 82 - 1.44E+20 7.4 1607.2 19.6 5 20 60 82 20 1640 2.8 3.1 - 360.8 － 14.1 0.22 1279.2 －
3102 平井－櫛挽断層帯 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 2 20 90 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
3401 立川断層帯 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 2 18 90 34 18 612 1.1 3.5 1.48E+19 141.0 2.2 15.1 0.23 471.0 0.8
3501 伊勢原断層 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 1 15 60 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
3601 神縄・国府津－松田断層帯 － 7.5 － － － － 3 10 － － － 631 － － － － － － － － －
3701 三浦半島断層群主部　衣笠・北武断層帯 14 － 1.41E+19 6.7 － － 3 15 45 28 18 504 0.9 3.0 1.28E+19 95.0 1.8 16.1 0.19 409.0 0.7
3702 三浦半島断層群主部　武山断層帯 11 － 7.21E+18 6.5 － － 3 15 45 20 18 360 0.6 2.6 1.02E+19 55.4 1.2 16.7 0.15 304.6 0.5
3703 三浦半島断層群南部 20 7.0 － － － － 3 15 90 20 12 240 － － － － － － － － －
3801 北伊豆断層帯 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 3 11 90 36 10 360 1.8 3.1 - 79.2 3.6 14.1 0.22 280.8 1.3
3901 十日町断層帯西部 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 5 25 45 34 18 612 1.1 3.5 1.48E+19 141.0 2.2 15.1 0.23 471.0 0.8
3902 十日町断層帯東部 19 7.0 7.40E+18 6.5 393.0 20.7 5 20 45 20 20 400 － － － － － － － － －
10401 曽根丘陵断層帯 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 2 16 30 34 18 612 1.1 3.3 1.45E+19 128.7 2.2 15.6 0.21 483.3 0.8
4001 長野盆地西縁断層帯 58 7.8 6.50E+19 7.1 1081.4 18.6 4 18 45 60 18 1080 1.9 4.5 2.13E+19 346.4 3.8 14.0 0.32 733.6 1.0
40 62 20 1240
80 50 14 700
4202 糸魚川－静岡構造線断層帯南部 30 7.3 － － － － 2 15 45 30 20 600 － － － － － － － － －
4301 富士川河口断層帯 20 8.0 － － － － 3 10 45 20 8 160 － － － － － － － － －
40 30 18 540
90 14 16 224
4502 木曽山脈西縁断層帯主部南部 8 6.3 － － － － 3 20 90 9.4 9 84.6 － － － － － － － － －
4503 清内路峠断層帯 34 7.4 2.30E+19 6.8 642.9 18.9 2 16 90 38 16 608 1.2 3.7 1.51E+19 153.9 2.4 14.8 0.25 454.1 0.8
4601 境峠・神谷断層帯主部 47 7.6 4.32E+19 7.0 881.2 18.7 2 16 90 52 16 832 1.7 4.4 1.86E+19 260.2 3.4 14.0 0.31 571.8 0.9
4602 霧訪山－奈良井断層帯 28 7.2 1.57E+19 6.7 531.7 19.0 2 16 90 32 16 512 1.0 3.3 1.33E+19 109.4 2.0 15.4 0.21 402.6 0.7
4701 跡津川断層帯 69 7.9 9.13E+19 7.2 1281.4 18.6 2 16 90 74 16 1184 2.5 5.5 2.39E+19 490.9 － 13.2 0.41 693.1 －
4801 国府断層帯 27 － 8.55E+18 6.6 － － 2 17 90 28 14 392 0.7 2.7 1.08E+19 63.6 1.4 16.5 0.16 328.4 0.6
4802 高山断層帯 48 － 2.51E+19 6.9 － － 2 17 90 48 14 672 1.2 3.5 1.55E+19 153.9 2.4 15.3 0.23 518.1 0.8
4803 猪之鼻断層帯 24 － 6.28E+18 6.5 － － 2 17 90 24 14 336 0.6 2.5 9.78E+18 50.3 1.2 16.7 0.15 285.7 0.5
4901 牛首断層帯 54 7.7 5.67E+19 7.1 1009.6 18.7 2 16 90 58 16 928 2.0 4.9 2.04E+19 333.3 4.0 13.6 0.36 594.7 0.8
5001 庄川断層帯 67 7.9 8.63E+19 7.2 1245.7 18.6 2 15 90 72 14 1008 2.7 3.1 - 221.8 － 14.1 0.22 786.2 －
5101 伊那谷断層帯主部 79 8.0 1.19E+20 7.3 1462.3 18.5 2 20 70 80 18 1440 2.6 5.3 2.61E+19 581.1 － 13.1 0.40 858.9 －
5102 伊那谷断層帯南部 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 2 20 60 34 18 612 1.1 3.3 1.45E+19 128.7 2.2 15.6 0.21 483.3 0.8
5201 阿寺断層帯主部北部 17 6.9 5.95E+18 6.5 339.7 20.0 2 17 90 20 16 320 0.6 2.5 9.60E+18 47.8 1.2 16.9 0.15 272.2 0.5
5202 阿寺断層帯主部南部 60 7.8 6.96E+19 7.2 1118.4 18.6 2 17 90 64 16 1024 2.2 5.1 2.18E+19 394.1 － 13.4 0.38 629.9 －
5203 佐見断層帯 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 17 90 28 16 448 0.9 3.3 1.23E+19 95.0 1.8 15.3 0.21 353.0 0.7
5204 白川断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 2 17 90 34 16 544 1.1 3.7 1.42E+19 132.7 2.2 15.1 0.24 411.3 0.8
5301 屏風山断層帯 15 6.8 4.65E+18 6.4 288.5 19.2 2 22 60 20 18 360 － － － － － － － － －
5302 赤河断層帯 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 2 20 60 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
40 38 18 684
90 22 18 396 0.35 699.9 －
全体断層 全アスペリティ 背景領域
2.18E+19 380.1 － 13.72 20 2.1 4.86.96E+19 7.2 1118.4 18.65303 恵那山－猿投山北断層帯 60 7.8
－木曽山脈西縁断層帯主部北部4501 186.3 － 14.9 0.2416 1.3 3.6 1.67E+19
0.30 1350.4－ 14.1
577.7
－
40 7.5 3.15E+19 6.9 752.7 18.8 2
2.82E+19 589.62 15 2.5 4.41.50E+20 7.4 － －4101 糸魚川－静岡構造線断層帯北部中部 112 －
4-5 
表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 3）． 
L M M 0 M w S W D us D ls δ L model W model S model D model Δσ A S a D a Δσ a S a /S S b D b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 m MPa N･m/s2 km2 m MPa km2 m
5304 猿投－高浜断層帯 51 7.7 5.06E+19 7.1 954.1 18.7 2 22 65 52 18 936 1.7 4.3 1.96E+19 153.9 － 31.4 0.16 782.1 －
5305 加木屋断層帯 35 7.4 2.43E+19 6.9 661.4 18.9 2 16 60 38 18 684 1.1 3.3 1.54E+19 145.3 － 15.6 0.21 538.7 －
10501 魚津断層帯 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 3 18 43 34 18 612 1.1 3.3 1.45E+19 128.7 － 15.6 0.21 483.3 －
5501 邑知潟断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 2 18 30 46 18 828 1.5 3.9 1.78E+19 221.7 3.0 14.5 0.27 606.3 0.9
5601 砺波平野断層帯西部 26 － 1.82E+19 6.8 572.0 － 4 20 45 26 22 572 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.9 0.20 455.1 0.8
5602 砺波平野断層帯東部 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 4 20 45 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
5603 呉羽山断層 22 － 2.42E+19 6.9 659.6 － 4 20 45 30 22 660 1.2 3.5 1.53E+19 149.6 2.4 15.4 0.23 510.4 0.8
5701 森本・富樫断層帯 26 － 1.13E+19 6.6 450.7 － 4 18 45 26 20 520 0.7 2.3 1.19E+19 69.4 1.4 17.3 0.13 450.6 0.6
5801 福井平野東縁断層帯主部 45 7.6 3.97E+19 7.0 845.1 18.8 2 17 90 48 16 768 1.7 4.6 1.81E+19 254.5 3.4 13.8 0.33 513.5 0.8
5802 福井平野東縁断層帯西部 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 2 17 90 36 16 576 1.2 3.9 1.48E+19 149.6 2.4 14.8 0.26 426.4 0.8
5901 長良川上流断層帯 29 7.3 1.69E+19 6.8 550.7 19.0 2 17 90 32 16 512 1.1 3.5 1.36E+19 120.8 2.2 15.0 0.24 391.2 0.7
6001 温見断層北西部 16 6.8 5.28E+18 6.4 313.9 19.6 2 13 90 20 12 240 － － － － － － － － －
6002 温見断層南東部 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 2 18 90 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
6003 濃尾断層帯主部根尾谷断層帯 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 2 15 90 34 14 476 1.2 4.2 1.39E+19 141.0 2.4 14.3 0.30 335.0 0.7
6004 濃尾断層帯主部梅原断層帯 36 7.4 2.57E+19 6.9 679.5 18.9 2 19 90 40 18 720 1.1 3.3 1.56E+19 149.6 2.2 15.6 0.21 570.4 0.9
6005 濃尾断層帯主部三田洞断層帯 19 7.0 7.40E+18 6.5 393.0 20.7 2 19 90 22 18 396 － － － － － － － － －
6006 揖斐川断層帯 24 7.1 1.17E+19 6.6 457.9 19.1 2 15 90 28 14 392 1.0 3.6 1.20E+19 95.0 2.0 15.1 0.24 297.0 0.6
6007 武儀川断層帯 29 7.3 1.69E+19 6.8 550.7 19.0 2 19 90 32 18 576 0.9 3.0 1.36E+19 105.7 1.8 16.3 0.18 470.3 0.7
－ 1891年濃尾地震 76 8.0 1.10E+20 7.3 1408.1 18.5 2 22 65 80 14 1120 3.2 3.1 2.54E+19 246.4 － 14.1 0.22 873.6 －
6101 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部北部 48 7.6 4.50E+19 7.0 899.2 18.7 2 15 40 52 18 936 1.5 3.8 1.88E+19 243.3 3.0 14.7 0.26 692.7 1.0
6102 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部中部 12 6.6 － － － － 2 17 90 13 12 156 － － － － － － 　－ － －
6103 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部南部 45 7.6 3.97E+19 7.0 845.1 18.8 2 17 90 48 16 768 1.7 4.6 1.81E+19 254.5 3.4 13.8 0.33 513.5 0.8
6104 浦底－柳ヶ瀬山断層帯 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 22 90 26 18 468 0.9 3.0 1.23E+19 88.2 1.8 16.1 0.19 379.8 0.6
6301 野坂断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 2 17 90 34 16 544 1.1 3.7 1.42E+19 132.7 2.2 15.1 0.24 411.3 0.8
6302 集福寺断層帯 10 6.5 － － － － 2 17 90 9.6 10 96 － － － － － － 　－ － －
6401 湖北山地断層帯北西部 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 22 90 26 18 468 0.9 3.0 1.23E+19 88.2 1.8 16.1 0.19 379.8 0.6
6402 湖北山地断層帯南東部 16 6.8 5.28E+18 6.4 313.9 19.6 2 16 90 20 16 320 － － － － － － － － －
6501 琵琶湖西岸断層帯 59 － 5.13E+19 7.1 960.3 － 3 18 70 60 16 960 1.7 4.2 1.97E+19 283.5 3.4 14.2 0.30 676.5 1.0
6701 養老－桑名－四日市断層帯 60 7.8 6.96E+19 7.2 1118.4 18.6 2 17 30 62 18 1116 2.0 4.6 2.18E+19 366.4 － 13.9 0.33 749.6 －
6801 鈴鹿東縁断層帯 47 7.6 4.32E+19 7.0 881.2 18.7 2 17 60 48 18 864 1.6 4.1 1.86E+19 248.8 3.2 14.4 0.29 615.2 1.0
6901 鈴鹿西縁断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 1 20 35 46 18 828 1.5 3.9 1.78E+19 221.7 3.0 14.5 0.27 606.3 0.9
7001 頓宮断層 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 1 17 65 32 18 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
7101 布引山地東縁断層帯西部 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 2 17 55 34 18 612 1.1 3.5 1.48E+19 141.0 2.2 15.1 0.23 471.0 0.8
7102 布引山地東縁断層帯東部 48 7.6 4.50E+19 7.0 899.2 18.7 2 20 45 50 18 900 1.6 4.1 1.88E+19 254.5 3.2 14.4 0.28 645.5 1.0
7201 木津川断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 1 14 50 32 18 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
7301 三方断層帯 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 1 16 60 28 18 504 0.9 2.9 1.27E+19 91.6 1.8 16.1 0.18 412.4 0.7
7302 花折断層帯北部 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 1 20 90 30 18 540 0.8 2.7 1.27E+19 84.9 1.6 16.8 0.16 455.1 0.7
7303 花折断層帯中南部 35 7.4 2.43E+19 6.9 661.4 18.9 1 20 90 38 18 684 1.1 3.3 1.54E+19 145.3 － 15.6 0.21 538.7 －
7401 山田断層帯主部 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 1 15 90 38 16 608 1.1 3.5 1.48E+19 141.0 2.2 15.2 0.23 467.0 0.8
7402 郷村断層帯 34 7.4 2.30E+19 6.8 642.9 18.9 1 16 90 38 16 608 1.2 3.7 1.51E+19 153.9 2.4 14.8 0.25 454.1 0.8
全アスペリティ 背景領域全体断層
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表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 4）． 
L M M 0 M w S W D us D ls δ L model W model S model D model Δσ A S a D a Δσ a S a /S S b D b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 m MPa N･m/s2 km2 m MPa km2 m
7501 奈良盆地東縁断層帯 35 7.4 2.43E+19 6.9 661.4 18.9 1 15 55 36 18 648 1.2 3.6 1.54E+19 153.9 2.4 15.1 0.24 494.1 0.8
7601 有馬－高槻断層帯 55 7.7 5.87E+19 7.1 1027.4 18.7 1 16 90 60 16 960 2.0 4.8 2.06E+19 339.8 － 13.6 0.35 620.2 －
7701 生駒断層帯 38 7.5 2.85E+19 6.9 716.1 18.8 2 15 35 40 18 720 1.3 3.6 1.62E+19 172.0 2.6 15.1 0.24 548.0 0.9
7801 上林川断層 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 1 15 90 30 16 480 0.9 3.1 1.27E+19 95.0 1.8 15.9 0.20 385.0 0.7
7802 三峠断層 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 1 15 90 30 16 480 0.9 3.1 1.27E+19 95.0 1.8 15.9 0.20 385.0 0.7
90 30 18 540
45 18 18 324
六甲・淡路島断層帯主部
六甲山地南縁－淡路島東岸区間
7902 六甲・淡路島断層帯主部淡路島西岸 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 1 16 80 28 16 448 0.8 2.8 1.17E+19 75.4 1.6 16.4 0.17 372.6 0.6
7903 先山断層帯 12 6.6 － － － － 1 16 45 11 11 121 － － － － － － － － －
8001 上町断層帯 42 7.5 3.47E+19 7.0 790.1 18.8 2 15 70 46 16 736 1.5 4.2 1.73E+19 216.4 3.0 14.4 0.29 519.6 0.9
9701 伊勢湾断層帯主部北部 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 3 23 65 26 18 468 0.9 3.0 1.23E+19 88.2 1.8 16.1 0.19 379.8 0.6
9702 伊勢湾断層帯主部南部 17 6.9 5.95E+18 6.4 339.7 20.0 2 19 45 18 18 324 － － － － － － － － －
9703 白子－野間断層 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 2 21 60 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
9801 大阪湾断層帯 39 7.5 3.00E+19 6.9 734.7 18.8 4 15 70 44 12 528 1.8 6.0 1.65E+19 248.8 3.6 12.8 0.47 279.2 0.2
8101 金剛山地東縁－和泉山脈南縁 72 － 5.19E+19 7.1 966.0 － 4 15 43 72 16 966 1.7 4.2 1.98E+19 283.5 3.4 14.4 0.29 682.5 1.0
8102 紀淡海峡－鳴門海峡 51 7.7 5.06E+19 7.1 954.1 18.7 4 15 30 54 18 972 1.7 4.1 1.96E+19 271.7 3.4 14.6 0.28 700.3 1.0
8103 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部 131 － 3.41E+20 7.6 3196.4 24.4 4 16 35 132 24 3168 3.4 3.1 － 697.0 － 14.1 0.22 2471.0 －
8103 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部※ 131 － 5.06E+19 7.4 － － 4 16 35 136 18 2448 － 3.1 － 538.6 － 14.1 0.22 1909.4 －
8104 石鎚山脈北縁 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 4 17 90 34 14 476 1.2 4.2 1.39E+19 141.0 2.4 14.3 0.30 335.0 0.7
8105 石鎚山脈北縁西部－伊予灘 129 － 1.81E+20 7.4 1806.0 14.0 4 16 90 130 14 1820 3.2 3.1 － 400.4 － 14.1 0.22 1419.6 －
8105 石鎚山脈北縁西部－伊予灘※ 129 － 1.66E+20 7.4 － － 4 16 90 138 14 1932 － 3.1 － 425.0 － 14.1 0.22 1507.0 －
8201 那岐山断層帯 32 － 3.85E+19 7.0 831.9 － 2 21 45 32 26 832 1.5 3.9 1.79E+19 221.7 3.0 14.6 0.27 610.3 0.9
8202 山崎断層帯主部北西部 52 － 4.87E+19 7.1 935.7 － 2 21 90 52 18 936 1.7 4.1 1.94E+19 265.9 3.4 14.6 0.28 670.1 1.0
8203 山崎断層帯主部南東部 30 － 1.62E+19 6.7 539.7 － 2 21 90 30 18 540 1.0 3.2 1.34E+19 109.4 2.0 15.6 0.20 430.6 0.7
- 山崎断層帯主部南東部・草谷断層 44 － 3.49E+19 7.0 792.1 － 2 21 90 44 18 792 1.4 3.8 1.73E+19 206.1 2.8 14.6 0.26 585.9 0.9
- 山崎断層帯大原・土万・安富・主部南東部 80 － 1.15E+20 7.3 1437.9 － 2 21 90 80 18 1440 2.6 3.1 － 316.8 5.2 14.4 0.22 1123.2 1.8
8204 草谷断層 13 6.7 － － － － 2 21 90 12 12 144 － － － － － － － － －
8401 長尾断層帯 24 7.1 1.17E+19 6.6 457.9 19.1 3 12 35 26 18 468 0.8 2.8 1.20E+19 81.7 1.6 16.1 0.17 386.3 0.6
8701 五日市断層 20 7.0 8.17E+18 6.5 383.3 19.2 2 23 90 22 18 396 0.7 2.5 1.07E+19 58.1 1.4 17.3 0.15 337.9 0.5
8702 己斐－広島西縁断層帯 10 6.5 － － － － 2 25 90 9.7 10 97 － － － － － － － － －
8801 岩国断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 2 18 90 46 18 828 1.5 3.9 1.78E+19 221.7 3.0 14.5 0.27 606.3 0.9
9001 菊川断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 2 16 90 48 16 768 1.6 4.4 1.78E+19 237.8 3.2 14.1 0.31 530.2 0.9
10601 周防灘断層群主部 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 2 18 90 46 18 828 1.5 3.9 1.78E+19 221.7 3.0 14.5 0.27 606.3 0.9
10602 秋穂沖断層帯 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 2 18 90 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
10603 宇部南方沖断層帯 22 7.1 9.84E+18 6.6 420.6 19.1 2 18 90 24 18 432 0.7 2.7 1.14E+19 69.4 － 16.7 0.16 362.6 －
9101 西山断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 2 16 90 36 16 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
9201 別府湾－日出生断層帯東部 43 7.6 3.64E+19 7.0 808.4 18.8 3 14 60 48 14 672 1.7 5.1 1.76E+19 254.5 3.4 13.4 0.38 417.5 0.7
9202 別府湾－日出生断層帯西部 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 3 14 60 36 14 504 1.3 4.4 1.45E+19 158.4 2.6 14.0 0.31 345.6 0.7
13.6 0.36 856.7 1.14.8 2.43E+19 475.3 4.674 18 1332 2.318.6 1 16 60
0.30 603.8 －
7901 71 7.9 9.67E+19 7.3 1318.2
1.88E+19 260.2 － 14.31 19 1.7 4.34.50E+19 7.0 899.2 18.77803 京都西山断層帯 48 7.6
全アスペリティ 背景領域全体断層
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表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 5）． 
L M M 0 M w S W D us D ls δ L model W model S model D model Δσ A S a D a Δσ a S a /S S b D b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 m MPa N･m/s2 km2 m MPa km2 m
9203 大分平野－由布院断層帯東部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 3 14 60 32 14 448 1.0 3.8 1.30E+19 113.1 2.0 15.0 0.25 334.9 0.7
9204 大分平野－由布院断層帯西部 14 6.7 4.08E+18 6.3 264.2 18.9 3 14 60 18 14 252 0.5 2.4 8.47E+18 36.3 1.0 17.1 0.14 215.7 0.4
9205 野稲岳－万年山断層帯 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 14 60 34 14 476 1.2 4.2 1.39E+19 141.0 2.4 14.3 0.30 335.0 0.7
9206 崩平山－亀石山断層帯 34 7.4 2.30E+19 6.8 642.9 18.9 3 14 60 38 14 532 1.4 4.6 1.51E+19 176.7 2.8 13.8 0.33 355.3 0.7
9301 布田川・日奈久断層帯北東部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 3 16 90 32 14 448 1.0 3.8 1.30E+19 113.1 2.0 15.0 0.25 334.9 0.7
9302 布田川・日奈久断層帯中部 47 7.6 4.32E+19 7.0 881.2 18.7 3 16 60 52 16 832 1.7 4.4 1.86E+19 260.2 3.4 14.0 0.31 571.8 0.9
9302 布田川・日奈久断層帯南西部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 3 16 60 32 16 512 0.9 3.1 1.30E+19 98.5 1.8 16.0 0.19 413.5 0.7
9302 布田川・日奈久断層帯中部南西部同時 74 7.9 1.05E+20 7.3 1372.6 18.5 3 16 60 84 16 1344 2.5 5.2 2.50E+19 522.8 － 13.3 0.39 821.2 －
10801 警固断層帯北西部 25 － 1.12E+19 6.6 － － 3 19 87 28 16 448 0.8 2.9 1.19E+19 80.0 1.6 16.1 0.18 368.0 0.6
10802 警固断層帯南東部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 2 17 90 32 16 512 0.9 3.1 1.30E+19 112.6 1.8 14.1 0.22 399.4 0.7
9401 水縄断層帯 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 3 14 60 30 14 420 1.0 3.8 1.27E+19 109.4 2.0 14.8 0.26 310.6 0.7
9501 雲仙断層帯北部 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 18 60 32 18 576 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.7 0.20 459.1 0.7
9502 雲仙断層帯南東部 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 3 18 60 26 18 468 0.7 2.6 1.17E+19 72.4 1.4 16.7 0.15 395.6 0.6
9503 雲仙断層帯南西部北部 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 3 18 60 34 18 612 1.0 3.1 1.42E+19 116.9 2.0 16.1 0.19 495.1 0.8
9504 雲仙断層帯南西部南部 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 3 18 60 26 18 468 0.7 2.6 1.17E+19 72.4 1.4 16.7 0.15 395.6 0.6
9601 出水断層帯 20 7.0 8.17E+18 6.5 383.3 19.2 3 15 45 22 18 396 0.7 2.5 1.07E+19 58.1 1.4 17.3 0.15 337.9 0.5
10901 人吉盆地南縁断層 22 7.1 9.84E+18 6.6 420.6 19.1 2 17 60 24 18 432 0.7 2.7 1.14E+19 69.4 1.4 16.7 0.16 362.6 0.6
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L: 断層の長さ，   M: マグニチュード，  M0: 地震モーメント，  Mw: モーメントマグニチュード， 
S: 断層面積，   W: 断層面の幅，   Dus: 断層面の上端深さ，  Dls: 地震発生層の下端深さ， 
δ: 断層面の傾斜角，   Lmodel: 断層モデルの長さ，  Wmodel: 断層モデルの幅，  Smodel: 断層モデルの面積， 
橙  ： セグメント分割がされている断層（全アスペリティ及び背景領域の平均すべり量はセグメントごとに異なるため未記載）． 
ピンク： 断層面全体の静的応力降下量に Fujii and Matsu’ura (2000) を適用（長大断層，強震動評価のモデル以外に対する）． 
黄色 ： 2005 年～2008 年版の確率論的地震動予測地図で用いてきたモデルを踏襲した断層（詳細法の計算は行わない）． 
Dmodel: 断層モデルの平均すべり量， Δσ: 静的応力降下量，  A: 加速度震源スペクトルの短周期レベル， 
薄藤色： 屈曲した断層面が地中で連続するように設定した断層（二通りの微視的パラメータ設定を行っている）． 
Sa: アスペリティの総面積，  Da: アスペリティの平均すべり量， Δσa: アスペリティの静的応力降下量， 
緑  ： 詳細法の計算を行う短い断層（特例的に「レシピ」を外挿することにより微視的パラメータを設定）． 
Sa/S: アスペリティ面積／断層面積の比， Sb: 背景領域の面積，  Db: 背景領域の平均すべり量． 
水色 ： 強震動評価（強震動予測手法の検証）のモデルに基づいて設定． 
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注）※は区間分割合算法（調整法Ⅱ）によって設定されたパラメータである． 
灰色 ： 詳細法の計算を行わない短い断層． 
紫  ： 長大断層として取り扱った断層． 
パラメータ（本文も参照のこと） 
背景の色 
 
 図 4.3.1-1 微視的震源特性設定の流れ（「レシピ」の付図 2 をもとに作成）． 
 
 
 
図 4.3.2-1 破壊開始点の設定方法（「レシピ」より）．
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4.4 地下構造モデルの設定 
 強震動計算に用いる地下構造モデルとして，地震調査
研究推進本部による「レシピ」に準じて，「地震基盤以深
の地殻構造」，「深部地盤モデル」，「浅部地盤モデル」の
3 つに分けて作成，適用をすることとした（図 4.4-1）．
以下に，それぞれについて概要を示す． 
 
4.4.1 地震基盤以深の地殻構造 
 これまでの地震動予測地図では，地震基盤以深の地殻
構造として Zhao et al. (1994)によるコンラッド面（上部
－下部地殻境界）及びモホ面（地殻－マントル境界面）
を参照して設定を行ってきた．最近になり，Matsubara et 
al. (2008)は，防災科学技術研究所の高感度地震観測網
（Hi-net）の記録を利用して，日本列島下における地殻，
マントルのより詳細な三次元の速度構造を求めている．
そこで本検討では，この Matsubara et al. (2008)の成果を
基に，図 4.4.1-1 及び表 4.4.1-1 に示す 3 層の構造を地震
基盤以深の地殻構造モデルとして設定した． 
 
 
 
 
（浅部地盤モデル）
（深部地盤モデル）
図 4.4-1 地下構造モデルの模式図（「レシピ」より）． 
 
    
図 4.4.1-1 Matsubara et al. (2008) に基づく地震基盤以深の地殻構造モデル（各層上面の深さ分布）． 
 
 
表 4.4.1-1 地震基盤以深の地殻構造モデルの物性値．Q 値は差分法計算で用いた周波数 1Hz での値（4.5.2 節参照）． 
区分 P 波速度 [km/s] S 波速度 [km/s] 密度 [g/cm3] Qp, Qs 
1 5.8 3.4 2.70 300 
2 6.5 3.8 2.80 300 
3 7.2 4.2 2.90 300 
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4.4.2 深部地盤モデル 
 深部地盤モデルは，図 4.4-1 に示す工学的基盤から
地震基盤までの間の地盤を指す．「全国地震動予測地図」
の作成において主要活断層帯を対象とした強震動計算を
実施するため，全国を対象として深部地盤モデル作成を
行った．このモデルは，基本的に「レシピ」の手順に沿
って作成されたものであり，既往の研究等により作成さ
れたモデルを取り込むことによって，最終的には表
4.4.2-1 に示すような 33 層から成る三次元構造として表
現されている．ただし，本検討における強震動計算では，
詳細法工学的基盤を S 波速度が 600m/s の層と定めたた
め，それよりも遅い層（第 1 層～第 5 層）については計
算では用いないこととした． 
図 4.4.2-1 に各層の上面深さ分布を示す．ここで，地震
基盤は第 29 層以深となっている．なお，本深部地盤モデ
ル作成については，藤原・他（2009）で詳細にまとめら
れているので，そちらを参照いただきたい． 
 
 
 
表 4.4.2-1 深部地盤モデルにおける物性値．Q 値は本検討における差分法で用いた周波数 1Hz での値（4.5.2 節参照），
及び統計的グリーン関数法で用いた値（一定値）． 
層区分 P 波速度 [km/s] S 波速度 [km/s] 密度 [g/cm3] Qp, Qs 旧層区分*
1 1.6 0.35 1.85 60 - 
2 1.7 0.40 1.85 60 - 
3 1.8 0.45 1.9 60 - 
4 1.8 0.50 1.9 60 - 
5 1.8 0.55 1.9 60 - 
6 2.0 0.60 1.9 100 第 1 層 
7 2.0 0.65 1.95 100 - 
8 2.1 0.70 2.0 100 - 
9 2.1 0.75 2.0 100 - 
10 2.2 0.80 2.0 100 - 
11 2.3 0.85 2.05 100 - 
12 2.4 0.90 2.05 100 - 
13 2.4 0.95 2.1 150 - 
14 2.5 1.00 2.1 150 - 
15 2.5 1.1 2.15 150 第 2 層 
16 2.6 1.2 2.15 150 - 
17 2.7 1.3 2.2 150 - 
18 3.0 1.4 2.25 150 第 3 層 
19 3.2 1.5 2.25 150 - 
20 3.4 1.6 2.3 150 - 
21 3.5 1.7 2.3 150 第 4 層 
22 3.6 1.8 2.35 150 - 
23 3.7 1.9 2.35 150 - 
24 3.8 2.0 2.4 200 - 
25 4.0 2.1 2.4 200 第 5 層 
26 4.0 2.1 2.4 200 第 6 層 
27 5.0 2.7 2.5 300 第 7 層 
28 4.6 2.9 2.55 300 - 
29 5.0 2.7 2.5 300 - 
30 5.5 3.1 2.6 300 第 8 層 
31 5.5 3.2 2.65 300 - 
32 5.7 3.3 2.7 300 - 
33 6.0 3.4 2.75 300 - 
*初期モデル（藤原・他，2006）における区分． 
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図 4.4.2-1 深部地盤モデルの各層上面深さ分布（その 1）． 
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図 4.4.2-1 深部地盤モデルの各層上面深さ分布（その 2）． 
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図 4.4.2-1 深部地盤モデルの各層上面深さ分布（その 3）． 
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図 4.4.2-1 深部地盤モデルの各層上面深さ分布（その 4）． 
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図 4.4.2-1 深部地盤モデルの各層上面深さ分布（その 5）． 
 
4-16 
4.4.3 浅部地盤モデル 
（１）基本的な考え方 
 浅部地盤モデルの作成方法については．簡易法から詳
細法までいくつかの方法があるが，ここでは簡易的に地
盤の増幅度を全国同水準で求めることを前提に考えるこ
ととする． 
 浅部地盤の評価方法は，全国を網羅した表層地盤特性
を表すデータベースである 250m メッシュ単位の地形・
地盤分類メッシュマップによる微地形区分等を用いて，
地表から深さ 30m までの地盤の平均 S 波速度（AVS30）
の分布を推定し，これより地盤の増幅度を求め，工学的
基盤における地震動強さ（最大速度）にこの増幅度をか
けることにより，地表の地震動強さを求める． 
 
（２）増幅率評価に用いる地形・地盤分類 250m メッシ
ュマップ 
 若松・他（2004, 2005）は，既存の地盤データベース
の問題点を克服した日本全国の地形･地盤を統一的に分
類するための工学的な地形分類基準を提案し，これに基
づき，広域ハザード評価のための GIS データベース地形･
地盤分類メッシュマップを約 1km メッシュ単位で構築
した．さらに，若松・松岡（2008）は，この 1km メッシ
ュ単位のメッシュマップに基づき，微地形区分の判読と
格納を 250m メッシュごとに行い，空間解像度をより向
上させた地形・地盤分類 250m メッシュマップの全国版
を構築した．このマップが網羅する範囲は，北は北方四
島の択捉島，南は東京都の沖ノ鳥島，西は与那国，東は
南鳥島を含む北緯 20.41875 度～45.5541667 度，東経
122.934375 度～153.9875 度の地域である． 
メッシュの区分方法は，「統計に用いる標準地域メッシ
ュ及び標準地域メッシュ･コード（昭和 48 年 7 月 12 日行
政管理庁告示第 143 号）の 4 分の 1 地域メッシュに準拠
しており，緯度方向 7.5 秒，経度方向 11.25 秒で約 250m
四方である．緯度経度は 10 進法により小数点以下６桁の
精度（最大 30cm のずれ）により記述されている．この
メッシュの測地系は，日本測地系に基づいた標準地域メ
ッシュ（地域メッシュコード N）を採用しており， 2002
年 4 月 1 日から施行された世界測地系に基づく標準地域
メッシュ（地域メッシュコード）とはメッシュの境界位
置が異なる．日本測地系で構築された理由は，本メッシ
ュデータの構築が 2002 年に着手されたため，データ作成
に不可欠な必要な国土地理院の縮尺５万分の１および２
万５千分の１の地形図の世界測地系版が未整備であった
ためである． 
250m メッシュごとに表 4.4.3-1 に示す地形分類の属性
を持たせている．この分類は純地形学的な地形分類基準
を踏襲しつつ，かつ表層地盤特性の評価という工学的用
途を考慮した若松・他（2005）による分類基準に準拠し
ているが，メッシュサイズが約 250m 四方と細かいため，
1km メッシュ単位の地形･地盤分類メッシュマップには
現れない小面積の微地形区分である｢砂州･砂丘間低地｣，
｢磯･岩礁｣，｢河原｣，｢河道｣が追加されている．一つのメ
ッシュ内に複数の微地形区分が存在する場合は，原則と
してメッシュ内で最も広い面積を占める区分をそのメッ
シュの属性として与えられているが，山地や丘陵等で挟
まれた谷底低地のみ，人間活動が山地や丘陵より谷底低
地で行われることを考慮して，メッシュ内の谷底低地の
占める割合が 1/3 程度以上の場合には，属性を谷底低地
としている．また，メッシュ内の大部分が水域でも，わ
ずかでも陸が存在する場合は，その陸域の微地形区分が
付与されている． 
以上のようにして，表 4.4.3-1 に示す 1～24 の地形分類
コードが与えられたメッシュの合計は，5,955,179 メッシ
ュである．図 4.4.3-1 にサンプル画像を示す．  
 
（３）地表から深さ 30m までの地盤の平均 S 波速度の推
定 
 松岡・他（2005）は，日本全国の任意の地点での深さ
30m までの地盤の平均 S 波速度（AVS30）を推定するた
めに，S 波速度に関する調査資料が得られている全国約
2000 地点について，AVS30 と若松・他（2004, 2005）に
よる微地形区分との関係を検討した．その結果，微地形
毎の AVS30 には地盤の形成過程や堆積環境に起因する
と考えられる違いが認められ，微地形区分を基本変数と
して，標高，地盤の傾斜，第三紀およびそれ以前の地質
からなる山地・丘陵までの距離を追加的な説明変数とし
た回帰式によって，AVS30 が比較的精度良く推定できる
ことを示した．さらに，1km メッシュ単位の地形･地盤
分類メッシュマップを利用することで，日本全国の
AVS30 分布が得られることを示した．以下のその回帰式
を，表 4.4.3-2 には回帰係数と標準偏差を示す． 
log AVS30 = a + b log Ev + c log Sp + d log Dm ± σ 
 (4.4.3-1) 
ここで，a, b, c, d は回帰係数，σ は標準偏差，Ev は標高
（単位:メートル），Sp は傾斜（正接の値を 1000 倍した
もの），Dm は，第三紀およびそれ以前の地質からなる山
地・丘陵までの距離（単位はキロメートル）である． 
 表 4.4.3-2 の回帰係数から一般に言えることは，標高が
高いほど，傾斜が大きいほど，山地や丘陵からの距離が
近いほど AVS30 の値が大きくなることである．河川の上
流部（標高が高く，傾斜が大きい地域）では，堆積物の
粒径が大きい，山地や丘陵に近いほど岩盤までの深さが
浅い，などの理由により AVS30 が大きくなると考えられ，
得られた回帰係数の傾向は各微地形区分の堆積環境と矛
盾のないものと言える． 
 (4.4.3-1)式は，もともと 1km メッシュ単位の地形・地
盤分類メッシュマップを利用して，AVS30 を推定するた
めに提案されたものである．メッシュサイズが 250m と
細かくなったことにより，前述のように，1km メッシュ
のデータには含まれていなかった｢砂州･砂丘間低地｣，
｢磯･岩礁｣，｢河原｣，｢河道｣が追加されている（表 4.4.3-1）．
このうち，砂州･砂丘間低地については，砂丘として扱い，
磯･岩礁，河原，河道については計算対象外とした．また，
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AVS30 の計算に必要な地理的指標のうち，標高（Ev），
傾斜（Sp）は，1km メッシュ単位の地形・地盤分類メッ
シュマップ（若松・他，2005）に含まれる値を利用した．
先第三系・第三系の山地・丘陵からの距離（Dm）の算出
に必要な地質年代の情報も，1km メッシュ単位の形・地
盤分類メッシュマップから抽出し，説明変数の値が１以
下の場合は，その値を１に固定した．図 4.4.3-2 に AVS30
分布の推定結果を示す．
 
 
表 4.4.3-1 地形分類コードと分類基準（その 1；若松・松岡，2008）． 
No. 微地形区分 定義・特徴 対応する地質・土質
1 山 地 1kmメッシュにおける起伏量（最高点と最低点の標高差）が概ね200m以上で，
先第四系(第三紀以前の岩石)からなる標高の高い土地． 
先第三系*1・第三系の
岩石． 
2 山麓地 先第四系山地に接し，土石流堆積物・崖錐堆積物など山地から供給された堆
積物等よりなる比較的平滑な緩傾斜地． 第四系の崩積土． 
3 丘 陵 標高が比較的小さく，1kmメッシュにおける起伏量が概ね200m以下の斜面か
らなる土地． 
先第三系～第四系更
新統の岩石・軟岩． 
4 火山地 第四系火山噴出物よりなり，標高・起伏量の大きなもの． 第四系火山岩類 
5 火山山麓地 火山地の周縁に分布する緩傾斜地で，火砕流堆積地や溶岩流堆積地，火山
体の開析により形成される火山麓扇状地・泥流堆積地などを含む． 
第四系火山岩類，完新
統*2の砂礫． 
6 火山性丘陵 火砕流堆積地のうち侵食が進み平坦面が残っていないもの，または小面積で
孤立するもの． 第四系火山岩類． 
7 岩石台地 河岸段丘または海岸段丘で表層の堆積物が約5m以下のもの，隆起サンゴ礁
の石灰岩台地を含む． 
先第三系・第三系の岩
石，更新統石灰岩． 
8 砂礫質台地 河岸段丘または海岸段丘で表層に約5m以上の段丘堆積物（砂礫層，砂質土
層）をもつもの． 更新統*
3の砂礫質土．
9 ローム台地 河岸段丘または海岸段丘で表層が約5m以上のローム層（火山灰質粘性土）
からなるもの． 
更新統の火山灰質粘
性土． 
10 谷底低地 
山地･火山地･丘陵地･台地に分布する川沿いの幅の狭い沖積低地．表層堆
積物は山間地の場合は砂礫が多く，台地･丘陵地･海岸付近では粘性土や泥
炭質土のこともある． 
完新統の砂礫 ・砂質
土・粘性土・泥炭質土．
下流に行くほど軟弱層
が卓越． 
11 扇状地 河川が山地から沖積低地に出る所に形成される砂礫よりなる半円錐状の堆積
地．勾配は概ね1/1000以上． 
完新統の中位に締まっ
た砂礫．扇端部では砂
が卓越． 
12 自然堤防 河川により運搬された土砂のうち粗粒土(主に砂質土)が河道沿いに細長く堆
積して形成された微高地． 
完新統のゆるい砂質
土． 
13 後背湿地 
扇状地の下流側または三角州の上流側に分布する沖積低地で自然堤防以
外の低湿な平坦地．軟弱な粘性土，泥炭，腐植質土からなる．砂丘・砂州の
内陸側や山地・丘陵地・台地等に囲まれたポケット状の低地で粘性土，泥炭，
腐植質土が堆積する部分を含む． 
完新統の極めて軟弱な
粘性土． 
14 旧河道 過去の河川の流路で，低地一般面より0.5～1m低い帯状の凹地． 
完新統の極めてゆるい
砂質土．軟弱粘性土・
腐植土が被覆している
こともある． 
15 
三角州･ 
海岸低地 
三角州は河川河口部の沖積低地で，低平で主として砂ないし粘性土よりなる
もの．海岸低地は汀線付近の堆積物よりなる浅海底が陸化した部分で，砂州
や砂丘などの微高地以外の低平なもの．海岸・湖岸の小規模低地を含む． 
完新統の砂質土・粘性
土． 
16 
砂州･ 
砂礫州 
波や潮流の作用により汀線沿いに形成された中密ないし密な砂または砂礫よ
りなる微高地．過去の海岸沿いに形成され，現在は内陸部に存在するものも
含む． 
完新統の中位に締まっ
た砂礫・砂質土． 
17 砂 丘 風により運搬され堆積した細砂ないし中砂が表層に約5m以上堆積する波状
の地形．一般に砂州上に形成されるが，台地上に形成されたものを含む． 
完新統の極めてゆるい
風成砂． 
18 
砂州･ 
砂丘間低地 
砂州や砂丘の間の低地．一般に堤間低地と呼ばれるものも含む．表層は風成
砂よりなるが，その下位は腐植土や粘性土で構成されることが多い． 
完新統の極めてゆるい
風成砂・軟弱粘性土・
腐植土． 
19 干拓地 浅海底や湖底部分を沖合の築堤と排水により陸化させたもの．標高は水面よ
りも低い． 
完新統のゆるい砂質
土・軟弱粘性土，表層
は盛土の場合が多い．
表 4.4.3-1 地形分類コードと分類基準（その 2；若松・松岡，2008）． 
No. 微地形区分 定義・特徴 対応する地質・土質
20 埋立地 水面下の部分を盛土により陸化させたもの．標高は水面よりも高い． 未改良の場合はゆるい
埋土の砂質土． 
21 磯･岩礁 基盤の岩が露出，または岩塊が多い海岸． 先第三系・第三系の岩
石，更新統の石灰岩．
22 河原 雨や雪などの表流水の流路となる細長い凹地のうち，常時は水流がない
(冠水していない)部分． 
完新統の中位に締まっ
た砂礫ないしゆるい砂
質土． 
23 河道 雨や雪などの表流水の流路となる細長い凹地で，常時に水流がある部
分． 水域． 
24 湖沼 四方陸地に囲まれて、海とは直接連絡のない静止した水域． 水域． 
 
 
 
 
図 4.4.3-1 地形･地盤分類 250m メッシュマップ全国版のサンプル画像（若松・松岡，2008）． 
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表 4.4.3-2 多変量解析による回帰係数（括弧内は標準回帰係数）（松岡・他，2005 に加筆）． 
 
微地形区分  
 
 
 
AVS30 (m/s) 
図 4.4.3-2 地形･地盤分類 250m メッシュマップより推定した地盤の平均 S 波速度分布（松岡･若松, 2008 に加筆）．
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4.5 強震動計算方法 
 強震動の計算の手順は，はじめに詳細法工学的基盤上
の地震動を求めた後，それをもとに地表の地震動を算出
する．この大まかな手順は，詳細法と距離減衰式による
方法で基本的に同じである．図 4.5-1 に両手法による計
算方法の流れを示す．  
 
4.5.1 詳細法工学的基盤上の波形計算 
詳細法工学的基盤上の強震動は，広い周波数帯域の波
形計算においてこれまでに多くの実績があるハイブリッ
ド合成法により行う．決定論的手法を適用する低周波数
（長周期）成分については三次元有限差分法を，半経験
的手法を適用する高周波数（短周期）成分については統
計的グリーン関数法を用い，両者を時間領域で合成する． 
4.2.2 節で述べた通り，詳細法工学的基盤上の波形は，1km
メッシュの中心点について計算する．これは，「深い地盤
構造」の精度が 250m メッシュに対しては必ずしも確保
されていないことを考慮して，計算量を軽減するために
とる措置である． 
 
4.5.1.1 三次元有限差分法 
有限差分法は有限要素法とならんで，解析領域全体を
離散化して問題を解く方法（領域法）の代表的なもので
ある．最近の計算機性能の向上により大規模な三次元波
動場のシミュレーションが可能となりつつある．しかし，
表層付近の低速度層を扱う場合，小さな格子に分割する
必要があり，均質な間隔の格子を用いる限りは計算機に
対して膨大な負荷を要する．このような計算機負荷を軽
減するため，不均質な格子による計算法が開発されてき
ている（例えば，Aoi and Fujiwara, 1999, Pitarka, 1999）．
本検討では，Aoi and Fujiwara (1999)による不連続格子を
用いた空間４次精度の差分法（Levander, 1988）により計
算を行う． 
 
 
 
 
図 4.5-1 震源断層を特定した地震動予測地図における強震動計算の流れ．
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Aoi and Fujiwara (1999) の差分法では，高速度層から
成る深部（領域Ⅱ）の格子点間隔は低速度層が含まれる
浅部（領域Ⅰ）の 3 倍となっている．また，変位（ある
いは速度）を評価する格子点と応力を評価する格子点を
格子点間隔の半分だけずらす食い違い格子（例えば，
Virieux and Madariaga, 1982）が採用されている．数値計
算の安定性を満たすために必要な条件は，それぞれの領
域内では等間隔格子となっていることから，計算に用い
る時間ステップΔt（s）に関して， 
を用いる．この近似式の計算に必要な各パラメータは， 
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（Graves, 1996），また，計算したい最大の周波数 fupper
（Hz）に関して 
h
vfupper 5
min<  (4.5.1.1-2) 
μσ
rc
m
VWf
V
⋅⋅⋅Δ= '2 ，  (4.5.1.1-9) maxffc =
で与えられる（中村・宮武，2000，2001）．ここで，W’(km）
は，アスペリティ領域ではアスペリティの幅（Wa），背
景領域では断層全体の幅（Wmodel）である．すべり速度
が Kostrov 型の関数に移行する時間である tb(s)は，最終
すべり量をもとに，二分法を用いることによって得られ
る（中村・宮武，2001）． 
である．ここで，vmax（m/s）と vmin（m/s）はそれぞれ領
域内の最大と最小の速度，h（m）は格子点間隔である．
本検討では，Δt=0.0083333 秒，領域Ⅰ（浅部）の格子点
間隔を 100m としている．(4.5.1.1-2)式における vmin は詳
細法工学的基盤の S 波速度（600m/s）であることから
（4.4.2 節参照），1.14Hz 以下（周期約 0.88 秒以上）の帯
域について計算が可能となっている． 
 本検討での実際の計算にあたっては，GMS（青井・他，
2004）を用いている． 
  計算領域の境界からの人工的な反射波を最小限に抑え
るため，Cerjan et al. (1985)による． 4.5.1.2 統計的グリーン関数法 
})(exp{ 20 jJAtn −−= α ，(j=1,2,･･･,J0) (4.5.1.1-3) 
 大地震による強震動波形を再現するための計算法とし
て，対象とする大地震の震源域近傍で発生した小地震に
よる観測記録をグリーン関数として重ね合わせる経験的
グリーン関数法がある．これは，伝播経路特性及び地盤
増幅特性が，同じ地域で発生した小地震の記録に含まれ
ているという考えに基づいたものであり，Hartzell (1978)
によって提案されて以後，Irikura (1983)などによって実
際の地震に対して適用され，手法の有効性が示されてい
る．この方法の利点は，大地震における震源の破壊過程
をある程度表現できることとともに，地下構造の情報が
無い，あるいは不十分な場合であっても，決定論的な計
算が困難である短周期成分まで計算できるところにある． 
の吸収境界条件を適用している．これは，境界面から J0
点の格子点を帯状の吸収境界として時間ステップごとに
波の振幅を徐々に減少させる方法である．パラメータα
と J0 は，Aoi and Fujiwara (1999) に従い，領域Ⅰ（浅部）
については 0.005 と 60，領域Ⅱ（深部）については 0.015
と 20 とした． 
 媒質の非弾性的な減衰（Q 値）は，近似的扱いにより
空間的に変化する Q値の効果を有限差分法に導入する方
法（Graves, 1996）を用いる．この方法では，Q 値が周波
数に比例し，P 波と S 波で同じであると仮定されている
（表 4.4.1-1 及び表 4.4.2-1 参照）． 
震源のモデル化は，応力項にモーメントを加える方法
（例えば，Coutant et al., 1995; Pitarka, 1999） により行う．
震源時間関数は「レシピ」に従い，中村・宮武（2000）
によるすべり速度関数の近似式（「レシピ」の(25)式） 
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 一方，Boore (1983)は，それまで最大加速度などの最大
値を予測するために用いられていた Hanks and McGuire 
(1981)による手法を拡張し，Brune (1970, 1971)のω-2 震源
スペクトル（Aki, 1967）に観測記録から統計的に求めた
波形の包絡形状を付加することによって，時間領域の波
形を生成する方法を提案した．統計的グリーン関数法は，
Boore (1983)による方法で生成される波形を小地震記録
に見立てて経験的グリーン関数法と同様に重ね合わせる
ことによって地震動の波形を計算する方法である．この
方法は，観測記録が得られていない地点においても波形
計算が可能であるという利点があり，特に決定論的な手
法による計算が困難な短周期成分を考慮した強震動予測
に用いられてきている（例えば，釜江・他，1991；壇・
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他，2000）． 3/1
0
6/1)16/7( ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛⋅⋅=
s
s
scs
M
f σβπ  (4.5.1.2-4)  本検討では，壇・佐藤（1998）及び壇・他（2000）による統計的グリーン関数法を適用して，短周期成分の強
震動波形計算を行う．以下にその概要を示す． 2
sss βρμ =  (4.5.1.2-5)  
（１） 地震基盤における統計的グリーン関数の作成 
π
μπσ
/16
7
ss
ss
s
WL
D⋅=  (4.5.1.2-6)  地震基盤における統計的グリーン関数は，主に仙台地
域で観測された海溝型地震の記録から推定された，佐
藤・他（1994a，1994b）によるパラメータを用いたスペ
クトルモデルと経時特性モデルをもとに，Boore (1983)
と同様の手法によって作成する． 
より求める．ここで，Ls 及び Ws は小地震断層の長さ及
び幅であり，いずれも本検討における断層モデルメッシ
ュサイズ（2km，2.1.2 節参照）にあたる．μs（N･m/s2）
及びσs（Pa）は小地震断層における媒質の剛性率及び実
効応力である． 
 地震基盤における小地震の S 波スペクトル（As(f)）は，
以下の式で示す地震動の加速度フーリエスペクトルのモ
デルによって表現した． 
 時刻歴波形の作成には経時特性，あるいはスペクトル
の位相特性が必要となる．これらは本来，地域性などを
考慮した検討結果を基に設定するべきであるが，現時点
では十分な研究成果が得られていない．そこで本検討で
は，佐藤・他（1994a）による仙台地域の工学的基盤にお
ける地震記録から求められた，以下の経験的経時特性モ
デル（E(t)）を準用する． 
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 (4.5.1.2-1) 
ここで，s は小地震の断層に関する添え字であり，F は地
震波の放射特性（ラディエーションパターン）， ρs（kg/m3）
及びβs（m/s）は小地震断層における媒質の密度及び S 波
速度，M0s（N･m）は地震モーメント，fcs（Hz）は臨界振
動数， rs（m）は震源から対象とする地点までの距離，
Q(f)は伝播経路全体の平均の Q 値，ρsb（kg/m3）及びβsb
（m/s）は地震基盤の密度及び S 波速度である．また，
最終項は，自由表面の影響と要素断層における媒質と地
震基盤のインピーダンスの相違（佐藤，1978）を考慮し
たものである（壇・他，2000）． 
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ここで， 
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 Q(f)に関して，最近の強震動記録の増加により，地域
性を考慮した Q値の導出が行われつつある状況にあるが
（例えば，川瀬・松尾，2004），本検討ではこれまでの地
震動予測地図で採用されている佐藤（1994b）による 
である．統計的グリーン関数は， 
⎩⎨
⎧
<
≥=
Hzf
Hzff
fQ
1110
1110
)(
69.0
 (4.5.1.2-2) 
① (4.5.1.2-1)式のフーリエ振幅に対して，乱数を用いて
-π～πの位相を一様に与えたスペクトルをフーリエ
逆変換にすることにより時刻歴波形を作る． 
② 時刻歴波形に  (4.5.1.2-7)式の経時特性をかけ，フー
リエ変換することにより位相情報を得る． 
③ ②の位相に対して再び  (4.5.1.2-1)式のフーリエ振幅
を与えたスペクトルをフーリエ逆変換し，時刻歴波
形を得る． 
を全ての断層帯に対して適用する． 
(4.5.1.2-1)式における F について，ここでは地震動の高
周波数成分において放射特性が不明瞭となることを考慮
して，Boore and Boatwright (1984) による S 波の全震源球
面上の平均値である 0.63 とし，実際の計算においては，
この値を水平二成分の二乗和平均と考え，21/2 で除した
0.445 を適用する．また，m は震源スペクトルの高周波数
領域における減衰の程度を表す定数であるが，ここでは
佐藤・他（1994b）による 4.2 を用いている．さらに，震
源の大きさに関する量である M0s 及び fcs は以下の関係式 
④ ③の位相情報を変えないようにエンベロープ処理を
行う． 
の手順によって作成する（先名・他，2004）．なお，ここ
では別途検討を行った結果から，計算波形の振幅が平均
的となるただ一つの乱数を選択して用いている． 
 
（２） 詳細法工学的基盤上の統計的グリーン関数 
sssss DWLM μ=0  (4.5.1.2-3) 
 4.4.2 節で作成した三次元の深い地盤構造から，各計算
地点の直下における一次元（水平成層）地盤モデルを作
成する．地震基盤における統計的グリーン関数をこの構
造に対して鉛直入射波と仮定して，SH 波の一次元重複
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反射理論により詳細法工学的基盤上の統計的グリーン関
数を計算する． 
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（３） 詳細法工学的基盤上での統計的グリーン関数法
による波形合成 
 波形合成は，（２）で作成した統計的グリーン関数を小
地震記録と見立て，壇・佐藤（1998）による，断層の非
一様すべりを考慮した半経験的波形合成法に従って行う． 
a
L
L
s
l = ， b
W
W
s
l =  (4.5.1.2-9) 
と置くと，大地震の波形 ul(t)は， 
∑∑
= =
= a
p
b
q
pql tutu
1 1
)()( ，  (4.5.1.2-10) )()()( fufFfu spqpq ⋅=
と表される．ここで，l は大地震に関する添え字を表し，
L と W はそれぞれ断層の長さと幅，upq(f)は upq(t)のフー
リエ変換，us(f)は小地震記録に見立てた統計的グリーン
関数である．壇・佐藤（1998）の方法では，要素断層（添
え字 pq）の最終すべり量（Dpq）と最大すべり速度（Vpq）
が考慮されており，各要素断層における小地震と大地震
の震源スペクトルの違いを補正する Fpq(f)は， 
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1=  (4.5.1.2-13) 
と表される．ここで，j は虚数単位，r（m）は震源距離，
λ（m）は面積が等しい円形の断層に置換した場合の半径
である． 
 なお，本波形合成では SH 波のみを対象としている．
そのため上下動の計算を行っていない． 
 
4.5.1.3 ハイブリッド合成法 
 ハイブリッド合成法は，高周波数（短周期）成分と低
周波数（長周期）成分においてそれぞれ計算された二つ
の結果を合成して広帯域の強震動を評価する方法である
（例えば，川瀬・松島，1998，佐藤・他，1998，入倉・
釜江，1999）．4.5.1.1 節及び 4.5.1.2 節で述べた二つの手
法により計算された詳細法工学的基盤上の波形を合成す
る．それぞれの時刻歴波形に対して，ある接続周期を中
心とする二種類のフィルターの組み合わせによるマッチ
ングフィルターを通した後に両者を時間領域で重ね合わ
せる．本検討における接続周期は 1 秒とし，図 4.5.1.3-1
に示した組み合わせのマッチングフィルターを採用して
いる．なお，上下動に関しては統計的グリーン関数法に
よる波形計算を行っていないため，ハイブリッド合成法
により計算される波形も水平動二成分のみとなっている．
また，統計的グリーン関数法による計算波形では，水平
動の二成分ともに同じ波形をここでは用いている． 
 本手法における詳細法工学的基盤上の最大速度は，以
上により計算された波形について，水平動二成分のベク
トル合成したものの値を採用する． 
 
 
 
図 4.5.1.3-1 ハイブリッド法の概念（右）と本検討で用いたマッチングフィルター（左）．
4.5.2 距離減衰式を用いた工学的基盤上の最大速度計算 
簡便法は，基本的に確率論的地震動予測地図における
地震動の計算と同じである．ただし，ここでは，詳細法
工学的基盤（Vs=600m/s）上における最大速度 PGV（cm/s）
を求める．すなわち，司・翠川（1999）の距離減衰式 
XX
dHMPGV
wM
w
002.0)100028.0log(
29.10038.058.0log
50.0 −×+−
−++=
 (4.5.2-1) 
より算出される値をそのまま用いる．ここで，H（km）
は震源断層モデルの中心深さ，X（km）は断層最短距離
を表す．断層タイプ別の係数 d は，主要活断層帯の地震
に対しては内陸地殻内地震の値である 0.0，海溝型の地
震に対してはプレート間地震の値である-0.02 を用いる． 
海溝型の地震に関して，異常震域に対応する補正が必要
な場合は，確率論的地震動予測地図と同様に適用する．
具体的には，択捉島沖の地震，色丹島沖の地震，根室沖
の地震，十勝沖の地震，宮城県沖の地震，茨城県沖の地
震である．これらは全て太平洋プレートで発生する地震
であるため，補正係数 
}10)300/(,0.1max{
)30()10905.910021.4(log
012.0064.2
2
35
1
−
−−
×=
−××+××−=
RV
HXV tr  
 (4.5.2-2) 
（(3.5.2-1) 式に同じ）を(4.5.2-1)により求められる最大
速度に乗じることにより適用する．詳細については，
3.5.2 節あるいは付録 3 を参照願いたい． 
 
4.5.3 地表における最大速度の評価 
「浅部地盤構造」（4.4.3 節参照）で求められた表層 30
ｍの平均 S 波速度 AVS30（m/s）（図 4.4.3-2）から，藤本・
翠川（2006）による経験的関係式（「レシピ」の(32)式） 
30log852.0367.2)log( AVSamp ⋅−=  (4.5.3-1) 
により，詳細法工学的基盤から地表までの最大速度増
幅率（amp）が得られる．この値を詳細法工学的基盤上
の最大速度に乗じることにより，地表の最大速度を評価
する．これは，詳細法，距離減衰式による方法の両者と
も共通の手法である．なお，詳細法では，詳細法工学的
基盤上の最大速度が，1km メッシュの中心点で求められ
ている．地表の最大速度算出にあたっては，250m メッ
シュで行う．このため，波形計算地点である 1 つの 1km
メッシュに含まれる 16 個の 250m メッシュにおいては，
全て同一の値（波形）を用いて地表の最大速度を評価す
る． 
 
4.5.4 地表における計測震度の評価 
 地表の計測震度の算出は，詳細法と距離減衰式による
方法で異なる手法を用いる． 
 詳細法では，計算された波形の周期特性を活かすため
に，詳細法工学的基盤上で計算された波形より気象庁
（1996）の定義に従って詳細法工学的基盤上の計測震度
をはじめに算出する．このとき，上下動については計算
を行っていないため，振幅をゼロとして計算する．「浅い
地盤構造」による増幅特性として，地形・地盤分類より
算出された表層 30m の平均 S 波速度（AVS30，m/s）を用
いる．具体的には，AVS30 と最大速度の増幅率の関係
（4.5.3-1）式，及び最大速度と計測震度の関係式（3.5.4-2）
式を組み合わせることで得られる以下の震度増分（ΔI） 
     (4.5.4-1) 
)log()log(426.0
)}{log(213.0)log(603.2
b
2
ampPGV
ampampI
⋅⋅−
⋅−⋅=Δ
（地震調査委員会，2008a，「レシピ」の(35)式）を詳細
法工学的基盤上の計測震度に加えることによって地表の
計測震度を求める．ここで，PGVb（cm/s）は S 波速度が
600m/s である工学的基盤上の最大速度である．なお，本
検討では，詳細法による計算は，カテゴリーⅢに分類さ
れる主要活断層帯のみを対象としているため，最大速度
と計測震度の関係式として 
2)(log213.0log603.2002.2 SS PGVPGVI ⋅−⋅+=  (4.5.4-2) 
（藤本・翠川，2005，「レシピ」の(33)式，(3.5.4-2)式に
同じ）を採用している． 
 一方，簡便法では，最大速度と計測震度の経験的関係
式により，前節で求めた地表の最大速度（PGVs）より算
出する．用いる関係式は，確率論的地震動予測地図と同
様，カテゴリーⅠまたはⅡの地震に対しては 
SPGVI log72.168.2 ⋅+=  (4.5.4-3) 
（翠川・他（1999），(3.5.4-1)式に同じ）を，カテゴリー
Ⅲの地震に対しては上記の（4.5.4-2）式を適用する．な
お，両式はともに震度 4 以上を対象とした式であるが，
ここでも確率論的地震動予測地図と同様，震度 4 未満と
なる場合であっても両式をそのまま適用して震度を求め
ることとする． 
 
4.5.5 条件付超過確率 
 簡便法では，ばらつきを考慮することにより，対象と
する地震が発生した場合にある地震動強さ以上の揺れと
なる確率を（3.1.2-4）式のように求めることができる．
ここでは，対象とした地震が発生した場合に震度 5 弱以
上～震度 6 強以上の揺れとなる確率 4 種類をそれぞれ算
出し，地図として表すこととする． 
地表の震度を算出する方法は，確率論的地震動予測地
図における地震動評価手法と同じである．すなわち，工
学的基盤上における最大速度のばらつきの分布形状が対
数正規分布であると仮定するが，分布の裾においては，
対数標準偏差の 3 倍より外側を打ち切る．距離減衰式の
ばらつき（対数標準偏差）は，カテゴリーⅠまたはⅡの
地震については，工学的基盤上における最大速度振幅
PGVb（cm/s）に依存したばらつきである 
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 評価結果の図については別冊に掲載する． 
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4.6.1 主要活断層帯に発生する固有地震 
 (4.5.5-1) 
 詳細法による評価結果を図 4.6.1-1～図 4.6.1-490 に示
す．各図はそれぞれ，地震動分布の地図（その 1），代表
地点の速度波形（その 2），代表地点の擬似速度応答スペ
クトル（減衰 5%）（その 3），の 3 種類から成る．ただし，
警固断層帯については，「2005 年福岡県西方沖の地震の
観測記録に基づく強震動評価手法の検証について」（地震
調査委員会，2008a；付録 4 も参照），及び「警固断層帯
（南東部）の地震を想定した強震動評価について」（地震
調査委員会，2008b）による地震動分布の地図のみを示し
てある． 
（(3.5.5-1)式に同じ，図 3.5.5-1 参照）を，カテゴリーⅢ
の地震については，断層最短距離 X（km）に依存したば
らつき 
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簡便法による評価結果を図 4.6.1-491～図 4.6.1-661 に
示す．各図はそれぞれ，地震動分布の地図（その 1），条
件付超過確率分布の地図（その 2），の 2 種類から成る． 
 
4.6.2 海溝型及び日本海東縁の地震 
（(3.5.5-2) 式に同じ，図 3.5.5-2 の赤線参照）を適用する．  簡便法による評価結果を図 4.6.2-1～図 4.6.2-25 に示す．
各図はそれぞれ， 地震動分布の地図（その 1），条件付
超過確率分布の地図（その 2），の 2 種類から成る． 
 
 簡便法による地震動分布及び条件付超過確率分布の計
算に関して，適用した地震のタイプ，異常震域補正，ば
らつき，及び最大速度から計測震度への換算式を表
4.5.2-1 にまとめる． 
  
なお，確率論的地震動予測地図と同様，図に描かれてい
る行政区界は 2009 年 1 月 1 日現在のものである． 
  
4.6 評価結果  
 
表 4.5.5-1 簡便法における計算手法の適用一覧． 
地震 距離減衰式 地震 
カテゴリー
最大速度⇔
計測震度 係数 補正 ばらつき 
主要活断層帯に発生する固有地震 Ⅲ 地殻 － 距離 藤 
択捉島沖の地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
色丹島沖の地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
根室沖の地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
十勝沖の地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
十勝沖～根室沖の連動地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
宮城県沖地震（A1，A2） Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
三陸沖南部海溝寄りの地震（B） Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
宮城県沖の連動地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
三陸沖北部のプレート間大地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
茨城県沖のプレート間の固有地震 Ⅱ P 間 北日本 振幅 翠 
北海道西方沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
北海道南西沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
青森県西方沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
山形県沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
新潟県北部沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
大正型関東地震  Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
想定東海地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
東南海地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
南海地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
東南海～想定東海の連動地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
南海～東南海の連動地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
南海～東南海～想定東海の連動地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
（注）係数：「地殻」－地殻内地震，「P 間」－プレート間地震（(4.5.2-1)式における d ）． 
 補正：異常震域のための補正係数，「北日本」－森川・他（2003）の(4.5.2-1)式，及び（4.5.2-2）式． 
ばらつき： 「距離」－距離依存の（4.5.5-2）式，「振幅」－振幅依存の(4.5.5-1)式． 
最大速度⇔計測震度：「藤」－藤本・翠川（2005）の(4.5.4-2)式，「翠」－翠川・他（1999）の(4.5.4-3)式． 
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5. 地震ハザードステーション 
5.1 概要 
 「全国地震動予測地図」は，地震発生の長期的な確率
評価と強震動の評価を組み合わせた「確率論的地震動予
測地図」と，特定の地震に対して，ある想定されたシナ
リオに対する詳細な強震動評価に基づく「震源断層を特
定した地震動予測地図」の，性質の異なる地図から構成
されている．これらは，兵庫県南部地震の教訓を踏まえ
発足した地震調査研究推進本部のこの 10 年の調査研究
に基づく地震ハザード評価の成果の集大成として位置づ
けられるものであり，地震活動モデルや震源断層モデル，
及び地下構造モデル等の地図の作成に必要なデータまで
含めると膨大な量の情報を含んでいる． 
 防災科学技術研究所では，地震動予測地図の利用に関
する検討の一環として，「地震動予測地図工学利用検討委
員会」を設置し検討を行ってきた．本委員会がまとめた
報告書では，「全国を概観した地震動予測地図」を最終成
果物として，地図そのものだけでなく，その作成の前提
条件となった地震活動・震源モデル及び地下構造モデル
等の評価プロセスに関わるデータも併せた情報群として
とらえることにより，「地震ハザードの共通情報基盤」と
して位置づけるべきとの提言がなされた．この提言を実
現するために，防災科学技術研究所では，「地震ハザード
ステーション J-SHIS」（以下 J-SHIS と呼ぶ）として平成
17 年 5 月 9 日より運用を開始した(http://www.j-shis.bosai. 
go.jp)． 
 J-SHIS の運用を開始してから 4 年が経過し，その期間
における WEB による地図情報の発信技術の進歩は目覚
しいものがあった．これら最新の技術を取り入れ，「全国
地震動予測地図」として新たに整備された約 250m メッ
シュ全国版「確率論的地震動予測地図」，主要断層帯で発
生する地震に対する詳細な強震動予測に基づく「震源断
層を特定した地震動予測地図」，それら計算に用いた全国
版深部地盤モデル，約 250m メッシュ微地形分類モデル
などを，背景地図と重ね合わせて，わかりやすく提供で
きるシステム開発を実施した． 
 
5.2 目的 
地震動予測地図公表の仕組みには，確率論的地震ハザ
ード評価と代表的な想定地震に対するシナリオ型地震動
評価の結果（地図や諸データ）が格納されているのみで
はなく，両評価の欠点を補完し，互いの特徴を理解する
ための仕掛けと，それに基づき将来の地震動を客観的に
設定，説明するための手続きが組み込まれる必要がある．
加えて，各地震の長期評価結果，過去の地震の情報，活
断層等の地形・地質情報，深部・浅部の地下構造情報，
地震観測記録，地震被害記録などの各種データベースと
のリンクを構築することで，対象地点（地域）周辺にお
ける地震環境が容易に理解できる仕組みを包含できる必
要がある．J-SHIS は本目的の達成を目指すシステムであ
る． 
 また，地震動予測地図工学利用検討委員会では，地震
動予測地図の作成者への提言として以下が示された． 
z 地震ハザードの共通情報基盤としての意義―地震
及び基盤地震動について理学的に最高のものを 
z 表示項目の多様性―工学サイドで多様な技術的活
動ができる（活動の自由度ある）インタフェースを． 
z 結果のみでなく，プロセスの開示―不確定性評価の
プロセスが分るように． 
z 公表システムの作成―有効なユーザインタフェー
ス形成へ/条件設定に関する吟味が可能なように． 
z 適切な更新の重要性―学術・技術の進歩を反映でき
るように． 
z 地震動予測地図の理解において，低頻度巨大災害の
始点 /地震の特長により変化する災害のクセへ正確
な認識を育てる． 
 
地震動予測地図工学利用検討委員会の，地震動予測地図
の作成者への提言を受け，J-SHIS は，以下のことを目的
としたシステムとして構築されている． 
 
¾ 地震ハザードの共通情報基盤を形成するデータベ
ース 
地震動予測地図作成作業で生成された地図を表示するだ
けでなく，地震動予測地図を作成するためのパラメータ
及び計算結果を全て蓄積し，地震ハザード情報を地理空
間情報としてサービスするための共通情報基盤データベ
ースとすること． 
 
¾ 地震動予測地図の多様な表現を実現するインタフ
ェース 
地震動予測地図の利用に関わる発信の対象は多様であり，
確率論的地震動予測地図，及び震源断層を特定した地震
動予測地図はもとより，1 地点を対象にした詳細情報，
定性的な確率ランク等の多様な表現を可能とするインタ
フェースを有すること． 
 
¾ 地震動予測地図作成に関わるパラメータの可視化
と提供 
地震活動評価モデルパラメータ，震源断層形状，表層地
盤，深部地盤等の可視化とデータ提供インタフェースを
有すること． 
 
¾ 発生頻度が高く広域的影響を持つ海溝型地震と低
頻度で影響範囲が限られている内陸型（活断層）地
震の影響の可視化 
確率論的地震動予測地図については，種類が異なる多様
な震源の効果を集積するという長所を活かすとともに，
個々の震源の影響が隠されるという欠点を補って，評価
結果が誤解なく活用されるように，地震カテゴリー別の
地図を作成し表示すること．また，各地点において，も
っとも影響のある地震カテゴリーが分るように，影響度
地図を作成し表示すること． 
 
5-1 
5.3 技術的な背景 
 J-SHIS は，確率論的地震動予測地図，震源断層を特定
した地震動予測地図，及び表層地盤等の地理空間情報を
インターネットを通じ配信するシステムである．地理空
間情報とは平成 19 年に施行された「地理空間情報活用推
進基本法」（平成 19 年法律第 63 号）第 2 条第 1 項に定義
されているものであり，以下に示す項目を充たす情報で
ある． 
① 空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報 
② 上記情報と，上記の情報に関連付けられた情報から
なる情報 
現在，インターネット環境の充実，コンピュータ性能
の向上，一般的に公開された地理空間情報の充実により，
数値地図データ（ラスタデータ，ベクトルデータ）のコ
ンピュータ上での利用や，ネットワーク上の相互利用が
可能となってきた．そのため，複数地図のコンピュータ
上での重ね合わせが容易となり，組織が管理する地理空
間情報とともに利用するケースが増加している．地理空
間情報の主な例としては，Google Map，カーナビ地図，
国土地理院発行の数値地図 25000/2500，地方公共団体が
作成する電子地図，研究機関が整備を進める地理的な統
計情報地図等があげられる．利用方法は都市計画，企業
戦略，個人趣味の情報発信等，多岐にわたり，利用者，
利用方法は多様化している．また，国が進める e-Japan
戦略の流れの中，地方公共団体の持つ地理空間情報が
徐々に統合型 GIS として整備され一般ユーザへのサービ
スが実施されるケースも増加している． 
一方，ネットワークを利用した数値地図データの相互
利用のための規格も整備が進んでいる．地理情報システ
ム (GIS)関連技術の標準化を推進する業界団体である
OGC(Open Geospatial Consortium, Inc)が，空間データモデ
ルやその表現形式，GIS 対応ソフトウエアの連携方法な
どについて標準規格を「OpenGIS®」として整備を進め
ている．特に，WMS(Web Mapping Service)や WFS(Web 
Feature Service)，WCS(Web Coverage Service)等のサービ
ス規格に対応した商用，非商用アプリケーションやライ
ブラリが増えてきている．上記標準規格「OpenGIS®」
を基本として，地理空間情報のネットワーク上における
相互利用を推進する大きな役割を担っているのが，GIS
及び Web マッピングのためのオープンソースソフトウ
エアの充実である．オープンソースソフトウエアとは主
に以下の頒布条件を充たすものとなる（Open Source 
Initiative 「 The Open Source Definition 」
http://www.opensource.org/docs/osd）． 
 
① 再頒布の自由 
② ソースコード 
③ 派生物ソフトウエア 
④ 作者のソースコードの完全性 
⑤ 個人やグループに対する差別の禁止 
⑥ 利用する分野に対する差別の禁止 
⑦ ライセンスの分配 
⑧ 特定製品でのみ有効なライセンスの禁止 
⑨ 他のソフトウエアを制限するライセンスの禁止 
⑩ ライセンスは技術的中立でなければならない 
 
オープンソースソフトウエアを利用する大きなメリッ
トの一つは導入コストの低減である．商用ソフトウエア
と同等の機能を有するオープンソースソフトウエアを選
択することにより導入費用を削減することができる．ま
た，ライセンス費用がかからないため後年度負担を軽減
することも可能である．オープンソースソフトウエアは
ソースコードが公開されているため，システム構成上の
詳細な検討，機能実現に向けたカスタマイズ等を容易に
行うことができるため研究機関等での利用は盛んであっ
た．近年では大手 IT 企業によりオープンソースを開発す
るコミュニティへの技術投資や自社製品のオープンソー
ス化等が広く行われるようになり，一般的な企業が自社
基幹システムをオープンソースソフトウエアで構築する
事例も増加している．一方で，ソフトウエア保守やサポ
ートなどが受けられないため，機能実現のための調査や
実装を将来的なコスト込で予測し適用する必要がある． 
従来 Web マッピングシステムは，商用ソフトウエア，
オープンソースソフトウエア共に，サーバサイドに GIS
エンジンや地図作成サーバ（ESRI ArcGIS，MapServer 等）
を配置し，ユーザリクエストに対して動的にサーバにて
画像を作成しクライアントに返却するシステムが主流で
あったが，Google Map API（http://code.google.com/intl/ja/ 
apis/maps/）の公開をきっかけに，Web マッピングシステ
ムの手法に大きな変化が現れた．サーバサイドに GIS エ
ンジンを配置しサービスを行う手法は，ユーザの様々な
GIS 処理のリクエストに応えることができる一方，一般
的に応答速度が遅く，サーバ負荷が高く，多くのユーザ
リクエストに応えるためには，高性能なハードウエアを
用意する必要がある．Google Map API で提供された方法
は，所望の表示範囲周辺の地図情報をサーバから小さな
タイル画像としてクライアントに引き渡し，クライアン
ト側でタイル画像を組み合わせて Web ブラウザ上で再
構築する手法である．複数のタイル画像の通信は非同期
で行われる．こちらの手法では，予めタイル画像を作成
しておくことにより，サーバ負荷が低減され，ユーザリ
クエストに対する応答速度を向上している．また，地図
表示のユーザインタフェース制御に係る処理を API とし
て提供することにより，ユーザ独自のインタフェースを
構築することができる．しかし，Web ブラウザ側でタイ
ル画像から表示範囲地図画像を再構築したり，地図イン
タフェース制御を処理するためにクライアント処理の負
荷が増加する． 
現在 Google が提供する地図の種類は市街地地図，衛星
写真（航空写真）地図，標高地図，ハイブリッド地図の
4 種類のみである．同様なサービスとして Yahoo! Maps
等がある． 
独自の地図情報を Google Map で提供するようなタイ
ル画像システムとして ka-Map（http://ka-map.maptools. 
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org/）がオープンソースとして公開されている．ka-Map
は MapServer（http://mapserver.org/）で定義した地図レイ
ヤ情報を，Google Map のような地図としてスムーズに移
動・拡大するシステムである．ka-Map の機能を利用する
ことにより，独自の地図をタイル画像として利用するこ
とが可能となる． 
Web インタフェースに関する技術の進歩も目覚ましい．
近年 AJAX（Asynchronous Javascript + XML）を利用した
Web ページが増加しているのもその一つの表れである．
地図上で指定した地点におけるシステム固有の情報を
Web 上で取得するためには，サーバ問い合わせを行い，
クライアントに情報を返却し表示を行う処理を実行する． 
通常は，サーバ問い合わせ実行結果を，HTML 要素と
して返却し，HTML をレンダリングする処理が主流であ
った．このため，ユーザは実行結果が返ってくるまでは
別の処理を行うことができないが，AJAX を用いると，
問い合わせを非同期通信とすることにより，問い合わせ
と無関係な処理を継続することができる．更に，ページ
の構成をサーバと通信を行わずに変更する動的 HTML
を組み合わせ，デスクトップアプリケーションのような
インタフェースをもつ，リッチクライアントライブラリ
がオープンソースとして多数公開されている．（例えば，
Ext，RICO，MochiKit，Dojo，script.aculo.us，Yahoo! User 
Interface Library 等） 
特に，OpenLayers（http://openlayers.org/）は様々な種
類の地図や GIS 情報を Web 上で重ねて表現することがで
きるオープンソースライブラリであり，WMS，WFS と
いった OpenGIS®が定めるネットワーク上の数値地図利
用の仕組み，GML(Geography Markup Language)等の GIS
ファイル，ka-Map/MapServer/MapGuide 等のアプリケー
ション，Google Map/Yahoo! Maps/VirtualEarth 等のサービ
スとのインタフェースを持ち，様々な地図の見せ方を実
現するライブラリとして公開されている． 
J-SHIS は，バージョンアップ，ライセンス，保守料金
の値上げといった外部要因リスクに関わらず，毎年更新
する地震動予測地図を安定的に提供することが必要であ
る．また，地震リスクに関する情報提供の充実に伴う公
開情報量の増加によるハードウエア増強やシステムのス
ケーラビリティの向上に柔軟に対応できる必要がある．
このため，オープンソースソフトウエアの適用調査を行
い，ソフトウエア構成を決定した．J-SHIS は地震動予測
地図の多様な表現方法の一つであり，地震動予測地図が
持つ固有情報へのナビゲーションシステムである．その
ため，J-SHIS に含まれる全ての地図を円滑に表示するた
めに Google Map で行っているようなタイル画像による
地震動予測地図の表示及び，注目地点周辺への移動・拡
大をスムーズに行い，ユーザフレンドリなインタフェー
スで地図の切り替えや地点情報を表示するために必要な
Web インタフェース，GIS や Web マッピングに関するオ
ープンソースソフトウエアを選定した． 
 
5.4 J-SHIS システム 
J-SHIS システムは，確率論的地震動予測地図，震源断
層を特定した地震動予測地図，表層地盤，深部地盤の情
報を一元的に管理し，一般ユーザが WEB ブラウザによ
り簡単に閲覧することができるオープンソースソフトウ
エアにより構成されたデータ管理，Web マッピングシス
テムである．Web マッピングシステムとしての J-SHIS
の特徴を以下に示す． 
 
z 250m メッシュに対応した地震動予測地図閲覧機能 
z 地図のスムーズスクロール機能（移動・拡大/縮小） 
z 地震動予測地図と Google Map サービスとの重ね合
わせ機能（レイヤ透過機能） 
z ブラウザ上での震源断層ポリゴン表示機能 
z 震源断層ポリゴンによる条件付超過確率，想定地震
地図表示インタフェース 
z 全ての 3 次メッシュにおけるハザードカーブ表示/
ダウンロード機能 
z WMS による地図配信機能（試験運用） 
z WFS による地理空間情報配信機能（試験運用） 
 
J-SHIS のシステム概要図を図 5.4-1 に示す．地震動予
測地図及び表層地盤，深部地盤の各種数値データは，
J-SHIS のデータ取得層に集められ，システム内で定義さ
れた規則に基づき，データ蓄積層の地震動予測地図数値
データベースに格納される．本データベースに格納され
た情報から公開データファイル（CSV 形式ファイル）及
び GIS データファイル(ESRI Shapefile，GeoTiff)を作成す
る．また，Web インタフェースによる地震動予測地図へ
の閲覧負荷を軽減するために，予めタイル画像（キャッ
シュ画像）を生成しておく． 
一般利用者は汎用的な WEB ブラウザにより，アプリ
ケーション層，サービス層で公開された WEB コンテン
ツ（J-SHIS Web システム）にアクセスすることにより，
J-SHIS を利用することができる．また，J-SHIS のアプリ
ケーション層に配置された地震動予測地図数値データを
ダウンロードインタフェースにより全国一括，1 次メッ
シュ単位にてダウンロードすることができる．公開ファ
イル形式は CSV 形式である．汎用的な GIS コンテンツ
として提供することも検討中であるが，全国 250m メッ
シュにおける地震動予測地図情報が大容量であるために，
現状ではインターネットを介したデータ提供が困難であ
る．今後，行政区単位での GIS コンテンツの提供等，利
用者の立場にたった GIS データの整備と提供インタフェ
ースの高度化を検討していく． 
 
図 5.4-1 J-SHIS システム概要図． 
 
 
 
5.4.1 機能 
J-SHIS は地震動予測地図に関する情報を閲覧し，ダウ
ンロードするための Web マッピング機能を有する．
J-SHIS により閲覧可能な地震動予測地図に関する地図
情報を表 5.4.1-1 に示す． 
確率論的地震動予測地図は，全国約 250m メッシュで
整備された「全ての地震」，「地震カテゴリーⅠ」，「地震
カテゴリーⅡ」，「地震カテゴリーⅢ」に関して，30 年で
震度 5 弱，5 強，6 弱，6 強以上の揺れに見舞われる確率
地図及び，3%，6%の確率で一定の揺れに見舞われる領
域図（計測震度，地表最大速度，工学的基盤最大速度），
50 年で 2%，5%，10%，39%の確率で一定の揺れに見舞
われる領域図（計測震度，地表最大速度，工学的基盤最
大速度）を表示することが可能である．また，「全ての地
震」，「地震カテゴリーⅢ」に関しては平均ケース，最大
ケースに関する地図表示が可能である．但し，2008 年版
（2008 年 1 月 1 日基準）においては 30 年で震度 5 強，6
強以上の揺れに見舞われる確率地図はない．また，2008
年版は全国 3 次メッシュで整備された地図であり，2009
年版とは大きく異なることに注意が必要である． 
地震カテゴリー別地図は，30 年で一定の震度以上の揺
れに見舞われる確率を四分位として評価し 4 つのレベル
で色分けした地図である．地震カテゴリーⅠ，Ⅱ，Ⅲに
対してそれぞれ震度 5 弱，5 強，6 弱，6 強以上の揺れに
見舞われる確率を 4 つのレベルで色分けしている．2008
年版に地震カテゴリー別地図は存在しない． 
影響度地図は各地点において最も大きな影響を及ぼす
地震カテゴリーを色で表す地図である．30 年間で平均ケ
ース，最大ケースそれぞれに関して，震度 5 弱，5 強，6
弱，6 強以上の揺れ見見舞われる確率で最も高い確率と
なる地震カテゴリーを示す地図である．2008 年版に関し
ては 30 年で震度 5 強，6 強以上の揺れに見舞われる確率
の影響度を表す地図はない． 
条件付超過確率地図は，指定した地震が発生した場合
の，震度 5 弱，5 強，6 弱，6 強以上となる確率地図と計
測震度の期待値地図からなる．条件付超過確率地図が用
意されている地震は，主要活断層帯に発生する地震，そ
の他の活断層で発生する地震，及び震源が特定された海
溝型地震である． 
想定地震地図は，震源断層を予め特定した地震動予測
地図の略称であり，主要活断層帯に関するハイブリッド
法による強震動予測計算結果を表すものである．計算結
果は 3 次メッシュ単位の工学的基盤における計測震度を
計算し，約 250m メッシュで評価された震度増分に基づ
き，約 250m メッシュ区画の地表計測震度分布を求めて
いる．地図として用意されているのは工学的基盤最大速
度及び地表の計測震度である． 
表層地盤地図は全国約 250m メッシュ（1/4 メッシュ）
で整備された，微地形区分，30m 平均 S 波速度，表層地
盤増幅率（400m/s における工学的基盤から地表における
最大速度の増幅率）を表すものである． 
深部地盤地図は全国約 1km メッシュで整備された地
質境界を深度及び標高により表現した地図である．想定
地震地図は本深部地盤モデルにより計算されている． 
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表 5.4.1-1  J-SHIS における地図情報． 
地図情報 説明 
確率論的地震動予測地図 約 250m メッシュ全国版確率論的地震動予測地図（図 5.4.1-1） 
地震カテゴリー別地図 四分位による超過確率ランク地図（図 5.4.1-2） 
影響度 最大影響度の領域図（図 5.4.1-3） 
条件付超過確率 指定した地震が発生した場合の，ある震度を超過する確率地図と計測震
度の期待値地図（図 5.4.1-4） 
想定地震地図 震源断層を特定した地震動予測地図（図 5.4.1-5） 
表層地盤 約 250m メッシュ微地形分類，30m 平均 S 波速度，表層地盤増幅率の領
域図（図 5.4.1-6） 
深部地盤 震源断層を特定した地震動予測地図計算に用いた深部地盤の領域図（図
5.4.1-7） 
 
 
 
 
 
 
図 5.4.1-1 確率論的地震動予測地図． 
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図 5.4.1-2 地震カテゴリー別地図． 
 
 
 
 
図 5.4.1-3 影響度． 
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図 5.4.1-4 条件付超過確率． 
 
 
 
 
図 5.4.1-5 想定地震． 
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図 5.4.1-6 表層地盤． 
 
 
 
 
図 5.4.1-7 深部地盤． 
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J-SHIS の一般ユーザ向け機能は，J-SHIS Web システム
の表 5.4.1-2 に示すサービスを利用した Web コンテンツ
により提供される．それぞれの Web コンテンツはユーザ
インタフェースにより連携している． 
 
 
 
表 5.4.1-2 サービス概要． 
サービス 説明 
地図レイヤ 
サービス 
J-SHIS 内で定義されたレイヤコードを指定することにより WEB インタフェ
ース上にタイリングされた地図画像を Google Map と重ねて表示するサービ
ス（図 5.4.1-8） 
地震活動モデル 
サービス 
選択された断層形状に関連付けられた地震活動モデルをデータベースから
検索し WEB インタフェース上に表示するサービス（図 5.4.1-9） 
地点情報サービス 指定された約 250m メッシュコードに対応するメッシュ内地点情報（超過確
率，地盤増幅率等）をデータベースから検索し WEB インタフェース上に表
示するサービス（図 5.4.1-10） 
ハザードカーブ 
サービス 
指定された約 250m メッシュコードが属する 3 次メッシュのハザードカーブ
をデータベースから検索し，ハザードカーブグラフ，影響度グラフを WEB
インタフェース上に表示するサービス．また，ハザードカーブ数値データを
作成しダウンロード可能とするサービス（図 5.4.1-11） 
データダウンロード 
サービス 
地震動予測地図に関連する数値情報及びデータ規約をダウンロードするサ
ービス（図 5.4.1-12） 
その他サービス 試験的に WMS，WFS サービスを所内向けに提供．サーバ負荷等を調査し，
システム構成，ソフトウエア構成の検討と一般向けサービス提供の可能性を
検証（図 5.4.1-13） 
 
 
 
 
 
 
図 5.4.1-8 地図レイヤサービス． 
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図 5.4.1-9 地震活動モデルサービス． 
 
 
 
 
図 5.4.1-10 地点情報サービス． 
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図 5.4.1-11 ハザードカーブサービス． 
 
 
 
 
図 5.4.1-12 データダウンロードサービス． 
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図 5.4.1-13 WMS サービス． 
 
 
 
【地図レイヤ‐地震活動モデルサービス連携インタフェ
ース】 
地図レイヤ‐地震活動モデルサービス連携インタフェ
ースにより，確率論的地震動予測地図に関する地図（確
率論的地震動予測地図，地震カテゴリー別地図，影響度
地図）と震源断層を特定した地震に関する地図（想定地
震地図，条件付超過確率地図）を，評価した震源断層の
形状で結び付ける機能を実現している．地図レイヤサー
ビスを利用したコンテンツでは，地震動予測地図に関す
る地図画像及び断層形状を重ねて表示する．断層形状に
は地震活動モデルサービスが関連付けられており，断層
形状を選択することにより，選択した断層の地震活動モ
デルが表示される．また，選択した断層に関連する条件
付超過確率の地図，想定地震の地図へ表示範囲を変更し
ないまま遷移することができる（図 5.4.1-14）． 
 
 
 
図 5.4.1-14 地震活動モデルによる地図の連携． 
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【地図レイヤ‐地点情報サービス連携インタフェース】 【地点情報‐ハザードカーブサービス連携インタフェー
ス】 地図レイヤ‐地点情報サービス連携インタフェースに
より，表示している地図レイヤの注目地点に関する地点
情報を表示する機能を実現している．地図レイヤは
Google Map を背景とし，透過処理を施して表示されるた
め，位置の特定が容易となっている．また，透過率は動
的に変更することが可能である．表示している地図レイ
ヤに対応して地点情報の内容は異なる（図 5.4.1-15）． 
確率論的地震動予測地図レイヤを表示しているとき，
地点情報‐ハザードカーブサービス連携インタフェース
により，地点情報を表示するとハザードカーブ及び影響
度グラフの表示を行う機能を実現している．本インタフ
ェースを用いて，任意の地点のハザードカーブの数値情
報，画像情報をダウンロードすることが可能である（図
5.4.1-16）．  
 
 
 
 
 
図 5.4.1-15 地点情報の表示． 
 
 
 
 
図 5.4.1-16 ハザードカーブのダウンロード． 
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5.4.2 公開データ 
J-SHIS では地震動予測地図工学利用検討委員会の提
言「結果のみでなく，プロセスの開示‐不確定性評価の
プロセスが分るように」に応えるために，確率論的地震
動予測地図及び震源断層を予め特定した地震動予測地図
作成に係るプロセスに対応する情報の公開を行う．公開
される情報を表 5.4.2-1 に示す． 
 
 
 
表 5.4.2-1 公開データ（その 1）． 
公開データ 説明 
[確率論的地震動予測地図] 
地図データファイル 
地震種類「全ての地震」「地震カテゴリーⅠ」「地震カテゴリーⅡ」「地
震カテゴリーⅢ」及び確率ケース「平均ケース」「最大ケース」毎のフ
ァイルとして提供を行う．それぞれのファイルは約 250m メッシュコー
ドに対応した 30 年経過で震度 5 弱/5 強/6 弱/6 強以上となる確率値，3%
及び 6%となる計測震度値，地表最大速度値，工学的基盤最大速度値，
50 年経過で 2%，5%，10%，39%となる計測震度値，地表最大速度値，
工学的基盤最大速度値を記述した CSV 形式とした． 
全国一括ダウンロードファイルと 1次メッシュ単位ダウンロードファイ
ルを選択可能とした． 
[確率論的地震動予測地図] 
ハザードカーブデータファイル 
対象 3 次メッシュコード及び確率ケース「平均ケース」「最大ケース」，
経過年「30 年」「50 年」毎のファイルとして提供を行う．それぞれのフ
ァイルは計算した工学的基盤最大速度に対する各地震による超過確率
を記述した CSV 形式とした．ハザードカーブが計算された全 3 次メッ
シュに対してダウンロード可能とした． 
[確率論的地震動予測地図] 
その他のデータファイル 
確率論的地震動予測地図を計算する際の以下のパラメータを一括でダ
ウンロード可能とした． 
・断層形状データ 
・地震活動評価パラメータ 
・地震発生頻度データ 
・地域区分形状データ 
・プレート間/内地震比率データ 
・距離減衰式用パラメータ 
・プレート形状データ 
[条件付超過確率] 
地図データファイル 
対象地震（主要活断層帯，その他の活断層，海溝型地震）毎のファイル
として提供を行う．それぞれのファイルは 250m メッシュに対応する震
度 5 弱/5 強/6 弱/6 強以上となる確率値，地表の計測震度期待値を記述し
た CSV 形式とした． 
※海溝型地震は震源断層を特定した地震のみを対象とした． 
[条件付超過確率] 
断層パラメータファイル 
対象地震（主要活断層帯，その他の活断層，海溝型地震）毎のファイル
として提供を行う．それぞれのファイルは対象地震の断層パラメータ
（基準位置，断層長さ，断層幅，走向角，傾斜角，マグニチュード）を
記述した CSV 形式とした． 
[震源断層を予め特定した地震動
予測地図] 
地図データファイル 
対象地震（主要活断層帯）毎のファイルとして提供を行う．それぞれの
ファイルは約 250m メッシュに対応する工学的基盤最大速度値，工学的
基盤計測震度値，震度増分値，地表の計測震度値を記述した CSV 形式
とした． 
[震源断層を予め特定した地震動
予測地図] 
断層座標データファイル 
対象地震（主要活断層帯）毎のファイルとして提供を行う．それぞれの
ファイルは地表断層トレース位置，断層頂点座標，アスペリティ頂点座
標，要素震源位置を記述した CSV 形式とした． 
[震源断層を予め特定した地震動
予測地図] 
断層パラメータファイル 
対象地震（主要活断層帯）毎に PDF ファイルとして提供を行う． 
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表 5.4.2-1 公開データ（その 2）． 
公開データ 説明 
[地盤情報] 
表層地盤データファイル 
表層地盤データファイルは約 250m メッシュに対応する微地形区分コー
ド，30m 平均 S 波速度値，増幅率値（Vs=400m/s から地表までの最大速
度増幅率）を記述した CSV 形式とした． 
全国一括ダウンロードファイルと 1次メッシュ単位ダウンロードファイ
ルを選択可能とした． 
[地盤情報] 
深部地盤データファイル 
深部地盤データファイルは標高表記と深さ表記のファイルに分けてデ
ータを作成した．各ファイルは 3 次メッシュに対する 1～33 層上面の標
高値及び深さ値を記述した CSV 形式とした． 
全国一括ダウンロードファイルと 1次メッシュ単位ダウンロードファイ
ルを選択可能とした． 
[地盤情報] 
深部地盤媒質データファイル 
深部地盤媒質データファイルは深部地盤データ各層に対する P 波速度
値，S 波速度値，密度，Qp 値，Qs 値を記述した CSV 形式とした． 
 
 
 
5.4.3 地震動予測地図数値データベース 
J-SHIS システムは，確率論的地震動予測地図，震源断
層を特定した地震動予測地図，表層地盤，深部地盤の情
報を一元的に管理し，一般ユーザ向けコンテンツを作成
可能なシステムである．現在，管理用テーブル及びデー
タベース検索速度向上のためのインデックスを考慮した
全データベースサイズは約 260Gbyte となっている．以下
に地震動予測地図数値データベースにて管理するデータ
の概要と概算したデータサイズを記述する． 
確率論的地震動予測地図の基礎データとして，地震活
動評価モデル，震源断層モデル，日本全国 3 次メッシュ
単位で計算されたハザードカーブの数値データを，リレ
ーショナルデータベースシステムにより蓄積，管理を行
っている． 
全メッシュのハザードカーブは[3 次メッシュコード/
考慮する地震を一意に決める地震コード /経過年数 /工学
的基盤の最大速度 ]に対する超過確率の数値データとし
てデータベースに保持している．これにより，J-SHIS で
は，任意数の地震を考慮して，指定した超過確率値に対
する強震動指標の領域図，或いは指定した強震動指標に
対する超過確率地図を作成することが可能である．同様
に，各 250m メッシュにおいて最大影響度を与える地震
の分布である影響度地図，超過確率を四分位のランクと
して表現する地震カテゴリー別地図の作成を行うことが
できる．上記地図データの内，「地震カテゴリーⅠ」，「地
震カテゴリーⅡ」，「地震カテゴリーⅢ」に関してはデー
タベースに保持し，地震災害リスクの基礎情報として利
活用している． 
また，計算に係る情報として，地震活動評価パラメー
タをデータベースで管理し，断層形状データを矩形断層，
非矩形断層，領域離散化矩形と分類し数値データ及び
GIS データをデータベースに格納した． 
2009 年 1 月 1 日基準確率論的地震動予測地図のハザード
カーブレコード数及び地図データレコード数を表 5.4.3-1，
表 5.4.3-2 に示す． 
条件付超過確率地図の基礎データとして，出力結果の
250m メッシュ単位における震度 5 弱/5 強/6 弱/6 強以上
となる確率及び，地表の計測震度期待値をリレーショナ
ルデータベースによる蓄積，管理を行っている．条件付
超過確率地図は，計算に係るパラメータが変更された場
合を考慮し，地震を一意に決める断層コードとバージョ
ン番号により管理を行っている．データレコード数を表
5.4.3-3 に示す． 
想定地震地図の基礎データとして，入力となった断層
座標データ，出力結果の 250m メッシュ単位における強
震動指標（工学的基盤最大速度値，工学的基盤速度値，
地表計測震度値，工学的基盤計測震度値，震度増分値）
をリレーショナルデータベースによる蓄積，管理を行っ
ている．想定地震地図は，計算に係るパラメータが変更
された場合を考慮し，地震を一意に決める断層コードと
バージョン番号により管理を行っている．データレコー
ド数を表 5.4.3-4 に示す． 
表層地盤地図の基礎データとして，2005 年版から 2008
年版まで利用した 3 次メッシュ単位の表層地盤情報及び
2009 年版で利用した 250m メッシュ表層地盤情報を
250m メッシュコードに対応する指標（微地形区分，30m
平均 S 波速度，増幅率）としてリレーショナルデータベ
ースにより蓄積，管理を行っている．但し，3 次メッシ
ュ単位の表層地盤情報は 250m メッシュ情報に分割して
データベースに登録することにより，250m メッシュ表
層地盤情報と同等に扱うことができるように管理を行っ
ている．データレコード数を表 5.4.3-5 に示す． 
深部地盤地図の基礎データとして，日本全国を覆う 3
次メッシュ単位で整備された深部地盤情報を 3 次メッシ
ュコードに対応する指標（1～33 層の標高，深さ）とし
てリレーショナルデータベースにより蓄積，管理を行っ
ている．データレコード数を表 5.4.3-6 に示す． 
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表 5.4.3-1 2009 年版におけるハザードカーブレコード数． 
項目 データ数 備考 
3 次メッシュコード 384948 日本全国陸域を覆う 3 次メッシュコード数 
地震種類 40 内最大ケース 3 
経過年の種類 2 30 年，50 年 
工学的基盤最大速度の数 46 0m/s～300m/s 
合計 1416608640 その内超過確率が0でない406834996レコード
をデータベースに登録 
データベースサイズ：26GByte 
インデックスサイズ：34GByte 
合計サイズ：60GByte 
 
表 5.4.3-2 2009 年版における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
250m メッシュコード 5955180 日本全国陸域を覆う 250m メッシュコード数 
地震種類 4 平均ケース：「地震カテゴリーⅠ，Ⅱ，Ⅲ」，最
大ケース：「地震カテゴリーⅢ」 
地図種類 22 30 年超過確率(4) 
合計 524055840 超過確率が 0 でない 82215956 レコードをデー
タベースに登録 
データベースサイズ： 5GByte 
インデックスサイズ：6GByte 
合計サイズ：11GByte 
 
表 5.4.3-3 条件付超過確率における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
250m メッシュコード ― 各想定地震により異なる 
計算地震数 369 主要活断層帯，その他の活断層，海溝型地震 
合計 308121829 データベースサイズ：28GByte 
インデックスサイズ：15GByte 
合計サイズ：43GByte 
 
表 5.4.3-4 想定地震地図における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
250m メッシュコード ― 各想定地震により異なる 
想定地震数 149 主要活断層帯（全 484 ケース） 
合計  データベースサイズ：15GByte 
インデックスサイズ：7GByte 
合計サイズ：22GByte 
 
表 5.4.3-5 表層地盤における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
250m メッシュコード 6168976(2008 年版) 
6208787(2009 年版) 
微地形区分 0（30m 平均 S 波速度 0）も含む 
合計 6168976(2008 年版) 
6208787(2009 年版) 
データベースサイズ：1GByte 
インデックスサイズ：1GByte 
合計サイズ：2Gbyte 
 
表 5.4.3-61 深部地盤における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
3 次メッシュコード 2701360 海域を含む 
合計 2701360 データベースサイズ：850MByte 
インデックスサイズ：150MByte 
合計サイズ：1GByte 
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5.4.4 ハードウエア構成 
5.4.3 節で示したように，J-SHIS は大容量データベース
による，公開システムであり，1 年に一度，表 5.4.3-1 及
び表 5.4.3-2 で示した容量の確率論的地震動予測地図に
関連するデータが追加される．更に，WEB インタフェー
スにより各種地図を円滑に閲覧するために予め 1Tbyte
程度のキャッシュ地図画像を作成する．しかし，頻繁に
データベースが更新されるシステムではない．そのため，
システム領域は信頼性の高いディスク(SAS)で構成し，デ
ィスクアレイは安価で大容量のディスク (SATA)により
RAID6+ホットスワップ 1 台でストレージを構成し対ハ
ードウエア障害性能を向上させた．また，汎用的なバッ
クアップメディアで大容量データベースのバックアップ
が困難であるため，2 台による冗長系を構成している．
まったく同じシステムを負荷分散装置（ロードバランサ）
以下に構成することにより，バックアップ機能と WEB
サーバとしての負荷分散を実現している． 
J-SHIS ハードウエア構成一覧を表 5.4.4-1 に示す． 
 
5.4.5 ソフトウエア構成 
5.5 地震リスクの発信に向けて 
J-SHIS システムは地震動予測地図工学利用検討委員
会の提言に基づき，地震動予測地図に係る情報をわかり
やすく提供できるプラットフォームとして構築してきた．
こうした中，2007 年 6 月 1 日に長期戦略指針「イノベー
ション 25」が閣議決定された．「イノベーション 25」は，
2025 年までを視野に入れ，豊かで希望に溢れる日本の未
来をどのように実現していくか，そのための研究開発，
社会制度の改革，人材の育成等，短期，中長期にわたっ
て取り組むべき政策を示したものである．その技術革新
戦略ロードマップの具体的施策である「社会還元加速プ
ロジェクト」の一つとして，「きめ細かい災害情報を国民
一人ひとりに届けるとともに，災害対応に役立つ災害情
報通信システムの構築」が挙げられた．これを受け，防
災科学技術研究所では，誰もが自らに被りうる自然災害 
の「リスク」を知り，自らに適した「防災対策」を立案・
実行していく社会を目指し，そのための「素材（災害リ
スク情報）」と「道具・手段（プラットフォー ム）」を提
供するため，「災害リスク情報プラットフォーム」の研究
開発に着手した． 
J-SHIS システムは Redhat Linux ES5 上で動作するシス
テムとして構築されている．全てのアプリケーションは
Redhat Linux に依存するものではないため，他の Linux
システム(Fedora，CentOS 等)でも動作可能である．J-SHIS
システム（図 5.4-1 参照）のデータ取得層，データ蓄積
層，サービス層，アプリケーション層におけるソフトウ
エア構成一覧を表 5.4.5-1 に示す． 
「災害リスク情報プラットフォームの構築」においては，
これまで主たる研究対象であった地震ハザードのみなら
ず，地震リスク評価までを研究対象に広げた取り組みが
計画されており，地震調査研究推進本部による新総合基
本施策が掲げる基本目標の１つ「防災・減災に向けた工
学及び社会科学研究を促進するための橋渡し機能の強
化」の実現に資することが期待されている． 
 
 
 
 
 
表 5.4.4-1 ハードウエア構成一覧． 
項目 構成品 数量 
ProLiant DL380 G5 1 
(1)Quad Core Intel® X-X5460 3.16 GHz 2x6MB L2  2 
(2)2GB PC2-5300 FB-DIMM DDR2-667 4 
サーバ A 
(3)146GB ホットプラグ対応 10krpm 2.5” SAS ハードディスクドライブ 3 
StorageWorks MSA60 2 
(1)Smart アレイ P800/512 BBWC コントローラ 2 
(2)Modular Smart Array60 2 
ストレージ
A 
(3)1TB ハードディスクドライブ(SATA) 24 
ProLiant DL380 G5 1 
(1)Quad Core Intel® X-X5460 3.16 GHz 2x6MB L2  2 
(2)2GB PC2-5300 FB-DIMM DDR2-667 4 
サーバ B 
(3)146GB ホットプラグ対応 10krpm 2.5” SAS ハードディスクドライブ 3 
StorageWorks MSA60 2 
(1)Smart アレイ P800/512 BBWC コントローラ 2 
(2)Modular Smart Array60 2 
ストレージ
B 
(3)1TB ハードディスクドライブ(SATA) 24 
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表 5.4.5-1 ソフトウエア構成一覧． 
ソフトウエア 名称 備考 
OS Redhat Linux ES5 オペレーティングシステム 
WEB サーバ Apache-2.2.9 [サービス層] 
PHP-5.2.6 スクリプト言語 
Perl-5.8.8 
[データ取得層] 
[データ蓄積層層] 
[サービス層] 
CGI，運用アプリケーション開発用スクリプト言語
地図サーバ 
WMS サーバ 
WFS サーバ 
Mapserver-5.2.1 [サービス層] 
地図サービスサーバ 
タイルサーバ Ka-Map-1.0 [サービス層] 
タイル画像作成，アクセスプログラム 
GIS GRASS-6.3.0 [データ蓄積層層] 
オープンソース GIS システム．J-SHIS システムで
はベクトルデータからラスタデータへの変換に利
用している． 
データベース PostgreSQL-8.3.3 [データ蓄積層層] 
オープンソースリレーショナルデータベースマネ
ージメントシステム 
GIS アドオン PostGIS-1.3.3 [データ蓄積層層] 
PostgreSQL データベースで GIS 情報を扱うための
アドオン 
proj-4.6.1 [データ蓄積層層] 
測地系変換ライブラリ 
shapelib-1.2.10 [データ蓄積層層] 
ESRI Shapefile ライブラリ 
gdal-1.6.0 [データ蓄積層層] 
GIS データ変換ライブラリ 
geos-3.0.0 [データ蓄積層層] 
計算幾何学ライブラリ 
ライブラリ 
libgeotiff-1.2.5 [データ蓄積層層] 
GeoTiff 用ライブラリ 
OpenLayers-2.7 [アプリケーション層] 
地図サービスオーバレイライブラリ 
Javascript ライブラリ 
Ext-2.2 [アプリケーション層] 
リッチクライアントライブラリ 
外部地図アクセス API Google Map API [アプリケーション層] 
Google Map にアクセスするための Javascript API 
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6. 今後へ向けて 
 地震動予測地図に関するこれまでの到達点と今後の課
題は表 6-1 のようにまとめる．今後は，地震動予測地図
作成に関する課題の解決だけではなく，利活用や地震防
災への橋渡しするための取り組みを推し進めることが必
要不可欠である． 
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表 6-1 地震動予測地図の到達点と残された課題． 
  到達点 残された課題 
長期評価の適
用 
・ 主要活断層帯及び海溝型の固有地震のモ
デル化 
・ 新しい長期評価の取り込み 
・ 利活用を見据えたモデルの体系化 
震源を予め特
定しにくい地
震のモデル化 
・ 「地域区分する方法」と「地域区分しな
い方法」を併用 
・ 地震カタログから余震を機械的に除去 
・ 地域区分や最大マグニチュードを含め
たモデルの改良 
・ 前震や余震の取扱い方法の検討 
地震活動
のモデル
化 
地震間の相互
作用 
・ 独立の事象として扱い考慮していない ・ 連動のモデル化 
・ 海溝型巨大地震と内陸地震の相互作用 
強震動予
測のため
の震源の
モデル化 
「レシピ」の
高度化 
・ 震源断層モデル設定の「全国一律に手続
き化された手法」の確立 
・ 平均的な予測結果が得られるパラメータ
設定手順の確立 
・ 長大断層，短い断層のモデル化手法確立
・ パラメータの不確定性と予測結果のば
らつきに与える影響の評価 
・ 破壊伝播速度の不均質性導入 
・ 応力降下量の設定方法の検討 
地震基盤以深
の地殻構造 
・ Hi-netデータを基に構築された全国モデ
ル（Matsubara et al., 2008）の利用  
・ 南西諸島や小笠原諸島などの島嶼部を
含めたモデルの作成 
深部地盤 
モデル 
・ 作成，修正手法の「レシピ」化（Koketsu 
and Miyake, 2007）とその適用 
・ 全国深部地盤モデルの作成と改良  
・ 新たな探査データ等の取り込みによる
モデルの改良（島嶼部の拡張を含む） 
・ 速度逆転層のモデル化 
浅部地盤 
モデル 
・ 地形・地盤分類 250mメッシュマップ全国
版の構築（若松・松岡，2008）  
・ 新測地系への移行 
地下構造
のモデル
化 
統合モデル  ・ 浅部・深部統合地盤モデルの構築 
簡便法（距離
減衰式） 
・ 距離減衰式と微地形区分に基づく地表の
震度分布計算 
・ 観測記録に基づくばらつきの新たなモデ
ルの導入  
・ 上盤効果や破壊指向性などの導入 
・ 分布形状や打ち切りを含めたばらつき
に関するさらなる検討 
・ 地震基盤深さの導入 
詳細法 ・ ハイブリッド法による波形計算 
・ 震度増分による地表の震度算出  
・ 統計的グリーン関数法での上下動計算 
・ 震源ごく近傍に対する計算手法の検証 
地表の地震動
算出手法 
・ 観測記録により改良された各種経験式
（藤本・翠川，2005，2006；松岡・他，
2005）の適用 
・ 等価線形手法の適用による地盤の非線形
応答評価 
・ 各種経験式のさらなる改良 
・ 簡便法における地盤の非線形応答の適
用可能性に関する検討 
・ 液状化の予測 
強震動計
算手法 
計算手法の検
証 
・ 実地震の強震動記録に基づく検証（2003
年十勝沖地震，2005 年福岡県西方沖の地
震など）と「レシピ」への反映 
・ 最近の大地震の強震動記録に基づくさ
らなる検証 
・ 歴史地震の震度分布との対比 
データ公開 ・ 確率論的地震動予測地図の年更新 
・ J-SHIS による地図及びデータの公開 
・ 地震カテゴリーの導入  
・ J-SHIS のさらなる高度化 
・ 理解しやすい見せ方に関する検討 
データの
公開と利
活用 
防災・減災対
策への橋渡し 
・ 地震保険における利用，参照 
・ 自治体，企業における J-SHIS の利用，参
照 
・ 確率論的地震ハザードに基づくシナリ
オ地震設定方法の確立 
・ 地震動予測地図に基づく地震リスク評
価の実施 
・ 建物，人口などの基礎データの整備と更
新システムの構築 
※到達点の中で下線を引いた項目は，全国地震動予測地図に取り入れられた新たな成果． 
7. おわりに 
 「全国地震動予測地図」は，1999 年 4 月に地震調査
研究推進本部によりとりまとめられた「地震調査研究の
推進について－地震に関する観測，測量，調査及び研究
の推進についての総合的かつ基本的な施策」に基づき作
成され，全国を概観した地震ハザード評価をとりまとめ
るという，当初の目標は，ほぼ達成できたと考えられる．
一方で，地震災害軽減のためには，「全国地震動予測地
図」が単なる地震ハザード評価にとどまるだけでなく，
実際の災害軽減のための各種活動の中で活かされるもの
となっていく必要がある． 
 こうした中，2007 年 6 月には長期戦略指針「イノベ
ーション 25」が閣議決定された．「イノベーション
25」は，2025 年までを視野に入れ，研究開発の推進，
社会制度の改革等について，短期，中長期にわたって取
り組むべき政策を示したものである．この中で，基礎研
究から科学技術の社会適用までの全体を俯瞰して，実証
を通じて技術の効果等を示すため，2008 年 4 月より，
「社会還元加速プロジェクト」と名付けられた 6 つのプ
ロジェクトが開始されることとなった．その１つが，
「きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるととも
に災害対応に役立つ情報通信システムの構築」である．
このプロジェクトは，総合科学技術会議の下，関係府省
が連携して進めることとなっている．本プロジェクトに
おける文部科学省の分担として，「災害リスク情報プラ
ットフォームの構築」が実施されることとなり，その実
施主体を，防災科研が担うこととなった． 
「災害リスク情報プラットフォームの構築」において
は，地震，火山，風水害，土砂，雪氷など主要な災害リ
スクに関する情報を国民一人ひとりに届け，実際に災害
対応に役立てることができるシステムを，他の災害情報
システムとの整合性を図りつつ，構築することを目標と
している．具体的には，関係府省・地方公共団体・研究
機関等との連携の下，それぞれが保有する自然災害に関
する情報を集約し，リスク評価を行う手法や災害リスク
情報の利活用手法の開発等を行い，全国を概観したハザ
ード・リスクマップを作成・配信することを目指してい
る．また，特定地域との協力による地域レベルでの詳細
なハザード・リスクマップを作成・配信し，地域防災力
の向上に資するための実証的な研究も実施予定となって
いる． 
2009 年 4 月には，地震調査研究推進本部により，
「新たな地震調査研究の推進について  －地震に関する
観測，測量，調査及び研究の推進についての  総合的か
つ基本的な施策－」がとりまとめられた．この中では，
地震動予測地図のさらなる高度化に向けての各種調査研
究を進めること同時に，「防災・減災に向けた工学及び
社会科学研究を促進するための橋渡し機能の強化」が基
本目標に掲げられている． 
地震の被害を軽減するためには，個々人の地震への意
識を高め，地震に対する備えを促すことが不可欠である．
このための第一歩として，日本全国で発生する地震を対
象として，個々人が地震リスクを自分の問題としてとら
えることができるリアリティの高い詳細なハザードマッ
プ及びリスク情報を作成することが必要である．こうし
た情報を集約し，最新の技術を用いて，国民一人一人を
対象とした，わかりやすく説得力のある情報を提供する
ことのできる地震ハザード・リスク情報ステーションを
構築し，広く情報公開・普及を行い，防災・減災対策に
活用することが望まれている．このため，「災害リスク
情報プラットフォームの構築」においては，これまで主
たる研究対象であった地震ハザードのみならず，地震リ
スク評価までを研究対象に広げた取り組みが計画されて
おり，新総合基本施策が掲げる基本目標の１つ「防災・
減災に向けた工学及び社会科学研究を促進するための橋
渡し機能の強化」の実現に資することが期待される． 
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